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代協活動の現状と課題

損害保険業界では、お客様対応を直接行っているのは多くの場合、保険会社ではなく代理

店です。ですから、損害保険業界における顧客本位の業務運営は、代理店の存在なしには成

立しないといっても過言ではありません。

我々には、将来にわたってお客様をお守りしていく責任があります。

そのためには、お客様とともに我々も永続的な発展、成長を目指すことが大事ですが、変

化の激しい時代の中、過去から現在に至る延長線上にはない、新しい未来を創り出していか

なければなりません。

だからといって、いたずらに不安になることなく、ワクワクした気持ちを持ちながらお客様

とともに未来へ向かっていきたいという気持ちを込めて、「未来志向」としました。

未来志向
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【本冊子をお読みいただく皆様へ】

●本冊子を手に取っていただき、ありがとうございます。日本代協及び各都道府県代協の活動について、少
しでも理解を深めていただくことができましたら幸甚に存じます。

●本冊子は毎年発刊しておりますが、直近年度の活動内容のみならず、過去の取組みについてもご紹介して
おります。直近年度の本冊子をご覧いただければ、過去からの流れも含めて、代協の取組みについて一通
りご理解いただける内容としたつもりですので、新入会員オリエンテーション等でも本冊子を活用いただ
ければと存じます。

●代協活動は歴史が長く、また活動範囲も多岐にわたっているため、本冊子は200ページを超える分量となっ
ております。全てにお目通しいただくことが難しい場合は、12ページから記載している「各章のポイント」
部分だけでもお読みいただけますと幸甚です。
そのうえで関心のある章があれば、是非本文までご覧ください。

●既に代協活動について一定のご理解をいただいている皆様におかれましては、十分ご承知の内容も多く含
まれております。必要な項目について直近の動向を確認いただく等、辞書的に活用いただくこともできる
のではないかと思います。

今後も、より一層手に取っていただきやすい内容とするよう努めてまいります。
何卒よろしくお願い申し上げます。

� 一般社団法人　日本損害保険代理業協会　事務局
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2023年度版「現状と課題」発刊のご挨拶

� 2023年８月１日
� 一般社団法人　日本損害保険代理業協会
� 会　長　　小田島　綾　子

　日頃より、皆様から代協活動にご尽力いただき、心よりお礼を申し上げます。
　今年も日本各地で豪雨や台風が発生し、大きな被害を受けている地域があります。心よりお見舞いを申し
上げるとともに、災害対応に奔走する会員企業のご安全を祈っております。日頃からの備え、防災・減災の
重要性、声がけをするのは私たち代理店の役割でもあり、ハザードマップをはじめとした命を守る防災ツー
ルについてもお客様からさらに認識していただくよう働きかけを続けましょう。
　さて、ビッグモーター、そしてカルテル問題、このようなことが起きるのかと、同じ保険商品を販売し、
事故対応を行う会員代理店の私たちは耳を疑い、また不安になる事態が連日報道されています。お客様が持
つ保険に対する思い、安心感や頼りになる存在といった、長い年月をかけて積み重ねてきたイメージが変わっ
てしまう恐ろしさを感じると同時に、会員皆様のお怒り、憤りも多く聴かせていただいています。現状、各
保険会社に対し、今後の改善と再発防止に向けた取り組みを強く要望するとともに、適時適切な情報開示を
求めております。引き続き皆様との情報共有に努めて参ります。
　2023年の現状と課題をお届けするにあたり、損害保険代理業の倫理感、私たちの使命についてあらためて
皆様と共に考えたいと存じます。日本代協の倫理綱領には「正会員に加盟するすべての損害保険代理店並び
にその募集人は、社会が損害保険代理業に課する使命、責任、義務に深い自覚を持ち、社会の信頼にこたえ、
その繁栄に資するため、常に研鑽につとめる」とあります。
　形のない商品を取り扱う私たちは、お客様から信頼され、その役割を果たすために様々な努力をしてきま
した。顧客本位の業務運営といわれる前から、時代の変化と共に求められることを大切な課題として捉えて
きました。現状、改正保険業法の施行によって、個々の代理店が法令等に基づく保険募集のルールの本質を
しっかりと理解し、規模特性に応じた実効性のある体制整備を行なうのはご承知の通りです。昨今の事例を
通じ、うわべではない、お客様本位の業務運営を軸とした自社の「自立と自律」のPDCAサイクル、内部統
制を機能させることの重要性が浮き彫りとなりました。
　保険販売の最前線で仕事をする私たちにとって、募集品質の向上、知識をアップデートすること、しっか
りと情報提供することは、損害保険の役割、有益性をお客様から深めていただくことにつながります。代理
店の関わりは必要であり、私たち代協会員が実務やCSR活動などを通じ地域で輝き、活躍することによって
「保険を選ぶ前に、代理店を選ぶという考え方。」を浸透させることが出来ると信じています。
　昭和15年に創立し、規模を拡大しながら昭和55年に日本代協へ組織変更し、公益性が強い職業団体として
長年活動を行ってきた歴史があります。いま、代理店手数料ポイント制度の話題があがっていますが、日本
代協は、活力研の場において、特別会員である保険会社と制度課題等について真摯な対話の中で共に成長で
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きる仕組みを話し合っていきます。たとえ時間はかかったとしても継続し、本音をぶつけ合い、互いの役割
を慮り、未来に思考を発展させていくことが大切と考えます。
　この激変、激動の時にそれぞれの経営課題を抱えた全国約11,000店の代理店が集まる組織です。代理店経
営者、会員の皆様が描く将来に向けて、これからの環境認識に資する情報をお届けし、個々の代理店の価値
向上へ向けた取り組みに寄与する所存です。そして代協活動の中で組織を活性化させ、業界のリーダーを育
成していくことも日本代協の役割だと考えます。
　未来を切り開き、さらなる一歩を踏み出すために、共に取り組んで参りましょう。

� 以上
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特別寄稿

問われる代理店のプロフェッショナリズム、サービス品質
－古い業界体質・慣行からの脱却、コミュニティ参加型モデルの確立

保険ジャーナリスト�/�有限会社　ナカザキ・アンド・カンパニー取締役
Inswatch共同編集人�/�日本代協アドバイザー

中﨑　章夫

◇厳しい保険事業の環境、変更迫られる「保険」ビジネスの定義

少子高齢化が一段と進み、自然災害の頻発・激甚化、自動車保険市場の縮小等、デジタル化による産業構
造の激変の中で、保険事業の収益環境も厳しさを増し、デジタル化を活用した効率的な業務運営や顧客ニー
ズの変化に即応した商品・サービス開発などを通じて、持続可能なビジネスモデルの転換が求められている。
とりわけここ数年のデジタル化とコロナ禍はそれに拍車をかけた。ニューテクノロジ―の下で、社会は分
散化・非中央集権化の流れが急ピッチで進みつつあり、保険業界の旧来の重厚長大型・垂直統合型の組織や
システム、企業風土、取引慣行もあちこちでほころびを見せ、変革が必要な時代になっている。ＤＸは、新
たな価値創造と経営変革のためにデータやデジタルを活用するものだが、規模信仰に未だとらわれた発想は
どこの業界でも色濃く残るも、もはや旧来の発想、考え方の枠組みでは対処しきれなくなっている。
社会や顧客の求めるニーズが多様化・個性化する中で、保険の定義、保険と非保険の境界がなくなりつつ
ある。まさかの時の金銭給付を中心とした定義はすでに窮屈になりつつある。2021年の保険業法の一部改正
では、業務範囲の規制緩和が行われ、保険業高度化等会社（一般事業会社を10％を超えて子会社化）の活用
が可能となっており、ビジネスモデルの変革を促す条件整備も用意されつつある。今や万一の時のためばか
りでなく、平時の安全・安心・健康みまもりに力点を置いたサービスへ、と事後から事前へ、予防重視へと
ビジネスモデルの変革が求められている。保険産業の強みは顧客から得てきた厖大なデータの蓄積だ。現実
世界の事故・災害・病気など人の五感に係る現実世界からの情報を豊富に有し、それを様々な情報とつなげ
活用することで新たな顧客価値を創造できるからだ。従来の、大数の法則で成り立つ世界から、データが個々
で瞬時にとれる時代になることで、究極の細分化した対応、リスクの予測に基づく管理が可能になる。また
今は限定的・辺境での変革かもしれないが、そこで起こりつつある変革の波はいずれビジネスの在り方を根
底から作り変えていくのかもしれない。

◇古い業界体質からの脱却とプロフェッショナリズム

こんな折、改めて、旧来のビジネス慣行の在り方がらみで、保険に対する社会・顧客からの信頼を大きく
揺るがすような事案が続いて起きている。最近の傾向は、個々の保険会社の問題にとどまらず長らく保険業
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界の慣行・企業風土とされてきたものの在り方そのものが問われているのが特徴だ。
金融庁は、長年の営業至上主義できた保険業界（保険会社、営業職員、代理店顧客との関係）の抱える風
土・体質面に重大関心を示し、顧客本位の業務運営や企業・組織風土の抜本的改革を業界共通の問題として
求めてきている。そこで問われているのは、端的に言うと、顧客本位の業務運営とそれを保証するプロフェッ
ショナリズム、企業倫理、業務品質、コンプライアンス・態勢整備等のシステムの問題だ。
例えば、営業職員の金銭搾取などの不祥事が生保各社で相次いできているが、金融庁はこれを単に個社レ
ベルの問題ではなく生保業界全体に関わる管理・指導上の問題として、その対応を厳格に求め、生保協会で
は本年２月「営業職員チャネルのコンプライアンス・リスク管理態勢の更なる高度化にかかる着眼点」を作
成し、対策を講じるに至っている。

◇企業火災保険のカルテル問題と企業代理店

2023年６月、東急グループの火災保険の更改時に、損保大手４社の保険料提示に当たり、独禁法に抵触す
る事前の価格協定（カルテル）の疑いがあるとの問題が発覚し、金融庁から報告徴求命令が出され、各社独
自に社内調査したところ他にも同様の疑惑案件が出てきたため、金融庁は８月に追加報告命令を出すなど大
きな問題化している。担当社員のスマホでのやり取りから足がついたのはいかにも今様だが、この問題を契
機に、適正な保険料競争が行われているのか、共同保険の在り方を巡る問題点があぶり出された。
大企業や中堅企業の場合、欧米ではリスクマネジャーを配置し保険の手当てなども経営・財務・リスクマ
ネジメントの観点からチェックしているが、日本では、親企業が代理店子会社（企業代理店・機関代理店・
別働隊代理店）を設け、保険料の一部を還流する仕組みをとる独特の流れと、親会社からの天下り人事とそ
れを補完するために保険会社出身の人材を受け入れる関係にあり、こうした独特の慣行が常態化してきてい
る。それぞれの企業風土を形作ってきているが、価格競争を促進するなら、今後、保険会社依存の強い企業
代理店の風土改革、顧客企業からカルテルとの疑いを抱かせないための透明性の高い仕組み、システムづく
りも必要になる。また顧客企業側でも自ら専門人材を養成し、代理店としての専任体制・ガバナンスを強化
するか、外部のプロ代理店等との新たな連携で対処するか、リスクマネジメント態勢整備、プロフェッショ
ナリズムの確立が求められてくるのではないか。

◇ビッグモーターの保険金不正請求問題とその背景

大手中古車販売会社のビッグモーターによる保険金の水増し請求（不正請求・保険金詐欺ともなりかねな
い）問題も社会問題化し各方面に大きな波紋を呼んでいる。単に、不当な支払いを求められた保険会社、修
理の水増しで、顧客の等級ダウン問題のみならず、保険会社と代理店の相互依存関係の在り方に問題はなかっ
たか、保険会社の委託代理店への監督上、不正チェック機能が働かなかったのはなぜか、など、信用を損ね
たことで保険制度や代理店制度の根幹にまで影響を及ぼしかねない問題となったのは残念だ。
保険制度の信頼性回復の観点からも、今後、同様の保険金不正請求が出てこないようにするためには、利
益相反を抱えるチャネルゆえの不正防止の新たな仕組みづくり、代理店管理の在り方の見直し別格扱いを止
め、保険料獲得競争に明け暮れる営業とは遮断した厳格査定が必要になろう。
これをきっかけに、ディーラー・整備工場代理店の管理の在り方を総点検し襟を正した対応が取れるかが
問われているのではないか。
これまでの小規模専業代理店など弱きに厳しく大規模代理店に甘い業界風土・企業風土に対し、安易なダ
ブルスタンダードを廃し、代理店としてのプロフェッショナリズムの観点から、サービス品質を基準とした、
透明性の高い共通の代理店管理基準に基づき、公平に対応するよう経営マインド転換を鋭く求めるムーブメ
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ントが起きつつあることに注目したい。

◇マーケットの変化と活路開拓の重要性

自動車保険や火災保険など損保基幹種目で、個人・家計分野中心できた専業代理店にとっては、収益悪化
もあり、それが手数料評価施策にも現れ、保険料を前年通り又は伸ばしても従来通りの利益が確保できない
傾向が顕在化しつつある。特に規模の小さな代理店ではそれが顕著になりつつあり、統合による大型化がそ
の一つの解決策として示されている。しかし、マーケットの変化に着目すれば、マーケットそのものの構造
が変化しつつあり、短期的に、たとえ量から質重視へ、代理店評価施策の変更が可能になったとしても、将
来展望がきわめて厳しいのが正直なところだ。
そのためには、新たな活路開拓、マーケット開発が必須で、そのことはすでに多くの代理店経営者が気づ
いており、意欲的な代理店では、すでに新たな活路を求めて教育やＩＴに投資しながら動いている。個人・
家計分野に活路を見出すなら生保販売の強化による収益改善だろう。ただし、医療保険などを除き、損保の
顧客にクロスセルが簡単に展開できるほど甘くはなく、文化の違いを踏まえ、生保専任でマーケット開拓が
できるような人材の確保、教育・育成が求められる。また損保市場に新たな活路を見出すなら、中小法人市
場だろう。この市場における課題解決（ソリューション）ビジネスの展開であるが、これとても一朝一夕に
行かず、マーケット特性を踏まえコンサル能力を高め的確なアドバイスができる人材養成が不可欠になる。
それとターゲット顧客層として既存のお客が高齢化しているとするなら、これらシニア層マーケットに特
化して、これらの年代層が抱える悩み・課題解決に乗れる保険に限らぬ多様なサービスを提供出来るような、
専門家・専門企業とのネットワーク型ビジネスの展開もあろうが、これとて、そのための投資が不可欠にな
る。要は、自らの顧客が何を望むか、そして顧客のどのような要望に応えていくか、別な言い方をすれば顧
客価値を創造していけるかにかかっている。

◇保険会社の代理店施策と代理店の優位性とは？

損保会社は代理店にどんな活路を提起しているのだろうか？国内の損保の多くは代理店制を募集・販売の
基本とする経営姿勢をとっている。これまで全国に張り巡らしてきた代理店ネットワークの優位性は、別の
言い方をすれば信頼・信用のネットワークでもある。今後も、エンベデッドインシュアランス（組込型保険）
などサービス事業会社の商品やサービスに組み込んでの保険販売（例えばキャンセル費用の補償）など低価
格で単純な商品分野ではスマホで加入から支払いまで完結するデジタル保険販売は出てくる。ただし、代理
店を抜きにした通販チャネルが思ったほど伸びない理由は、保険商品が積極的に買いたいニーズ顕在型商品
ではなく、不安に気づき入る商品であるという特徴があり、しかも信頼できる方から入りたがるためだ。こ
の信用力や専門性に裏打ちされているがために代理店の優位性はある。このことをきちんと理解した保険会
社でないと今後の経営は危うい。ＤＸ化といっても、根幹には顧客の価値のための経営変革があり、データ
やデジタルはそのためのツールでしかない。代理店の評価も実は、顧客価値をどれだけ創造できるか、すな
わち顧客の抱える課題につき解決策を提示でき顧客から支持されているか、をきちんと評価できるかが、問
われているはずだ。
大手損保は、事業費圧縮による収益改善、既存事業の効率化を急ぐ経営スタンスが垣間見られる。従来の
地域密着営業店舗の母店統合が顕著で、人材のＩＴ分野シフト等も活発で、その地域拠点機能の空白を埋め
るため直資代理店網に加え中核代理店の再整備と資本投下、ＤＸ対応可能な代理店モデルの早急な整備がみ
られる。保険会社の考案した代理店管理施策（大型化施策）を唯一のモデルとして振り回すのは危険だ。そ
れは、代理店が自発的に考え抜いたモデルではないからだ。真に事業家としてその独立性を尊重するなら、
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あくまで参考モデルの提起、選択肢の一つにとどめるべきで、代理店の命運を保険会社が決めるような発想
は厳に慎むべきだろう。代理店こそが明日の自らの進路は決めるべき時代だからだ。
そんな中で、本年に入り、大手損保から相次ぎ、代理店ネットワークの優位性を活用した地域貢献パッケー
ジ施策や、保険・補償の前後の防災・減災やアフターケア等のソリューションサービスメニューなどの活路
開拓策が打ち出されてきたのは、とりあえず良い方向だ。代理店が、顧客価値の創造の観点から、これらの
メニューをヒントに、自らの活路開拓としてどこまで血肉化していけるか、またこのような代理店の取り組
みを損保がどう評価するのかも問われよう。

◇生成ＡＩ・ＤＸで代理店はどうなるか？

保険代理店はこれからどうなるか？チャットＧＴＰ等の生成ＡＩやＤＸなどニューテクノロジーの進展で
代理店の存在余地はなくならないか、などの懸念の声が聞こえてくる。保険業界も成長の軸としてデータサー
ビス産業への歩みを加速することは必至で旧来の保険の枠組みからの転換、事業の再構築や新たな顧客価値
の創造が構想されるところとなっている。
顧客が今後、代理店に求める価値は何か、どんな役割を担う必要があるのか、その際に顧客が抱える問題、
悩み、関心事などに的確に対応できる態勢を有しているか、信用力をバックとした代理店の「よろず相談機
能」は時代に即応してアップデートする必要がある。スマホが日常生活の隅々までいきわたってきた今日、
デジタルを活用し、顧客の状況などを的確に把握しての見守りサービス、ソリュ―ションサービスが多様化
していくと思われる。
損保のドラレコによる安全運転のアドバイスや、生保のスマートウオッチを活用した健康増進サービスな
どによるモニタリングサービスの提供などまさに新たな顧客価値につながっている。これからは、リアル、
デジタル共に多様な接点を有して機動的な対応が採れるか、顧客との双方向の緊密な関係性を深めていける
か、デジタル化の急速な流れは、代理店の役割、価値を改めて見直すきっかけになる。というのも、これか
らのニューテクノロジーの時代は、非中央集権化（分散化）と参加型コミュニティの創出こそがこれからの
共通項となるからだ。
その根幹にあるのが「ブロックチェーン」（分散型台帳技術）というニューテクノロジーだ。このブロッ
クチェーンを使って、近い将来、暗号資産（仮想通貨）、ＮＦＴ（偽造不可な鑑定書・所有証明書付きのデ
ジタルデータ）、スマートコントラクト（ブロックチェーン上で契約を自動的に実行する仕組み）、ＤＡО（分
散型自立組織）、Ｗｅｂ３（分散型次世代インターネット）、メタバース（仮想空間サービス、アバター＝分
身を通じ利用者が活動できるインターネット上の空間）などが融合し、あらたなビジネスモデルをもたらす
ことは間違いない。
これからの時代は自らの頭で考え互いに受・発信していく、分散型の対等ネットワークを活かしていく方
向を指している。旧来のピラミッド型構造は時代遅れの思考法であることに気づかなければならない。
代理店経営者も、コンパクトでもネットワークを組んで連携していく価値共創（ＣＳＶ）が求められる時
代だ。

◇プロフェッショナリズムと代理店のサービス品質基準の必要性

消費者や取引先、社会からの判断材料として、代理店の品質、信用力、その客観的なサービス基準づくり
が求められ出している。果たしてどれほどのサービス品質を有しているか、これまでは保険会社個々が設定
する基準でよかったが、これからは業界横断的に通用する客観的な基準作りが必要になってきている。その
ためには代理店の形態や規模、特性に関係なく、社会や顧客の信頼を得るプロフェッショナリズムを担保す
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る第三者機関の客観的な基準が必要になる。今後、保険会社の枠を超え、真に代理店の質を見極めるための
手掛かりとして、その普及が求められるところとなりそうだ。
比較推奨販売をする生保乗合代理店が顧客本位の業務運営に立った業務品質を確保するために、金融庁の
要請の下で、生保協会が中心になり2022年度から制度化した乗合代理店の業務品質評価基準運営の対象は、
比較推奨販売をする生保乗合代理店に限られるため、損保代理店や専属代理店さらには金融機関代理店、企
業代理店、兼業代理店などが対象外となっており、このような代理店でもプロフェッショナリズムの証とし
ての自らの態勢整備に対する客観的なサービス品質チェックが今後求められてくるのは必至だ。
こうした代理店の要望に対応して、一般財団法人保険代理店サービス品質管理機構（米山高生理事長）は、
日本規格協会のＪＳＡ-Ｓ1003という生損保代理店の態勢整備のサービス品質基準を提供している。消費者
のために保険代理店のベストプラクティスを継続して創出し、保険代理店の経営及び実務の目指すべき方向
を示すことが狙いだ。保険代理店の規模・形態を問わず登録が可能となっているのが特徴で、１）ＪＳＡ-
Ｓ1003目標宣言（無料）、２）ＪＳＡ-Ｓ1003活動実施（有料）、３）ＪＳＡ-Ｓ1003認証取得（有料、認証ス
ケジュール、費用等は近く公開予定）の３段階で構成されている。
https://jsa-s1003.or.jp/
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【各章のポイント】

＜１．日本代協の概要＞
・日本代協は、損害保険代理業業界を代表する全国規模の職業団体です。
・全国47都道府県の代協を正会員とする一般社団法人であり、更に特別会員として損害保険会社13社、賛助
会員として２社に入会いただいています。
・各代理店の皆様は、それぞれの都道府県代協に加入する形態となっています。各都道府県代協も、それぞ
れ一般社団法人となっています。
・会の事業目的にご賛同いただき、多様な視点や深いご見識をお持ちの13名の皆様にアドバイザーを委嘱し
ており、会の進むべき方向性や事業運営等についてアドバイスいただいております。
・各種委員会等における活動の他に、代協とは別組織として「政治連盟」という個人任意加入の政治団体が
設置されています。
・日本代協では、行政や損保協会、各保険会社等に対して各種要望・提言を行っており、本章ではこれまで
行ってきたそれらの内容についてもご紹介しています。

＜２．日本代協の活動状況＞
・2022年度の事業計画に対する取り組みの総括と、2023年度の事業計画内容及び各委員会への諮問事項につ
いて記載しています。直近の活動状況や取組み課題を確認したい場合は、本章をご覧ください。
・本章はわずか７ページですので、会員の皆様におかれましては、是非本文にもお目通しいただければと思
います。

＜３．代理店・募集人の資質向上への取組み＞
・日本代協の最大の目的は、損害保険の普及と保険契約者の利益保護を図るため、「損害保険代理店の資質
を高め、その業務の適切な運営を確保すること」（定款第３条）にあり、会員は常に自己啓発・自己研鑽
に努めていくことが求められます。日本代協では、その取り組みを進めるための各種支援を行っています。
・日本代協は、業界共通で最高峰の募集人資格制度となる「損害保険大学課程」の指定教育機関として、教
育プログラムの運営を担っています。
・「損害保険大学課程」は元々1998年度に日本代協が開講した「日本代協保険大学校」から引き継がれたも
のです。当時、損保協会と日本代協で論議を積み重ねた結果、本会関係者の努力が認められ、新たな業界
共通制度の構築につながりました。
・損保協会が主催している資格であるにもかかわらず、日本代協が指定教育機関となり、また損害保険トー
タルプランナーの取得者の増加と認知度・魅力度の向上に本会が主体的に取り組んでいる理由には、こう
いった歴史的な経緯もあります。
・日本代協独自の取組みとして、e-Learningシステムを活用した「日本代協アカデミー」を立ち上げていま
す。募集人に対する継続的な教育は、改正保険業法で求められる体制整備の重要な項目の一つであり、会
員の皆様の一層の活用が望まれます。
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＜４－１．実力で評価される市場の構築に向けた取り組み①＞
・顧客対応の第一線で働く代理店・募集人の努力が正当に報われる環境の構築のために、不公正な取引を排
除し、公平で公正な環境を確保する必要があります。そのために、個別事案への対応等を行うとともに、
制度的な問題については必要な提言等を行っています。
・一方で、代協会員自身も「自立と自律」を基軸とし、消費者、保険会社、地域社会から信頼される存在に
なることが重要と考えます。

＜４－２．実力で評価される市場の構築に向けた取り組み②＞
・銀行等の保険販売への対応に関して記載しています。日本代協としては、引き続き「弊害防止措置」の存
置を強く求め続けることを基本方針としており、政連とも連携した取り組みを続けています。
・一方で、代協会員においては、地域金融機関との間で主戦場となる中小企業に対するリスクマネジメント
のサポートを行う力を自らつけていく必要があり、2022年２月より「リスクマネジメント講座」を開講し
ています。

＜４－３．実力で評価される市場の構築に向けた取り組み③＞
・郵便局による保険販売への対応に関して記載しています。日本代協としては、政府保有株が全て市場で売
却される等、完全民営化への道筋が明確にならない限り、民間企業と同列の取扱は認められないというス
タンスを基本方針としており、こちらも政連と連携した取り組みを行っています。
・2021年10月より、自動車保険の取り扱いは郵便局の窓口社員のみとなり、金融渉外社員（コンサルタント）
はかんぽ生命とAFLAC商品のみの取り扱いとなっています。引き続き、代協会員における具体的な影響
度合いのモニタリングを行っていきます。

＜４－４．実力で評価される市場の構築に向けた取り組み④＞
・2007年度から開催している「活力ある代理店制度等研究会（活力研）」では、活力ある代理店制度の構築
に向けた議論を保険会社と行ってきています。
・出席メンバーは、保険会社側は損保協会会長会社４社の営業企画・代理店営推担当部長、日本代協側は正
副会長と企画環境委員長等であり、栗山アドバイザーにも毎回ご出席いただいています。
・出席いただいている保険会社は日本代協の特別会員でもあり、会員同士の論議という性格を持ちながら継
続しておりますが、「冷静で論理的な、心ある対話」と共に論議後のフォローもさらに行うことによって、
論議の実効性を上げていくこととしています。
・日本代協HPの会員専用書庫には、議事録に加えて報告動画も掲載していますので、是非ご覧ください。

＜５－１．顧客本位の業務運営の実現に向けて①＞
・金融行政監督のあり方について、2018年10月に公表された「コンプライアンス・リスク管理に関する検査・
監督の考え方と進め方（コンプライアンス・リスク管理基本方針）」の概要を紹介しています。
・内部監査や自主点検の実効性向上と代理店内における定着は、経営者自身の責任で行うことが求められます。
・顧客本位の業務運営の原則については、その内容を十分理解したうえで、顧客本位の業務運営を企業文化
として定着させることが重要です。原則の内容については、特に「原則４．手数料の明確化」への対応に
ついて記載しました。
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＜５－２．顧客本位の業務運営の実現に向けて②＞
・2021年度より行っている、金融庁保険課長と全国代協会長との意見交換会の内容についてご紹介していま
す。本書には、初めて対面で開催した2023年３月開催分の内容を記載しています。
・2023年は以下の４つのテーマを設定し、金融庁へ質問の事前提出も行いました。
①�手数料ポイント制度、代理店合併・統合、乗合承認、他チャネルとの競争上の課題その他、保険会社と
のコミュニケーションの中で抱えている課題について

②業務品質の高度化や顧客本位の業務運営の実践に向けた取り組み、工夫している点の披露
③保険会社との連携で取り組んでいる施策等の披露
④金融庁への質問事項
・現場で発生している諸課題のみならず、顧客本位の業務運営に向けた代理店としての工夫や、我々代協会
員が地域でどのような活動を行っているかについても、金融庁に伝えることができました。一方で、我々
にとっては金融庁の考え方を知る貴重な機会になったものと思います。
・今後も、金融庁との意見交換会は継続していきたいと思います。

＜６．関連法規の動向＞
・2021年11月１日に開始された「金融サービス仲介業」について記載しています。取組自体はまだ本格化さ
れるに至っておりませんが、顧客への更なる価値提供という観点で本制度が活用できるかどうか、代理店
が検討していくことも考えられます。
・一方で、新たに金融サービス仲介業として保険業務に参入してくる事業者が、顧客保護に欠けることがな
いか、保険代理店との競争条件が公平なものであるかどうかといった点について、注視していくこととし
ています。

＜７．共通化・標準化の推進＞
・各保険会社間の相違によって消費者の理解が阻害されたり、煩雑な手続きの原因になっていたりすること、
逆に共通化・標準化されることで消費者にとって大きなメリットになることについて、日本代協では以前
より損保協会に対して改善提案を行っています。
・コロナ禍やDX（デジタルトランスフォーメーション）の急速な進展に伴い、損保協会でも非対面・非接触、
ペーパーレスの推進を図っています。これらの取組は日本代協とも目指す方向性を同じにするものであり、
損保労連も含めて業界全体で取り組んでいくことが重要と考え、連携を深めています。

＜８．組織力の強化＞
・会員増強は各都道府県代協の経営課題そのものであり、日本代協の事業目的達成のために必要な取り組み
でもあります。既存会員への紹介依頼に加えて、損保各社との連携も重要な施策と考えます。
・2022年度末の会員数は10,997店、前年度対比97店の減となりました。また、合併等の代理店の統廃合によ
る退会は340店（前年度は435店）でした。
・代協組織の強化と基盤整備の観点で、ブロック・代協、支部それぞれの活動や期待される役割等について
記載しています。様々な機会をとらえて、会員同士の交流及び情報共有を積極的に行っていくことが重要
と考えます。
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＜９．日本代協コンベンション＞
・毎年11月に開催している日本代協コンベンションについて記載しています。2022年度は懇親会の開催は見
送りとしたものの、３年ぶりのリアル開催となりました。
・本年は11月17日（金）、18日（土）の両日に実施し、４年ぶりに懇親会も開催する予定です。また、式典（基
調講演を含む）及び分科会についても録画による後日配信を行います。

＜10．代理店賠責の推進と代理店経営品質向上への取り組み＞
・代理店賠責制度創設の経緯及び現在の概要について記載しています。現在、代協会員の約90%が加入して
います。
・代理店として、万一の事態に備えて自らの行動が招いた結果に責任を負えるだけの賠償資力を確保するこ
とは、当然のことです。他人に「万一の場合の備えの保険」を勧める者が、自社の業務に対する備えを怠っ
ているようでは、契約者に対する説得力に欠けることを認識する必要があります。
・相談件数は毎年約140件程度と、コンスタントに相談が寄せられている状況にあり、特に最近は自動車保
険に加えて、新種保険に関わる相談が増えています。

＜11．実効性あるCSR活動の展開＞
・日本代協では様々なCSR活動を行っており、本章では地震保険の啓発・普及推進、交通安全への取り組み、
防災・減災・防犯への取り組みを中心に記載しています。
・特に、昨今頻発している自然災害へ備えるためにも、ハザードマップの普及の重要性が増しています。
・一方、自然災害の頻発と併せて特定修理業者による不正請求が増えてきており、社会問題化しています。
損保協会では、本件に対して消費者庁や警察と連携した対策に取り組んでおり、日本代協もこうした動き
に全面的に協力し、消費者保護と適正な保険金支払いに貢献していきます。特定修理業者に関する個別情
報は企画環境委員会で集約しており、タイムリーに損保協会と情報共有を行っています。

＜12．広報活動の推進＞
・プロの損害保険代理店に対する認知度はまだまだ低く、保険代理店の価値や果たしている役割について広
く広報活動を行う必要があります。日本代協ではHPの活用のみならず、各種メディア媒体の活用やYou-
Tube配信等の取り組みを行っています。
・顧客向け情報紙として「みなさまの保険情報」を年４回発行していますが、利用会員は全会員の４％弱に
とどまっています。顧客への継続的な情報提供ツールとして有用なものと考えており、一層の活用を図っ
ていきたいと考えています。
・本冊子「代協活動の現状と課題」は、全代協会員のみならず金融庁、損保協会、各業界団体、有識者等に
も配布しています。当面は冊子での提供を継続するとともに、本冊子の存在を知らない会員もまだ多いこ
とから、少しでも手に取って見ていただけるような情宣と工夫を行っていきます。
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＜13．代協会員向け経営支援策＞
・2019年度に創設した「代理店経営サポートデスク」の支援内容を中心に記載しています。
・毎週水曜日の10時～16時は直通電話での相談を受けております。引き続きの活用をお願い致します。
・今年度は各地で開催するセミナーの前後の日程で「出張型経営相談コーナー」を開設し、代理店経営サポー
トデスクの一層の周知と利便性の向上を図っていくこととしています。
・サポートデスクの詳細は、日本代協HP「会員専用書庫」内の「代理店経営サポートデスク支援ツール」
の項もご覧ください。

＜14．代理店の価値向上策の推進＞
・「代理店の価値向上策の推進」とは、保険募集のプロ集団として、他の代理店と比べた競争力の源泉とな
る価値を提示することを意味しており、より一層顧客に選ばれる代理店となるために非常に重要な観点と
考えています。もちろん、顧客本位の業務運営の実践の観点からも、こういった取り組みは�必要です。
・本章では、企画環境委員会が中心となって取り組んでいる、事業継続力強化計画認定申請、社労士診断認
証制度の活用、リスクマネジメント講座の開講について、そして新たな取り組みとなるJSA-S1003「保険
代理店サービス品質管理態勢の指針」の活用について記載しています。
・いずれの取り組みも、知識として知っているだけではなく、実践して初めて競争力につながります。特に
事業継続力強化計画認定申請と社労士認証制度は、会員自身が認定を受けることにとどまらず、中小企業
を中心とした法人顧客への情報提供と認定取得へのサポートを行っていくことが重要です。

＜15．全国損害保険代理業政治連盟＞
・日本代協の前身である全代連（社団法人全国損害保険代理業協会連合会）は、旧民法34条に基づいて旧大
蔵省の認可を受けて設立された公益法人であり、政治団体としての活動は制限されていました。現在は一
般社団法人として活動を行っていますが、損害保険代理業という公共性の高い職業団体であることに変わ
りはないことから、引き続き日本代協は政治団体としての活動は行わないこととし、事業遂行に必要な政
治団体としての活動を行うために、全国損害保険代理業政治連盟（政治連盟）を組織しています。
・政治連盟は、政治資金規正法の適用を受ける個人加入の政治団体です。日本代協と政治連盟は別団体では
ありますが、表裏一体の関係にあります。
・政治連盟では、40年以上にわたり日本代協の事業遂行に必要な政治活動を行ってきました。「銀行窓販の
弊害防止措置の存続」「日本郵政グループに対する対応」「税制改正要望」等多岐に亘る活動を行っており、
政治連盟顧問や保険制度改善推進議員連盟（保険議連）を中心とした支援議員への働きかけも引き続き行っ
ていきます。

＜16．日本代協83年の歴史と発展＞
・昭和15年からの日本代協の歩みを紹介しています。
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日本代協の概要

■ 性　格
本会は、損害保険代理業界を代表する全国規模の職業団体である。
略称：日本代協＝にほんだいきょう
英文名：INDEPENDENT�INSURANCE�AGENTS�OF�JAPAN,�INC（IIA）
本会は、長年にわたり個々の損害保険代理店を正会員とする団体として運営されてきたが、平成21年度の
公益法人制度改革を契機に、それまで任意団体であった都道府県の損害保険代理業協会（略称：「代協」）が
一般社団法人格を取得したことを受けて、組織運営を適正なものとし、厳しい環境変化に迅速に対応できる
機動性を確保するため、正会員資格を「法人化された47都道府県の代協」に変更する組織改革を行った。
　日本代協本体は、旧民法第34条で認可を受けた公益法人であったが、平成25年４月１日付けで一般社団法
人に移行し、現在に至っている。（法人改革の経緯は後段に記載）
　なお、本会は、正会員・特別会員・賛助会員（後記）の会費で運営されており、各活動は役員・委員も含
め無報酬で行っている。

■ 組織目的
　本会は、「損害保険の普及と保険契約者及び一般消費者の利益保護を図るため、損害保険代理店の資質を
高め、その業務の適正な運営を確保し、損害保険事業の健全な発展に寄与するとともに、幅広く社会に貢献
するための活動を行うこと（定款第３条）」を目的としている。公益性が強い職業団体として長年活動を行っ
てきた歴史がある。

■ 事　　業
本会は、上記組織目的実現のために、次の事業を行っている（定款第４条）。メインは①である。
　①　損害保険代理店及び損害保険募集人に対する教育研修事業
　②　損害保険代理店の制度、業務に関する調査研究及び関係諸機関への提言
　③　損害保険の健全な普及に関する啓発、宣伝及び防災運動
　④　地球環境の保護、地域社会に貢献するためのボランティア活動
　⑤　社員及び賛助会員への情報伝達と相互理解を図るための会報等の発行
　⑥　損害保険代理店に関する広報活動
　⑦　損害保険代理業に対する支援事業　他、本会の目的を達成するために必要と認めた事項

■ 組織の沿革
　・昭和15年10月　東京火災保険代理業懇話会創立
　・昭和18年12月　東京損害保険代理業協会設立
　・昭和24年２月　全国損害保険代理業協会連絡協議会設立
　・昭和25年５月　全国損害保険代理業協会連合会設立（全代連）（事務所を東京・丸の内に置く）
　・昭和39年12月　大蔵省より社団法人の認可取得（社団法人全国損害保険代理業協会連合会）
　・昭和55年４月　社団法人日本損害保険代理業協会発足（「日本代協」を商標登録）
　・平成20年12月　全国47都道府県の損害保険代理業協会が一般社団法人を設立（法人格を取得）

１
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　・平成21年８月　正会員資格を47代協に変更する定款変更の認可を取得
　・平成22年５月　正会員資格変更に伴う理事数削減のための定款変更認可を取得
　・平成25年４月　一般社団法人日本損害保険代理業協会設立　現在に至る

■ 運営指針
　本会は、「倫理綱領」・「募集規範」・「反社会的勢力への対応に関する基本方針」を組織運営の理念的・倫
理的基軸に置き、定款並びに諸規則に基づいて運営を行っている。

■ 会員構成
⑴　正会員（名簿は巻末に掲載）
正会員は、定款で「損害保険代理店の代表者で構成された団体であって本会の目的及び事業に賛同する

法人」と定められており、現在は全国47都道府県代協となっている。
なお、各代協に所属する損害保険代理店（代協会員）は11,094店（2022年３月末現在）。保険業法上の

損害保険代理店登録があれば各代協への加入資格に制限はない。日本代協としては、高い品質でお客さま
を守り続けることができる専門家集団を目指している。このため、志高く、使命感を持って保険代理業に
取り組み、資質向上に対する努力を怠らない代理店は、専業・兼業といった画一的なチャネル区分に囚わ
れることなく広く仲間に迎え入れ、切磋琢磨しながら高め合っていくことを理念としている。
⑵　特別会員
特別会員は、定款で「一般社団法人日本損害保険協会（損保協会）、損害保険料率算出機構、公益財団

法人損害保険事業総合研究所（損保総研）等及びこれらに所属する社員または会員」と定められており、
現在は下記13社となっている。
あいおいニッセイ同和、AIG損保、共栄火災、ジェイアイ傷害、セコム損保、損保ジャパン

　大同火災、東京海上日動、日新火災、三井住友海上、明治安田損保、楽天損保、Chubb損保
⑶　賛助会員
賛助会員は、定款で「本会の目的及び事業に賛同し、本会の事業を賛助または後援する法人、個人」と

定められている。現在は、株式会社JCM�（JU傘下の車両買取・リース業者）、SD�Financial�Technology株
式会社（保険代理店向け顧客管理システム開発等）の２社が会員となっている。

■ 組織機構図
　組織は次の図の通りとなっており、業務執行は理事会が中心となって行っている。
　ブロック協議会は日本代協の議決機関ではないが、定款第47条に基づき理事会規則で設置された情報交換
の会議体であり、同一ブロックに所在する複数の代協で構成されている。
　※ブロック協議会：�北海道、北東北、南東北、上信越、東関東、南関東、東京、東海、北陸、近畿、阪神、

東中国、西中国、四国、九州北、九州南　（計16ブロック）
　また、正会員である各代協の下には日常活動の主体となる支部が設けられている。
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■ 役　　　員
　本会は、定款で「理事15名以上30名以内、監事３名以内の役員を置く」と定めている。
　2023年７月１日現在の役職名、人数は以下の通りである。（理事18名・監事２名）
　①　会長（代表理事）� ：小田島綾子
　②　副会長� ：４名（横山健一郎、小俣藤夫、中島克海、山中　尚）
　③　地域担当理事� ：６名（佐々木雅之、雨宮　豊、下村文則、小橋信彦、谷川明義、北島香代子）
　④　委員会担当理事� ：５名（松本一成、石川英幸、藤山裕介、大城　拓、大和親英）
　⑤　専務理事・常務理事�：各１名（金澤　亨、坂　雅夫）
　⑥　監事� ：２名（津田文雄、小島俊宏）
　その他、名誉会長（金子智明）、顧問（佐藤貞一朗、岡部繁樹）、相談役（小平髙義、山口史朗）を置いて
いる。

■ アドバイザー
　本会は、会の事業目的に賛同し、専門性のみならず多様な視点や深い見識から、会の進むべき方向性や事
業運営等に対するアドバイスをいただくことを目的として、アドバイザーを委嘱している。現在の布陣は以
下の通り。（13名／就任順）
　・栗山　泰史�様（日本損害保険協会シニアフェロー他、役職多数）
　・中﨑　章夫�様（保険ジャーナリスト�/�Inswatch共同編集人）
　・日本創倫株式会社�様（内部監査・体制整備�/�代表取締役�山本　秀樹�様・専務取締役�風間　利也�様）
　・DAVID�N.�BLAKESLEY�様（損害保険教育コンサルタント・CPCU、CIC、ARM）�San�Francisco�在住
　・錦野　裕宗�様（中央総合法律事務所　弁護士）
　・岩崎　邦彦�様（静岡県立大学�経営情報学部教授�/�小規模企業のマーケティング）
　・望月　広愛�様（株式会社�MATコンサルティング�代表取締役�/�経営コンサルタント）
　・𡈽川　尚己 様（名案企画株式会社 代表取締役 / 代理店経営支援・IT活用支援）
　・吉田　桂公�様（のぞみ総合法律事務所　弁護士・公認不正検査士）
　・粕谷　　智�様（株式会社　粕谷企画�/�代理店経営支援）
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　　　　　　　　　＊日本代協「代理店経営サポートデスク」室長（2019年７月～）
　・牧野　　司�様（フューチャリスト・シンギュラリティ研究家�/�慶應義塾大学訪問教授・東京大学非常

勤講師・筑波大学客員教授）
　・成島　康宏�様（体制整備・内部監査・検査対応�/�元金融庁特別検査官）
　・滝澤　清隆�様（株式会社ビジネスバンク取締役�/�日本代協未来塾専任講師）

■ 活�動�状�況
　本会では、損害保険代理業界を代表する団体としての使命感と責任感を持ち、消費者保護の実現と業界全
体の健全な発展を目指して日々活動を展開している。取り組みの推進役となる各委員会の主要業務は以下の
通り。
⑴　委員会・研究会活動
　①　企画環境委員会：�代理店の価値向上策の定着と更なる推進（リスクマネジメント講座、事業継続力強

化計画認定申請、社労士診断認証制度　等）、募集現場の実態のモニタリングと対
応策の実施（不適正募集、特定修理業者対策、共通化・標準化　等）

　②　教 育 委 員 会：日本代協アカデミーの展開、損害保険大学課程の運営・検証・改善
　③　組 織 委 員 会：ブロック・代協・支部の強化、仲間づくり（会員増強）の推進、代理店賠責の推進
　④　C S R 委 員 会：�実効性のある「ぼうさい探検隊」の積極推進、防災・減災の具体的取り組みの定着

と更なる推進（他業界団体とのコラボレーションの模索、SDGsの取り組みに向け
た検討　等）

　⑤　広 報 委 員 会：�保険代理業の仕事の魅力と存在意義を伝えるためのPR政策の検討・実施・活用、「み
なさまの保険情報」の利用拡大に向けた情報提供と具体的推進、「日本代協ニュース」
の作成・配信、会員へより情報が伝わる手法の研究・検討

　⑥　活力ある代理店制度等研究会：代理店の活性化に向けた特別会員４社との意見交換、共同研究　等
　⑦　代理店経営サポートデスク：代協会員の経営支援ツール作成、セミナー開催、個別相談窓口　等
　⑧　コンベンションPT：コンベンションのアクションプラン策定・推進・運営　等
　⑨　タスクフォース：�特定の取り組み課題解決のための検討チーム（必要に応じて組成）

⑵　その他各種活動
　・「コンベンション」：�2011年度から、全国の代協加盟代理店が「集い、語らい、高め合う」場として毎

年11月に東京で開催。式典・基調講演・分科会・業界関係者懇談会等を実施
　・「日本代協政治連盟」：�東京都選挙管理委員会に届出を行っている個人任意加入の政治団体。日本代協と

は組織的にも経理的にも全く別個の団体であるが、政治活動に関しては表裏一体
の関係にあり、日本代協の事業目的実現のために必要な政治活動を行っている。
税制や法律の改正に関しては、損保協会と連携して調査・要望活動を行っている。

⑶　各種要望・提言
本会は、金融庁、損保協会、各保険会社等に対し、様々な機会を捉えて各種要望、提言を続けている。

公的な会合等の場で本会が意見陳述や提言を行う機会を得た近年の主なものは以下の通り。なお、行政や
損保協会、各保険会社等とは随時頻繁に意見交換、情報連携を行っている。
　・平成３年　　　保険審議会臨時委員（会長）
　・平成６年　　　大蔵省「保険ブローカー制度懇談会」に参加（会長）
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　・平成７年　　　大蔵省「地震保険制度懇談会」に出席（副会長）
　・平成９年　　　保険審議会・基本問題部会において銀行窓販に対する意見陳述（会長）
　・平成17年～　　金融庁「保険商品の販売勧誘のあり方に関する検討チーム」委員（副会長）
　・平成18年　　　内閣府「郵政民営化委員会」において意見陳述（会長）
　・平成19年　　　損保協会「消費者の声諮問会議」に出席（会長）
　・平成19年　　　内閣府「郵政民営化委員会」において意見陳述（会長）
　・平成19年　　　金融審議会「保険の基本問題に関するWG」において銀行窓販に関し意見陳述（会長）
　・平成21年　　　金融審議会「保険の基本問題に関するWG」に参考人として意見陳述（会長）
　・平成22年　　　公正取引委員会に対し優越的地位の濫用に関するパブリックコメント提出
　・平成23年５月　｢銀行等による保険募集に関する金融庁副大臣ヒアリング」にて意見陳述（会長）
　・平成24年６月　金融審議会「保険の基本問題に関するWG」実務者委員就任（名誉会長）
　・平成24年９月　�損保協会「よりわかりやすい募集文書・説明のあり方に関するタスクフォース」委員就

任（企画環境委員長）
　・平成24年９月　内閣府に対し「ゆうちょ銀行損害保険募集業務認可申請反対」の意見書提出
　・平成24年10月　内閣府「第86回郵政民営化委員会」において意見陳述（会長）
　・平成25年６月　早稲田大学保険規制問題研究所シンポジウムにて意見陳述（会長）
　・平成26年２月　金融庁保険課において代理店の募集実務に関するプレゼン実施（事務局・会員）
　・平成27年３月　金融庁に対し改正保険業法の政省令・監督指針に関するパブリックコメント提出
　・平成28年５月　公正取引委員会に独禁法対応に関するアンケート提出
　・平成29年１月　金融庁による代理店直接ヒアリングサポート（経営理念・顧客本位／事務局）
　・平成29年２月　金融庁「代理店手数料体系・代理店認定時の経営品質指標説明会」開催（事務局）
　・平成29年５月　金融庁による代理店直接ヒアリングサポート（代手体系・乗合制度／事務局）
　・令和元年７月　関東財務局「生損保代理店100店に対する直接ヒアリング」サポート（体制整備）
　・令和元年９月　関東財務局による台風被害時の代理店の対応実態直接ヒアリング実現（千葉県代協）
　　　　　　　　　関東財務局「代理店の現状と課題勉強会」において講師としてレクチャー（事務局）
　・令和３年１月　�郵政民営化委員会に対し「ゆうちょ銀行の損害保険代理業務認可申請」に対するパブリッ

クコメント提出
　・令和３年２月　第226回郵政民営化委員会に出席・上記に関する反対意見を表明（会長）
　・令和３年３月　金融庁に対し「金融サービス仲介法制」に関するパブリックコメント提出

⑷　代理店対象の各種制度の改善
上記⑶の他、代理店対象の諸制度に対し、政治連盟と連携しながら関係機関への改善提案や折衝調整を

行い、具体的な成果につなげている。主な事例は以下の通り。
　・昭和41年　地震保険制度の創設
　・昭和48年　ノンマリン代理店制度の改定
　・昭和53年　国民金融公庫の代理店向け融資の実現
　・昭和55年　地震保険制度の大幅改定（現行制度のベース）
　・昭和57年　住宅金融公庫の契約取扱規定の改善
　・昭和57年　中小企業金融公庫の代理店向け融資の実現
　・昭和58年　別途保管口座の預金種類に定期預金の追加実現
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　・昭和60年　中小企業信用保険法保証対象業種への指定実現
　・昭和61年　代理店登録手続きの改善
　・平成４年　中小企業新技術体化投資促進税制適用業種の指定実現
　・平成５年　全国損害保険代理業国民年金基金の創設
　・平成22年　政府「景気対応緊急保証」の対象業種に損害保険代理業の追加実現
　・平成24年　代理店乗合承認制度の改善（回答方法・期限明示等）
　・平成25年　消費税簡易課税制度に関する「みなし仕入率」引き下げ時期の繰り延べを実現
　・平成26年　乗合代理店における推奨販売方針の一つとして「募集人毎指定」の追加を実現

【参考：日本代協の公益法人制度改革への対応（記録）】

■ 組織改革の変遷
　本会は、昭和15年10月に設立された「東京火災保険代理業懇話会」を起源とするが、法人としてのスター
トは昭和39年12月に大蔵省の認可を受けて設立された「社団法人日本損害保険代理業協会連合会」である。
その後、昭和55年４月に現在の「社団法人日本損害保険代理業協会」に改組し（「日本代協」を商標登録）、
保険代理業の発展にかける諸先輩の熱い思いと会員一体となった弛まぬ努力のお陰で、損害保険代理業界を
代表する全国組織の職業団体として歩み続け、現在に至っている。
　この間、様々な環境変化に対応しながら活動を続けてきたが、本会の存立根拠となる公益法人制度につい
ては、社会環境に合せて抜本的改革が行われることとなり、平成18年６月２日に公益法人制度改革関連３法
が公布され、平成20年12月１日に施行された。
　本制度改革により、旧来の公益法人は、一般社団・一般財団法人と公益社団・公益財団法人のいずれかに
移行することとなり、公益法人の認定は、公益認定等委員会の意見に基づき内閣府が行うこととなった。（法
人設立と公益性認定の分離）
　本会としては、時代の要請や環境変化に機敏に対応し、消費者の利益のために活動し続ける保険代理店の
プロ集団になる必要があるとの認識の下で、制度改革に一歩先んじる形で組織内論議・検討を続けてきた。
その結果、募集人に対する教育・研修事業を柱にして公益認定を得られる可能性があると判断し、組織や事
業内容の変更を行わず、現状の姿のままで公益認定にチャレンジすることとした。
　また、これに併せて、長年の懸案となっていた全代協の法人化を実現することとした。法人化実現のため
に各代協に法人化特別委員会を設けるとともに、日本代協にはフォローアップ小委員会及び法人化推進特別
委員会を設置してサポートを行い、全代協足並みを揃えて取り組みを進めた。

■ 全代協の法人化（平成20年12月～平成21年１月）
　平成20年４月16日の熊本県代協を皮切りとして各代協の通常総会が開催され、既に中間法人に移行してい
た群馬県代協（※）を除く46代協は、一般社団法人化に係わる以下の内容を決議した。
　・平成20年12月中に一般社団法人の形態で新法人を設立すること
　・現組織の会員全員が新法人に移行すること
　・新法人への移行に伴い現組織を解散すること
　（※）群馬県代協については、整備法の規定により、新法施行日付けで自動的に一般社団法人に移行
　以後、フォローアップ小委員会が作成した「代協標準定款」並びに「一般社団法人設立のためのマニュア
ル」に沿って設立手続きが進められ、平成20年12月１日～翌年１月にかけて各代協が一般社団法人格を取得
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した。これにより各代協のガバナンスの確保と対外的信認度向上が図られたことで、新たな活動のステージ
へ歩みを進めることとなった。

■ 会員資格変更の先行実施（平成21年８月）
　平成20年の金融庁検査において会員資格変更が未改善事項であるとの指摘を受けたままになっていること
から、先ずは現組織において会員資格の変更を行う必要があるとの判断に至ったため、平成21年６月の総会
に「会員資格を変更する定款変更」（正会員を個々の代協会員から法人格を取得した各代協とする変更案）
を付議し、承認された。
　その後、平成21年８月に金融庁に定款変更を申請し、同25日付で認可を取得した。これを受けて、平成21
年10月に正会員資格変更後初の全47代協による臨時総会が開催され、公益認定申請に向けた定款変更案等が
審議、承認された。

■ 公益認定申請とその後の状況（平成21年10月～平成22年３月）
　臨時総会の決議を受けて準備を進め、平成21年10月20日付で内閣府に対し公益認定申請を行った。
　その後、５ヵ月に及ぶ審査中、追加資料提出やヒアリング等にも迅速な対応で応えてきたが、平成22年３
月に開かれた予備審査の結果を踏まえ、現状では公益認定の取得は難しいと判断されたため、内閣府事務局
からの示唆も踏まえ、本審査に至る前に申請を取り下げ、時機をみて再申請を行うこととした。
　長期間に亘る審査期間中、委員会事務局に対し、真摯に、かつ、信念を持って本会の活動の公益性を主張
したが、①委員会の委員には保険業そのものが有している公益性に対する認識が薄いこと（一般の物品販売
と同じであり、保険の募集も車の販売も一緒との認識）、また、②本会が行っている代理店・募集人の教育・
資質向上の取り組みが消費者の利益につながるものであることへの理解が不十分であること（消費者への利
益が反射的であり、消費者に直接的に利益を及ぼさないとの理由で公益性はないとされた。要は “売らんが
ため” に「売り方」を学んでいるのではないかとの認識）から、本審査に臨んだとしても公益認定を得られ
る可能性は低いと判断し、「不認定」判定が公表される前に、申請を取り下げたものである。

■ 理事数削減の定款変更（平成22年５月）
　公益認定申請を取り下げたため、予定していた定款変更は先延ばしせざるを得ない状況となった。しかし
ながら、理事総数については、①平成21年８月の会員資格変更認可時に、金融庁から早い段階で新しい会員
資格に応じた数に削減するよう求められていたこと、②平成22年度は役員改選期に当たっていたため、６月
に開催される臨時総会までには変更認可を取得しておく必要があったことから、速やかに適正化を図る必要
があった。そのため、平成22年２月に金融庁に対して理事数を「30名以上60名以内」から「15名以上30名以
内」に削減する定款変更申請を行い、平成22年５月10日付で認可を取得した。

■ 一般社団法人への移行
　本会としては、平成22年３月に公益認定申請を取り下げた後、その後の審査状況を見ながらしかるべきタ
イミングで再申請を行う方針としていた。
　しかしながら、その後の他団体の審査状況等を踏まえると、再申請を行っても公益認定の取得は難しい状
況であると判断された。また、本会のような特例民法法人は、平成25年11月末が移行期限という時間的制約
があり、ここで再申請を行うことには大きなリスク（※）が伴うことが懸念された。（※再び取り下げとなった
場合、即座に臨時総会を開き、その決議を得た上で新たに一般社団法人移行の申請が必要となるため、時間
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的なリスクが大きい。申請が間に合わなければ解散となる。）
　そのため、先ずは一般社団法人に移行した上で事業内容等を再検討し、中長期的な時間軸の中で公益認定
申請を行う方が望ましいとの判断に至り、平成24年度の通常総会において、一般社団法人移行を停止条件と
した定款変更案が承認され、平成24年10月20日付で移行認可の申請を行った。
　その後、５ヵ月余りの審査を経て平成25年３月19日付で移行許可証を受領し、同年４月１日付で一般社団
法人の登記を行った。

■ 一般社団法人移行後の取り組み
　今後、本会としては、一般社団法人として活動を行いながら、引き続き公益認定のチャンスを伺うことと
しており、その選択肢を全く捨てたわけではない。しかしながら、本会は公益認定を取得するために活動を
続けてきたわけではなく、一般社団に移行したとしても本会の理念や目的、事業内容には何ら変更はない。
　また、公益認定を得ていなくても事業運営上特段の不都合はなく、むしろ一般社団であるが故に活動の自
由が確保されており、時代の変化に合わせた機動的な対応が可能なことは大きな利点でもある。
　こうした認識の下で、本会としては、一般社団法人として、これまで通り、募集人の資質向上、防災・減
災への取り組み、各種提言、本業を通じた社会貢献などを柱として活動を続け、社会的な存在としての価値
を発揮していく方針である。
　特に、本会のメイン課題である募集人の資質向上を図る観点から、①損害保険大学課程の受講者拡大と安
定稼働の確保、②日本代協アカデミーの活用推進（ID登録推進、コンテンツ充実）が重要であり、引き続
き活動の柱と位置付けて取り組みを進める。
　なお、本会のような旧民法上の社団法人からの移行認可法人に求められる「公益目的支出計画」の達成に
ついては、平成28年度の決算をもって計画完了済みである。
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〈代協創設にかけた諸先輩の思いを知ろう！〉

　1940年、当時日本を代表する職業保険代理店の一社で、代協創設に尽力された富士商会の中江俊一郎氏が、
東京代協の創立15周年記念式典の際に、保険毎日新聞に次のような一文を載せ、戦前戦中の代理店苦難の時
代を回顧している。

わらじばきの苦労実る＝代協の功績は大きい＝

　昭和十五年、いわば日華事変の最中のこと、日本の企業には系列化問題が盛んに叫ばれていた。
　この財閥の系列化問題が損保会社に波及したのは当然であり、このため大会社の一部には早くも系
列化の問題が現れた。“系列化の傾向” の代理店に及ぼす影響は大で、一部の保険会社には従来の手数
料一割五分の支給を改正し、五分か八分に引き下げようという動きが出できた。とくにこの状態が実
現すれば、われわれ代理店が自滅する恐れもあるので、有志（増尾氏、白川氏、小川氏、嵩村氏、筆者）
五人が “五人会” を結成し、善後策について話し合いを行った。喰うか喰われるかの瀬戸際に立ったわ
れわれ代理店は先ず組合を結成して、代理店の権益を護り、かつ本社、すなわち保険会社の業務によ
りよき協力をなす趣意により出発したのである。
　今だから話をするが、五人会のメンバーは当時自費で、それもわらじばき、腰弁当で「大栄商会」
の一室にこもり組合結成のための規約、その他必要書類を作った。これと同時に五人会の人々は、各
自の関係深き代理店に呼びかけ、組合（代協の前提）結成の参加者をつのった。努力の甲斐あって
三十数人が丸ノ内会館に参集して、第一回の発会式を挙げ、種々協議の末、まず十人の幹事を選任、
柄にもない私が座長に推薦されたが、不適任の私は間もなく辞退して、大栄商会の増尾氏と交代した。
そこでわれわれ十人のメンバーは手数料問題及び代協設立問題などで会社側と折衝を行った。
　しかし代協設立の前途には幾多の障害が横たわっていた。というのは中堅の保険会社はほとんどが
われわれ代協設立の趣旨に同意をしてくれたが、財閥関係の各社、殊に三菱海上（後の東京海上）の
土屋、大正海上（後の三井海上）の北村両氏が代協設立に難関を持して、容易に援助いただく見込み
なく、幾ら説得しても“馬の耳に念仏”の状態であったからだ。とくに再三にわたる会社側代表者と
の懇談の席上は、お互いに激論を交わして険悪な空気まで流れる始末。われわれ一同思案に思案した
ものだった。然し漸くわれわれの熱意と誠意が両氏の納得を得るに至り、話が分かれば両氏は百八十
度の転換を行い承諾してくれた。両氏の承諾によって漸く夜の明けた思いをなし、われわれは互いに
喜びあった次第。斯して両氏は急転直下代協設立の産婆役を引き受けて後援をいただき、代協設立の
恩人と一同感謝感謝する次第となった。
　今日の代協がここまで発展するにはその間に幾多難関波乱の問題もあり、また並々ならぬ苦労もあっ
た。最近、特に痛感することは、代協に入ったら何の利益があるかという話をよく耳にするが、代協
が結成されて以来の代理店手数料の確保または引き上げ、さらには代理店新制度を完成するに至った
功績を改めて再認識してほしい。代協会員外の代理店でもその恩恵を共有していることは、顧みて代
協の功績と思ってその誇りすら感じている。東京代協の十五周年記念式典を迎えるにあたって感謝す
ることは、土屋、北村両氏が強硬の態度を完全に振り捨ててわれわれに協力してくれたことである。
いわば代協の生みの親として今でもこの式典に列席していただければと思慕の念を持っている。
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日本代協の活動状況（2022年度総括・2023年度方針）

＊　2022年度事業計画（総括）＊

本年度も、コロナウイルス感染拡大等の影響から、Web環境を整備のうえ、オンライン会議システムを
駆使して活動したが、代表理事（会長）と業務執行理事（専務理事）が同時に交代したこともあり、全16ブ
ロック協議会や周年行事のある各代協には、精力的にリアル対面形式で出向き、活動の推進の加速につなげ
た。
対外的には行政、損保協会、保険会社各社、業界内団体等との情報交換を重ねた結果、また金融庁保険課
長と各代協会長との意見交換会の継続開催（2022年４月28日Web開催、2023年３月10日リアル対面形式で
の開催）などを通して業界における存在感を増すことができた。また対内的には､昨年度実施した正会員実
態調査で判明した「肝心な施策・情報が伝えきれていないこと」を反省し､動画での情報提供など工夫する
とともに､各代協のWeb活用支援を継続し､各代協の活動を後押しした結果､仲間づくり推進（会員増強）の
取り組み、日本代協アカデミーの利用推進、代理店価値向上策の取組みを除き、概ね計画通りに推進するこ
とができた。
しかしながら、都道府県代協の取り組みに温度差があり、意識・行動のバラツキを是正できていないこと
は大きな課題であると認識している。諸課題（役割分担と意欲・行動量、事務局体制、役員人事の硬直化、
会員資格・会費体系のバラツキ、支部活動の強化等々）が解消されていない代協があり、組織活性化の進捗
には濃淡が見られる。
当年度の特記事項は以下の通りである。

①　コロナ禍かつ本部事務局員欠員状況における活動
本部事務局においては､オンライン会議用の設備を充実させ、Zoom会議・ウェビナー・Vimeoを活用す

るとともに、テレワークを推進（トンネリングシステム導入、シフト勤務）することで、コロナ禍におけ
る情報連携の促進ならびに業務効率向上に取り組んだ。また男性事務局員１名の欠員は、業務分担変更（経
験がないと難しい経理業務を工藤琢哉部長に引き受けてもらい、他の業務を分担し直した。）と下期10月
からのスタッフ採用や税理士提携で補い、業務を遂行した。
なお、６月通常総会ならびに３月臨時総会はリアル集合形式で開催した。理事会も会議室の人数制限を

適用するなど工夫して、リアル集合形式で開催することができた。各委員会は、各委員会判断によりリア
ル集合・Web・ハイブリッド形式を選択して開催した。

②　防災・減災に向けた取組みと災害に便乗した悪質な業者対策
今年度も大雨、台風による被害が発生し、災害救助法が適用された地域があった。また１月下旬以降に

は寒波襲来・大雪により、凍結による水道管の破裂・漏水といったライフライン、住宅への被害が発生し
た。また世界的には２月にトルコ・シリアで大地震が発生するなど自然災害の甚大な脅威が顕在化してお
り、防災・減災の取組みや保険の機能や重要性が再認識されている。さらに、パンデミック対策やサイバー
セキュリティ対策など自然災害以外のリスクにも留意しなければならないことを痛感させられており、公
共性の高い損保代理業を営む我々の力の見せ所であることを再認識し、防災・減災に実効性を上げて取り
組む必要がある。

２
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このような災害に便乗して暗躍する悪質な住宅修理会社・保険金請求サポート業者からお客さまをお守
りするために、注意喚起メールの配信や損保協会サイトのリンクやバナー掲載など損保協会との連携をさ
らに強化して取り組んだ。

③　仲間づくり推進（会員増強）
本年度末会員数は10,997店となった。411店の入会目標に対して、362店、88.1％の達成率に終わった。

代理店の合併・統合のペースは緩やかになっており、３年前▲377店、２年前▲424店、昨年▲250店と比
較すると▲97店と減少幅は圧縮されたものの３年連続の減店となった。
代理店監査対応関連情報、代理店の賠償責任、日本代協アカデミーに関する情報の提供、代理店経営サ

ポートデスクの運営、代理店価値向上策の提供・推進などを通して､代協加入のメリットをオールチャネ
ルの「保険のプロ」に認識いただき、362店の入会につながったが、一方で退会が459店（内合併等による
退会340店）となり、上記の結果となった。
「目指せ、三冠王！」の結果については、本要旨の最後に記載した。
盛り上がりを見せた「目指せ、三冠王！」の結果については、本要旨の最後に記載した。取り組みや施

策の本質的な意義を周知して、強い組織づくりにつなげていきたい。

④　損害保険大学課程の運営
創設11年目となる損害保険大学課程のコンサルティングコースの運営においては、コロナウイルス感染

が収束しない中、教育委員を中心に各代協の役員・委員・事務局員の支援を得て、合計44回のセミナー（Web
開催）を無事に終了することができ、修了者合計で1,079名となった。
2023年度生より、受講料を59,980円（改定前は69,980円）と改定し、募集した結果、前年より176名多

い1,407名（内代協会員1,019名）を集めた。会員比率は75.5％（1,019/1,349名）となり、業界内に一定
の存在感を示すことができた。
また､�「損害保険トータルプランナー」の魅力を高める施策の一つとして要望を続けていた顔写真入り

カード型認定証の作成が実現し、２/１から販売が開始された。
なお、今年度は、設営後11年経った損保大学課程管理システムについて、Chromium版Edge対応、収

納代行会社の組織変更への対応、脆弱性診断の実施、管理サーバのバージョンアップ検討等今までになく、
システムの動作確認や費用負担を含むあり方についての協議・検討に時間を費やした年度であった。

⑤　「日本代協アカデミー」の展開
今後の本会の教育研修事業の柱と位置づけた取組みであり、代理店賠責に並ぶ「代協の魅力」の一つと

して強力な利用勧奨の推進を計画していたが、年度初めからシステムダウンが発生し、対応に腐心したが、
使い勝手向上に関する要望事項を合わせて実現するためにも、プラットフォームの移行が最善という結論
となった。10月には半期分の更新手続きというイレギュラー対応を行い、2023年４月１日の新システムの
リリースに注力した。
コンテンツでは、計画通りに「やさしく分かる公的保険のポイント」（動画・ガイド・ｅラーニング）、

「代理店経営のセオリーを学ぶ」（10カ月連続講座）ならびに「GoGo情報探検隊」（DX活用～サイバー保
険の取組み等）を提供し、好評をいただいている。
業務品質の向上のためには、日本代協アカデミーの取組の目的や本質的な意義について周知し、ルーティ

ンに取り入れる会員を増やしていく活動に注力する必要がある。
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⑥　代理店価値向上策の取組み
次の４つの取組み１）日本代協版「リスクマネジメント講座」、２）.事業継続力強化計画認定（以下、「ジ

ギョケイ」という）取得推進、３）BCP策定、４）社労士診断認証制度に焦点をあて推進した。今後の環
境変化の中で、活躍できるプロフェッショナルな代理店として顧客本位の業務運営を推進していくために
有用な取組事項であり、「目指せ、三冠王！」の重点取組事項にも組み込んで推進に注力したが、2.「ジギョ
ケイ」の取得は12.2％、3.BCP策定は18.8％、社労士診断認証の取得は5.2％に留まっており、取組みの背景、
意義、目的などの本質を更に周知徹底する必要がある。
リスクマネジメント講座の受講勧奨については、周知の仕切り直しが必要である。料金体系の細分化（ア

カデミー利用会員、代協会員、一般代理店）を行い、運用改定、システム改定を行うこととした。

⑦　代理店経営サポートデスクの運営
2019年７月開設の「代理店経営サポートデスク」（粕谷�智�室長）に寄せられた相談も累計で264件となっ

た。（注�参照）
新支援メニューとしては、代協事務局用BCP策定基本ガイド、代理店経営SWOT分析基本ガイド、「小

規模企業共済・経営セーフティ共済」活用ガイド等のガイドブックを作成、提供した。継続施策としては、
ジギョケイ申請支援として出張ワークショップを開催し、認定取得を後押しし、また、保険や保険募集に
関する勉強とは異なる代理店経営のセオリーを学ぶ「代理店経営未来塾」も第２期を開講し、現在、15名
が受講中である。
（注：事業承継58件、代理店BCP･事業継続力強化計画72件、労務管理44件、代理店経営全般50件、体制
整備等26件、その他14件）

⑧　第11回コンベンションの開催
「今、届けたい熱と共有したい情報があることに気が付いたため、懇親会は中止とするが、万全の対策

を講じた上でのリアル開催とする」ということを９月理事会で決議し、式典・分科会を３年ぶりにリアル
集合形式で開催した（懇親会は開催せず）。総勢408名がリアル参加し、成功裏に終えることができた。テー
マは「シン・代理店価値」～顧客価値と代理店価値、変革の焦点を定める～として企画し、来賓ご挨拶（金
融庁三浦知宏保険課長、損保協会白川儀一協会長）、功労者表彰、基調講演（「心理的安全性のつくり方」（株）
ZENTech代表取締役�石井�遼介�氏）と進めたが、参加者のうち316名90.0％から高い評価をいただいた。
分科会（①中﨑�章夫様、②栗山�泰史様、③永井�伸一郎様、④古田土�満様）も好評を集め、所定の目的
を達成したと考える。

本格的な変革の時を迎え、厳しい環境の中で積み残した課題はあるが、理事会、各委員会ではWebシス
テムを駆使しながら、使命感をもって取り組みを進めており、次年度においても「立てた目標を達成する」
ために何ができるか、情報と熱が伝わる組織づくりに取り組みながら、全代協一体となった活動を展開して
いく。
なお､｢目指せ、三冠王！｣の取組みにおいて、都道府県代協別では、以下の34代協が目標を達成し、三冠
王を獲得した。
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＜三冠王＞　　（三冠王獲得決定日順）　
・ダイヤモンド三冠王（６冠以上）
９冠�����������該当なし
８冠�����������山梨（V９）
７冠�����������福井（V５）、愛知（V１）、富山（V１）
６冠�����������広島（V１）、福岡（V５）、三重（V４）、徳島（V４）、神奈川（V２）
・プラチナ三冠王（５冠）��山口（V１）、岩手（V１）、香川（V１）、石川（V４）、鳥取（V１）
・ゴールド三冠王（４冠）���和歌山（V１）、京都（V９）、大阪（V４）、宮崎（V４）、新潟（V１）、

滋賀（V７）、岡山（V１）、群馬（V１）、岐阜（V１）�、鹿児島（V４）
・三冠王（３冠）�������青森（V１）、奈良（V９）、沖縄（V４）、長崎（V３）、大分（V１）、千葉（V１）、

福島（V１）、北海道（V４）�、熊本（V９）、長野（V１）

＊　2023年度事業計画（取り組みの柱）＊

◇　2023年度の事業活動に当たっての留意点
①　引き続き感染防止対策（検温・マスク・換気・除菌・手洗い・密防止）を徹底する。
②　情報が各会員に伝わるにはどうすればよいかを常に念頭に置いて、発信を行う。
③　取り組みに当たっては、なぜ、何のために取り組むのかの意義の理解を深め、数値目標達成のみをもっ
て組織をリードしないよう留意する。

④　オンラインとリアルを組み合わせながら、効率的で効果が高い運営を行う。
⑤　定款自治を前提に、理事会が責任と自覚と覚悟を持って運営に当たる。
⑥　各議事録には主な意見を付記する等、論議と組織運営の透明性を高める。
⑦　行政、損保協会、各保険会社等との信頼関係構築を図り、対話ができる環境を整える。

１：教育・研修事業
●　損害保険大学課程の円滑な運営とカリキュラムの充実・魅力度向上に取り組む
（WEBとリアルのセミナーの棲み分け、テキストのデジタル化の検討を行う）

●　コンサルティングコースの受講者募集に主体的に取り組む
●　損害保険トータルプランナーの認知度を高め、魅力度の向上を図る
●　日本代協アカデミーの価値を情宣し、カリキュラムの拡充を図り、利用者を増やす
●　各代協・ブロック主催のオンラインセミナーの相互活用の仕組みを作り、提供する
●　第39回PIAS（太平洋保険学校）は中止すると共に、いったん本企画は終了する。

２：公正な市場環境の構築・代理店価値向上策の推進
●　個社におけるガバナンス体制を確立する
●　ディーラーを中心に保険販売のモニタリングを継続する
●　特定修理業者の排除に向けて損保協会と連携して取り組む
●　銀行窓販の弊害防止措置の維持を図る
●　郵便局の保険事業を注視し、なし崩し的な拡大を阻止する
●　保険会社の代理店戦略の展開状況を注視し、問題事案があれば改善を申し入れる
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●　共通化・標準化要望をとりまとめ、損保協会に提言を行う
●　代理店の価値向上策を推進する
・リスクマネジメント講座　・事業継続力強化計画認定申請　・BCP策定
・社労士診断認証制度　　　・JSA-S1003（保険代理店サービス品質向上の指針）

３：実効性あるＣＳＲ活動の展開
●　防災・減災に資する具体的かつ実効性のある活動を展開する
●　地震保険の情宣に努め、普及を図る
●　「ぼうさい探検隊・マップコンクール」を活用し将来に向け安心安全な地域作りに貢献する
●　継続活動を着実に展開する
●　SDGs17の目標の中で代理店が取り組める活動を模索し検討する

４：組織力の強化
●　支部・代協・ブロック協議会の活性化を図り、情報と熱が伝わる組織作りに取り組む
●　各代協は中期増強計画に基づき「会員純増」を図る・日本代協は「入会数362店」を目標とする
●　「仲間づくり（入会ベース）」・「トータルプランナー受講者募集」＋「各代協独自取組み項目」で構成
する「目指せ、三冠王！」表彰制度を継続実施する

●　人材育成研修会を開催する
●　各代協の会員資格と会費体系の検証を行なう
●　各代協のオンライン環境整備・セミナー開催をノウハウ面で支援する
●　代理店賠責の普及と代協会員の品質改善に取り組む

５．活力ある代理店制度の構築
　【活力研】
●　保険会社との対話を通し、代理店が抱える課題解決のための自立的サイクルをつくる
　【金融庁監督局保険課長との意見交換会】
●　現場の実態、課題、顧客本位の業務運営に向けた取り組みを、直接行政に伝える

６：広報活動の展開
●　代協の存在意義、代理店の価値、代理店を選ぶことの重要性を伝えるPR施策を企画・実施する
●　「みなさまの保険情報」の活用率を５％超に高める

７：代協会員の経営支援・情報の提供
　【サポートデスクによる支援メニューの提供】
代理店経営サポートデスクの更なる情宣に務めるとともに、当面新たなツールの作成は行わず、既存ツー
ルの活用促進を図る

●　電話相談の回数を減らし、会員向けセミナーに連動した「出張型経営相談コーナー」を開設する
●　代理店経営未来塾は、受講対象範囲を広げながら継続する
●　代理店の10年後を見据えた新番組「（仮題）ボクらのNEXTチャレンジ！」をスタートさせ、年６回
配信する。
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　【情報提供】
●　「日本代協ニュース」をダイレクトメールで配信する（定期）
●　業界動向をまとめた「情報版」を配信する（随時）
●　「代協活動の現状と課題」を配布する
　【タスクフォース】
●　状況に応じて設置を検討する

８：コンベンション
●　第12回日本代協コンベンションを東京で開催する

９：法人運営
●　「代協事務局職員研修」をテーマ別にオンラインで開催する
●　運営に当たっては、ペーパーレス・オンライン活用を進める
●　会合日程は年度初めに決定し、共有する

＊　2023年度各委員会諮問事項　＊

※　下記は「主要諮問事項」であり、事業計画記載のその他の取組みも引き続き推進する。

委�員�会 委�員�長 諮問・推進事項

企画環境 松本　一成

１　�代理店の価値向上策の定着と更なる推進（リスクマネジメント講座・事業
継続力強化計画認定申請・社労士診断認証制度　等）

２　�募集現場の実態のモニタリングと対応策の実施（不適正募集、特定修理業
者対策、共通化・標準化　等）　

教　　育 石川　英幸 １　日本代協アカデミーの展開
２　損害保険大学課程の運営・検証・改善　

組　　織 藤山　裕介
１　ブロック・代協・支部の強化
２　「仲間づくり（会員増強）」の推進
３　代理店賠責の推進　　　　　　　　　

ＣＳＲ 大城　　拓

１　実効性のある「ぼうさい探検隊」の積極推進
２　継続活動の情宣効果向上に向けた検討（地震保険、子ども110番、無保険車）
３　�防災・減災の具体的取り組みの定着と更なる推進（他業界団体のコラボレー
ションの模索、SDGsの取り組みに向けた検討、等）

広　　報 大和　親英

１　�保険代理業の仕事の魅力と存在意義を伝えるためのPR施策の検討・実施・
活用（対外広報）

２　「みなさまの保険情報」の利用拡大に向けた情報提供と具体的推進
３　「日本代協ニュース」の作成、配信（対内広報）
４　会員へ、より情報が伝わる手法の研究、検討

委�員�会 委�員�長 諮問・推進事項

タスク
フォース 状況に応じて設置を検討する
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室長・LD 諮問・推進事項

機�関�紙 廃止

日本代協ニュースは発刊時期が決まっており、取り上げるテーマは自ずと絞
られることから、ニュースのドラフト作成は従来から事務局が担っている。
昨年度は、原稿案を広報委員会が事前に確認しており、機関紙編集室が従来
果たしてきた役割を十分カバーできることが確認できた。
よって、機関紙編集室としての独立の組織は廃止することとしたい。

サポート
デスク 粕谷　　智

１　サポートデスクの存在の幅広い周知
２　BCP策定・事業継続力強化計画認定申請等の個別・グループワーク支援
３　「代理店経営未来塾」の運営
４　電話直接、Zoom相談の更なる活用推進

コンベン
ションPT 穴澤　泰雄 2023年度コンベンション開催に向けた企画・実行・運営
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代理店・募集人の資質向上への取り組み

■ 日本代協における教育研修事業の位置付けと基本的な考え方
日本代協の最大の目的は、損害保険の普及と保険契約者の利益保護を図るため、「損害保険代理店の資質
を高め、その業務の適切な運営を確保すること」（定款第３条）にある。指を自分に向けた終わりのない取
り組みであるが、全ての代協会員（企業経営者）とその従業員・募集人は、常に自己啓発、自己研鑚に努め
るとともに、様々な研修・セミナーの機会を活用して自らのレベルを向上させ、その成果を日々の業務を通
して発揮し、消費者・契約者の信頼に応え続けることが重要である。
特に、2016年５月29日に施行された改正保険業法は、社会全体の消費者重視の大きな流れの中で、代理店
に対してより一層の顧客対応力向上と代理店経営の高度化を求めており、各代協会員は、こうした社会的要
請を正面から受けとめ、「お客様の信頼と業務の品質において業界をリードする代理店」になるとともに、
保険を活用したリスク対策の「プロ」として社会に認知されることが必要である。
日本代協では、長年にわたり、募集人の教育研修事業を最も重要な業務と位置付け、取り組みを続けてい
る。特に、1998年度以降は、「保険大学校」の運営と「（日本代協）認定保険代理士」の輩出に取り組み、資
質の高い募集人の育成に注力してきた。
その後、消費者にとっての分かりやすさの観点から、業界共通の募集人教育・資格認定制度を構築しよう
との機運が盛り上がり、損保協会と日本代協で協議を重ねた結果、日本代協の「保険大学校」と損保協会の
「専門試験」を発展的に統合することとなり、2012年度に新たな募集人資格認定制度となる「損害保険大学
課程」が創設された。日本代協はその指定教育機関となり、業界全体の募集人教育を下支えする役割を担っ
ている。これに伴い、これまでの「認定保険代理士」も、損保協会認定の募集人資格の最高峰である「損害
保険トータルプランナー」に生まれ変わることとなり、募集人の資格認定制度は、業界統一のステージに引
き継がれることとなった。
日本代協の長年にわたる募集人の資質向上に向けた努力が損保業界から評価され、業界共通の資格認定制
度創設という大きな成果につながったものであるが、保険大学校を支えてきた基本精神・理念は何ら変わら
ず新制度に引き継がれている。日本代協としては、「募集人の資質向上こそが業界の信頼の基盤」との信念
に基づき、損保協会と力を合せて、円滑な制度運営と受講者募集、教育プログラムの更なる充実に取り組む
方針である。

■ 日本代協が掲げる「目指すべき募集人像」
資質向上の目標となる「消費者から信頼され、選ばれる募集人・代理店」のイメージは以下の通りである。

［募集人］
①　消費者を取り巻くリスクとニーズ（意向）を的確に捉え、最適な商品選択のアドバイスができる
②　約款・規定を熟知し、契約に当たって重要な事項を、正確かつ分かりやすく説明できる
③　契約者へのアフターフォローが確実・迅速にできる（契約の変更・保険金請求手続き支援　等）
④　契約者に有益な最新情報やサービスを継続的に提供することができる
⑤　リスクの回避や被害を最小限にとどめるためのアドバイスができる（防災・減災他）
⑥　人間性が高く、コミュニケーション力に優れ、親身な対応ができる
⑦　迅速、的確な事務処理ができる

３

― 33 ―



［代理店］
①　確固たる経営理念に基づく顧客本位の企業風土が構築されている
②　PDCAサイクルが機能する自立・自律した組織運営が行われている
③　情報セキュリティが実効性を持って確保され、顧客情報が保護されている
④　BCPが構築され、万一の災害時等の場合にも代理店の機能を迅速に発揮できる
⑤　社員が活き活きと働き、学び続けている
⑥　経営の持続性が確保されている
⑦　ビジネスパートナー、同業者、地域社会から信頼され、企業ブランドが構築されている
⑧　万が一、募集上の誤りがあった場合は、自ら責任を負う覚悟と資力を有している

■ 教育研修事業の歴史
教育研修は、本会の創立以来最も重要な事業として、組織を挙げて取り組みを進めてきた。
1965年度～：�全国規模の「日本代協ブロックセミナー（旧全代連セミナー）」と各代協主催のセミナーか

ら活動を開始
1979年度　：外国研修「太平洋保険学校（PIAS）」を初めて実施
1981年度　：�新たに学校方式による教育活動を導入し、教育事業体系を「セミナー系列」・「外国研修系列」・

「学校系列」の三本立てに再構築
「セミナー系列」（日本代協ブロックセミナー）は、損保協会並びに各損保会社の協賛のもと、
毎年ブロック毎に開催。1981年度より開催ブロックを２ヵ所に拡充
「学校系列」（学校方式による教育活動）は、大蔵省の指導ならびに損保協会の後援のもと、
1981年度に開校（年１場所）し、1983年度から年２場所に拡充

1991年度　：新たに「代協人材育成研修会」を新設
1995年度　：学校方式の教育活動の開催を年１回に変更
1996年度　：「新任理事研修」（現在は新任会長オリエンテーション）を実施
1997年度　：�学校方式の教育活動は埼玉での開校を最後に終了し、新たに創設された「保険大学校」へと

引き継がれた。（この間、通算27回開校・受講者総数10,251名）
外国研修として新たに「ヨーロッパ損害保険代理店研修」（EIAS）を実施したが、翌年は最
少催行人数を満たさず中止となり、以降実施せず（PIASは継続実施中）

1998年度　：�損害保険の急激な自由化、規制緩和に対応した教育・研修体制の確立を図るため、教育研修
事業を「保険大学校（PIASを含む）」、「人材育成研修会」、「代協セミナー」の三本立てに再
構成して実施

2012年度　：業界共通の「損害保険大学課程」が開講（日本代協の教育体系の新たなステージへの移行）
2018年度　：�業法改正で求められる体制整備や顧客本位の業務運営の推進のために必要となる募集人ひと

り一人のレベルアップと代理店経営の高度化をサポートするため、日本代協独自の新たな教
育の枠組みとして「日本代協アカデミー」を構築し、日本代協の教育研修事業の柱と位置づ
けて展開中

2021年度　：�コロナ禍の影響により、損保大学課程コンサルティングコースの修了要件の１つであるセミ
ナーが開催できず、講義動画・受講レポートによる代替策を提供した。また2021年４月開講
コース受講者に対しては、Webセミナーを構築し、提供した。
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■ 日本代協の現在の募集人教育体系
⑴　「保険大学校」（第１期～第14期［最終］）
1998年度に開講した日本代協保険大学校は、2011年度の第14期で最終期となり、2012年度以降は「損害

保険大学課程」に発展的に引き継がれた。この間の累計受講者数は12,960名、累計修了者数は11,640名となっ
た。
⑵　「損害保険大学課程」（注１）

2012年度に開講した「損害保険大学課程」は、損保協会の中核事業の一つに位置付けられており、日本
代協はその指定教育機関として業界全体の募集人教育の下支えを行っている。損保協会と強固な連携を図
りながら、制度の安定稼働に注力するとともに、より実践的で有益なプログラムとなるよう取り組む。
⑶　太平洋保険学校（PIAS）
1979年度に第１回目の研修団を米国（サンフランシスコ他）に派遣して以降、継続的に実施してきた。
米国の代理店・ブローカーの強烈なプロ意識とリスクマネジメントに基づく高い業務レベル、先進的な

ITの活用状況を肌で感じる機会は貴重であるが、第39回目となる予定であった2020年度よりコロナ禍に
より中止している。
また、近年は参加する代理店が固定化する傾向もみられていたことから、以前より今後の事業継続につ

いては再検討する方針としていたところ、PIASのサポートをしていた旅行業者が団体旅行事業から撤退
するといった事情が発生した。
歴史の長い事業であり種々検討を重ねたが、大変遺憾ながら本企画はいったん終了することを2023年２

月の理事会で決定した。将来、同種企画の開催要望が多く寄せられた場合には、その時点で改めて実施を
検討する。
⑷　人材育成研修会
代協の次代を担うリーダーの育成は極めて重要であり、日本代協では例年４つのブロック毎に４年に１

回のサイクルで人材育成研修会を開催してきたが、変化の激しい時代に適応するため、2020年度から２年
に１回のサイクルに改定を行った。
⑸　代協・代協支部セミナー
代協・代協支部におけるセミナーは「集い、語らい、高め合う」代協活動の基本であり、継続的・計画

的な開催が望まれる。2020年度以降は、コロナ禍対応に留まらず、デジタルのメリットを生かして場所を
選ばず、迅速に同じ情報を得る観点から、WEB会議・WEBセミナーの活用を進めている。
⑹　日本代協アカデミー（注２）

改正保険業法は、社会全体の消費者重視の大きな流れの中で、代理店に対しより一層の顧客対応力向上
と経営の高度化を求めており、顧客本位の業務運営の徹底は、代理店の不断の努力と創意工夫の発揮を促
し、市場原理に基づく顧客視点の競争を求めている。募集人の資質向上と代理店としての経営能力向上は
喫緊かつ継続課題であり、日本代協としても損害保険大学課程を補完・拡充できる独自の教育制度の構築、
提供ができないか検討を行ってきた。その結果、保険教育専門会社である株式会社日企の全面的な協力を
得て、「教育コンテンツ」と「情報提供コンテンツ」で構成されるネットチャンネル「日本代協アカデミー」
を創設することとなり、19年10月から本格的にサービス提供を開始し、2022年10月に３度目の更新を行った。
今後の教育研修事業の柱と位置づけた取組みであり、代理店賠責に並ぶ「代協の魅力」の一つとして強

力な利用勧奨の推進を計画していたが、年度初めからシステムダウンが発生する中で、使い勝手向上に関
する要望事項を実現するためにも、プラットフォームの移行が最善という結論となった。10月には半期分
の更新手続きというイレギュラー対応を行い、2023年４月１日の新システムのリリースに注力した。
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コンテンツでは、計画通りに「やさしく分かる公的保険のポイント」（動画・ガイド・ｅラーニング）、
「代理店経営のセオリーを学ぶ」（10カ月連続講座）ならびに「ＧｏＧｏ情報探検隊」（ＤＸ活用～サイバー
保険の取組み等）を提供し、好評をいただいている。
業務品質の向上のためには、日本代協アカデミーの取組の目的や本質的な意義について周知し、ルーティ

ンに取り入れる会員を増やしていく活動に注力する必要がある。

（注１）「損害保険大学課程」
　　❖　｢損害保険大学課程」の創設と日本代協との関係

損保協会と日本代協は、論議を積み重ねた結果、2012年７月から業界共通で最高峰の募集人資格認
定制度となる「損害保険大学課程」を開講した。業界に先駆けて1998年度から保険大学校・認定保険
代理士制度を創設・運営し、以後着実に拡大を図ってきた多くの本会関係者の努力が認められるとと
もに、新たな業界共通制度の構築という形で実を結ぶこととなり、日本代協にとって画期的な成果と
なった。なお、既存の認定保険代理士の新制度への移行も可能となり、保険大学校を卒業して認定保
険代理士となった多くの募集人の努力が新しいステージの中で報われる形となった。

　　❖　損害保険大学課程カリキュラム概要
「損害保険大学課程」は「お客さまから選ばれる募集人」を育成する教育制度であり、「募集人」が
損害保険商品に関する知識を確実に身につけ、お客様のニーズに応じたリスク対応の提案と分かりや
すい説明が行えるよう、損保協会が実施している「損保一般試験」（ミニマムライン）に合格した募
集人が、さらなるステップアップを目指す仕組みとして、2012年７月から実施しているものである。
本課程では、損害保険商品に関する知識に加え、損害保険募集に関連の深い専門知識や実践的な知

識・業務スキルを身に付け、お客さまの最善の利益につながるコンサルティングを行えるように「専
門コース」と「コンサルティングコース」の２つのコースを設け、それぞれの試験に合格した募集人
のうち、所定の認定要件を充たした者を損保協会が本課程の修了者として認定している。
「専門コース」の認定を取得した募集人は「損害保険プランナー」の称号を、「コンサルティングコー
ス」の認定を取得した募集人は「損害保険トータルプランナー」の称号を使用することができる。
それぞれのコースの概要は以下の通り。

＜専門コース＞　自学自習⇒受験⇒合格＋所定の要件充足⇒認定
損害保険の募集に関連の深い分野について、「損保一般試験」基礎単位よりも専門的な内容を修得

するためのコースで、「法律」「税務」「社会保険」「リスクマネジメント」「隣接業界」について学ぶ。
これにより、お客さまへより高いレベルで分かりやすく保険商品の説明ができるようになることを目
指している。
＜コンサルティングコース＞　教育プログラム受講修了⇒受験・合格＋所定の要件充足⇒認定
「専門コース」の認定取得者が、同コースで修得した知識を踏まえ、お客様のニーズに応じたコン
サルティングを行うことができるように、より実践的な業務スキルを修得するためのコースである。
本コースでは、「保険概論」と「代理店・募集人の使命と役割」を再確認したうえで、「コンサルティ

ングの基本と実務」「個人を取り巻くリスクとコンサルティング」「企業を取り巻くリスクとコンサル
ティング」などについて学ぶことにより、お客さまに総合的なリスクコンサルティングが行えるよう
になることを目指している。
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　　❖　指定教育機関としての日本代協の役割
「損害保険大学課程」の主催者は損保協会であるが、日本代協はその指定教育機関として教育プ

ログラムの運営を担っている。本会の主な役割は、以下の通り。
○　受講申込の受付・受講者の管理・受講料収納
○　教育プログラムの作成、｢コンサルティングコース」テキスト等の作成
○　セミナーの運営（講師選定・会場手配・事務局業務）
○　通信教育の運営（発送、採点・解説等）
○　受講者からの照会応答対応
また、受講者募集についても、従来の保険大学校での受講者実績をベースに、本会として主体的に

取り組むこととしている。

　　❖　「コンサルティングコース」カリキュラム
学習内容のあらましは、次の通りである。
「コンサルティングコース」は、通信教育、視聴覚教材およびセミナー（含むグループディスカッショ
ン等）により、コンサルティング能力・スキルを修得する。

コンサルティングコース学習内容のあらまし 学習方法

Ⅰ．�損害保険募集人の原
点の再確認

科目１．保険概論
代理店・募集人のコンサルティングスキルを高めるた
め、保険提案を取り巻く環境をはじめ、保険業界の概
要について学習する。
コンサルティングコース各科目理解のための導入編
として、○家庭や小規模事業者のリスクマネジメント�
○保険の仕組み�○保険業界の概況�○保険業に対する
保険業法の規制�などについて学習する。

通信教育

科目２．代理店・募集人の使命と役割
社会の要請に応え、お客様に選ばれる保険のプロとな
るために、○社会が求める代理店・募集人の使命と役
割�○お客様の声（苦情）への対応�○職業倫理�などに
ついて学習する。

通信教育
セミナー４時間

Ⅱ．�コンサルティングの
実務知識とスキルの
修得

科目３．個人を取り巻くリスクとコンサルティング
代理店・募集人がコンサルティングを展開するうえで
必要となる保険マーケティングとコミュニケーショ
ンスキルについて学習するとともに、家計分野におい
て重要となるライフプランニングとファイナンシャ
ル・プランニングについて学習する。

通信教育
DVD

セミナー２時間

科目４．企業を取り巻くリスクとコンサルティング
企業向けのリスクコンサルティング・保険コンサル
ティングを展開するうえで必要な知識として、○企業
におけるリスクマネジメント� ○リスクマップによる
リスク評価と処理�○企業開拓の手法�○企業を取り巻
く新たなリスクを切り口としたニーズ喚起 などにつ
いて学習する。

通信教育
セミナー２時間
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科目５．事故時のトラブルからみた保険募集時の注意
点
事故発生の際、代理店・募集人としてお客様の役に立
てるように、○事故発生から解決（保険金支払い）ま
での流れ� ○トラブル事例からみた保険募集時の注意
点�○不正請求事案に巻き込まれないための知識�など
について学習する。

通信教育
セミナー４時間

　　❖　損害保険大学課程の運営状況
⑴　コンサルティングコース教育プログラムの実施状況
各年度の状況は、次の通りである。

期別
受講者数（申込締切時）

合計 修了者数 修了率
会員 非会員 保　社員

第１期（2013年度） 802 735 91.6％

第２期（2014年度） 804 732 91.5％

第３期（2015年度） 758 404 48 1,210 1,135 93.8％

第４期（2016年度） 1,044 358 56 1,458 1,361 94.6％

第５期（2017年度） 1,284 398 77 1,759 1,645 93.5％

第６期（2018年度） 1,642 492 101 2,235 2,112 94.5％

第７期（2019年度） 1,326 637 92 2,055
＊2,051 1,885 91.7％

＊91.9％

第８期（2020年度） 1,025 368 75 1,468
＊1,362

1,270 86.5％
＊93.2％

第９期（2021年度） 1,025 368 75 1,284 1,124 87.5％

第10期（2022年度） 908 271 52 1,231 1,057 85.8％

第11期（2023年度） 1,019 330 58 1,407 ０ 0.0％

10,031 3,626 634 15,713
＊15,603 13,104 83.4％

＊83.9％
なお、コロナ禍の影響により、代替策を講じたが中で、「一旦退講後に再申込」を選択肢した受講者が、
2019年度４名・2020年度106名　合計110名がいた。

⑵　「損害保険トータルプランナー」「同・プランナー」認定状況
□｢損害保険トータルプランナー」：2023年６月１日現在�有効認定者�16,261名（累計�19,959名）
□｢損害保険プランナー」：2023年６月１日現在�有効認定者�32,454名（累計�73,969名）
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（注２）「日本代協アカデミー」
　　❖　アカデミーの３本柱

2015年度に本会が実施した正会員実態調査の結果をもとに、今後の環境変化の中でも消費者から選
ばれる代理店となるために不可欠な項目を、①代理店経営の高度化対応を図るための「組織力強化研
修（注）」、②募集人一人一人のレベルアップを図るための「基礎教育研修」、③収益力強化のための「実
践的研修」とし、この３本柱を基軸にコンテンツを作り、具体的な展開を図るために日本代協ネット
チャンネル「日本代協アカデミー」を構築した。
（注：「組織力強化研修」を優先テーマとした理由）
代理店も創業者の時代から後継者の時代へと変わり、また、環境変化を見越した代理店の合併や統

合が進んで一定の規模感がある組織型の代理店が増加していることから、組織力の強化が強く求めら
れる環境になっている。また、改正保険業法が求める体制整備の構築、PDCAサイクルの定着を図る
ためには個人の頑張りでは限界があり、組織の力を活かしてお客さまを守り抜く体制を構築すること
が必要となる。
2016年秋の金融庁代理店ヒアリング結果においても「組織力を発揮し、『地域に密着し、顧客本位

の業務運営を行い、社員満足を高める仕組みを取り込み、その結果、持続的発展を実現する』ことが
重要」との指摘がある。スーパー営業マンのカリスマ経営者ではなく、組織の力を最大限に活かすこ
とができるマネジメント力を学んだ経営者が求められる環境になっているため、組織力の強化に焦点
を当てた研修プログラムを提供する方針としたものである｡

　　❖　コンテンツ…（教育カテゴリーコンテンツと情報カテゴリーコンテンツの二本立て）
＜教育カテゴリーコンテンツ＞
上記３本柱を踏まえたe―ラーニングやWEB動画で提供される目的ごとのコンテンツの学習という

基本に加え、その検証・採点・記録がシステム的に管理されるため、体制整備上必須となる受講記録
の証跡（教育のエビデンス）を残すことができるようになっている。

＜情報カテゴリーコンテンツ＞
各種映像コンテンツ、教育番組やセミナー等の情宣など、業界関連の最新情報を提供する代協会員

専用のインターネット放送局であり、生中継も行う。WEBセミナーやリアルセミナーの収録版が主
体となる。
お客さまから信頼され、必要とされる代理店・募集人であるため継続的に旬な情報を学べる仕組み

は非常に重要であり、今後は「日本代協アカデミー」を本会の教育事業の柱と位置づけ、コンテンツ
の充実を図りながら、広く活用を呼び掛けていく。

日本代協アカデミーはWEBによる画期的なラーニングシステムであり、代理店が主体的に体制整
備を図るための有益な仕組みとなっている。「教育カテゴリーコンテンツ」を活用して体制整備で求
められる「募集人ごとの教育のエビデンス」の整理を行い、「情報カテゴリーコンテンツ」を活用し
て好取組事例の共有を進めるなど、代理店の成長を教育で後押しすることが目的である。組織全体の
「顧客本位の業務運営」の徹底が強く求められる今日においては、個々の代理店の経営努力に加えて、
組織としても代理店の基盤強化を支援する必要があると考え、日本代協アカデミーネットチャンネル
の構築・展開にいたったものである。
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募集人に対する継続的な教育の実施は、代理店（経営者）の重要な責務となった。改正保険業法は
代理店に対し、規模や特性に応じた実効性ある体制整備を求めており、そのためには各募集人の習得
度まで含めた教育のエビデンスが必要となる。教育に力を入れている代理店は様々な工夫を行ってい
るが、その全てに共通することは、①個々の社員の能力マップを作成する（強い分野、弱い分野の把
握）、②年初に独自の社員研修計画を作成し、着実に実施する、③確認テストなどで研修効果を確認
する、ことを通して、④保険会社主導ではなく、代理店自らが「継続的に学ぶ企業風土を醸成する」
ことに多大なロード・コストを費やしていることである。
日本代協アカデミーの仕組みを活用すれば、そうした実効性ある取り組みを低廉な価格で構築する

ことが可能であり、持続的な発展を望む代理店がこれを利用しない選択肢はない。
こうした認識の下で、本会としては、日本代協アカデミーのコンテンツを「本気で経営努力を重ね

る代協会員」の総力で作り上げ、提供していく方針である。

【目的別カテゴリー一覧】
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【 別紙１：日本代協アカデミー：23年度導入用チラシ】

NDANC202306A_TS
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■ �2023年度の教育研修事業計画
⑴　「損害保険大学課程」の運営
①　指定教育機関としての役割発揮
・日本代協は本課程の指定教育機関であり、教育委員会を中心に、損保協会との連携を図りながら制度
の企画・改善・運営に当たる。運営に当たっては、教育委員会傘下のプロジェクトチームが主体とな
り、各代協と連携して進める。より良いプログラム構築と制度改善は、損保協会との「定例合同運営
会議」（４半期に１回・年４回損保協会にて開催）における論議を通し、継続的に進める。

②　「損害保険大学課程」受講生の募集推進
・「損害保険大学課程」の受講者募集に関しては、損保協会とともに取り組む。併せて、損保各社に対し、
本課程取得を代理店手数料体系の業務品質基準における評価や代理店認定要件のマスト項目として織
り込むよう要望を行う。（未導入の会社に対し、アプローチを行う）また、認定者実数や認定者割合
の要件化の導入、また、既に何らかの評価を盛り込んでいる場合はその要件の強化等についても要望
を行う。ただし、こうした施策も一巡すれば効果は薄まるため、自発的な継続教育の必要性を啓発し
ていくことが何よりも肝要であり、地道な活動が基本となる。

・受講者募集に関しては、日本代協として自主目標を掲げて推進する。（前年度目標�840名）
③　「損害保険大学課程」の認知度向上の取り組み
「損害保険大学課程」に対する営業第一線の認知度には依然としてバラつきがあるため、損保協会、
損保各社と連携を図り、制度の周知徹底に取り組む。併せて、プロ代理店を中心に多くの募集人に積極
的なチャレンジを促していく。

⑵　日本代協アカデミーの展開
日本代協アカデミーは、2019年10月１日から本格展開を開始した。2023年４月更新における新システム

移行にあたり、料金の見直しを行った（ 別紙１ 参照）。利用料金は、利用人数による１年定額制とし、
中途申込の時期により料金は異なる。極めて低廉な価格設定となっており、23年６月末の登録代理店数は、
613店（目標866店）となっている。
なお、教育委員会では、下記２つのPTを組成し、「普及」と「コンテンツの充実」に取り組んでいる。
［アカデミー推進PT］：�①アカデミー普及のためのアイデアを共有し運営全般における日企連携　②会

員代理店が組織的に自ら学習することの大切さ・必要性の普及　③各ブロック
教育委員への働きかけ・情報共有・発信

［アカデミー学習コンテンツPT］：�代理店経営サポートデスクや日企との連携、日本代協アドバイザー
の座談会やウェビナー配信、アカデミーコンテンツに対する意見収
集、コンテンツ教材の会員目線での確認

⑶　人材育成研修会
2023年度は、北東北、上信越、東関東、東京、近畿、阪神、四国、九州南の８ブロックで開催予定。
なお、2022年度未開催のブロックは2023年度内に実施することができる。

⑷　代協セミナー・代協支部セミナー
全代協会員が定期的に最新情報に触れ、旬のテーマについて意見交換を行う機会を持つために、各地域

において継続的な教育・研修の機会が必要である。また、そうした取り組みは代協活動の原点でもある。
引き続き、各代協で創意工夫を発揮しながら計画的に開催し、会員に対する有益な情報提供に努めていく。
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⑸　｢損害保険トータルプランナー」認知度向上の取り組み
①　社会的信認度向上の取り組み
消費者に募集人選択時のメルクマールとして認識してもらうためには「損害保険トータルプランナー」

の存在と実力を社会から認めてもらうことが必要である。大事なことは損害保険トータルプランナー自
身が日々の活動の中でお客さま本位の営業活動を着実に展開することであり、その積み重ねの上に立っ
て信頼度を高めていくことが基本となる。

②　「３つの基本行動」の実践
損害保険トータルプランナーが常に資質向上に取り組み、顧客本位の業務を実践している姿を対外的

に示すために、下記の「３つの基本行動」を各代協、代協会員において実施する。
①　代理店事務所に「損害保険トータルプランナーポスター」並びに「認定証」を掲示する
②　募集時に「認定バッジ」を着用し、「顔写真付き認定証」を提示する
③　契約者に「チラシ」を手交する（損保協会作成）
なお、損保協会のホームページに掲載されている「損害保険トータルプランナーのいる代理店検索」

への登録も漏れなく行い、広く周知を行うことも重要である。
③　ビジュアル媒体の活用
損害保険トータルプランナーの日々の活動を支援するため、ビジュアル媒体を活用したPR活動を継

続して実施する。（「広報活動の推進」の章参照）
2017度は、「動画＋ふうたアニメ」を作成し、10万回の再生目標を大きく突破した。
2018年度は代理店の「地域親密性」をキーワードに、「47都道府県代協別動画」を各地毎にゆかりの

ある女子アナウンサーを起用して制作・配信し、合計で10万回を超える再生を数えた。
2019年度はオリンピック熱とともに47都道府県代協をリレー形式でつないだストーリー性ある動画

「言葉（基礎的保険用語）でつなぐ信頼のリレー」を制作し、11.3万回再生された。
2020年度は東日本大震災から10年となることを踏まえ事実に基づいた再現ムービーを制作し、特設サ

イトからTwitter、インフルエンサーを活用した情宣を展開した。（音声アプリvoicyは51万回を超えたが、
動画総再生回数は1.03万回に留まった）
2021年度は、歴史上の人物�（紫式部、織田信長、ペリー、聖徳太子）の不安を題材とした30秒動画を

４本、損保トータルプランナーに関する営業動画１本を作成し、情宣を展開した。CM動画は131万回
を超える再生を数えたが、アシスト動画の視聴は1,200回に留まった。
2022年度は、PR企画として、FPが語るトータルプランナー（１分28秒）、体験者が語るトータルプ

ランナー（１分15秒）、利用者が語るトータルプランナー（１分18秒）の３本のＰＲ動画を作成し
YouTubeで視聴できる仕組みとした。2023年１月１日からリリースし、同時にマネープラスの広告記
事にも盛り込み、拡散に努めた。

④　業界ベースの取り組み
従来からの取り組みに加えて、以下の新施策に取り組む。
・トータルプランナー認定者用「専用バッジ」を購入し、お客さま対応時に着用する。
認定者個人が購入することになるが、代協ルートに限り、団体購入が可能となっている。累計購入
数は全体で1,796個（22年度末）に留まっている。

・�顔写真入りトータルプランナー認定証（ゴールドカード）の普及策として、損保協会と連携し、23
年７月より団体注文を開始することとなった。認定バッジの団体購入と同様に一括手配による顔写
真付き認定証発行枚数の増加と活用効果を目指していく。
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実力で評価される市場の構築に向けた取り組み①
〈公平・公正な競争環境をつくるために〉

■ 基本方針
　既得権益や規制にすがりつく業界では、消費者の満足を高めるイノベーションが起こることもなく、創意
工夫の機運も生まれない。また、その市場で競い合うプレーヤーの間の競争条件に、本人では埋めようもな
い差があるようでは「人のために頑張る」気持ちを失わせてしまうことになる。
　保険業界を活力あふれる健全な市場にするためには、顧客対応の第一線で誠実に働く代理店・募集人の努
力が正当に報われる環境の構築が重要であり、不公正な取引を排除し、代理店・募集人が消費者の信頼を求
めて実力で競い合える公平で公正な環境を確保する必要がある。
　「公平」と「平等」は異なるため、代理店の品質や顧客の評価、収益性などで保険会社が対応に差を設け
たとしても、そのこと自体は各社の戦略の問題ではあるが、それが商品内容や保険料の相異として現れるこ
とになれば、一物二価状態となり、契約者間の不公平を生じてしまう。
　現状では、同一保険会社の全く同じ商品を購入するのに、たまたま契約者が選んだ窓口（サービスチャネ
ル）によって保険料や加入できる内容に差が生じたりすることがいくつもある。これは消費者にとって不公
平であり、「顧客の最善の利益を追求する」観点から保険会社の情報提供の点でも問題があるため、顧客本
位の業務運営とはとても言えない。リスク分析力、防災・減災のアドバイス力、商品提案力、商品説明力、
事故発生時の対応力、更には顧客に安心してもらえる人間力に溢れる募集人が契約者から選ばれる環境にし
なければ、代理店・募集人の真の資質向上は望めず、消費者の利益保護には結びつかないのである。
　日本代協としては、こうした認識の下で、本会の目的である「保険契約者の利益保護と最善の利益の追求」
および「消費者の信頼をベースにした損保業界の健全な発展」のために、引き続き、公平で公正な競争環境
の構築に向けて努力を続ける。

＜取り組みにあたっての基本的な行動指針＞
①　募集の公平性を維持し、不公正な競争を排除することは、保険契約者の利益保護並びに損保業界
全体の健全な発展のために重要であり、重点施策として取り組む。

②　個別事案等において早期対応が必要な案件は、日本代協企画環境委員会とブロック協議会・各代
協との連携を密にしながら、現地にて迅速・最善の対応を実行する。

③　法律や諸制度、ルール等に及ぶ問題であれば、直接、あるいは活力研等の保険会社との対話の場
を通じて改善を求めるとともに、必要に応じ金融庁・財務局に対して情報提供を行う。

④　その前提として、法律や制度の内容を正確に理解し、誤解や無知に基づくことなく、冷静かつ論
理的に対応を行うよう留意する。

■ 取り組みに当たっての留意点
　公平で公正な競争環境の構築は、程度の差はあれ保険代理店業界のみならず、どの業界でも課題となって
いることだと思われる。
　一方で、そういう課題をものともせず、例えば価格面では大手にかなわないものの独自の価値をお客様に
提供し、顧客から絶大な信頼を寄せられている小規模企業がどの業界にも存在していることも、紛れもない

４－１
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事実である。
　我々も、本取り組みを進めながらも競争環境の改善を待つことなく、他チャネルや他代理店との競争に勝
ち抜く、すなわち顧客からより選ばれる存在になるべく、自社の経営のあり方を自分で考えていくことが必
要と考える。自社の経営を、誰かが勝手に助けてくれることはあり得ない。
　また、相手に公平・公正な対応を求めるためには、それを求める側も、コンプライアンスの徹底は勿論の
こと、倫理的な側面も含めて外部から揶揄されることのないよう、しっかりとした座標軸を持って行動する
ことが必要であり、自分自身の行動と自社の経営のあり方が問われることを認識する必要がある。
　全ての代協会員は、「自立と自律」を基軸とし、他律規範（人が決めたルールがあるから守るしかないと
いう姿勢）ではなく、自ら定めたルールの下で自らの責任で事業を行う「自律規範」の精神のもとで行動し、
消費者、保険会社、同業者、そして地域社会から信頼される存在になることが何よりも重要である。
　日本代協の教育研修事業にはこうした強い思いが込められており、募集人個人においては、専門性向上は
勿論のこと、倫理観や人間力の面においても周囲から尊敬される人材の育成を目指している。

■ 個別事案への対応
　保険募集の現場では日々様々なケースに遭遇するが、個別事案の対応においては、公平・公正な募集環境
が損なわれていないか、消費者が不利益を被っていないか、モニタリングを行い、環境整備につなげること
が重要である。そして、問題事案が発生した時には速やかに改善を求め、再発防止策を取る必要がある。
　また、代協会員からの生の情報は現場の実態を知るために重要であるが、情報の信頼度を高めるためには
事実関係の具体的な把握が必要となる。従って、出来る限り、文書や写真、録音などの「現物」を確保する
とともに、事実に基づいた客観的な情報となるよう整理する必要がある。

■ 制度的な問題に対する取り組み
⑴　業際間の問題
現時点の業際問題としては、「金融機関の保険販売」、「郵便局の保険販売」、「金融サービス仲介業」が

あるが、これらについては、それぞれ別章を参照願う。

⑵　保険業界の問題
保険業界においては、チャネル間の商品・サービス面での不公平な取扱いなどの争点が多いが、民民の

論議で解決することが基本であり、相互の立場を理解した上での冷静で論理的な意見交換が重要となる。
日本代協としては、「活力研」や損保各社との定期的あるいは個別の継続的な対話の場があり、こうした
機会を捉えて自立的な解決のサイクルを作り、具体的な改善につなげていく方針である。
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実力で評価される市場の構築に向けた取り組み②
〈銀行等の保険販売に対する対応〉

■ 基本的な考え方
「銀行等の金融機関による保険販売」（以下、銀行窓販）は、2001年４月以降、徐々に解禁され、2007年12
月に商品規制面では全面解禁されたが、銀行等の融資先等に対する圧力募集の懸念から、独禁法による事後
規制に加えて事前規制としての「弊害防止措置」が設けられ、現在も維持されている。
銀行窓販に関しては、依然として中小企業に対する優越的地位を利用した圧力募集の他、外貨建保険に関
する販売事例などが報道されており、金融庁は「2023年� 保険モニタリングレポート」の中で、外貨建保険
の募集管理等の高度化について「引き続き、苦情抑制に向けて、顧客の属性と商品特性の適合性を踏まえた
きめ細かな保険募集等、顧客本位の業務運営の徹底が重要」と述べている。こうした環境を踏まえ、本会と
しては、「弊害防止措置」の存置を強く求め続けることを基本方針としている。
また、消費者保護徹底の観点から、本措置の内容を消費者に周知する必要があるため、企画環境委員会作
成の「注意喚起チラシ」等を活用し、契約者・消費者への情宣を行っていく。
なお、優越的地位を利用した圧力的な保険募集の問題は、闇に潜り表面化しないおそれ（注）があるため、

当局における深度あるモニタリングの継続を要請し、形式的な議論だけで本措置が廃止されることのないよ
う注視していく。
（注：中小事業者においては、融資拒否や貸付資金の引上げを恐れ、保険加入のニーズがなくともやむを
得ず銀行からの要請に付き合わざるを得ないケースもある。こうした現場の実態を当局に具体的に伝える必
要があり、さらにこのような懸念が完全に払拭されない限り、「弊害防止措置」の必要性は残るものと考え
る。）

■ 銀行窓販に対する現時点の規制内容
銀行窓販については、1997年６月の保険審議会において、「子会社又は兄弟会社の保険商品に限定したう
えで、住宅ローン関連の長期火災保険及び信用生命保険の販売を認める。その際、影響力を行使した販売の
禁止等の実効性のある弊害防止措置を講じ、その遵守のための必要な監督を行うとともに、必要に応じ措置
を見直し、常に実効性を確保する。2001年を目途に実施」と条件付きで認められたことがスタートである。
この後、2001年４月１日の「第一次解禁」以降、2002年10月の「第二次解禁」、2005年12月22日の「第三次
解禁」と順次緩和され、2007年12月22日には生保・損保・第３分野の全ての商品が販売可能となり、全面解
禁となった。
これに伴い、監督上の対応措置として銀行窓販の前提となっている弊害防止措置についても、緩和・強化
両面での見直しが加えられながら規制が維持されている。現行の措置内容については、2012年４月１日に見
直し（一部緩和・一部強化）が行われ、現在まで継続されている。
見直し後の内容は次頁の通りであり、概ね本会の従来の主張が反映された内容である。また、「次回見直
しの時期を定めない」とされている点も大きなポイントとなっている。

４－２
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＜弊害防止措置見直し内容（2012年４月１日施行）＞
A：融資先募集規制等
⑴　融資先募集規制：
＜現行措置内容＞�　一定の保険商品は、事業性資金の融資先（従業員50人以下の小規模事業者の従

業員を含む）に対し、手数料を得て保険募集をしてはならない。
【見直し内容】�　引き続き存置。但し、一時払終身、一時払養老、積立傷害、積立火災、事業関連保

険（銀行等のグループ会社を保険契約者とするものに限る）の募集は規制対象から除外。
⑵　タイミング規制：
＜現行措置内容＞�　融資先募集規制の対象となる保険商品については、融資申込者に保険募集を行っ

てはならない。
【見直し内容】�　引き続き存置。但し、非事業性資金の融資申込者に対する保険募集については、規

制対象から除外。
⑶　地域金融機関の特例：
＜現行措置内容＞�　地域金融機関については、①融資先募集規制の対象となる保険募集に関し、担

当者分離規制の代替措置をとること、及び、従業員数20人超～50人以下の融資先
の従業員等に対する保険募集を可能とする一方で、②融資先の従業員（従業員数
50人超の融資先を含む）を保険契約者とする保険契約に関する保険金額が一定の
枠内に制限されている。

【見直し内容】�　当該措置は存置。但し、担当者分離規制の適用を受ける場合は、保険金額制限の対
象となる保険募集は、従業員数50人以下の融資先の従業員等を保険契約者にするもの
に限る。（50人以上の場合は一般規定に従う。）

B：実効性確保のための措置
⑴　保険商品と預金の誤認防止のために、顧客が当該説明内容を理解したことについて、書面を用
いて確認すること。（規制強化）

⑵　非公開金融情報の保険募集業務への利用については、顧客の事前同意を得る際に、保険勧誘の
手段、利用する情報の範囲、同意撤回の方法等について、明示すること。（規制強化）

⑶　住宅ローン関連の保険募集に際しては、当該保険への加入がローンの条件ではない旨を顧客に
対して書面で説明すること。（規制強化））

C：次回見直しの時期
○　今後の見直しについては、特段の期限を設けず、必要が生じた場合に行う。

■ 弊害防止措置を巡る今後の課題
⑴　金融庁の基本的な立場
2012年４月１日付けの見直しに際し、金融庁から、下記内容の見解が示された経緯もあるため、今後の

動向に十分留意する必要がある。
・独禁法との二重規制の観点から、事前規制として過剰規制となっている本措置そのものを全廃するのが
法の枠組みとして妥当（独禁法で事後規制を行えば規制目的は達成される。事前規制は不要。）

・中小企業に対するリスクコンサルティングの機能を金融機関に担ってもらう観点から、事業性融資先企
業に対する保険募集の全面解禁や従業員規制は撤廃が必要（融資先の企業や従業員に対して、銀行が多
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様な保険商品を販売できるようにする。現在金融庁は縮小する国内マーケットの中で、銀行のあり方そ
のものの見直しを強く求めており、特に地銀に対しては、融資の枠を超えた企業経営に対する支援機能
の強化を求めている。こうした方向感は、地場企業にとっての地銀を中心にした地域金融機関の存在感
をより高めることにつながる。）

・再加入困難性がある生保のみ規制を残し（注）、１年契約で弊害が少ない損保は規制を全廃しても大きな
問題はない（注：解約すれば保険料が上がる、契約時とは異なる病歴が加わると加入そのものができな
くなるおそれがある）　等

⑵　今後の課題
銀行窓販の拡大に否定的見解を表明しているのは、本会の他は生保労連などに限られており、全銀協等

の金融機関関連業界団体は勿論のこと、欧米の政府機関や外資系保険会社等は完全解禁を強く求めている。
弊会としては、銀行窓販に対するモニタリングを継続するとともに、消費者保護の観点から、銀行窓販

の問題点を主張し続けるとともに、金融・財政関連の国会議員の理解と支援を得ることが重要であること
から、政連と連携しながら取り組みを続ける。
一方、各代協会員においては、地域金融機関との間で主戦場となる中小企業に対するリスク対策の総合

提案を早急に進める必要がある。弊害防止措置が維持されている間は、中小企業開拓のために与えられた
猶予期間と捉え、総合的なリスク分析に基づく保険を含めたリスクヘッジ策の提案や経営体質の強靭化に
資するサポート（リスクコントロールとリスクファイナシングによるリスクマネジメントの提案、BCP策
定・事業継続力強化計画認定申請支援、事業承継支援、健康経営支援など）を着実に実行する必要がある。
しかしながら、中小企業開拓が必ずしも得意ではない専業代理店も多く、金融機関対抗の観点のみなら

ず、今後の新規マーケット創出の観点、また顧客本位の業務運営の観点からも、中小企業経営に踏み込ん
だ総合的なリスク対策の提案力は、専業プロ代理店にとって重要な競争力となる。
こうした観点から、日本代協では2022年２月から新たに「リスクマネジメント講座」を開講し、代協会

員の中小企業に対する総合的なリスク提案力強化の支援を開始している。
また、銀行本体が非幹事代分で単にシェアインだけを求めてきた場合（眠り口銭的な分担（注））にも対
応できるよう、顧客企業との間で保険に限らない複層的な取引関係、並びに、リスクの専門家としての信
頼関係を構築しておく必要がある。
（注：公正取引委員会では、独禁法ガイドライン「金融機関の業態区分の緩和及び業務範囲拡大に伴う
不公正な取引方法について」の「第２部2.2銀行等の保険募集業務に係る不公正な取引方法」を定めており、
銀行窓販に際して十分留意するよう金融機関に求めている。なお、2007年12月に本会から金融庁に対し、
「代理店間分担契約」に関して質問・照会を行った際に、以下の回答を得ている。）

金融庁：�銀行等が、優越的地位を不当に利用して保険募集を行う行為は既に禁じられており、仮に、
銀行等が優越的地位を利用して、実態として保険募集を行わず、対価性のない募集手数料を
収受するような行為を行っていれば、保険監督上問題となるものと考えられる。
（注：これにより、銀行代理店との間の実態を伴わない名目的な代理店間分担契約は禁止さ
れていると考えられる。）
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実力で評価される市場の構築に向けた取り組み③
〈郵政民営化・保険販売への対応〉

■ 基本的な考え方
　本会としては、国が過半の株式を保有（注１）する日本郵政のグループ各社が、民間企業と同列で市場競争に
参入することはアンフェアであり、他の民間金融機関と同様、日本郵政の政府保有株が全て市場で売却され
るか、もしくは、その明確な道筋が示され、着実な実行が担保されない限り、民間企業と同列の取扱いは認
められないというのが基本方針である。

（注１）日本郵政グループ各社の2023年３月時点の政府保有株式割合は以下の通り。政府が過半の株式を
保有する日本郵政が、グループ３社の全部または多くの株式を保有する構図であり、完全民営化には
程遠い状態である。

日本政府 �→� 日本郵政 �株を33.3％保有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 日本郵便 　　　�100％�保有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ゆうちょ銀行 　60.6％�保有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 かんぽ生命 　　49.8％�保有

かんぽ生命に関しては、2021年５月17日付で実施した自社株買いに日本郵政が応じ、その結果保有
割合は64％から49.8％へと減少した。また、ゆうちょ銀行に関しても2023年３月に自社株買いに応じ、
保有割合は89％から60.6％へと減少している。
日本郵政保有株が50％超の場合には、民業を圧迫しないよう新商品・サービスの発売に国の認可が
必要な「上乗せ規制（注２）」が課され、認可取得には時間がかかっていた。だが、かんぽ生命に対して
は現在この規制の適用はなくなっており、商品開発は従前の認可制から届出制に移行されている。
ただし、現状ではかんぽ生命及びゆうちょ銀行の完全民営化に向けた道筋が明確に示されたもので
は全くないことから、引き続き民間企業と同列の取扱いは認められないという基本方針に何ら変わり
はない。

（注２）郵政民営化法により、「同種の業務を営む事業者との対等な競争条件の確保」の観点から、金融
２社に課された、他の日本の生命保険会社や金融機関にはない業務制限規制のこと。なお、同法にお
いて、日本郵便には「同種の業務を営む事業者の配慮」が規定されている。

■ 対応方針
　本会としては、上記認識に基づき、郵政グループ各社の事業の拡大には以下の方針で臨むこととしている。
　○　�日本郵便…平成19年10月に自動車保険の販売が開始されているが、これ以上の拡大（特に火災保険の

取り扱い）には反対。モニタリングを継続し、消費者保護に反する事案が生じていないか注視する。
（昨年度のモニタリングにおいては、損保販売に関する問題事案の報告はない）

　○　�ゆうちょ銀行…2021年５月から住宅ローンへの新規参入と併せて損害保険代理業務を開始したため、
日本郵政株の全株売却要請と影響度のモニタリングを行う。

４－３
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　○　�かんぽ生命…引き続き金融庁に対し、保険募集に関するなお一層のコンプライアンスの徹底確保を求
めていく。

■ 日本郵便 �：自動車保険の販売状況と本会の対応
⑴　販売状況（日本代協調べ）
　＜金融商品取扱局の状況（取扱局数）＞

2022年10月１日現在の取扱局は全国1,498局、募集人数の具体的な数値は不明であるが、金融渉外社
員（コンサルタント）約12,000名がかんぽ生命へ出向となったため、損保の募集人数は18,000名程度と
推定される。
販売する自動車保険商品は一般代理店と商品・価格の差はなく、東京海上日動社を幹事とする共同保

険となっている。事故の際には保険会社のフリーダイヤルを案内し、郵便局における事故対応は行わない。

⑵　課題と対応
郵便局における自動車保険販売は、急速には拡大していない模様である。更に、2021年10月より郵便局

員のうち金融渉外社員（コンサルタント）約12,000名がかんぽ生命へ出向し、かんぽ生命とアフラックの
みを取り扱うこととなった。自動車保険は郵便局の窓口社員が取り扱うこととなり、従来以上に自動車保
険販売には注力しにくい環境になっているものと思われるが、本会としては引き続き販売状況を注視して
いく方針である。

■ かんぽ生命 �：本会の対応
　かんぽ生命に関する営業上の問題は特に生じていないが、過去には民間事業参入のイコールフィッティン
グの観点から、既存の保険代理店に対するかんぽ生命の商品販売を認めるよう要望していた経緯がある。
　しかしながら、現時点では実質的な国策金融機関である以上、民間事業参入のバーターを求める前に、そ
の動き自体を止めることが優先すること、一連のかんぽ生命を巡る不正問題を受けて、同社商品の取扱いに
は慎重を期す必要があることから、要望は見合わせている状況である。

■ ゆうちょ銀行 �の損害保険募集業務認可申請に対する対応①＝2012年の動向
⑴　日本郵政の動き：損保募集業務の認可申請（2012年）
　○　�日本郵政は国の持株比率を３分の１まで下げる道筋を示す見返りに、ゆうちょ銀行の「住宅ローン」

参入を計画し、認可申請を行った。
　○　�同時に、顧客の利便性の向上、収益源の多様化、収益構造改善の観点から「損害保険募集業務（ロー

ン長火の取り扱い）」の認可申請を行った。保険関連では、かんぽ生命の学資保険の改定（返戻率引
き上げ等）の認可申請も行われた。

― 51 ―



⑵　パブリック・コメント提出
　○　�日本代協は、2012年９月25日付で内閣府郵政民営化推進室に対し、パブリック・コメントを提出した。

ポイントは次の通り。

①　事実上の官業銀行であるゆうちょ銀行による損害保険募集への参入は、郵政民営化法の基本理
念（民でできることは民に委ねる）に反しており、損害保険代理業者の利益を不当に害する。

②　完全民営化の道筋が見えないままのなし崩し的な参入は、地域経済の健全な発展と市場に与え
る影響への配慮を欠いており、既存代理店の経営を圧迫する。

③　官業銀行が一般事業者よりも有利な条件で参入することは（※例えば、大幅な債務者団体割引
の適用を想定）、対等な競争条件の確保を求める「国会審議確認事項」に違反する。

④　保険の取扱店舗が限定されており、顧客利便性があるとは言えない。
⑤　ゆうちょ銀行が地域の収益を独占するのではなく、当地の民間事業者との協力、連携、役割分
担を進め、各事業者との共存・共栄の下で地域経済の発展に貢献すべきである。

⑶　第86回郵政民営化委員会における意見表明
○　�内閣府と折衝の末、2012年10月12日開催された第86回郵政民営化委員会に岡部会長（当時）が出席し、
以下の通り「断固反対」の意見を表明。
・火災保険は自動車保険と並んで既存損害保険代理店の収益の柱。国策会社の参入は影響が大きい。
・火災単品の商品販売では顧客ニーズに応えられない。保険はプロに任せるべき。
・民間金融機関においては圧力募集防止の観点から弊害防止措置が設けられているが、郵便局にはない。
・日本郵政の政府持分の全株式売却の道筋を示すべき　等

〇　�その後、政権交代を受けて小泉郵政改革の見直しが行われ、一旦上場方針は凍結されたが、東日本大
震災の復興財源確保のため、再び上場方針に変わることになった。民営化を進めるためには、日本郵
政の収益改善は国にとって重要な課題であり、郵政民営化委員会は本申請に対し「容認」の意見書を
提出した。

〇　�一方で、かんぽ生命の保険金不払い事案の発覚に危機感を持った金融庁は、「がん保険の認可」並び
に「新学資保険」（保険料を引き下げ販売しやすくした商品）の認可（注）に対して慎重姿勢を取り続け、
総務省「容認」・金融庁「慎重」の状態となったことを受け、2013年４月開始予定だったゆうちょ銀
行の融資業務への参入は実現せず、この時点では一旦振り出しに戻った。
（注：「がん保険」については下記⑷の通り、TPPの一環としてアフラックとの共同開発・販売で合
意に至り、「新学資保険」もその後認可されている。）

⑷　米国の動き
かんぽ生命の肥大化に強い危機感をもった米国（注）は、TPP（米国）の事前協議で、ゆうちょ銀行の「住

宅ローン」参入と併せて認可申請が行われていたかんぽ生命の「がん保険」参入を棚上げすることで合意
に持ち込み（2013年４月10日日経記事）、本件の解決には米国の権益（＝アフラックの利益）が絡む極め
て政治的な判断が介入していることが明らかになった。
その後、2013年７月になって、日本郵政とアフラックが、がん保険分野の業務提携を強化することで合

意し、日本郵政が日本生命との間で検討してきた独自商品開発は撤回されることとなった。
これにより、2013年秋から、全国２万店舗の郵便局とかんぽ生命の約80の直営店舗でアフラックのがん

保険が販売されている。当時、TPPの対米主要分野の交渉を有利に進めたい日本政府が、米国の意向を踏
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まえて意図的に働きかけた結果と見られている。

■ ゆうちょ銀行の損害保険募集業務認可申請に対する対応②＝2020年～21年の動向

⑴　損保募集業務の認可申請（2020年12月）
ゆうちょ銀行は郵政民営化委委員会に対し、お客さまの利便性向上と自社の経営安定化を目的として、

以下３項目の認可申請を行った。
　　１．株式会社ゆうちょ銀行の口座貸越による貸付業務に係る信用保証業務を行う子会社の保有

（ゆうちょローンセンター株式会社における債務保証）
　　２．�フラット35直接取扱等（ローンサービス部設置店舗41店における融資の申し込み受付と本社にお

ける審査・債権管理業務の実施）
　　３．損害保険募集（フラット35利用者に対する住宅ローン長期火災保険の募集業務）

　　��情報によれば実際のお客さま対応は保険会社（損保ジャパン、三井住友海上）の専用センター
にて行う模様。債務者団体扱割引の適用有り

⑵　パブリックコメントの提出（2021年１月）
上記⑴に関し、日本代協は2021年１月22日付けで郵政民営化委員会に対し、以下の内容のパブリックコ

メントを提出した（抜粋）。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＜ゆうちょ銀行認可申請に対するパブリックコメント＞

１．意見
〇　ゆうちょ銀行の損害保険募集業務の認可申請に反対します。

　〈上記理由〉
〇　国が57％の株を保有する日本郵政が89％の株を保有する実質的な国策金融機関であるゆうちょ銀
行が、国の資本力・信用力を武器に民間事業者（損害保険代理店）の収益の柱となっている主要な事
業領域に参入することは、官による民業圧迫であり、著しく公正性を欠くものであります。
従いまして、本件申請は、郵政民営化法第110条第５項にて認可の要件とされている「適正な競争
関係」に反すると考えます。
弊会といたしましては、ゆうちょ銀行が民間事業者と同種の業務を行うのであれば、同行の日本郵
政保有株を全株売却することが前提になると考えます。

〇　認可申請の概要によれば、ゆうちょ銀行は損害保険代理店として顧客との間で行う代理業務を自己
完結するわけではなく、所属損害保険会社との連携のもとで行うことを前提とした二重構造になって
います。
一方で、認可申請理由には「お客さまの安心な暮らしを支える」、「災害からの立ち直りを支援する」
とありますが、これは保険契約自体が有する経済的損失補てんという本来的価値を示しているだけで
あります。
保険契約締結に際し、実際のお客さまニーズの丁寧なヒアリングや契約締結行為、契約後の内容変
更等は、お客さまと保険会社との間で直接行われることを前提としており、さらには日頃のきめ細や
かなお客さまへの対応や災害時の支援をゆうちょ銀行自体が行うわけでもなく、お客さま自身も必要
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があれば取引保険会社に直接連絡を取ることになるものと考えます。
このような中途半端な自己完結しないお客さま対応を前提としながら、本件申請を「安心な暮らし
を支える」あるいは「災害からの立ち直りを支援する」と理由付けするのは極めて形式的であり、代
理権を付与してまで行う必要性は乏しいと考えます。
また、こうしたいわば紹介人的な行為を前提としていながら、ゆうちょ銀行には代理店契約に基づ
く対価（代理店手数料）が支払われる一方、所属保険会社には本来代理店が自立して委託業務を行う
場合は不要な社費が追加的に発生することになります。これは、火災保険料率算定の構成要素である
付加率を上昇させる要因となり、最終的には保険料の引き上げにつながることで消費者利益を損なう
ため、本件認可申請の正当性を欠くものと考えます。

２．認可が強行された場合に対する予備的意見
〇　監督当局において、以下２点の検証を行うよう要望いたします。
①　上記の通り、火災保険料率算定上の健全性に疑義がありますので、付加率（代理店手数料・社費）
の妥当性の検証を要望します。

②　お客さまに提示される保険料の算出において、同一保険会社であっても既存の一般代理店では使用
できない割引などを適用する等で、既存事業者との公平な競争環境を阻害することがないか検証を
要望します。弊会としては、こうした割引の適用に反対します。

３．郵政民営化委員会での意見表明
〇　本件に関し、貴委員会におけるヒアリングが行われる際には、出席の上で上記意見をお伝えいたし
たく、どうぞよろしくお願いいたします。� （以上）

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

⑶　郵政民営化委員会における意見表明
郵政民営化委員会事務局と折衝の上、2021年２月４日開催の「第226回郵政民営化委員会」に出席し、

金子会長から意見表明を行った。（WEB会議/１団体５分以内の制限あり）
当日「反対」の意見表明を行ったのは本会を含め６団体である。
・（一社）全国地方銀行協会
・（一社）第二地方銀行協会
・（一社）全国信用金庫協会
・（一社）全国信用組合中央協会
・全国銀行員組合会議
・（一社）日本損害保険代理業協会
本会の発言内容は、パブリックコメントと同趣旨であるが、参考までに以下掲載する。
なお、その際、委員の中から「フラット35に係る一般代理店扱いの住宅ローン長期火災保険の実績はど

の程度あるのか（→実際に数値的にどの程度の影響が及ぶか確認するための質問→業務開始後のモニタリ
ングが必要）」、「我々委員全員、ゆうちょ銀行が民間事業に参入するなら日本郵政株の売却を進めて欲し
いと思っている」等の発言があった。
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＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＜第226回郵政民営化委員会意見陳述内容＞

　一般社団法人日本損害保険代理業協会会長の金子です。本日は意見表明の機会をいただき有難うございま
す。今回のゆうちょ銀行の認可申請の中で、損害保険募集業務に関し、弊会の意見を述べさせていただきます。

　弊会といたしましては、これまでも実質的な政府出資が残る日本郵政グループ各社の新規事業参入に当
たっては、日本郵政が保有する全株式の売却に向けた道筋の明確化と着実な実行が大前提であり、そのうえ
で、個別業務ごとの新規参入に当たっては、その必然性とともに、既存事業者との公正な競争条件の確保、
並びに、利用者保護の確保等を総合的に検証し、判断する必要があると主張してまいりました�

　ゆうちょ銀行に関しましては、現時点においても、完全民営化への道筋は示されないままであり、国策金
融機関の実態は何ら変わっておらず、民間の既存事業者との間での公正な競争条件が確保されていない状況
が続いています。

　こうした状況のなかで、中小事業者が多数を占める保険代理店の主要市場である火災保険の募集業務に、
なし崩し的に参入することは、官業による民業圧迫そのものであり、弊会といたしましては、今回の認可申
請に断固反対いたします。�

　また、申請の概要によれば、ゆうちょ銀行は損害保険代理店として顧客との間で行う代理業務を自己完結
するわけではなく、所属損害保険会社との連携のもとで行うことを前提とした二重構造になっています。
　保険契約締結時の際のお客さまニーズの丁寧なヒアリングや契約締結行為、契約後のアフターフォローや
損害サービス対応などは、お客さまと保険会社との間で直接行われることを前提としており、ゆうちょ銀行
サイドは、日頃のきめ細やかなお客さまニーズへの対応や災害時の支援を行うわけでもなく、お客さま自身
も必要があれば取引保険会社に直接連絡を取るものと想定されます。
　すなわち、実態としては保険会社に対する顧客紹介行為を行えば済む程度の話であり、自己完結しない中
途半端なお客さま対応を前提としながら、本件申請を「安心な暮らしを支える」あるいは「災害からの立ち
直りを支援する」と理由付けを行って、敢えて既存事業者の領域に踏み込んでまで事業を行う必然性は乏し
いと考えます。

　さらには、こうした紹介人的な行為を前提としていながら、ゆうちょ銀行には代理店委託契約に基づく手
数料が支払われる一方、所属保険会社には本来代理店が自立して委託業務を完結する場合は発生しない社費
が追加的に発生することになります。
　これは、火災保険料率算定の構成要素である付加率を上昇させる要因となり、最終的には保険料の引き上
げにつながることで消費者利益を損なうことにもなりかねません。この点においても、本件認可申請は妥当
性を欠くものと考えます。

　以上の理由から、弊会といたしましては本件認可申請に断固反対いたします。

　なお、仮に申請が認可された場合においては、次の２点について、監督当局における検証と継続的なモニ
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タリングを行っていただくべきであると考えます。
　１点目は、先ほどお伝えした通り、本件には火災保険料率算定上の健全性に懸念がありますので、代理店
手数料と社費の配分、並びにその水準について、妥当性の検証を要望します。
　２点目は、お客さまに提示される保険料の算出において、同一保険会社であっても既存の一般代理店では
使用できない専用の割引を適用する等で、既存事業者との公平な競争環境を阻害することがないか検証を要
望します。

　なお、弊会といたしましては、ゆうちょ銀行の完全民営化への道筋が具体的に示され、その確実な実行に
より、民間事業者との間で公正な競争条件が確保された状況のもとで、損害保険募集業務に参入されたあか
つきには、お客さまの満足を求めて互いに切磋琢磨するとともに、連携できるところは連携しながら、地域
の利用者の安心と安全のために取り組んでいきたいと考えていることを申し添えます。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

⑷　損害保険募集業務の認可と業務開始（2021年５月６日）
他の金融機関団体とともに、本件認可申請に対し「反対」の意見表明を公式に行ったが、大変遺憾なが

ら、郵政民営化委員会は、法律で求められる「同種の業務を営む事業者との対等な競争条件や利用者への
役務の適切な提供を阻害するほどのおそれはない」判断され、2021年５月６日より、認可申請が行われて
いた前記３種の業務が認められ、ゆうちょ銀行が新たに損害保険代理店として住宅ローン長期火災保険の
募集を開始することとなった。

⑸　日本代協の対応
認可の経緯は上記の通りであり、出来レースの感は否めないが、認可された以上、次の行動に移る必要

がある。本会としては、以下の取り組みを行う方針である。
〇　他の金融機関団体とともに「日本郵政グループ金融各社の新規事業参入の前提として、日本郵政が保
有する全株式の売却もしくはその道筋の明確化と着実な実行」を求める（資本面での民営化実現）。

〇　代協会員における具体的な影響度合い（件数、保険料等）のモニタリングを継続し、有意な影響が認
められる場合は、郵政民営化委員会に対し問題提起を行う。
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実力で評価される市場の構築に向けた取り組み④
〈「活力ある代理店制度等研究会」〉

■ 基本的な考え方
　保険業界における顧客本位の業務運営を徹底し、収益・ビジネスモデルに持続可能性がある代理店が創意
工夫を発揮しながら顧客の支持を求めて競い合う環境構築を目的として、2015年５月に保険業法が改正され、
翌16年５月から施行された。
　今回の改正により、初めて代理店の保険募集に関する基本的なルール（「意向把握・確認義務」「情報提供
義務」）が導入されるとともに、代理店に対して直接「体制整備義務」が課されることとなった。これによ
り全ての代理店は、顧客との丁寧な対話を前提に、保険募集のあり方を高いレベルで均質化・標準化すると
ともに、代理店経営をPDCAサイクルの下で自律的に機能させることが求められている。
　我が国の損害保険は、その約91％が代理店扱となっており、長年に亘り消費者の選択に応えてきた。この
実績は極めて重いものの、代理店を取り巻く環境及び消費者の意識や行動は大きく変化している。
　こうした課題認識のもと、代理店で働く人たちが仕事にやりがいや生きがいを感じながら活き活きと働き、
顧客のために切磋琢磨できる「活力ある代理店制度の構築」は業界全体の重要な課題である。リスクマネジ
メントの専門家としての保険代理店が果たすべき役割は何か、個別化・多様化する消費者の期待にどう応え
るか、ヒト・モノ・カネに制約がある中で自社の強みをどう磨くのか、といった課題について、代理店と保
険会社がベクトルを合わせて論議していくことが必要である。そのためには保険会社と代理店相互の理解が
必要であり、代理店も保険会社の戦略・方針、施策の背景などをしっかりと理解することが必要である。
　本会はこのような認識のもとで、2007年度に「活力ある代理店制度等研究会」（活力研）を設け、代理店
と保険会社が同じテーブルに着いて、顧客から選ばれ続ける代理店像とそれを実現するための具体的な取り
組みの論議を始めた。これは、ビジネスパートナーとしての基本的な信頼関係をベースにした「心ある対話」
の場であり、以降、継続して実施している。
　なお、活力研は結論を出すことを目的としているわけではない。その理由は、論議するテーマはいずれも
一朝一夕には解決できないものばかりであるため、結論に拘ると杓子定規な対応で終わってしまい、対話の
意味をなさなくなるからである。
　活力研は、代理店サイドの実情や置かれている環境を「頭」で認識し、その思いや願いを「心」で感じ取っ
てもらったうえで、それぞれの保険会社の戦略や施策立案の際に代理店の意向も踏まえて、できるものから
織り込んでもらうことを期待したものである。このあり方が、最も健全な問題解決につながるものと判断し、
取り組みを進めている。
　よって、保険会社にとっても、自社の戦略や施策立案のヒント・アイデアが得られる有益な場となること
が極めて重要であり、この点にも留意しながら運営している。

■ 独禁法上の注意点
　事業者団体は「価格を制限するような行為」を行うことは独禁法上できない。具体的には、「価格等の決定」
「団体による価格交渉等」「価格制限行為への協力要請・強要等」がこれにあたる。この「価格」には代理
店手数料も含まれる。
　よって、日本代協が個々の保険会社に対して代理店手数料の変更要望を出したり、変更に向けて交渉した

４－４
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りすることは原則として独禁法違反になる。
　ところが、幸いなことに国内損保各社は日本代協の「特別会員」であり、日本代協内部の研究会的位置づ
けであれば、会員同士の意見交換の場として、代手体系を含めた課題についてフランクに論議を行うことが
可能となる。
　この意見交換の場が活力研の位置づけであるが、保険会社の行動を制限したり、保険会社ごとのバリエー
ションを失わせたりするようなことになれば、独禁法上問題になることに変わりはなく、この点は注意が必
要である。
　本会としては活力研を重要な対話の場と位置付け、真摯な対話を続けるとともに双方の置かれている環境
を理解しあい、お互いが自発的な行動でできるところから問題解決を図っていくような環境を構築していく
方針である。

■「活力ある代理店制度等研究会」の構成
⑴　メンバー・頻度
　◇ �保険会社：損保協会長会社４社（あいおいニッセイ同和・損保ジャパン・東京海上日動・三井住友海上）

の営業企画・代理店営推担当部長（地域営業担当部長）
　◇ �日本代協：会長、副会長、企画環境委員長、栗山アドバイザー、事務局
　◇ �開催頻度：原則年２回（毎年７月・２月予定）
⑵　論議テーマ
　・「活力ある代理店制度」の構築のための取り組み　・顧客本位の代理店作り
　・環境変化への対応策　・消費者保護、消費者利益に反する募集現場の諸課題への対応
　・保険会社のチャネル戦略、リテール営推戦略に関する論議
　・代手ポイント制度、認定制度、乗合制度、委託契約書等に関する課題　等
⑶　論議内容報告：議事録を公表・本会HP等にも掲載

■ 活力研の論議内容

　�　消費者の声、保険会社の専業代理店政策を確認後、損保代理店の現状と問題点（代理店の悩み）や代理
店の活力を喪失させている内外の諸課題について、現場の実態を踏まえて意見交換を実施。

　　消費者団体や有識者の意見等を踏まえた上で、以下の課題について論議。
　　①　保険契約者の利益保護につながる代理店の資質向上　②　公平・公正な募集環境の確立
　　③　目指すべき損害保険代理店像の共有化　　　　　　　④　代理店手数料の基本的考え方

　�　代理店と保険会社の関係を規定する各社の「代理店委託契約書」に関し、募集現場の実態との乖離につ
いて、問題点と課題解決の方向性について論議。

　�　我が国損害保険マーケットの将来展望を踏まえた「求められる代理店像⇒特にプロ代理店の存在価値と
あるべき姿」について論議。主な内容は次の通り。
　　①　損保市場における専業代理店の位置付けと今後の戦略並びに必要な支援策
　　②　代理店を取り巻く外部的な競争要因の整理と対応策の検討

⑴　2007年度の内容

⑵　2008年度の内容

⑶　2009年度の内容

⑷　2010年度の内容
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　　③　代協正会員実態調査（2010年度実施）の「代理店の声」を踏まえた意見交換
　　④　代理店の目指す方向性と職業魅力の向上　
　　⑤　活力ある代理店制度の構築に向けて
　　　ⅰ．前提認識　ⅱ．マーケット環境の整備　ⅲ．今後の損保代理業のあり方
　　　ⅳ．保険会社との関係のあり方
　　　　特別編として、「東日本大震災と代理店の存在価値」について報告書に付記した。

　�　2007年度以降の論議により、代理店制度・募集制度に関する主要課題については一応の荒論議ができた
ため、次の主要課題である「成長戦略＝代理店の成長・発展を実現していくための取り組み＝」について
論議を実施。概要は以下の通り（東日本大震災関連対応のため、開催は下期１回のみ）。
　〇�　安東邦彦氏（株式会社ブレインマークス代表取締役）を講師に招いて「専業代理店が継続的に成長す
るための『保険営業の仕組みづくり』と『組織化』について」をテーマに、情報提供型営業の開拓力強
化モデルについて講演の後、同氏を交えて意見交換を行った。

　　前年度に続き、代理店の成長・発展を目的とした論議を実施。概要は以下の通り。
　　①　第１回：�栗山泰史氏（損保協会常務理事・当時）に、「今後の業界展望を踏まえ、代理店の明日を

考える」をテーマに、代理店の目指す方向性、業界としてのあり姿、損保各社への期待等
について提言をいただき、意見交換を行った。

　　②　第２回：�小坂学氏（株式会社ソフィアブレイン常務取締役（現社長）・千葉県代協）に、同代理店
の事業拡大の取り組みを聞いた。成長・発展のための取り組み、企業開拓における独自の
強み、代理店を「普通の企業」にして若い人が働きたくなる会社にするための取り組み、
保険会社との関係のあり方、保険会社に対する期待等を提言いただき、意見交換を行った。

　�　代理店の成長・発展を目的とし、かつ、保険会社の戦略検討の際の参考に資するテーマについて、有識
者の提言を踏まえながら論議を行い、共有できるミニマムの土台を作ることを目指した。
　　①　第１回：①各社の専業代理店戦略・支援策、②自動車等級制度改定をめぐる諸問題
　　　　�内　容：損保各社の戦略を踏まえて、代理店が向かうべき方向性について意見交換。自動車保険の

等級制度改定に関する顧客対応上の問題点については、本会から現場の実態を踏まえた改善提言を
行ったが、双方の認識に大きな相違があり、根本的な認識の差を埋めるには至らず。

　　②　�第２回：栗山アドバイザーから金融審議会WG報告を踏まえた「保険募集・販売ルールの変革への
対応」について提言をいただき、今後の代理店のあり方、保険業界のあり方、ならびに、両者の関
係性のあり方等について意見交換を行った。

　　✧�なお、2011年度～2013年度の論議については、保険会社の意向により議事録を作成しないことになった
ため、代協会員への情報提供が不十分であったことを踏まえ、2014年度以降については、参加者の事前
承認を前提として議事録を配信することで合意を得た。（議事録は各代協宛配信・日本代協HPに掲載）

　・テーマ：�代理店の一人当たり生産性の向上（＠1,000万円以上目標）のために、代理店・保険会社双方で
取り組むべきこと、実現のためのボトルネックの分析と対応策について、「外的要因（代理店サ
イドでは解決できない外部の問題）」と「内的要因（代理店自身の取り組みで解決できる課題）」
別に、本会作成資料に基づき、論議を行った。また、各社の専業代理店戦略と代手体系につい

⑸　2011年度の内容

⑹　2012年度の内容

⑺　2013年度の内容

⑻　2014年度の内容
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て方針を確認し、意見交換を行った。

　①　第１回テーマ：�前年度に続き、代理店の一人当たりの生産性向上を図る際に課題となる要因と対策に
ついて論議を行った。

　②　第２回テーマ：�代理店が感じる代手体系上の問題点について現場の声を基に論議を行った。また、地
域代理店の課題である生産性向上策について意見交換を行った。

　①　第１回テーマ：ａ．代協正会員実態調査の考察（主に代手ポイント制度）
　　　　　　　　　　ｂ．代理店の一人当たり生産性向上に向けて　　ｃ．業法改正対応の現状と課題
　②　第２回テーマ：ａ．金融庁追加ヒアリングに関する意見交換　　ｂ．代手体系の課題と今後の展望

　①　第１回テーマ：ａ．代手ポイント制度　　ｂ．乗合承認問題
　　　〈代手ポイント制度の優先論議項目〉
　　　・改定頻度の抑制による経営安定化　　・損害率の減点方式の廃止と加点方式への変更
　　　・増収率の加点方式への転換　　・規模の格差の反映　　・損害サービス業務の評価方法
　　　〈乗合�問題〉「平成29年度版�現状と課題第７-１章（P71～79）」に掲載した本会としての見解と現行制

度の改善提案を基に意見交換を行った。
　②　第２回テーマ：ａ．代手体系の課題と今後の展望　　ｂ．高齢募集人（代理店）対応
　　�　2017年９月に行われた金融庁と損保協会との意見交換会において、代手に関し提示された課題、並び
に高齢募集人対応について、各社の営業戦略と現場の声を確認した上で意見交換を行った。

　・第１回テーマ：今後の地域専業チャネルの将来像を考えるために、論点を絞って意見交換を行った。
　　事前提示の論点は以下の通り。
　　〇　地域マーケットにおける専業チャネルの将来展望をどう描くのか？
　　〇　将来展望を実現するために必要な代理店の態勢、能力、数、配置をどう考えるか？
　　〇　専業チャネルの将来展望の中で、直資代理店の位置づけをどう考えているのか？（該当保険会社）
　　〇　上記を前提に、現在の販売構造をどのように変えていき、どういう姿にしたいのか？

　・第１回テーマ：「今後の代理店経営を考える」
　　　〇　�本会作成の代理店向けセミナー資料第２章「ITの進化と市場環境の変化」、第３章「今後の代理

店経営を考える」を基に論議を行った（資料は2019年度版「現状と課題」掲載）。
　　　〇　�地域密着の代理店を負の遺産にすることなく、その有形無形の力を活用する前提で、時代の変化

に適応しながらどのような変革を行うべきか、意見交換を行った。
　・第２回テーマ：「代理店の統廃合戦略の現状と課題を考える」
　　　〇　�各社に以下の質問事項を投げかけ、その回答をもとに論議を行った。
　　　　〈質問事項〉
　　　　 １　�貴社の代理店育成の基本方針を教えて下さい。（貴社の求める専業代理店像と事業ポートフォ

リオを定量・定性面ともに）
　　　　 ２　�上記を充足しない・できない代理店に対する対応方針を教えて下さい。
　　　　 　　①　充足しない・できない代理店の判断基準（数値面・質面）・判断者

⑼　2015年度の内容

⑽　2016年度の内容

⑾　2017年度の内容

⑿　2018年度の内容

⒀　2019年度の内容
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　　　　 　　②　提示する具体的な選択肢（いくつでも）
　　　　 　　③　（②の中で）統合・合併等の場合の基本方針（担当者の対話のあり方を含める）
　　　　 　　④　取り組み期限の設定の有無・ある場合は期限
　　　　 　　⑤　ゴール（どういう状態を目標としているか）
　　　　 ２-２　上記において、以下の点を確認させて下さい。
　　　　 　　①　�本社（本社）方針と現場の対応に乖離があるケースはあるのか？本社（本部）はその実

態を把握しているか？
　　　　 　　②　統合先等は貴社が指定するのか？代理店サイドで選択はできるのか？
　　　　 　　③　貴社が示す選択肢を代理店が拒否した場合はどう対応するのか？　
　　　　 ２-３　上記において、合併、統合等を選択する場合の貴社の支援策があれば教えてください。
　　　　　　　　（代手ポイントの手当、リタイヤメント・プラン等）
　　　　 ３　�例えば、10名程度の規模であっても地域のお客さまに信頼され、選ばれる品質の高い代理店

である（あるいは、そうなれる）のであれば、品質を軸にした成長モデルを前提に、その育成・
発展をサポートしていくとの考え方はないのでしょうか？（代手ポイント、認定制度、体制
整備・事務力向上・採用・独自力強化等の支援　など）

　　　　 ４　統合の受け皿となる代理店の適格性判断の基準（質・量両面）を教えて下さい。
　　　　 ５　�代理店との対話の担い手となる社員の対応レベル（行政等の最新動向、経営マネジメントの

理解、代理店の情報、対話力、提案力等）の現状について、貴社の認識やレベル向上のため
に取り組まれていることがあれば教えて下さい。

　新型コロナ感染症拡大のため、20年度はオンラインで開催した。
・第１回目論議テーマ
　〈テーマ１：ウイズコロナ時代の代理店の課題と業界対応（論点）〉

　　⑴　テレワーク（論点）
　　　・�代理店における人材採用や多様な働き方、業務効率化の観点から一定のルールを整えて導入しやす

い環境をつくる必要があるのではないか
　　　・�代理店における雇用機会の拡大、遠隔テリトリー対応、様々な事情を抱えた人材の活用という観点か

らも「テレワーク主体の営業社員の活用」を検討し、働き方の多様化を図る必要があるのではないか
　　　・�「100％テレワーク」が募集人として認められるか（募集人要件を充足するか）という点については、

当局折衝も行う必要があるのではないか

　　⑵　オンラインによる契約締結（論点）
　　　・�オンライン面談は「対面」と位置付け、契約締結が完結できるプロセスを実現させるべきではないか
　　　・�実現に向けて、競争領域は最小限に留め、業界で共通化・標準化を図るべきではないか
　　　・�ルールの検討にあたっては、代理店も交えた論議の場を設ける必要があるのではないか

　　⑶　コロナ禍による営業上の影響への対応（営業上の影響に係わる要望と論点）
　　　・�手数料ポイント制度・業務ランク・認定制度等の弾力的運営・代理店経営への特例支援策の要望・

オンラインでの代理店価値の伝え方の研修・学習領域が必要となっているのではないか
　　　・�デジタルの進展に伴う「顧客にとっての代理店の存在価値」の再確認が必要となっているのではな

いか

⒁　2020年度の内容
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　〈テーマ２：関東財務局代理店との対話結果を受けた今後の対応〉
　　�　2020年６月19日に関東財務局が公表した代理店との対話結果『保険代理店との対話を通じて「見て、
聞いて、感じた」こと。』について、意見交換を行った。

　〈テーマ３：現場の重要課題として以下の２点を提示し、論議〉
　　　①特定修理業者対策、②販売基盤・構造改革・代理店戦略の２点について、論議を行った。

・第２回目論議テーマ
　〈テーマ１：代協会員からの質問事項と回答を踏まえた各社への提言と要望〉
　　�　コンベンション時の代協会員懇談会Ｑ＆Ａに記載したポイントを説明し、要望事項として伝えた上で
論議を行った。

　　⑴　代理店手数料体系（ポイント）（矢印はＱＡの記載概要）
　　　①�　（質問）代理店手数料ポイントについては、これまでも活力研の場で討議してきたが、改めて指

標の目的や意味につき明確に現場に伝わっていないとの指摘がある。
　　　　⇒�保険会社サイドも状況は認識して手を打っている面はあるが、当方もチェックしながら取組んで

いく。
　　　②�　（質問）体系が複雑で項目が増えてきているので、もっとシンプルに、変更も毎年行わないで欲

しい。
　　　　⇒�各社の戦略が反映される部分ではあるが、活力研の場で論議を続ける。改定頻度についても活力

研の論議の結果、各社とも３年程度は据え置きになっている。
　　　③　（質問）クレジットカード払件数の導入は恣意的ではないか。
　　　　⇒�クレジットカード払については、お客さまが選ぶことであるが、利用しやすい環境すなわち加盟

店手数料の引き下げ要望を損保協会に提出している。現状提示されている指標については過度な
設定とまではいえない水準ではないかと考える。

　　⑵　代理店手数料（商品別基準代手率変更）
　　　①�　（質問）火災・賠責・傷害の商品別基準代手が一方的に引き下げられている、さらにそれが、紙

の通知一片である等、代理店が手数料で商売していることに対する思い入れが無いのではないか。
　　　　⇒�法的な問題とするのは難しいが、ビジネスのやり方としては問題があると考える。引き下げにあ

たっての保険会社サイドの伝え方・やり方は適切さを欠いている。改定の背景に対する具体的説
明が欠けている、代理店と保険会社で共通の理解を得られるような対応ではない、付加率の構成
要素である社費削減の努力・保険金支払の努力に関する適切な説明が欠けている点については問
題があると整理しており、各社の地域営業担当役員へは金子会長が直接訪問し、改善を求めた。

　　⑶　募集の公平性
　　　①�　（質問）ディーラーにおける自動車保険でスモールリペアを前面に出した営業が目に余る。
　　　　⇒�問題意識はあるが、金融当局も公式見解としては過度なサービス提供でない限り業法上の問題で

はないと整理している。ただ、保険会社サイドの代理店に対する論理的説明が不足していると思
うので、改善を求めている。また、専業系代理店の対応策についても寄り添って考えるべきである。

　　⑷　銀行口座振替手数料・コンビニ払いの印紙代の負担
　　　①�　（質問）口座振替契約がメインとなる中で、振替手数料が上がることは代理店経営を直撃する。
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保険会社も応分の負担をすべきではないか。
　　　　⇒�口座振替はお客さまから保険料を受領する行為と、代理店から保険会社へ精算を行う行為が同時

に行われていると考えることができるので、委託契約書の規定に基づいて費用は応分の負担が妥
当ではないかと日本代協は考えており、これまでも保険会社に改善要望を出しているが、突破口
が見えていないのが現状。

　　　　⇒�印紙代の負担については委託契約書上、保険会社負担と明記されており、複数の保険会社のコン
ビニ払いの代理店負担規定はおかしいので、改善を要望する。

　〈テーマ２：４社の2021年度専業代理店手数料ポイント制度・認定制度の方針と戦略〉
　　�　2021年度判定、2022年度適用の代理店手数料ポイント制度及び認定制度について、変更点や各社の戦
略を説明いただいた上で、意見交換を行った。

　〈テーマ３：オンライン募集・テレワークに関する要望〉
　　�　オンライン募集、テレワークについて、代協サイドから以下の要望（オンラインで全商品契約締結が
完結する仕組みの構築、決済システムの共通化、テレワーク対応や教育・指導・管理のルールの共通化
等）を伝え、意見交換を行った。

　新型コロナ感染症拡大のため、昨年度に続きオンラインで開催した。

〈第１回目（2021年７月14日）論議テーマ〉
【保険募集現場で納得感がないと感じる諸問題への対応策の論議】

１．「代理店から寄せられる保険募集現場の問題点」の確認
２．「コミュニケーションギャップが生じる根本的背景は何か」
３．「課題の自立的解決に向けて、業界と代協がどう連携して取り組むか
〈第２回目（2022年３月２日）論議テーマ〉

【保険会社と代理店間のコミュニケーションギャップ・課題への対応】
　前回の活力研で保険会社に提示した資料を再整理し、「合併・統合」「乗合承認申請・手続き」「代手ポイ
ント制度全般」「保険会社と代理店の費用負担」の４項目に絞って意見交換を行った。さらに、2021年10月
～12月にかけて実施した「正会員実態調査」の概要について説明を行った。

　2019年度以来、３年ぶりにリアル開催で実施した。日本代協HPの会員専用書庫には、議事録と共に報告
動画も掲載している。
〈第１回目（2022年７月21日）論議テーマ〉
１．正会員実態調査による、代手ポイント変動のチャネル分析
２．火災保険基準代手率変更に関する対応
３�．ドライブレコーダー特約の推進を題材として、保険会社と代理店のコミュニケーションギャップの解消
法を考える
　テーマ３．に関する事前の論点整理は以下の通り。

　保険会社各社は、この特約の意義や顧客への更なる価値提供がどう実現できるのか、丁寧な説明資
料や動画を作成し、特約の浸透に積極的に取り組んでいる。

⒂　2021年度の内容

⒃　2022年度の内容
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　決して保険会社都合で押し付けているわけではない（全くそのつもりはない）にも関わらず、一部
の代理店からは「担当者は付帯率〇％までお願いしますとしか言ってこない」「保険会社都合の取り
組みで顧客本位ではない」といった声が聞かれる。
　もちろん、代理店の意見が全て正しいわけではない。単に文句を言っているだけ、顧客本位という
言葉を自分の都合の良いように解釈して保険会社のやり方を批判しているだけというケースもあるの
で、この点は冷静に見る必要がある。
　しかし、上記の代理店の意見が全く的外れかというと、そうでもないのではないか。
　なぜ、保険会社の思いと代理店の受け取り方がすれ違ってしまうことがあるのか、そのあたりを各
社の推進施策の概要を伺いながら、論議してみたい。
　尚、本件は保険会社の推進方法について問題提起するということだけではなく、代理店の社内にお
いても自社内の従業員にどのようにドライブレコーダー特約に取り組む意義を、経営者がどう伝える
のか（もしくは現時点では取り組む優先順位として選択しないという経営判断をするのか等）、考え
るべき点はあると思われる。

〈第２回目（2023年３月１日）論議テーマ〉
１．あるべき代手ポイント制度について
２．各保険会社様から専業代理店に期待すること
　テーマ１．に関する事前の論点整理は以下の通り。

　2022年６月に開催された金融庁と損保協会との意見交換会において、金融庁より「保険代理店がよ
り顧客本位の業務運営を徹底していただくことが重要」（P３）との論点が提起されている。
　また、2022年９月に金融庁から公表された「2022年保険モニタリングレポート」にも、「顧客本位
の業務運営を更に推進する観点から、財務局と緊密に連携して、損害保険会社と代理店の双方との対
話を実施し、両者の円滑な連携を促していく。その際、代理店の業務品質管理についても、代理店の
規模特性を踏まえつつ高度化を図るよう、両者に促していく。」との記載がある（P56）。
　これらを踏まえて、「顧客本位の業務運営の原則（以下「原則」）及び「代理店の業務品質管理の高
度化」という観点を中心に、あるべき代手ポイント制度について論議したい。
具体的には、以下の論点に沿って議論を進めたい。
１．「重要な情報のわかりやすい提供（原則５）」
　　�顧客との情報の非対称性がある保険商品をいかにわかりやすく説明するか。
　　そのために求められる観点として、以下２点について論議したい。
　⑴　高度の専門性
　・�募集人、代理店の資質向上としての資格取得奨励策等を、さらに後押しするような制度設計は考
えられるか。

　・�よりわかりやすく、適切な情報を顧客に伝える取り組みを後押しする施策として、ポイント制度
に盛り込むことが考えられるものはあるか。例えばハザードマップに関する情報提供等を、評価
項目に含める方法はあるか。

　⑵　デジタルを使った情報提供
　・�ペーパーレスによる商品の説明及び契約手続き、口振設定等をわかりやすい、便利と感じる顧客
もいれば、デジタルの流れについていけない顧客も一定割合存在している。
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　・�DXの進展の過渡期にある現在、デジタル化の指標をポイント制度に盛り込む際の留意点として、
どのようなことが考えられるか。

２．「顧客にふさわしいサービスの提供（原則６）」
　　�「金融事業者は、顧客の資産状況、取引経験、知識及び取引目的・ニーズを把握し、当該顧客に
ふさわしい金融商品・サービスの組成、販売・推奨等を行うべきである」という原則に基づき、
以下２点について論議したい。

　⑴　リスクマネジメントの観点
　・�商品ありきではなく、リスクマネジメントの観点からのサービス提供が一層求められると考える
が、この観点をポイント制度にいかに盛り込むか。また、既に盛り込んでいる指標等はあるか。

　⑵　専属と乗合とのポイント差をどう考えるか
　・�昨今、保険会社としても中小企業を中心とした法人マーケットへの取り組みを強化しているが、
法人顧客の場合は、購買プロセスとしてのビッドや見積もり合わせが行われることが少なくない。

　・�専属代理店の場合は複数社の見積提示ができないために、乗合をしたいと考える代理店は今後益々
増えてくるのではないか。保険会社として、乗合はできるだけ回避したい意向があることは十分
理解できるが、顧客本位の業務運営及び自社の成長性実現の観点から、複数保険会社のラインアッ
プを揃えておきたいと考える代理店に対するポイント評価について、保険会社と代理店の間でど
のように折り合いをつける道が考えられるか。

　・�一言で乗合代理店と言っても、比較推奨販売のやり方は様々である。この類型化ができれば、そ
れに応じたポイント評価を行うことも可能になるのではないかと考えており、まずはどのような
類型化が考えられるか、という点から論議をスタートしたい。

３．業務品質の高度化
　�　代手ポイント制度における業務品質の評価ウエイトは各保険会社とも増えてきているが、業務品
質の高度化、平準化（募集人毎のばらつきをなくす）を更に進めるために、今後ポイント制度に盛
り込むべき評価項目があるか。

　�　例えばサイバーセキュリティ対策は、既に評価項目に含まれている会社もあるが、e-Learning
や研修受講が評価基準となっている。より高度な体制整備を行っている代理店も増えている中で、
評価基準を見直す必要はないか（高度な体制整備ができない代理店にとっては、かえって厳しい評
価基準になるかもしれないが）。

　議事録は以下の通り。日本代協HPの会員専用書庫には、議事録と共に報告動画も掲載している。
１．小田島会長　挨拶
　・年度末にお集まりいただき、また、事前準備にも時間を割いていただいたこと感謝申し上げる。
　・�今年度２回目の開催であり、事前に本日の論点をまとめてご案内しているが、代理店が抱えている現状
の課題を理解して顧客本位の業務運営・体制整備をベースに考えられることを探っていただき、代理店
としても競争力を持ちながら成長を目指すことができる実行可能で未来志向の論議が行えたらと思って
いる。

　・�会長の役に就いてから９か月が経過するが、全国15ブロックの会議に参加し話を聞く中で、会員からも
保険会社の皆様の力を借りて一緒に仕事をさせていただいているとの声が多く上がってきている。この
活力研に対しても毎回スポットが当てられてきているので、今後のお互いの取り組みにとっていい議論
となるよう協力お願いしたい。
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２．活力研の論議テーマ
テーマ１：「あるべき代手ポイント制度について」
　事務局より基本的な課題認識の提示後、参加者の自発的発言に基づき意見交換を行った。

事� ・�今回は大きく２つのテーマについて、それぞれの解決策がすぐに見つかるものでもないとは
思ってはいるが顧客本位の業務運営の柱の中での議論としたい。また、評価項目の定量的な
データが取得できないといった制約もあることは承知しているが、それだけでは議論が進ま
ないと思うので、本日はあるべきところは何なのかについて議論していきたい。

　� ・�まずは、顧客本位の業務運営の原則「重要な情報の分かりやすい提供（原則５）」について
考えてみたい。

　� ・�「高度の専門性」について、資格取得は各社ポイント評価に取り入れられてはいるが、さら
なる資格取得や資格だけでなく適切な情報を顧客に伝えることができる施策を取り入れるこ
とができるのかどうかについて考えを聞かせていただきたい。例えばハザードマップの情報
提供や障がい者、高齢者対応についてのようなものを含めて方法はあるのかについてである。

保� ・�高度の専門性は一番大事なもののひとつであり、募集人の皆様の資格取得は明確なエビデン
スとなるものと考えている。現在損保大学の専門課程は制度に取り入れてはいるが、今後に
ついて考えるとコンサルティングコースやAFP、CFP、社会保険関連の資格、広い意味では
生保の各種資格などもあるのではないだろうか。さらに事故対応については独自の損害サー
ビス資格を作り取得を奨励しながら募集人の方のスキルアップを見える化し、かつカウント
できるように進めている。また、社内でどんなアイデアがあるのかを確認してみたところ、
健康経営アドバイザー、401Kアドバイザー、相続診断士などの案が出ている。

　� ・�一方でこれをどのように申告しカウント、反映していくのかについてフィージビリティの現
象が難航するのではないかと考え、ベースである代手で検討しながら代理店認定制度の中に
定性的に織り込めたらいいのではないかということを同時並行的に検討していきたい。アイ
デアはあるがどのように実行ベースに持っていけるかが課題である。

保� ・�当社でもSDGsや地方創生、損害サービスに関する勉強ツールを作成・研修を行い、募集人
さんや代理店さんの資質向上に尽力している。これは代理店さんの付加価値向上やサービス
の充実化に向けたものであり、結果お客さま満足度が向上して契約拡大につながるものと考
えており、手数料ポイントには反映していない。

　� ・�高度なスキルを持つという観点では、代理店認定制度において損害保険トータルプランナー
在籍者数を評価項目としている。一方、お客さまへの説明の分かりやすさや情報の提供方法
については多種多様であり、定量評価に入れにくいと考えている。

保� ・�損保大学課程の専門コース・コンサルティングコースの資格者数は定量で計れるものなので、
既に代手ポイントの評価項目に織り込んでいる。定性面では、認定制度の判定調査でスタッ
フの資格取得に関する計画策定や取組状況を評価するなど、間接的に代手ポイントに反映さ
せている。資格取得は代理店の独自性が発揮されるところでもあると考えている。

　� ・�分かりやすい適切な情報提供としては、防災・減災に関するお客さまへの情報提供の取組状
況を認定制度の判定調査で確認し、間接的に代手ポイントに反映させている。

保� ・�募集人、代理店さんの資質向上として損害保険プランナーや損害保険トータルプランナーの
資格を代理店の規模に応じて意識付けすることは可能だと考えている。代理店認定制度の中
で資格者の人数要件を入れて定量的に分かるようにしている。現時点では資格者数が認定要
件になっているが、将来的には募集人の品質や販売力を評価して反映できる制度とすること
が望ましいと考えている。しかし、今の段階では資格取得以外で個々の募集人さんの販売力
を評価する術はないのではないだろうか。
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事� ・�認定制度の中での話が多くあったが、ある程度定性的な要件として捉えることは可能だと思
うので引き続きお願いしたい。一方で認定制度の対象とならない規模の代理店さんも多くい
るが、何か工夫できるところはないのだろうか。あるいは、高度な専門性について発言いた
だいた項目が評価項目に入れ込めないので対象となっていないのであろうが、この点につい
ても工夫できるところはないのだろうか。

代� ・�実際に重要なのは知識や情報のインプットではなく、アウトプットであると考えている。最
近では、AIなどを活用することで、織り込んでいる単語や話すスピード等でロープレの採点
を行い、高度な知識を持って、分かりやすくお客さまに提案しているかを評価することもあ
る程度は可能ではないだろうか？また、現在代協で進めている社労士診断認証制度や事業継
続力強化計画等の目に見える認定制度も単なる知識ではなく、アウトプットを評価する制度
になっているため、代手評価の項目に入ってくれば、もっと高度な提案にチャレンジしよう
かと考える代理店も増えてくるのではないだろうか。

代� ・�先ほど生保資格が基準となるという話があったが、実際に出ているのだろうか。

保� ・�それは出ていない。それはどんなものがあるかを洗い出した時に出た一つの意見である。

代� ・�代理店の品質で事業継続力強化計画について触れられたが、今、金融庁はサイバーの話をよ
くされる。保険会社によっては昨年サイバーに関するヒアリングを受けているかと思うが、
例えば代理店は保険会社からしたらサプライチェーンの一つであるので、そこを守るために
サイバー保険に加入していればポイント加算になるというのは良いのではないかと思う。

　� ・�もう一点、説明義務違反が増えてきたこともあり、代理店賠責の事案も確実に増えている。
先日、中国・九州の保険会社で社員向けの代理店賠責のセミナーを開催させていただいた。
そこで、危ないと感じる代理店はいるかの問いに全員が手を上げたので、その代理店を想像
して話を聞いていただいた。我々の仕事は、いざという時に保険に置き換えることが仕事で
あり、その保険代理店が代理店賠責に加入していないのは万一の時の資力確保になっていな
いことである。代協に加入している代理店だけが代理店賠責に加入しているわけではないの
で、今後は代理店の資力確保の点で品質の一つとして見ていただけたらと思っている。

代� ・�ある議員が代理店は地元のセーフティーネットワークだとおっしゃられた。例えば、2018年
９月４日近畿地方に台風21号が上陸した時には約200件訪問し全て写真を撮り、３か月後の
12月にはほぼ全件支払いが完了することができた。このように保険金を届けることに対して
の代理店の価値について考えていることがあれば聞かせていただきたい。

保� ・�間接的かもしれないが、以前中国地方での豪雨災害の際に相当の家が流された時に、お客さ
まは証券を持って逃げないがスマホは持って逃げていていたので連絡を取ることができた。
この点を徹底されている代理店さんもいて一連のデジタルプロセスの中でいざという時にお
客様の安全を確認したり双方で加入状況が確認できるよう携帯番号やデジタルプロセスを評
価に取り入れている。

保� ・�大規模災害の時の、大規模風雪災・水災サポート制度を設けている。代理店プロ組織の中で
はあるが、手を挙げた代理店さんが勉強会に参加して認定されれば、書類取り付けや立ち合
いに対してフィーを払っている。また、災害発生時に連絡先登録をされているお客さまに
ショートメッセージで一斉にURLを送信し事故受付を行うサービスを開発している（保険会
社からではなく、代理店から発信）。併せて、損害調査に使用するドローンの研修会を行い
活用した代理店にはフィーを支払う制度も検討している。

保� ・�認定制度の上位ランク認定要件には、事故対応項目に広域災害発生時に迅速なお客さま対応
の体制が構築されているかという風水災代理店損害サポート制度が入っている。さらに上位
ランクの認定要件には防災減災など事故対応品質を向上させる活動をしているかという項目
を取り入れている。
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保� ・�発生事故１件１件に対して代理店が丁寧に対応いただくことも大切だが、デジタルを通じて
お客さまも自ら事故発生連絡等のアクションを起こしていただくなど、確実な保険金請求に
つながる仕組みも必要と考えている。それを実現するため、代理店の皆さまにはお客さま向
け専用ページ登録の推進をお願いしており、その活動を１つの評価項目として取り入れてき
た。ただし、今後は専用ページ登録推進から専用ページ活用のフェーズに移るべく、ご契約
締結時に速やかに登録いただける仕組みを構築し始めている。

事� ・�次に「デジタルを使った情報提供」について、デジタル活用の重要性について理解している代
理店がいる一方で、デジタルの指標について疑問を持っている代理店も少なくない。コミュニ
ケーションギャップに関することになるかもしれないが、この点について意見をいただきたい。

代� ・�DXは我々代理店募集人の働き方改革にも大きくつながることだと思う。365日24時間お客さ
まを見守ることは現実的に無理であり、これを求めたら若い人材も確保できなくなってしま
う。これを補うのがDXではないだろうか。ここを経営者がどのように咀嚼して代理店経営に
活かすのか、また、お客さまと契約をした後に安心をもう一つプラスする意味で、時間はか
かる取り組みではあるがマイページ登録を評価していただくことは良いことだと思っている。

代� ・�乗合代理店においては、推進してくる保険会社や担当者によってマイページ登録的な取り組
みに濃淡があると思うが各社のDXは必ずやっていくべきだと思う。だが、年度により手数
料ポイント項目になったり外れたりするので代理店は反発するのではないだろうか。

保� ・�技術は日進月歩で上がっていくので、入り口で加速するが流れができればプロセスそのもの
となり評価としては薄れていってしまう。手集金から口振に変わったときも当初はものすご
くインパクトがあったと思うが、今では手集金という概念がほぼなくなりつつある状況は時
代の大きな流れだと思う。

代� ・�口振のWeb化以外は理由書があれば受け付けてもらえるはずだが、営業担当者が一切受け付
けないという声が会員から上がっているので注意していただきたい。

事� ・�DXの指標は促進するために評価項目に入れるが、浸透のスピードも速いので評価項目とし
ての役割を終えるということだと思うが、代理店から見るとすぐに評価が変わって、言って
いることも変わっていると受け取る人がいるのかもしれない。各社状況は同じだろうか。

保� ・�昨年までマイページ登録を品質項目に入れて手数料ポイントに反映させていたが、その環境
が変わっているので今年度からは外れている。

事� ・�その経緯をしっかり説明いただくことが重要で、代理店も内容を咀嚼する必要があると思う。

ア� ・�各社とも高度な専門性やデジタル対応についてポイントに反映させる、ということで方向が
一致していることはありがたいことと感じる。それをどのように反映させるかという時に、
代理店の事業ドメイン（代理店とは一体どんな仕事をする職業なのだろうか）を考えること
が重要と思う。一番狭い範囲では「保険の募集に携わる者」ということだが、そこには留ま
らず既に今では「損害調査」まで事業ドメインが広がっている。それであれば、損害調査を
どのように評価するかを考えていただかなければならない。さらに、そこを超えて個人の安
心・安全の確保や財産管理等にまで現状でも広がっているケースが多く、それこそ高度の専
門性が必要な仕事になっている。保険代理店は究極の所「よろず相談サービス」などと言っ
たりもするが、社会保険労務士や行政書士といった資格も保険代理店の事業ドメインを広く
とらえた場合、業務上必要な高度の専門性として評価すべき対象となるのではないか。事業
ドメインの問題は視野に入れていただく必要があると思う。

　� ・�各社が、保険募集だけでなく代理店の仕事をより広い形のものとして根本から見直すところ
までいくとするなら、個別の会社を超えた評価の共通化・標準化を考えていただいても良い
のではないかという気がしている。隣接業界の生保業界での品質評価基準は業界での標準化
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を実施したわけで、このようなことが各社共通でできるのであれば、代理店と保険会社との
間で評価を巡るいざこざも少なくなるのではないか。独禁法上の問題はあるだろうが、事前
相談制度を活用して公正取引委員会と調整すればよいと思う。

代� ・�代理店毎の戦略が多様化する中で、代理店によってどこに高度な専門性を求めるかが変わっ
てくると思うので、その領域に関しても難易度や関連性等で分類し、いくつかの選択肢があ
ればありがたい。また、これまでは個人の専門性にフォーカスされているが、今後は組織単
位の評価が必要と感じる。例えば、しっかりとした社内教育を行っている代理店や日本代協
アカデミーを取りいれている代理店等を、高度な専門性の習得に取り組んでいる組織として
評価して頂くことも良いと考える。

事� ・�生保の資格が損保の認定制度に組み入れられていることは顧客本位の業務運営を考えるとい
う意味で違和感はないのか。

代� ・�お客さまから考えると生保も損保も関係ないと思うし、代理店としてもリスクからお客さま
を守るという意味では問題ないと思っている。

代� ・�保険代理店としてすべてのリスクを管理することが基本的な考え方だと思うので、違和感は
ない。リスクマネジメントも我々がリスクマネージャーとしてしっかり考え方を持っていれ
ば、結果的に損害率の低下にもつながり代理店の価値の向上にもつながるのではないか。こ
の辺りをどのような位置づけとしていただけるかを考えていただきたい。

ア� ・�96年の保険業法改正の時に、生損保兼営禁止規定の根本を検討したことがあるが、保険会社
としての財産を分離すること（計算分離）以外に生損保兼営禁止規定の意味はないというこ
とになった。その結果、保険の引き受けと支払いという点では生保会社と損保会社の兼営は
引き続き認めないとする一方で子会社方式による相互参入を導入し、かつ代理店の販売につ
いては生損の間で何の制限を設けることはなかった。従って、損保会社の代理店であっても、
当該代理店の総合的評価の一つである手数料ポイントに生保の販売資格を反映させることに
は一定の合理性はあるのではないだろうか。

代� ・�損保代理店でも年初に損生の販売目標を設定し年度末に向けて追い込んでいるが、生保挙績
を上げないと損保手数料ポイントが下がってしまうということは顧客本位にはならないので
はないかと思うので、生保については外していただきたい。

代� ・�生保資格を損保の認定制度に組み入れる事については入れても良いと言ったが、挙績であれ
ば話は別である。損保の手数料ポイントに生保の挙績が反映されるのは違うと思う。

ア� ・�ドラレコもそうであるが、営業推進にシフトしすぎたポイント制度はいかがなものかという
点は、生保に限らず共通してある問題ではないか。お客さま対応という意味では、一人のお
客さまに対しては生損の両方を視野に入れることが顧客本位の業務運営となることは時代の
常識になっているのではないかと思っている。

代� ・�保険会社がポイント制度を出してくれば、代理店はそれに向かっていくわけだが、そうでは
なくて基本的にはあるべき姿の追及を代理店としてはするべきだという考えをもっており、
保険会社が求めていることとベクトルが合ってきているのではないか。DXは効率化も進む
し、ペーパーレスはコスト削減にもつながるし、顧客本位の業務運営を行うには高度な専門
性やDXを活用した情報提供も必要となってくる。損害サービスや事業継続力強化計画、社
労士診断認証制度についても同様ではないか。

事� ・�続いては、「顧客にふさわしいサービスの提供（原則６）」として、日本代協でもリスクマネ
ジメント講座を推進しているが、この点の重要性については議論の余地はないと思う。これ
を評価制度にどうやって取り込むのかは意外と難しいのではないだろうか。各社リスクマネ
ジメントの観点で評価項目に入れている項目があれば聞かせていただきたい。
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保� ・�リスクマネジメントでいうと、ハザードマップの活用や地域の防災減災の活動を代理店認定
制度の上位ランク認定要件として定性的に取り入れている。

保� ・�リスクマネジメントは幅広いので計りづらいが、リスクマップの提供を定量的に代理店認定
制度の認定項目に入れている。

保� ・�定量的な評価項目はなく、例えばグループ会社のコンサル会社を活用したリスクマネジメン
ト取組状況などを確認して、認定制度の中で評価している。

保� ・�代理店さんの活動を評価していこうというコンセプトから、リスクマップそのものである独
自商品の販売状況を一定規模以上の代理店さんにはポイント制度の外枠で加算している。

代� ・�評価項目に取り入れるのは難しいと思うが、事故を起こさないために講習をしたり、保険以
外のリスクコントロールを提案したりすることは評価してもらいたいと思う。いろんな形で
のリスクマネジメントに関する情報発信、災害情報の注意喚起情報の提供等、手数料ポイン
トのためにやっているのではなく、代理店毎に独自で行っているのは顧客本位の業務運営に
繋がると考えてのことなので、この点が評価されるようになれば、もっとレベルの高い品質
を追求し、顧客本位に繋がっていくのではないだろうか。保険代理店は受身的に手数料ポイ
ントを考えるが、評価されないから取り組まないではなく、顧客本位のために見えないとこ
ろで努力している代理店も多くいるので、そこに目を向けていただけるとありがたい。

代� ・�委託契約書の一丁目一番地はリスクマネジメントではあるが、保険会社から代理店に向けての
リスクマネジメント講座のような提供はほとんどないように思う。災害に便乗した悪質商法対
策含めてリスクマネジメントという根っこのところを教えていただくことは重要ではないか。

代� ・�今は、有料でもサーベイを求めてくる企業が多くあるので、代理店として提案できるかどう
かが競争力になってくると思う。

ア� ・�原理的な事を言うとすれば、利益相反が起こる可能性が出てくる。例えば100のリスクがあ
るところ、保険で処理するのは50で、残りの50は財務的に自社で保有することが合理的とい
うような場合がある。しかし、保険を販売する側からすると保険で100カバーする方があり
がたい。つまり、リスクマネジメントと保険販売の間で利益相反が起こってしまうのではな
いか。現実的に代理店がそこまで入っていくとなると、少なくとも報酬は別勘定とすべきで
はないかと思う。

　� ・�長い間、保険は「お客さまが買うものではなく募集人が売るもの」と言われるぐらい義理・
人情・プレゼントによる押し込み販売がこの国の姿であった。先ほど話があった委託契約書
の一丁目一番地はリスクマネジメントという原点に保険会社も代理店も達していなかったと
いうことである。2016年の保険業法改正によって情報提供が法律で義務化されたことは、も
のすごく重いことで、さらにそれに「顧客本位の業務運営」が重なりあっている。これは、
本当の意味でのリスクマネジメントに基づいた募集を行いなさいということである。公的保
険の説明もそうだが、お客さまのためにリスクを保有すべきところは保有することを提案す
ることが今現在のベストな姿となっている。しかし、そのベストな姿には利益相反が絡んで
いることをしっかりと認識する必要があると思う。「顧客本位の業務運営に関する原則」の
中に「利益相反の適切な管理」が入っていることの意味は大きい。

代� ・�保険はどこまで行ってもリスクマネジメントの一つの手段であり、顧客本位を考えるうえで
リスクマネジメントは外せないものであるので保険会社はそこに目を向けて頂きたい。

代� ・�リスクマネジメントはポイント以上の差別化であると思っている。金融庁からのアンケート
で「お客さまのために特別なことを行っていますか」という項目があった。この回答を各社
で集めていただければ、特別なことが平準化になるのではないかと思う。

ア� ・�アメリカの企業であれば、リスクマネージャーはお客さまの側にいて、自社のリスクを分析し
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て保険に転嫁する部分を保険代理店に手配する流れになっているが、日本は構造的にそのよう
になっておらず、少なくとも現在の段階で考えれば代理店がリスクマネージャーの役割も果た
すことの方が現実的な姿になっている。ただし、その対価は手数料として保険会社が負担する
コストではなく、顧客が別途支払うべきコストなのではないかという問題は出てくるとは思う。

保� ・�認定制度の中に多種目販売率や世帯総合販売率、デジタル活用でお客さま接点を増やしてい
るかといった項目を入れているので業種別に用意したリスクマップを活用されている代理店
も多く、その先で防災減災の分野で活躍する代理店さんが増えてきている。したがって、専
業代理店さんも地域の中で頼られる道はあるのではないか。

代� ・�事業継続力強化計画を中小企業庁が発表した時に、その内容をしっかり保険会社と代理店が
理解していたら取り組み方がもっと変わっていたと思うし、活用するのは代理店のセンスで
あり保険会社と一緒に取り組んでいけたらとも思う。

保� ・�代理店さんと一緒にどのように作り上げていくかをトライしているところで、座学の研修で
は営業社員ではなく専門部署の担当者が講師をして取り組むことによって、代理店さんの動
きが上がりお客さまへの提案も進んでいる。

事� ・�次に、専属と乗合とのポイント差をどう考えるかについて議論したい。４月に実施した金融
庁との意見交換会においても「専属から乗り合いへの流れ」という話があったが、大前提と
して専属では顧客本位の業務運営が行えないというわけではないということは理解いただき
たい。一方で栗山アドバイザーが先日インスウォッチにて書かれたように、顧客の比較推奨
ニーズが顕在化してきているという実態でもある。その中で、代理店として法人開拓してい
くうえで複数社のラインアップを揃えるために専属から乗合を考える代理店が増えてくるこ
とはあるのだと思う。その時に現状の制度だとポイント差が踏みとどまる大きなファクター
になっているので、折り合いをつける道はないのか。乗合でも比較推奨販売のやり方が様々
であるが、類型化することは可能なのか、という点について意見を伺いたい。

代� ・�昨年の金融庁との意見交換会でも質問させていただいたが、乗合をすると手数料ポイントが
下がり、対前年比で手数料実額が下がってしまう。これは何とかならないものだろうか。保
険会社も目的があってこのような制度にしているのだろうが、法人マーケット開拓をするう
えで保険料差が出てしまうので乗合を考えることが多々ある。

保� ・�事務・サービスの習熟度を上げて、業務品質を高めて正確・迅速にお客さま対応ができると
いうことは一つの顧客本位のあり方ではないかと考えているので、専属だからと言って顧客
本位に応えられないことはないとは思う。保険会社の立場からすると、代理店さんが専属を
選んでいただいていることで一定の加算ポイントを設けることはパートナーシップの観点か
ら必要だと考えている。なお、専属・乗合問わず手数料ポイント制度の品質ポイントや認定
制度獲得による加算ポイントは平等となっているので、専属ポイントがなくなった減収を補
うことは可能な仕組みにはなっている。

保� ・�お客さまの選択肢を増やすための乗合は理解するし、乗合そのものを否定するものではない。
専属ポイントの意味合いは、専属を選んでいただいた代理店とのパートナーシップの観点と
考えている。乗合すると専属ポイントを獲得できないが、専属ポイントがないと、逆に専属
代理店から、なぜ乗合代理店と差がつかないのか、ということにもなる。保険会社としては、
専属で頑張っていただいている代理店への評価の一つとしているのは自然なことだと考えて
いる。ただ、増収を評価するポイントテーブルにおいて一定以上の挙績では乗合代理店の方
がポイントを高く設定し、トータルとしてはあまり差がつかない体系となっている。乗合代
理店による増収を期待して評価する考えを持つ一方、他社への契約流出リスクもあるので、
減収した場合は専属よりもポイントが獲得しにくい設定にしている。

代� ・�専属としての悩みはビットの問題はあるが、収支バランスの関係で損害率が高い契約を断ら
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なければならないケースがでてくることであり、もう一社あれば対応できるのにと考えてい
る。今は専属なので他社代理店とパートナーシップを組んで対応している。

事� ・�論点は、専属から乗合になろうとした時のハードルが高い、という点ではないだろうか。

保� ・�専属は保険会社の商品に精通しており、共にパートナーシップを持ちながら取組む代理店さ
んとして優遇されることは自然なことだと思う。一方乗合に関しては、代理店さんの経営方
針やお客さまを守る意味ではやむなしと考えており、手数料ポイントが下がることによる乗
合排除を保険会社が言うべきではないと思う。

保� ・�乗合をしたい代理店さんがいる反面、専属にこだわっていただく代理店さんがいるので両側
からの意見があるのが実態である。シェアポイントは規模が大きいほど差が大きいが、認定
制度においてシェアは関係なく認定している。乗合については一時に比べるとハードルは下
がっていると思うが、その先にこの問題があるとすると個別性が大きく、そこをどう判断し
ていくかは今後の課題といえる。

代� ・�乗合をして数年経っても収保があがらなければ、ポイントも維持できなくなるが（乗合当初
はポイントを合わせると思うが）その場合どのように対処されているか。

保� ・�ある程度の年数が経てば、成果に応じたポイントになる。ただ、それで専属に戻るケースは
あまりない。

代� ・�専属は専属で、もっと大事にしてほしい、ポイントを合わせるようなことはしないでほしい
との意見が多くある。

ア� ・�保険会社に対する不満等で代理店自らが乗合をするケースと保険会社の社員が他社プロ開拓
をして乗合するケースがあるが、その両方とも結果を見るとほとんどが上手くいっていない
と思われる。行政がマーケットデザインにおいて専属をベースにするのも納得感がある（企
業代理店や金融機関の別動体は別であるが）。しかし、時代の変化の中で比較・推奨という
消費者のニーズに応えるために、乗合代理店を真正面から認知する方向に2016年保険業法改
正を通じて行政は舵を切った。それまで生保代理店は一社専属で例外的にしか乗合は認めな
いとしていたものを全面的に乗合を認めたことは、行政にとって大きな決断であった。だか
らマーケットデザインの変化という言葉で表したのだと思う。行政が描いている乗合代理店
像と現時点で保険会社と代理店が考えている乗合代理店の姿には相当大きな開きがある。行
政が描いている乗合代理店は、乗合代理店というよりも保険ブローカーに近いのではないか
と思う。ブローカレージをどのように設定するのかということと、乗合代理店の手数料をど
う設定するのかということは本質的なところで共通する点が多いはずである。ということは、
乗合代理店と専属代理店のテーブルを全く別のものにするというのは、ある意味正しいので
はないだろうか。地域のほとんどの代理店は乗合であっても、販売方針で「比較推奨せずに
特定の保険会社商品のみを扱う」としているケースが多い。このような場合は、乗合であっ
ても専属のテーブルで処理すべきだろう。論理的には比較推奨をするかどうかによって、顧
客にとっても保険会社にとっても全く違う話になっていくと思う。

事� ・�専属代理店から見ると、専属と乗合は差をつけるべきと思われるのではないか。一方で、実
態はほぼ専属という乗合代理店をどのように位置づけるかが問題である。

代� ・�保険会社にも、これから保険代理店は法人マーケットを開拓していかなければいけないという
認識はあると思う。その時に乗合が必要になってくることがあるのだが、専属ポイントという
表現で一律にポイントを上げ下げするのではなく、専属と乗合でテーブルを変える方法で差別
化し、どちらのテーブルを選択するかを代理店自身に決めていただいた方がいいのではないか。

ア� ・�比較推奨を行う限りは、ビジネスモデルが本質的に違うのだからテーブルは分けた方がいい
と思う。
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事� ・�各社ともチャネルによってポイント制度の評価項目は違うと思うので、そのような感じでは
ないだろうか。

代� ・�プロ以外のチャネルでは、事故処理をせずに鑑定人に丸投げの事が多いのにポイントが高い
ことを疑問に思っている。

ア� ・�規模に偏重したポイント制度になっているので、そこに問題があるのだろう。保険会社が払っ
ている手数料は地域のプロ代理店にとって厳しい体系となっているのに、全体の実額ではむ
しろ増えているのは、規模の大きい他チャネルの手数料が上がっているからなのではないか。

代� ・�保険会社が合併・統合を進めるのは規模の大きな代理店ができるので、平均代手率を上げる
ための取り組みになっているのは事実であり、他チャネルではなく専業チャネルの手数料額
が増えているのだと思う。

保� ・�いろいろな考え方があると思うが、事務などの苦手な業務を規模が大きい代理店に投資する
のだと考えれば整合性が成り立つのではないだろうか。

保� ・�専業代理店の手数料総額が増えたとしても、保険会社の生産性向上に貢献いただいている代
理店に高い手数料を支払っているという考えもある。

事� ・�代理店に仕事をシフトしているから保険会社のコストは下げやすく、その分手数料を払って
いるから結果的に保険会社のコストは下がり、手数料総額は増えているということだろうが、
代理店からすると手数料を多くもらっている感覚はなく、仕事を押し付けられている感覚が
あるのが実態。まさに認識のギャップがあるところではないか。

代� ・�認定制度に乗っかればポイントが上がっていくかもしれないが、認定制度に乗っても生産性
が悪い代理店があったり、認定要件に達しない規模だが生産性が高く、ロスは低い代理店は
沢山あると思うが、この層の代理店を守る施策は無いのか。

保� ・�認定制度を活用して取組んでいるのに生産性が低い代理店がいるということ自体、極端に言
えばその制度が破綻しているという意味合いだと思うので、そのようなことが決してないよ
うな認定制度を維持していかないといけない。

事� ・�貴重な意見として各社持ち帰っていただきたい。

テーマ２：「各保険会社様から専業代理店に期待すること」

代� ・�５年、10年先、我々代理店はどうなっていくべきであろうか、保険会社から見たときにどの
方向に進むべきなのだろうか。

保� ・�変化の激しい時代だからこそ、常にお客さまのそばに寄り添いながら価値を提供することが
代理店ビジネスモデルの根幹であり、その牽引役がプロ代理店の皆さまだと考えている。そ
して、プロ代理店の皆さまが将来にわたりお客さまから選ばれ続けていくためには、自立し
た業務運営を実現していただいたうえで、「成長」と「品質」の両方が必要だと考えている。
そのために、次の４点に取り組んでいただきたい。一つ目がデジタルの活用と高い顧客価値
の提供ができる代理店さんになっていただきたい。二つ目は、種目ポートフォリオの変革で
ある。今後自動車保険を維持拡大したいが難しい現状がある中で、成長余地が大きい新種保
険、中小企業開拓強化が大事になってくるのではないか。三つ目が、若い世代のお客さまの
創出である。デジタル活用にもかかわってくるが、これからZ世代が増えてくる中で若い世
代のお客さまの数を拡大できるかどうかはお客さまに選ばれ続ける代理店さんとして重要で
はないか。そのためには、保険以外のサービスや生命保険の販売等のタッチポイントを持つ
ことも大事だと思う。四つ目が、次世代の募集人の採用・育成が大事だと思っている。若い
世代のお客さまの獲得や環境変化へ対応していくためには、次世代の募集人が魅力を感じる

― 73 ―



ような業界にしていくことが重要であると考えている。

保� ・�５年後、10年後という置き方ではないが、環境変化が今後も加速度的に進んでいく中、将来
に向かってプロ代理店に活躍いただくためには、まずはプロ代理店の強みである、お客さま
との強固な信頼関係を活かしていくことが重要と考えている。また、リスクの複雑化・巨大
化などを踏まえると、リスクソリューションの提案力も益々必要となる。お客さまニーズも
多様化しており、高いコンサルティング力を習得いただくことも重要である。保険会社とし
ても、ＤＸを含め様々なリスクソリューションメニューを持っておく必要があり、「リスク
ソリューションプラットフォーマー」になろうと取り組んでいる。ただし、そのソリューショ
ンをお客さまに届けていただく方がいないと意味をなさないので、それがまさにプロ代理店
にお願いしたい役割「リスクソリューションプロバイダー」であり、代理店と保険会社社員
がこの関係性を共有しながら取り組んでいる。保険本来の機能に加えて補償前後の価値、す
なわち予防からリカバリーまでのソリューションをお客さまにお届けすることを展望してい
ただきたい。

保� ・�顧客本位の業務運営、体制整備をしっかりしていただきたい。まだBCP策定やサイバー対策
等十分でないところもあるので変革し整えていただきたい。二つ目は、ポートフォリオ変革
を進めていただきたい。自動車事故が減り保険料も下がっていき、所有から使用に変わって
きているので自動車保険中心の営業活動から新種などの販売により収益の構造を変えていか
ないと生き残れないと思っている。三つ目は、家業から企業への変革をお願いしたい。働き
方改革やDXの活用、エンゲージメントを取り入れる等企業として変わっていていただくこ
とが勝ち残り戦略だと思う。最後は、これまでの事故が起きたときの保険から事故を起こさ
ないための保険に商品・サービスが変化してきた。これからはこのような商品・サービスを
通じてお客さまや社会の地域課題解決にお役に立てる会社を目指しており、そのパートナー
として共に取組んでいただきたい。

保� ・�「体制から価値提供そして成長へ」ということばを代理店さんに伝えている。ご承知の通り
業法改正で体制整備が義務化されて、そこに注力してきたと思う。一定期間が経過し環境も
大きく変わっていく中で価値提供が大切なポイントになってきた。その価値提供をした結果
何があるのかが、おそらく成長である。では、価値提供とは何なのかというと、まずは保険
本業として外せないコアなところ、今後はそれだけでは難しいフィールドがでてくるのでお
客さまへの様々な情報提供から始まり、それ以外の分野に拡大していくことにより保険本業
は勿論のこと、それ以外の分野でも成長ができるのではないかと考えている。最後に、代理
店さんが、地元になくてはならない企業になっていただくことを期待している。若い方が就
職活動を行う時に就職希望・候補先に必ず上がってくる地元の会社なのだという構えになっ
ていただくと、いろんなものが良い循環に繋がっていくと思う。各地を訪問させていただい
た中でも恒常的に採用できている代理店さんに共通しているのは、やはり企業であることで
はないかと感じている。体制・価値提供・成長そして代理店のブランド構築に繋がっていく
こと、ともに取り組んでいけるような環境を作っていきたいと考える。

代� ・�各社「一緒に取り組んでいく」と言われているが、例えばSDGsの取り組みでペーパーレス
を推進しているが、結果どれだけのCO2が削減されたかを地域ごとや代理店ごとに指標を表
示してくれるともっと取り組みが進むのではないだろうか。今後環境ビジネスに投資しない
会社に対して投資家たちは、どんどん外れていくと思う。

保� ・�カーボンニュートラルを可視化しようと業者と提携したが費用が掛かりすぎるので一旦止
まっているがチャレンジはしている。

事� ・�先ほど、若い世代の採用について話題が上がったが、就職先として保険会社は選択するが、
保険代理店は選択されないということは日本代協にとっても大きな課題である。この点につ
いて意見を伺いたい。
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代� ・�社長として一番の悩みが人材採用であり、社長業の半分がリクルート活動に費やしている。
自社についての場合ではあるが、大学新卒の学生は健康経営、働き方改革、SDGsの取組等
をホームページで確認して応募してきている。中途採用者においても同様である。夜遅くで
も呼び出される、土日は無いなど、特にZ世代の親は保険業界に対してネガティブな印象を
持つ人が非常に多く、そこは一代理店でアピールすることは難しいと思うので業界全体で変
えていかなければならないと思う。日本代協の広報活動も次第にそちらの方向に向かってい
るので保険会社とも一体となって取り組んでいきたい。

� ・�良い人材を確保するには賃金アップも当然必要となるので、いかにファンド確保していくの
かも重要だと感じている。

保� ・�昨年から都道府県代協との共催セミナーを各地で開催しているが、これからは「100年企業
を目指す」をテーマに継続的に行っていく予定である。

事� ・�人材を確保するには、一定の規模が必要であり労働環境の整備も重要になってくるのだろう。

ア� ・�銀行は少し前までは人気が高い業種だったが、あっという間に人気が落ち込んだ。DXの時代
だから支店を閉鎖・統合しているのだと思うが、保険業界ではこのようなことはないのだろう
か。例えばチャットGPTみたいなもので更改作業に人が必要なくなることはあるのだろうか。

保� ・�様々な媒体でのトライはしているが、最後は人が扱えるかにかかってきていると思う。人と
デジタルのベストミックスと言ってきているが、デジタルは変化していくが人は変わらない。
人はデジタルに使われる側ではなく使い倒す側だと、伝えてきている。人がどう使いこなし
ていくかというところにお互い知恵を出し合っていくことが重要だと思う。

代� ・�募集方法にしても、いろんな形の募集方法があっても良いと思う。電話募集を集中的に行い、
更改以外のタイミングで訪問しコンタクトを強めることを宣言する代理店がいたり、担当者
は絶対に変えないと宣言する代理店がいたり、いろんな価値提供の仕方があった方がお客さ
まの選択肢も増えると思うので、多くの募集方法は用意していただきたい。

代� ・�お客さまの言う通りに動くことが顧客本位ではないと思う。お客様のニーズに応える事は顧
客満足にはなるが、それが顧客本位とは限らないと思う。保険代理店として、どこに価値提
供の軸を置くかで顧客本位のあり方は変わっていくと思うので、そこをどう追及していくか
が課題である。

代� ・�体制整備の中では効率化や生産性を追求していく必要があるが、お客様との接点においては
決まったやり方はないと思う。あるべき姿は独自に追及していくのではないか。

代� ・�専属の方が生産性は高くなると思う。ただ、法人マーケットにおいては乗合が必要になって
くる側面もあるので、乗合をするのであれば生産性を高める必要があると思う。

事� ・�専属と乗合では体制整備の難易度が違ってくると思うが、保険会社からは専属と乗合で求め
る体制整備のレベルは違うのか。

ア� ・�比較推奨販売を行う代理店の追加的体制整備義務というのがあり、比較推奨に伴って通常の
代理店に追加して体制整備義務が必要になるわけだから、その分厳しくなるのは当たり前で
ある。しかし、それを除けば差はないはずである。

代� ・�プロ代理店に乗合をかける保険会社の動きは、我々にとって消耗戦をしているとしか思えな
いが、保険会社の支社が統合されている現在は保険会社の社員ではなく、我々代理店が地域
の核として戦略的乗合のような動きを取るようになっているのではないか。そこを一緒くた
に乗合代理店とするのではなく、パートナーシップを組む代理店として検討いただきたい。

代� ・�規模の拡大を追求するのではなく、代理店としてあるべき姿を追求していくことによって地
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域の公器の役割になれればいいのではないかと考えている。地域の代理店さんも、このよう
な代理店を道具として使っていただきたい。

３．横山副会長　閉会挨拶
　・�今までと違う観点で論議ができたのではないだろうか。今後ますます代理店経営が厳しくなっていくと
思うが、手数料ポイントについて論議させていただき、保険会社も受け止めていただいたと理解してい
る。代理店が地域で活躍していくことで業界が認知されることに繋がるのだと思うので、会社に戻られ
たらしっかり浸透させていただき更なる検討をしていただければと思う。顧客本位がベースにあるので
これからも信頼関係を保ちながら一体感をもって業界のために進んでいきたいと思うので、協力賜りた
い。本日の参加感謝申し上げる。

〈第１回目（2023年７月27日）論議テーマ〉
　開催直前に企業向け保険の価格調整の問題が明らかになったことから、各社が一堂に会しての開催が困難
となったため、同一テーマで各社それぞれと論議を行うという形式で開催した。ただし、議事録は一括して
作成しており、また開催経緯等も含めて報告動画を日本代協HPの会員専用書庫に掲載している。
論議テーマ及び事前の論点整理内容は以下の通り。

1．あるべき手数料ポイント制度
　⑴　フリート契約の優良割引進行に伴う保険料減
　ａ�．事故が減って保険料が安くなることは、顧客、保険会社、代理店いずれの立場にとっても望ま
しいはずだが、当該フリート契約が大口である場合、代理店の規模にもよるが、保険料減が代理
店全体の手数料ポイントの減に少なからず影響することがあり得る。

　ｂ�．当該フリート契約自体の手数料実額は、優良割引率が高い契約の基準手数料率が高くなってい
るので、保険料減がそのまま手数料減につながるわけではないが、手数料ポイントの減を通じて
その他の契約の手数料減となる可能性がある仕組みには、改善の余地があるのではないか。

　ｃ�．事故削減のために努力することは、顧客本位の業務運営の観点から望ましいことであるにもか
かわらず、その努力が手数料ポイント減につながる可能性があるというのは、代理店としては納
得感がないところである。

　ｄ�．よって、一定規模以上（例えば年間合計保険料が10百万円以上の契約）については、当年度、
前年度ともフラットの保険料に割り戻したうえで増減収を判定する等の改善策が取れないもの
か。上記とは逆に、事故が増えて優良割引率が低くなることによる保険料増が手数料ポイントの
増につながる可能性も排除することができ、保険会社及び代理店の双方にとって、より公平な制
度設計となるのではないか。

　⑵　認定制度の定量基準に満たない「専属専業代理店」に対するポイント評価
　ａ�．各社の認定制度では、各種業務品質の評価項目が設けられており、優れた品質の代理店には手
数料ポイントが高く付与される仕組みとなっている。このこと自体は望ましいものであると考え
るが、認定には収保の定量基準も設けられており、定量基準を満たさなければ認定を受けること
ができず、結果として手数料ポイントも獲得できない。

　ｂ．各社の定量基準は概ね以下のとおりである
　　AD社：HGA（１億円以上、生保はMSA生命or日本生命の種別条件あり）

⒄　2023年度の内容
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　　MS社：HGA（２億円以上、生保はMSA生命の種別条件あり）
　　SＪ社：PA（損保１億円以上、生保は種別等の条件あり）
　　TN社：TQ（損保２億円以上、あんしん生命1,400万円以上）

　ｃ�．質と量にはある程度相関関係があると思うが、定量基準を満たさなくても業務品質に優れ、顧
客からも絶大な信頼を得ている代理店は存在する。特に専属代理店の場合は、まさに地域におい
て当該保険会社の「看板」として頑張っている存在でもある。

　ｄ�．こういった代理店に対する代手ポイント評価には、もう少し工夫の余地はないだろうか。現在
の制度設計では、定量基準を満たさなければ「足切り」のようにポイントを獲得する道が事実上
断たれるように、代理店は感じている。

　ｅ�．そもそも認定制度のコンセプトは、各社とも「業務品質に優れ、顧客に選ばれ持続的に成長す
る代理店となることを支援するもの」であるはずだが、定量基準が設けられていることから、代
理店としては「まずは定量基準をクリアしないと業務品質評価の俎上にすら乗らない」という感
覚が強く、結局保険会社の評価基準は実質的には数字なのではないかといった懸念がぬぐえない。
この受け止め方のギャップを解消するための、評価制度の改定等は考えられないだろうか。

２．「顧客本位の業務運営」の中で代理店の成長をどう考えるか
　⑴　顧客本位の業務運営の原則２は以下の通りである。
　　【顧客の最善の利益の追求】

　　（注�）金融事業者は、顧客との取引に際し、顧客本位の良質なサービスを提供し、顧客の最善の
利益を図ることにより、自らの安定した顧客基盤と収益の確保につなげていくことを目指す
べきである。

　⑵�　下線部の認識のもと、日本代協では、事業継続力強化計画（ジギョケイ）認定申請へのチャレ
ンジや、社労士診断認証制度の活用、リスクマネジメント講座の受講勧奨等に取り組んでいる。
いずれも、自社の業務品質の高度化を実現するとともに、顧客への価値提供力を向上させ、その
結果として収益の確保（収保と手数料の増）を目指すための取組である。

　⑶�　この方向性には保険会社も違和感がないと思われるが、営業現場では保険会社の担当者から、
とにかく数字（収保）だけが求められているように感じている会員は少なくない。

　　�　実際には保険会社も代理店も、愚直に顧客本位の業務運営を行い続けることで顧客から評価さ
れ、その結果として持続的な成長を実現することを目指しているはずだが、なぜ現場ではこのよ
うに感じられてしまうのだろうか。

　⑷�　現実には、そもそも増収意欲に欠ける代理店も存在しているので、保険会社としてのある種の
「苛立ち」を理解できないわけではない。

　　�　ただし、保険業界に限らず、販売偏重になることの問題が指摘されることが多くなっている現
状も踏まえて、顧客本位の業務運営の中で代理店の成長をどう実現していくのか、数値目標の追
求とのバランスも含めて意見交換したい。

原則２．金融事業者は、高度の専門性と職業倫理を保持し、顧客に対して誠実・公正に業務
を行い、顧客の最善の利益を図るべきである。金融事業者は、こうした業務運営が企業文化
として定着するよう努めるべきである。
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議事録は以下の通り。
１．小田島会長　挨拶
　・�本日はお忙しい中、今年度第一回目の活力研に参加いただき感謝申し上げる。
　・�冒頭、連日お客さまの信頼が揺らぐニュースが報じられ、他社の事とは言え、同じ保険を販売、そして
事故対応に関わる我々専業代理店は、お客さまが持つ保険に対する思い、安心感や頼りになる存在といっ
た、長い年月をかけて積み重ねてきたイメージが変わってしまうのではないかという恐ろしさを感じて
いる。信頼は、お客さまと保険会社、お客さまと代理店そして保険会社と代理店が共に創るものである。

　・�あらためて我々保険代理店も正しい「自立と自律」、コンプライアンスを守り、社内ガバナンスをしっ
かり機能させると同時に、企業そして働く社員が成長するために取り組むことの重要さを感じている。

　・�そのために顧客本位の業務運営を軸とした損害保険の健全な普及、募集人の資質向上に向かいながら、
保険会社、代理店が成長・進化するための活力研となるよう、本日の時間を有意義にしたいと思ってい
るので、お願いしたい。

２．参加保険会社　挨拶

保� ・�本日はこのような機会をいただき感謝申し上げる。はじめに、弊社における「共同保険の保
険料調整行為」に関する報道につき、大変なご心配、ご迷惑をお掛けしていることについて、
この場をお借りして、心よりお詫び申し上げる。このような事態が生じたことを大変重く受
け止めており、現在、「他に同様のことが行われていないか」を、会社全体で徹底的に調査
を進めているところである。弊社のパーパスは「お客様や地域社会の “いざ” をお守りする
こと」であり、社員一人ひとりがこのことを肝に銘じ、今後このようなことを絶対に生じさ
せないよう再発防止を徹底し、代理店の皆さま、そしてお客様や社会の信頼回復に努めてい
く。また、中古車販売店における「保険金の不正請求」という不祥事件が発生していること
はご承知の通り。弊社は問題発覚以降、お客様の被害回復を何よりも最優先事項として、不
正請求を行った中古車販売店には毅然と対応し、全容解明に向けた徹底的な調査を求めてい
る。このような不正請求は、修理工場と保険会社の信頼関係を裏切り、保険金を許取する犯
罪行為であり大変遺憾に感じている。しかしながら、弊社は修理工場として同社を紹介し、
不当な請求を見抜くことが出来ず、その結果、多くのお客様が被害を受けられており、弊社
としての責任を大変重く受け止めている。今後も、ご迷惑をお掛けしたお客様への対応を最
優先に取り組みを行っていく。冒頭に会長からお話があったとおり、我々も活力研は第一線
の代理店の皆さまと意見交換できる非常に貴重な場だと考えている。日本全国の代理店さん
の声をいただけるということは、我々が今後どういう方向に向かっていくのかを考える上に
おいても貴重な時間であり、忌憚のない意見交換ができればと思っている。

保� ・�２点お詫びをしたい。まずは保険料調整の問題について保険業界全体の信頼を揺るがすよう
な大きな問題となっており、金融庁から徴求命令を受けている。従来は、各社揃った状態で
意見交換する形式であったと思うが、このような問題に端を発して開催形式の工夫をしてい
ただき、心からお詫びするとともに、感謝している。この問題については保険会社としてしっ
かり調査し、再発防止を行い、信頼を回復していきたい。次に保険金不正請求問題についても、
すべてのお客さま、代理店さんの信頼を揺るがすような、保険そのものの意義や存在価値が
疑われるような大きな問題に発展してしまい改めてお詫び申し上げる。そのうえで、当社と
しても信頼回復に向けて第三者委員会を設置し、原因を究明していき今後の対策を示してい
くのでご理解願いたい。

保� ・�カルテルおよび中古車販売店の問題において、お客さま・代理店さんに不安を与えてしまっ
ており大変申し訳なく思っている。社内では、過去に経験した業務停止を風化させないよう、
７月を企業品質の月として「お客さま第一」や「品質向上」を改めて考えるための強化月間
と定めている。そのような中で、このような事象が発生しており、我々の仕事の目的をもう
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一度、見直して代理店の皆さまと一緒にお客さまに向かって業務を進めていきたいと考えて
いる。まだ、調査中の事が多いので、詳細をこの場でお伝えすることはできないが、しっか
り対応してまいりたい。

保� ・�本日は３点お詫びをしたい。一点目は、保険料調整問題についてである。現在、社外弁護士
を起用した調査委員会を設置しており、全容解明に全力を尽くしているところである。社内
のガバナンスの強化、社員のコンプライアンス研修を含めた意識向上など、実効性のある再
発防止策を策定し実行していく所存である。二点目は、中古車販売店の修理費不正請求問題
である。調査には一定の時間がかかると思うが、順次調査を進めている。最後に、中核制度
の問題である。中核代理店は何が何でも出店するというものではなく、事前審査によって直
営代理店でさえも半数は体制整備が整っていないなどの理由で断念している。ただ、報道さ
れている地域では準備等不十分であったことは否めない。こちらも全国で同様の事がないか
を調査しており、問題があれば是正していく。３点とも皆さまにはご迷惑をかけており改め
てお詫び申し上げる。調査結果については随時連携させていただく。

３．活力研の論議テーマ
テーマ１：「あるべき手数料ポイント制度」
　事務局より基本的な課題認識の提示後、参加者の自発的発言に基づき意見交換を行った。

事� ・�今回は２点問題提起したい。１点目は、フリート契約優良割引進行に伴う保険料減について
である。事故削減の努力により優良割引が進み、保険料が安くなることはお客さまにとって
も保険会社にとっても本来望ましいはずだ。しかし、保険料が減収すると、手数料ポイント
制度の規模・増収率の手数料ポイントも下がってしまうため、代理店にとっては納得感がな
いという問題である。代理店からは、よく聞かれる意見だと思う。

　� ・�２点目は、認定制度の代理店規模の定量基準に満たない専属専業代理店に対するポイント評
価である。ここで言う定量基準に満たないというイメージは、「わずかに満たない」くらい
のレベルで、例えば挙績１億円が定量基準だとすれば80～90百万円程度の代理店、２億円が
基準とすれば1.8憶から1.9億円程度の代理店を想定している。

　� ・�保険会社からすれば、認定基準をクリアできるように支援していくということだとは思うが、
現実には定量基準までなかなか到達できないということもあり得る。代理店としては、背に
腹は代えられないということで、広域代理店に合流するようなケースもあるが、広域代理店
の中には高い手数料ポイントを武器にして地域の代理店を誘うものの、体制整備のサポート
等が十分でないところもある。結果として、実態はこれまでと同じでありながら当該拠点に
対する手数料ポイントが増えるといったことが起きるのは、保険会社にとっても良いことで
はないと思う。

　� ・�こういった矛盾を解消するためにも、定量基準にわずかに満たないものの業務品質に優れ、
顧客からの信頼も厚い専属専業代理店に対する評価について工夫できる余地はないのか、と
いったことを論点としたい。

　� ・今回取り上げる２つの論点はいずれも、会員から声が上がっているものである。

保� ・�フリート契約は、計上された保険料がそのまま代理店ポイント上の挙績に勘案されている。
モータリゼーションの中で事故はついて回るものであるが、昨今自動ブレーキのような安全
装置が整ってきており欧米などでは３割近く事故が減るのではないかという調査結果を聞い
ている。そのようななか、交通事故を起こさないようにすることは社会課題の一つだと思っ
ている。代理店の皆さまも同じ観点でお客さまサポート、交通安全教育の取組をしているこ
とは承知しており、我々も同じ考えを持っている。お客さまに対して万が一の時に保険金を
お支払いする、いざという時に役に立つだけでなく日常的に役に立つことをコンセプトにし
ており、事故削減の取組については、グループ会社で事故コンサルを行っている。
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　� ・�フリート契約は運送業者などでは大きな保険料となることがあるので、代理店さんの規模や
成長性にとって大きいものだと承知している。一方で代理店の皆さまが事故削減について努
力をされた結果として優割が進行し保険料減に繋がってしまい、代理店手数料減につながっ
てしまう恐れがあるのではないか、ということだと思う。

　� ・�一方で、ご存じの通りフリート契約の基準手数料率はメリデメによって異なっている。デメ
リット契約では低い水準であり、メリットが進行するほど基準手数料率は上がっていくので、
損害率によって、代理店さんが得られる収入といった観点で言うと大きな差が出ず、事故削
減に取り組んでいただいた努力が手数料実額に反映する仕組みとなっている。

　� ・�違う観点から見ると、保険料が増減する仕組みの商品を手数料ポイントにどのように考えて
いくかは、難しいところがあると思う。専業代理店さんの収入保険料の半分が自動車保険で
あり、その約６分の１がフリートである。考え方を変えてみると保険料が変動するのはフリー
トだけではなくノンフリートでも同様である。また、企業の火災保険や新種保険においても
お客さまの損害率が保険料に反映する商品が増えてきているので、どこまで制度の中で盛り
込んでいくのか、も考えていかなければならないと思っている。

　� ・�もう一つは、皆さまがお客さまに寄り添っていただいての事故対応だけでなく、事前の予防
というところでお力尽くしをいただいており、そういったところに報いているのが損害率を
代理店手数料に反映させる仕組みである。ただ、今回のテーマの所については今後どうして
いくのかは、貴重な意見として受け止めておきたい。

代� ・�損害率を代理店手数料に反映させているということだが、該当のポイントが小さいと感じる
がいかがか。

保� ・�アンダーライティングによって収益が残る良好な状況に対して、もっと手数料ポイントに加
味すべきとの意見もあるが、自然災害等で地域的に損害率が高いところもあるので、どこま
で代理店の皆さんがコントロールできるのかが論議に繋がってくると思い多くの意見をいた
だいて、それを踏まえたうえでのポイントとしている。

代� ・�デメ契約になったときに一気に手数料が下がる方がダメージが大きいと感じている。事故発
生時の対応についてはたいして手間は変わらないと思うが。その辺の意見は会員から出てい
ないか。

事� ・�特にその点に関する意見は聞いていない。

代� ・�不可抗力の損害とコントロールできる損害があると思うが、自動車事故は後者ではないか。
フリートにメリデメがあるのは一定コントロールできるからであり、一般収保に影響させる
のではなく、フリートだけの影響にとどめていただきたい。

保� ・�代理店手数料体系そのものが一般種目の手数料体系としているので全体の評価軸で考えてい
る。仮にフリートだけで考えると例えば運送業者を得意としている代理店さんがいた場合の
評価が難しくなると思う。

代� ・�先ほども意見があったが、損害率に対する手数料ポイントが小さすぎると思う。積極的にフ
リートのリスクコントロールをしている代理店で損害率が50%超えているところはほぼない
のではないか。その辺もう少し検討いただきたい。

保� ・�代理店さん独自の取組についてもしっかり反映できるよう検討したい。

ア� ・�全体最適と個別最適という言葉があるが、全体最適という観点で言えば、フリートだけでなく、
ノンフリートや火新の中でも更改の際に保険料の上下動がある商品は常にあるわけで、どこ
かで勝ってどこかで負けるわけだからフリートだけに着目するのはおかしいという考えはよ
くわかる。だが、個別最適と考えるとフリートだけに着目した場合、代理店にとっては優割
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進行に伴う手数料減が目立って打撃が大きいという問題がある。フリート契約に限っての個
別最適として、何らかの特例措置のようなものを設けるという考え方があっても良いと思う。
全体最適か個別最適かオールオアナッシングではなく、組み合わせの中で落としどころが出
てくるのだと思う。そのように考えたときに代理店側から見ると、一部保険会社ではフリー
トに対する特例を設けているわけで、全体最適と個別最適の両方のミックスチャーを適切に
するという観点を持っていただきたい。

保� ・�このフリート契約の問題については、代理店の皆さまから寄せられる声だけでなく、社員か
らも同様の声が上がっている。お客さまに対してしっかりしたロスプリ提案を行い、損害率
を下げることにより、保険料は下がってしまうが、優良割引率によって適用手数料率が異なっ
ているので、そのフリート契約単体においては、損害率の改善によって手数料収入額を大き
く毀損するような不合理は発生しないと考えている。一方で、手数料ポイントについては、
フリートの減収により、代理店さんの手数料ポイントを下げてしまうという結果になると、
当該契約の手数料のみならず、全体の手数料の低下につながる恐れがあることが問題である
と認識している。

　� ・�数年前から代理店さん、社員からの声が上がってきているので改善に向けた取組を進めてい
るが、最大のポイントはシステム対応であると考えている。手数料に関わる問題であり、手
作業で行うわけにはいかないので、システムで正しいものを出していくことが必要となって
くる。

　� ・�一方でシステムに拠らないところで何か個別にできることはないか、例えば一定規模のフリー
ト契約者に対しロスプリを行った場合は、フラット評価にすることはできないかを検討する
必要があると感じているが、その場合にどの規模であればよいのかなど公平性の観点も考慮
しなければならない。

代� ・�システム改定は時間がかかるのか。

保� ・�システム対応は、毎年年初にその他のシステムの状況に応じて対応を行っているが、改定に
対する使用変更は多岐に渡っており、改定するためには時間やコストが掛かる。現状では、
本件に係るシステム対応はしっかりと進められていない。

代� ・�優先順位を上げて取り組んでいただきたい。

保� ・�手数料ポイント体系におけるフリート優割進行の取り扱いについて、代理店の皆さまのお客
さまと一体となった事故削減取組を通じて損害率が改善したにも関わらず、結果として保険
料が下がることで、手数料ポイントにマイナスの影響がでることは本意ではないため、減収
した実績を修正する制度を構えている。優割が進行したことにより保険料が下がった場合は
実績を修正（エクセスはある）しているが、割引が悪化した場合については、保険内容の見
直し等継続に際してより手間がかかることもあるので、増収した実績の修正は行っていない。

保� ・�フリートの優割進行に伴う保険料ダウンを考慮して増収率の修正を行い、増収率でのマイナ
ス評価を軽減する改定を2022年度代理店手数料体系にて実施している。対象は自動車および
一般種類系の代手挙績がともに対前年減収している代理店さんが対象。営業店における成績
評価も同様に行っている（デメリットによる増収については上限を設けている）。

事� ・�続いて認定制度の定量基準に満たない専属専業代理店に対するポイント評価について聞かせ
ていただきたい。

保� ・�手数料体系自体は規模だけでなく品質に３割のウエイトを置いており、お客さまに対してコ
ンプライアンス含めた品質が重要だと考えている。有事の際に対応するには組織化していな
いとお客さまを守れないので、法人登録で組織化することを推奨しているが。

　� ・�生保挙績についてはプロ認定制度の中でマスト要件でなく、定量評価でポイントがアップす
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る仕組みになっているが、更に上位ランクにおいてはシェア・損害率・生保挙績の要件を設
けている。

事� ・�認定要件では定量基準を定めているが、その点について意見を聞かせてほしい。

保� ・�有事の際に対応するためには、規模ではなく組織化していれば良いと思うが組織化するには
一定の規模がないと従業員に給料が払えないと思うので定量基準を設定している。また、認
定制度の要件にはなっていないがトータルプランナー取得やリスクマップ活用で組織を強化
していただきたいというメッセージも入れている。

事� ・�認定制度の要件に届かないで広域代理店に合流してポイントが高くなってしまうケースもあ
ると思うが、ここについてはどう考えているか。

保� ・�組織化された代理店に合流することで品質が上がるケースがあると思うので、ここは自由選
択だと考えている。

保� ・�定量基準に満たなくても募集品質の高い代理店さんは多く存在していることは認識している。
一般的に代理店さんの品質を高めるためには規模が必要だと言われているが、品質を上げる
には人が必要であり、人というキーワードを漏らしてはいけないと考えている。例えば、お
客さま対応品質を上げるのに、事故の専任者を置いて事故対応を行う、法人契約や企業との
取引拡大のために複数担当者を置いてお客さまをバックアップする、ガバナンスを効かせる
ためにコンプライアンス専任者を置く、バックオフィスを充実させるために事務専任者を置
くなど品質を高めていく取組には、人が必要となってくる。代理店さんにとって人は非常に
重要であり、その人たちに安定して長く働いてもらうためには、代理店さんに安定した収入
が必要ではないかと考えている。つまり専属専業代理店さんに品質を求めていくには、規模
ではなく人が重要であり、人が定着し、安心して長く働きつづけられる環境を作っていくた
めには、代理店さんに一定の規模が必要となってくるのだと考えている。

　� ・�定量基準に満たない代理店さんが、規模を拡大していくにあたって、合併以外の選択肢とし
ては、例えば、生保販売による収益拡大が挙げられる。生保手数料を原資として、新たな人
を採用していき、損保の中小企業向け商品販売の担い手として育てていく循環をつくること
で規模の拡大につなげていくなどの手段が考えられる。現状の当社の手数料体系では、定量
基準に満たない代理店さんに大きなポイントをつけることは難しい環境にあるので、損保を
伸ばすことだけでなく、生保販売などを大きくすることで収益を確保し、人が安心して長く
働き続けられるように環境を整えていく方法もあるのではと感じている。

代� ・�サービス品質の永続性を保つために一定規模は必要だと思う。定量基準に満たない品質の高
い代理店を切ってしまうのではなく、品質が高ければ増収していくだろうという考えのもと
に新たな基準を設けていただけたらと思っている。

代� ・�体制整備には、それなりの資金が必要となる。合併と一口で言っても目的がしっかりしてい
ない合併は避けた方が良いと思うので品質の高い代理店を会社誘導で合併させるようなこと
も考えていただきたい。

代� ・�定量基準が今後上がっていくことはあるのか。

保� ・�すぐに引き上げということはなく、今後２～３年程度は、定量基準の引き上げは想定してい
ない。

　� ・�今後の損保業界の課題として、若い世代の採用がキーワードになってくると思う。現在の環
境では、なかなか事業拡大することが難しくなっているが、当社では、若い世代の人が新し
く代理店を始めて代理店を事業化していけるように、研修生制度を設けている。また、研修
生卒業後一定の期間は、手数料を維持できる制度を運営している。今後も、この制度は維持
していき、将来の新たな代理店経営者の育成をしていきたいと考えている。
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　� ・�既存の代理店さんが永続的に経営していくためにも、20代30代の若い世代の募集人を増やし
ていくことが極めて重要だと考えている。代理店さんが、継続的に人を採用できるようにし
ていくための支援も活性化していきたいと考えている。

ア� ・�小さな代理店に対して手を差し伸べようとする色合いが強い感じがした。定量基準を当面変
えないという発言は非常に心強いのでその方針を維持していただきたい。

　� ・�小さな代理店のプラットフォーマーのような位置づけではないか。例えば体制整備にはお金
がかかるが、小さい代理店だとなかなか負担できない、内部統制やコンプライアンスにも限
界がある中で保険会社としてコミットできることがプラットフォーマーとしてあるはずであ
る。この国の保険募集の風土を考えると大きい代理店だけでなく小さい代理店が地域で頑
張っていけることは大事なことだと思う。

　� ・�保険会社はプラットフォーマーとしてBCPの一部を請け負う、体制整備についても支援する
ので、コストについてはその分代手から割り引かざるを得ないのだ、ということをしっかり
と説明責任を果たしていただくことが重要だと考える。

保� ・�地域毎に代理店さんの強みがあるので、その強みを活かしていくためにはやはり人が必要で
あり、人がいなければこのビジネスは成り立たないと思っているので、人にスポットを当て
た代理店支援を継続していきたい。

保� ・�中期経営計画の中で、損害保険の販売のみならず補償の前後に至るリスクソリューションを
お客さま・地域へお届けし「提供価値の変革」を進めていくこととしている。当社は代理店
の皆さまに新たな価値を提供していただける環境を整えていく保険会社になり（リスクソ
リューションプラットフォーマー）、代理店の皆さまにはリスクソリューションプロバイダー
として今まで以上の価値をお客さまに提供いただきたいということを打ち出している。

　� ・�手数料体系もそれに基づいたものであり、保険の基本サイクルを確実に履行する品質と、補
償前後の価値を提供できる経営体制の両面を兼ね揃えた代理店さんと一緒にお客さまに安
心・安全をお届けしてまいりたいと考えている。これを前提に定量基準だけをもって代理店
さんの価値が決まるわけではないと考えている。今の手数料体系も過渡期の中での運営であ
り、定量基準に達しなければ直ちに手数料が下がるというわけではなく、代理店さんが体制
を整えられる猶予期間を設けて手数料体系を運営している。

　� ・�代理店の皆さまが目指すべき姿に向かって、より高いレベルでお客さまを守ろうという意思
を持った代理店さんには定量基準を超えられるように社員も一緒に取り組んでいくことを会
社方針として掲げている。このようなことが、代理店さんには単純に定量基準に満たないと
代理店として失格だといった間違った伝わり方をしているのであれば、当社社員への教育不
足なので改めて徹底していきたいと思っている。あくまでも地域を守っていただいている皆
様には、引き続き地域を守っていただきたいと思っているが、今までのままで守っていける
わけではなく、より成長した姿で一緒になって業界を支えていけたらと思っている。

事� ・�一部週刊誌で５億10億ないとだめという社長の発言に対して会員から活力研の場で申し入れ
してほしいとの声が上がっている。

代� ・�日本代協の組織の半分以上が５名以下の代理店なので、その層の代理店を救う何かはないのか。

保� ・�代理店表彰式を４年ぶりに開催したが、これまでは顕著な成果を挙げられた代理店の皆さま
を表彰するスタンスであったが、今回はコロナ禍でもお客さまをしっかりとお守りいただい
た代理店さんに対する敬意を表して表彰するという考えで開催した。

　� ・�また、専属専業の代理店組織でも防災強化取組として地域に根ざした活動を主軸にしていこ
うと決まった。本来の代理店さんの価値とは何かを突き詰めて、それをベースに活動している。
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　� ・�私見が入ってしまうが、火災保険をお客さまに安定してきちんと提供し、安心して暮らして
いただくことが我々の大事な目的であり使命だと思う。例えば米国などでは保険の更改がで
きないエリアが出てきたりしているが、このような状況を作ってはいけないと思う。ここを
保険会社と一緒にやっていただけるのは専業の皆さんであると考えており、取組を推進して
いるので理解していただきたい。

ア� ・�元々、金融庁が１億と言ったものを２億、５億、10億と引き上げていくことは代理店さんの
成長プロセスという論理としては間違っていないと思う。問題は、それを方向として出すと
きに、そこから漏れていく代理店さんに対して切り捨てるのか、手を差し伸べるかというこ
とではないか。今の話は、きちんと手を差し伸べる用意をしているということなので、それ
が確認できたことだと思う。

保� ・�専業代理店に対するマーケットからの期待はとても大きいのではないか。それは、プロとし
て持っている専門性、お客さまに寄り添って、お客さまに対して最適な商品を提供するコン
サルティングと、もう一つは、事故の対応ではないだろうか。一方で変化が激しい時代に専
門性がどうなっているかを考えたときにやはり求められる専門性も変わってきているのだと
認識している。お客様が求める専門性は、訪問によるコンサルに留まらず、またドラレコの
導入により事故時のサポートも大きく変わってきており、更にはマーケットも複雑化してき
ているなかで、それに対応していくことが専業代理店さんに求められていくのではないだろ
うか。日本も人口が減っていくなか、中小企業分野は今後の大きなマーケットであるが、企
業分類も多く、保険約款をどのように組み合わせていくか等複雑化しており、より高いレベ
ルの専門性が必要なのではないか。自動車事故を例にとってみると、土日や夜中でも事故は
発生するものであり、これまでは一人の募集人さんで全てのお客さまの対応をすることが可
能であったと思うが、マーケットの変化を考えていくと今後の代理店さんの絵姿としては一
定の規模・人数を有した組織になるのではないかと考えている。冒頭に会長が話された「自
立と自律」についても、今後代理店さんにとって重要となる考え方だと思っている。もちろん、
我々保険会社としてもお客様へ寄り添ったサービスや保険商品を提供できる仕組みを考えて
いかなければならないと考えている。

　� ・�どのような規模の代理店さんであっても成長は求めていくものだと思う。代理店の皆さまが
抱える財産は、お客さまだと思っており、そのお客さまに対して何を提案していくのかとい
う更新プロセスをしっかりやっていくことを考えている。これからの専業代理店さんは業務
品質を兼ね備えて、マーケットニーズが多様化している中で、そのニーズにしっかり対応し
ていくとなると一定の規模が必要となってきている。どの程度の規模が適切なのかは、各保
険会社によるものだと思うが、決して定量基準に達していないからダメだというわけではな
く、環境変化がある中でお客さまに対して、しなやかに価値提供ができるような一定の人数
であったり、その人数を支えるための収入が必要だと考えている。

代� ・�当初は認定評価に成長ポイントはなかったと思うが、業務品質と成長ポイントは切り離して
考えていただいた方が良いのではないか。

保� ・�ベースとなる考え方は変えていない。品質を提供していくためには、ある一定の規模が必要
なのではないかという観点を加味したものである。今でも認定制度の評価するときは品質の
確認をしたうえで、実績を見ていく順番で認定をすすめているので、品質に基づいた制度で
あることは変わっていない。

代� ・�定量基準に達していない代理店でも高い品質を持った代理店がいるし、逆の場合もあるので
はないか。

保� ・�このような層の代理店さんに対しても業務品質のポイントや総合評価のポイントといった評
価の軸を変更し、規模以外も更に評価できるように考えていきたいと思っている。
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代� ・�損保の手数料なのに生保の基準が組み込まれるのはどうかと思っているのだが、どのような
見解か聞かせていただきたい。

保� ・�前提として、お客さまが求めるものは生保・損保の区分があるわけでなく、保険全般の相談
役としての役割であることは、これまでと変わっていないのではないか。また、漏れ・ダブ
りを防ぐための生損一体を推進する商品を販売することがお客さまの安心安全に繋がってい
くものとして、お客さまへのコンサルティングの観点から生保の基準を包含した仕組みとし
ている。

代� ・�グループ会社の生保実績しか見ないのか。

保� ・�制度として運営する中で、グループの戦略として組み込まれてはいるが、貴重な意見として
承りたい。

代� ・�生保は損保挙績が反映されていないので、どちらも反映するようにしたらいいのではないか。

ア� ・�一定規模の組織型代理店というコンセプトの下でどこかでバーを引くことは当然のことで、
保険業法が変わって以降、顧客本位の業務運営が重なってきているという中ではやむを得な
いと思う。あとは会社としての説明責任の問題ではないか。ただ、認定制度の定量基準に達
しない代理店に対して会社は完全に切り捨てていくのか、それとも何らかの形で別枠として、
重要な代理店として付き合っていくのかを問われているのではないか。

　� ・�家電の世界で唯一地域の家電店が残っているのはパナソニックショップだけである。パナソ
ニックの歴史の中でものすごく評価を上げた時期があったので、現在でも限られた範囲でパ
ナソニックショップを置いている。このような観点から、定量基準に達しないからと言って
本当に切り捨ててよいのか、についてもう一度考えていただく必要があるのではないか。

保� ・�商品をお客さまにお届けいただいている代理店さんを認定基準に達しているかどうかで対応
の違いがあるものではない。認定制度を目指すか目指さないかは代理店さんの経営判断であ
り、その中で最適な解を見つけていけばいいのではないかと思っている。

事� ・�代理店としての様々な要望があるので、今後検討いただきたい。

テーマ２：「『顧客本位の業務運営』の中で代理店の成長をどう考えるか」
　事務局より基本的な課題認識の提示後、参加者の自発的発言に基づき意見交換を行った。

事� ・�この問題は、保険会社の代理店とのコミュニケーションギャップについてであり、ちょうど
１年前の活力研ではドライブレコーダー特約を題材として論議したが、今回はこのような
テーマとした。保険会社も代理店も、数字、収保を伸ばしたいと思っていることは同じであ
るが、代理店が受ける印象としては、保険会社はとにかく単年度ごと、今年の数字がどうか、
というところに意識がより強く向かっているように感じている。代理店は、もう少し長いス
パンでどのように成長していくかを考えることが多いように思う。

　� ・�特に自社の将来をきちんと考える経営者ほどそういう側面があるために、保険会社からは数
字だけを求められているように感じてしまっているように思う。本来は、保険会社も代理店
とともに、顧客本位の業務運営の徹底によりお客さまから選ばれ、その結果として数字がつ
いてくるということだと思うが、現場ではなかなかそういう感覚になっていない実態がある
と認識しており、このあたりについて意見交換したい。

保� ・�トップラインだけを求められたりするといった声に対しては真摯に向き合いたいと思ってお
り、当社としても反省している。我々の仕事の目的は何なのかを考えれば、安定した保険運
営を行い、お客さまに安心して暮らしていただくことではないだろうか。当然、保険会社は
破綻してはいけないので、継続して利益を出さなければならないので予算をやりきらなけれ
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ばならない。企業として当然の姿だと思う。トップライン偏重の雰囲気を脱却するために、
ここ数年はミッション・ビジョン・バリューを掲げて、工夫しながら社員教育を進めてはき
ているが、実態としては思ったところまでは到達していないと感じている。保険業法の第一
条がすべてだとは言わないが保険会社も代理店さんも仕事の目的は変わらないと思っている
ので、その点をマネージャーからしっかり伝えていき、理解させていく取組をこれからも続
けていきたい。

ア� ・�他社プロに乗り合うことを推進することについてはどう考えているか。これが一番顧客本位
ではないのではないかと思っている。自社代理店を通じて他社で加入しているお客さまによ
り良いサービスを提供することで契約を奪取することは企業として当たり前の競争だ。その
一方、そこを簡略化するために他社が長い年月かけて取引してきた代理店に乗合、そこを通
じて契約を全部奪取することは、特に新業法の下では比較推奨販売ルールとの兼ね合いはど
うなっているのか、保険会社を切り替えるわけだが、お客さまの確認はできているのか等の
問題があるのではないか。代理店の経営という観点で複数の会社と乗合、比較推奨を行うと
いう代理店が出てくるのは当然であるが、保険会社からそれを呼び掛けていくことで、専属
を乗合に代えることは本当に顧客本位なのだろうか。

保� ・�各社そうだと思うが、乗合新設数はかなり減ってきているのではないか。乗合を推進してい
ないわけではないが、昔のような旗の振り方はしていない。担当者や支社長が話を聴いてく
れないから他社に乗り合うといったことが起きないよう我々もしっかり個々の代理店さんに
向き合っていく必要があると思っている。

　� ・�専業代理店では、30代以下の募集人がとても少なくなっていることが課題ではないかと認識
している。地域をしっかり守っていただく専業代理店さんに若い募集人がいなければ、10年
後20年後どうやって行くのだろうという課題感を持っている。代理店経営の高度化いわゆる
企業化を進めて、若い募集人の採用と育成を実現できない限りは、目指す姿に到達できない
のではないかと思っている。

　� ・�研修生制度でスタッフの採用や教育のお手伝いをさせていただいているが、人材確保は保険
業界だけの問題ではなく、企業間での人材獲得競争はより厳しくなっていくので代理店の皆
さまと一緒に、若い世代にとって魅力のある業界にしていきたいと思っている。

代� ・�我々も同様に危機感を持っており、魅力ある業界にしていかねばならないと感じている。

代� ・�保険会社から見て、妨げている要因は何だと思うか。

保� ・�当社では若い社員の離職者数が10年前に比べて増えている。権限やアサインしている仕事の
内容が入社する前のイメージと相違があり、自分自身の成長につながらないと思われてし
まっていることが大きな要因と感じている。また、上司との信頼関係が築けていないことも
要因として挙げられるのではないか。ここ数年、会社側としても力を入れて職場環境の改善
を図ったり、マネージャー研修を行ったりしてきたが現実は浸透できていない。また、働き
方改革により労務環境は徐々に良くなってきてはいるものの、まだまだ不十分であり、引き
続き改善していかなければならないと感じている。

　� ・�代理店さんにとっても同じようなことはあると思う。募集人さんのエンゲージメントはすご
く大事で、仕事のやりがいが感じられるか、上司との信頼関係は良好か、休日出勤の交代制
などの制度があるかなど、企業としての体制を整えていかないと若い人たちに魅力を感じて
もらえないのではないかと思う。若い人たちが一生懸命働こうと思える業界にするためにも、
一つひとつ改善させていきたい。

代� ・�事故対応の連絡を転送で受けることをやめようと言っているが未だに続いている。そこをデ
ジタル活用等でリードしていただかないと休日の事故対応は変わらない。これでは企業とは
言えないと思っている。
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代� ・�理由はいくつかあると思うが、代理店の規模が小さいので、若い人を雇うファンドが出ない
のだと思う。規模が大きい代理店が増加して安定的な経営や人事労務体制が構築されること
によって、若い人に魅力的な会社となって積極的に雇うことが必要であるし、単に保険の営
業をする仕事ではなく、お客さまのリスク管理を支援する高度な仕事という印象がついてい
けば魅力も上がり、若い世代も入ってくると思う。また、スーパー営業マンしか残っていな
い業界なので、経営者が自分の力で獲得してきたという経験値があるがゆえに、新人に新規
をやらせる人が多いと思うが、本当は契約を渡して、そこで経験を積ませることが重要では
ないか。スーパー営業マンでなくても、まじめに努力していれば食べていけると思われる業
界にしていかなければ魅力的な業界にならない。一方でやったらやっただけの収入が得られ
るといった側面も魅力の一つであるため、双方の側面から魅力を高めていかないと若い世代
が入ってこないのではないだろうか。

ア� ・�業界として考えたときに競争と協調のバランスは絶対必要である。「金融行政方針」の言葉
を引用すれば、「保険会社による保険代理店管理体制の高度化」というキーワードがあり、
それを達成するために、手数料のポイント制度に金融庁は着目しているのではないか。生保
業界と比べると、生保はこの間金融庁がコミットして「業務品質評価運営」を作り、基本的
に顧客本位の業務運営を軸にして、あるべき代理店の姿の標準を作った。同じように、もし
損保業界で協調の観点を含めて代理店の標準的な品質の姿を描き、その中で事故対応につい
ての標準を出していけば、過度な対応はモデルから外すことができる。こうしたことを実現
するためには三メガがマインドとして同じ方向を向いていないといけない。

　� ・�それぞれの自助努力は大前提として必要だが、保険会社側からできることを考えたときに競
争と協調のバランスを考えることは大事だと思う。

代� ・�若い世代を入れるには労働基準法の問題を含めてしっかりとした雇用体制ができていないと
いけないと考え、代協では社労士診断認証制度を推進しているが、このような取組が評価さ
れにくいと感じているのでこの点も代理店の評価に加えていただけたらと思う。

代� ・�昨年、専属代理店に訪問頻度が減ると言われたが今でもそうなのか。

保� ・�組織と要員はかなり減っているので、物理的に訪問頻度を減らさざるを得ない状態にはなっ
ている。利益をしっかり生んで安定した保険供給ができる保険会社でなければ、大前提とし
ての目的は果たせない。ただし、組織と要員の減少をカバーするための工夫が現状では不足
していると認識しており、まだまだ改善が必要であると思っている。

代� ・�代理店として体制整備を整え自立することを求められているのだろうが、小規模の代理店に
対する支援はしっかり行っていただきたい。

保� ・�代理店さんの経験やお客さまを思う気持ちは業界としての財産であり、代理店規模の大小に
関係なく皆さまに共通した価値である。一方で、企業化して人材を集め大型化していく代理
店さんもいれば、そうでない代理店さんもいる。それぞれが選択肢の一つであり、当社とし
ては双方を尊重していきたいと考えている。

代� ・�先ほど補償の前後についての話があったが、これは保険以外のリスク対策含めソリューショ
ン提供していく代理店を今後増やしていくことだと思うが、代協で進めているジギョケイや
リスクコントロール対策についても代理店評価に入れていく方向性なのか。

保� ・�補償の前後については、サービスの販売自体で手数料をお支払することになっている。ジギョ
ケイの取得支援などのお客さまへのサービス提供は定量評価が難しいが、代理店認定制度の
評価項目で定性評価している。

代� ・�リューションが若い世代を採用するときのキーポイントになってくると思う。代理店のカラー
を出すことで若手の目が行くと思うので、今後に期待している。
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保� ・�顧客本位の業務運営は当然の事であり、必要条件でなく絶対条件として運営し、社員向けの
勉強サイトでも動画・テストを配信して勉強機会を与えている。また、一定規模の代理店さ
んとの月例対話を必須化し、コンプラなど収保拡大以外の部分でも対話を実施し、議事録の
報告も求めている。

　� ・�会社としては絶対条件である顧客本位の業務運営と収益拡大は不可分であり一体のものであ
るとの認識を持っている。ただ、現場ではそこに追い付いていないのが実態であり本社とし
て理解・浸透させていかなければならないと感じている。

事� ・�代理店の中でも数字の追及をしないと経営が成り立たないので、社員に顧客本位の業務運営
と数字進捗を確認することはあるが両立させることは難しく、常にこの問題は起こっている。

保� ・�顧客本位の業務運営は、お客さまに対しての説明義務と情報提供義務もあるのでメッセージ
は発信している。例えば法人で言えばサイバーリスク、個人で言えば賠償責任（自転車）等、
何か一つは情報提供することを徹底している。

代� ・�代理店は自分の手数料問題の事やお客さまへの情報提供義務等、仕事に向かう時にやらなけ
ればならないことが沢山ありすぎていっぱいいっぱいになっている。保険会社と代理店がお
互い理解しあっていかないと別の場面で意見が出てきてしまうので何か溝を埋める手段はな
いか。

保� ・�最近のセミナーで、生産性向上に向けてムリ・ムダ・ムラを無くすような支援について話し
ているが、なかなか浸透していないのが実態である。

代� ・�顧客本位の業務運営の中に顧客の最善の利益の追求があるが、保険で言うと最善の利益は事
故が起きて保険金がもらえることではないと思う。最善の利益を考えると保険は使わない方
がいいわけで逆にリスクをコントロールして保険をやめましょうという提案もあるのではな
いか。今後顧客本位を考えると減収しなければならない側面が増えてくると思う。保険会社
はメーカーとして保険料を増やすことは大前提にあるのだろうが、代理店はお客様の安心・
安全の為に様々な提案を行い、結果として保険契約に繋がるのであって、増収を目指すだけ
かというとそうではないので、手数料ポイント制度において増収を軸に置くことに疑問を感
じる。むしろ、ジギョケイや社労士診断のようにすぐに数字に直結しないが将来的に必要な
取組を評価していただけないだろうか。増収ありきの代理店が一定数いなくなってきている
ことも理解していただきたい。

保� ・�これまでの手数料体系では、増収と減収のポイント差は４ポイントであったが今年度は増収
と減収のポイント差は0.5ポイントとしており一定理解はしている。

事� ・�マーケットも変わってくるので、完璧な制度設計はないと思うが、活力研の場での意見交換
が今後のヒントになるのであれば取り入れていただきたい。

保� ・�保険会社の社員のスキルアップが求められているのではないかと感じている。代理店さんが、
体制整備を行い企業として組織化していく中で、損害保険会社の社員が、代理店さんの変化
についていくことができているのかが大きな問題だと考えている。従来のように、代理店さ
んと親密な関係を築くだけでは、営業担当者としては不十分であり、社員が代理店さんの経
営コンサルタントとしての提案能力を有していなければ代理店さんと共に成長できないと感
じている。

　� ・�企業（代理店）の経営課題に対し、保険会社の社員がソリューションを提供できるような育
成ができているのかが大きな問題だと考えている。代理店さんとの親密化に重きを置きすぎ
ているのではないだろうか。本来であれば、代理店さんの経営計画を立てていく中で、代理
店さんが何に対して注力し、何を目標に取り組み、どんなマーケットを開拓していけばいい
のかという対話をしていけば、おのずと目標に対して一緒に取り組んでいこうということに
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なるはずである。しかし、保険会社の社員の力がそこまで上がってきていないのが要因であ
り、保険会社の本社として社員育成や現場支援が不足しているのだと感じている。

代� ・�代理店に対するコンサルを会社として社員へ指導しているのか。

保� ・�社員育成は行っているが、平たく言えば、代理店さんが困っていることを解決できるだけの
ソリューション提案ができている社員が少ないということだと思う。

代� ・�社員の方の能力が低いとは思っていない。代理店の抱える課題の解決は、短期間で直接的に
数字に結びつくものばかりではないのが現状である。具体的には、代協で取り組んでいるジ
ギョケイや社労士診断認証制度は長いスパンの取組であり、結果的に代理店の品質向上につ
ながるのだが、社員の方が代理店に関わる時はどうしても短い時間軸で考えているのだと思
う。上場企業であるメーカーとお客さまを長い時間軸で守ろうとする保険代理店の時間軸の
違いは仕方ないと思うが、代理店の成長も長い時間軸の中で考えて頂く必要があるのだと思う。

保� ・�保険会社では、営業成績の管理は単月ごとに行っているので、当社社員としては当月の数字
を求められてはいる。ただし、この単月ごとの管理スパンであっても、代理店さんとしっか
り目線を合わせて、共に成長していくことは両立できると考えているが、まだ社員の能力が
不足しているのではないかと感じている。

代� ・�保険会社と代理店との時間軸がコミュニケーションギャップとなっているのではないか。

保� ・�そこをしっかりと埋めていける社員となるように、改めて、代理店さんと目線を合わせて共
に成長していける社員を育成する必要があると感じている。

事� ・�最後に、日本代協では以前より、不公正と思われる保険募集事案を集約している。それぞれ
の具体的な事案への対応は、各地で申し入れ等行っているが、活力研ご出席の皆さまにも環
境認識はしておいていただきたい。集約された事案をお渡しするのでご承知おきいただくと
ともに、引き続き適正な募集に向けた代理店への指導をお願いする。

� 以　上
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顧客本位の業務運営の実現に向けて①
〈保険行政の動向〉

■ 新しい時代の検査・監督の姿
⑴　行政の監督のあり方：

バブル崩壊後の不良債権問題を解決するために、金融庁は検査マニュアルと監督指針を厳格化し、「重

箱の隅」を突くような過酷な検査は「金融処分庁」と呼ばれた。これが今、「金融育成庁」に変わろう

としている。処分から育成への監督行政の大転換の背景にある金融庁の認識は以下の通りである。

　『厳しすぎるルールの結果、金融事業者は委縮し、ルールさえ守っていればそれで十分という状況
になっている。活気溢れる業界に変えるために、ルール遵守はミニマム・スタンダード（最低基準）
に位置づける。そして、ルールに変えて「顧客本位」というプリンシプルを設定（注）し、その下で金
融事業者が利用者の満足や利便性向上を求めて創意工夫を凝らした好取り組み（ベストプラクティ
ス）を競い合う環境を創ることが必要』

これは、金融庁による保険業界に対する顧客本位を軸とした競争政策の導入であり、最低基準に満たな
い事業者は、従来通り行政が排除するが、自分本位の事業者は、市場原理に基づき消費者が排除する環境
を創ろうとしているのである。この先代理店は、顧客本位を組織の隅々まで浸透させて企業文化にまで高
めることが必須であり、それができなければ市場から退場させられることを強く認識する必要がある。
（注：行政の監督のあり方の３つの類型）

①　�実体的監督主義 �保険自由化前の「裁量行政」・「通達行政」を指す。法律に書いていないこと
でも行政（担当官）が細かく決めて事業が行われる。護送船団行政の要因の一つにもなった。事
業者にとっては担当官の考えを知ることが最も重要な仕事であり、「MOF担」などが生まれた。

②　�ルールベース �法律をベースにした監督指針に基づく行政が行われる。日米構造協議で行政手
続法が定められた（1994年10月１日施行）ことを受けて①から転換。ある程度細かいルールや規
則を事前に定め、それらを個別事例に適用していくものであり、行政の恣意性の排除や規制を受
ける側の予見可能性の向上が期待できる。反面、ルールが行政の力の源泉になるとともに、金融
事業者はルールに抵触しないか事前に行政のチェックを受けることが常態化し、創意工夫の風土
が失われた面があった。

③　�プリンシプルベース �金融機関が尊重すべき重要ないくつかの原則や規範を示した上で、それ
に沿った行政対応を行っていくもの。金融事業者の「自立」と「自律」を強く求めるものである

から、明確な経営理念、将来ビジョンに基づく主体的な取り組みが何よりも重要となる。各事業

者の自主的な取り組みや顧客本位の創意工夫を促進する、また、金融事業者の経営の自由度を確

保し、顧客の様々なニーズに対応できるようになるなどの点で意義がある。一方で、本気度や覚

悟のない事業者から見れば、何をどこまでやったらいいか分からない、ということにもなる。

それぞれメリットもデメリットもあるが、不特定多数の者に共通のルールを適用するなどルールベース
になじむ分野と、金融機関の経営管理等の態勢整備を促すプリンシプルベースになじむ分野がある。また、
金融イノベーションが飛躍的に進む中、全ての事象を予め想定してルールでカバーすることは不可能であ
り、こうした隙間はプリンシプルで補う必要がある。従って、プリンシプルベースとルールベースは相互

５－１
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に排他的ではなく、むしろ「相互補完的」なものであり、プリンシプルベースを基軸におきながらルール
を絡めるベストミックス（注）が妥当な考え方であるとされている。
（注：プリンシプルベースに転換したと言ってもルール自体がなくなったわけではない）
⑵　コンプライアンス・リスク管理基本方針：
金融庁は2018年10月15日、「コンプライアンス・リスク管理に関する検査・監督の考え方と進め方（コ

ンプライアンス・リスク管理基本方針）」を確定させた。これに先立ち確定させた「金融検査・監督の考
え方と進め方（検査・監督基本方針）」に続く重要文書であり、後者が総論、前者が各論に当たる。

これに伴い、金融庁による金融・保険に対する検査・監督は新たなステージに入り、保険会社は勿論の

こと、2016年５月に施行された改正保険業法で新たに行政の直接監督を受けることとなった代理店は大き

な影響を受けることになった。

「検査・監督基本方針」では、「金融行政の質を高め、日本の金融力を高め、経済の潜在力が十全に発
揮されるようにするためには、どのような検査・監督とすればいいか」との観点から、以下の通り、従来
のやり方への反省が表明された上で、今後の対応と自らの改革の方針が示されている。

【従来のあり方に対する問題意識】

・重箱の隅をつつきがちで、重点課題に注力できないのではないか
・バブルの後始末はできたが、新しい課題に予め対処できないのではないか
・金融機関による多様で主体的な創意工夫を妨げてきたのではないか

【今後の新しい検査・監督】

・�普段から金融機関についての理解を深め、重点課題に焦点を当てる「全体を見た、実質重視の
最低基準検証」

・将来の健全性を分析し、前広に対応を議論する「動的な監督」
・横並びでない取り組みに向けた動機とヒントを提供する「見える化と探求型対話」

【具体策】

・検査マニュアルの廃止　　・外部からの提言・批判が反映されるガバナンスと品質管理
・人材育成、人材確保、組織改革

上記に関連した形で、「持続的な健全性を確保するための動的な監督の位置づけ」と題して、モニタリ
ングの着眼点と行政のアプローチが示されている。これによれば、“現時点の最低基準検証” と “将来的
な最低基準検証抵触の蓋然性” の観点から、金融事業者（代理店を含む）は大きく３つ（累計は４つで行
政のアプローチは大きく３区分）に分けられ、それぞれに対する金融庁の対応が明示されている。概要は
以下の通りであるが、４．類型に当たる金融機関が新しい検査・監督の理念に合致することになる。保険
代理店の場合、後継者問題を抱えているところや体制整備義務を十分に果たせていないところは、２もし
くは３の類型に入ると考えられる。従って、代理店として先ず取り組むべきことは、「最低基準の充足」
と「持続可能性がある収益・ビジネスモデルの確保」である。
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１． 最低基準を満たしていないもの 　→　是正措置
２． リスク顕在化時に、最低基準抵触の蓋然性が高いもの 　→　改善に向けた監督・対話
３． 収益・ビジネスモデルの持続可能性に課題があり、今後最低基準抵触の蓋然性が高いもの
　　→　同上
４． 最低基準も収益・ビジネスモデルの持続可能性も問題がないもの
　　→　ベスト・プラクティスの追及に向けた探求型対話　☚　この層だけが求められている

■ 内部監査態勢

⑴　経営者の責任：
「コンプライアンス・リスクに関する検査・監督の進め方」で示されたポイントは下図の通りである。

ここで重要なのは、「改善の方向性」に記載されている「経営陣において、ビジネスモデル・経営戦略・
企業文化とコンプライアンスを表裏一体であるとの認識の下、経営目線での内部管理態勢を主導」という
部分である。要点は、「コンプライアンスは経営戦略上、極めて重要な位置づけであること」、しかもそれ
が「当たり前の企業文化にまで高められていなければならないこと」であり、内部管理態勢の責任者は経
営陣であるとされていることである。一般的な保険代理店は、良くも悪くも経営者次第というのが実態で
あるが、特に内部監査や自主点検については、合理的で実効性のある形で組織内に定着させる責任は、経
営者自身にあることを強く認識する必要がある。
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⑵　リスク管理の枠組みに関する着眼点：
リスク管理に関する、事業部門、管理部門及び内部監査部門の機能を「三つの防衛線」という概念で整

理することがある。
第一線：事業部門による自律的管理（リスク管理の第一義的な責任を有する）
第二線：管理部門による牽制（事業部門への牽制機能と同時に支援する役割も担う）
第三線：内部監査部門による検証（経営陣に対する指摘、是正要請、助言、提言が期待されている）
「三つの防衛線」の考え方は、リスク管理を行う上での一つの手段であって、明確に区分して態勢整備
を行うこと自体が目的ではない。そのため、各防衛線の役割を定型的・形式的に考える必要はなく、各代
理店が組織の実情を十分に踏まえ、総合的にみて適切にリスク管理を行うことのできる態勢を自ら考える
ことが重要である。

⑶　内部監査に対する金融当局の考え方：
金融当局の考え方は、以下の通りである。
・「必ずしも独立した部門が求められるわけではないが（注）、代理店の規模・特性に応じ、十分に合理的
で実効性のあるものであることが必要」
代理店の状況によって、「独立した部門（内部監査部など）」、「専任者（内部監査専任者）」、「兼務者（業
務管理責任者が兼務する）」、「店主自ら」といった体制が考えられるが、いずれの場合も「合理的で
実効性があること（注）」が必要となる。
（注：例えば、自主点検を相互チェックで行う、拠店同士でチェックしあう、点検の判断根拠を記録
で残す、必ず現物を見てチェックする　など）

・ビジネスモデル、経営戦略、企業文化とコンプライアンスは表裏一体であり、経営目線の内部管理態
勢が必要

・重要な問題に焦点を当てたリスクベースのモニタリングの実施が必要
⑷　内部監査のポイント：
組織の健全性を確保し、消費者の信頼を得ながら企業として発展していくために留意すべき目線は以下

の通りである。実効性確保のためには、保険会社の適正な業務監査の実施と併せて外部専門機関（日本代
協提携の日本創倫株式会社や弁護士他による外部監査）も活用しながら「内部監査の勘」を蓄積していく
ことも有効である。
・経営者の収益至上主義的な姿勢が問題発生の根本原因となっている場合、そこに厳しくメスを入れて、
経営者をけん制できる体制か？　

・問題事象の背景、原因を多角的に分析できる企業文化があるか？
・自分の不正行為を正当化させない組織風土・企業倫理の定着に努力しているか？
・きれいな結果を求めていないか？　
・顧客本位の観点でチェックが行われているか？
・監査の結果、改善したことはあるか？　

■ 「顧客本位の業務運営の原則」の策定・公表の要請…プリンシプルの提示

⑴　原則の内容
2014年度以来の金融庁による金融改革の総決算ともいうべきものが、2017年３月30日に交付された「顧

客本位の業務運営の原則」である。各金融事業者は顧客本位の業務運営実現のためにベスト・プラクティ
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スを目指す上で有用と考えられる原則を自発的に策定し、公表することが求められている。

代理店も金融事業者の一員として本要請の対象となるため、公表の有無に関わらず（注）、要請内容につ
いては正確に理解し、その趣旨を踏まえ、代理店のあり方を見直しておく必要がある。（注：法律上の要
請ではないため非公表でも罰則はない）
この「顧客本位の業務運営の原則」こそが、金融庁がルールベースからプリンシプルベースへの転換を

図る上で中核となるプリンシプルそのものである。さらに重要なことは、民間事業者が、このプリンシプ
ルを採択するかどうかを自ら判断し、具体的な中身に関しては自らの手で作成するという仕掛けが施され
ていることである。
従って、本原則を外形的に遵守することに腐心するのではなく、その趣旨・精神を組織全体で腹に落と

しこんだ上で、実践するためにどのような行動をとるべきか判断し、実行し、成果につなげていくことが
求められる。要は「形ではなく実質・実態」を問うものであり、具体的な取り組みと成果指標の検証を含
めたフォローアップが極めて重要となる。

⑵　７つの原則の相互関係
「７つの原則」の関係性について、金融庁総務企画局審議官の中島淳一氏（当時）は、「金融事業者の取
り組みと課題」（Regulations�2017年９月号）において、次の通り示している。

【原則１】は、【原則２から７】と異なり、「原則」を採択する場合の手続きを示しており、「how（手
続き）」にあたる。

【原則２】が原則全体の「What（内容）」の本質であり、【原則３から６】はその構成要素となる。
【原則７】は【原則２】を実現するための評価制度（人事・給与・業績）や代手ポイント制度等に関
するものという位置づけになっている。

⑶　KPI（成果指標）
・金融庁は、金融事業者の取り組みを「見える化」するために、顧客本位の定着度合いを客観的に評価
できるようにするための成果指標（KPI＝Key�Performance�Indicator）を公表するよう求めている。
これは「数値目標」であるが、これを公表することは金融事業者にとっては当局も含めた “対外公約”
となり、うまくいかないからといって簡単に撤回するわけにもいかないので、各事業者にとっては悩
ましくも重要な指標となる。

３．利益相反の
　　適切な管理

４．手数料等の明確化

５．重要な情報の
　　分かりやすい提供

６．顧客にふさわしい
　　サービスの提供

２．顧客の最善の利益の追求

７．従業員に対する適切な動機付けの枠組み等

１．顧客本位の業務運営の原則
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・また、金融庁は、検査の際にKPIに関して「金融事業者との対話を実施する」としているため、事業
者サイドの悩ましさは倍増することになる。そのため、原則は公表したがKPIは設定していない、あ
るいは、設定していても取組成果を公表していない事業者が多い実態が生じていた。

・金融庁は、原則に基づく取組方針を策定した金融事業者の名称と取組方針等を同庁ウエブサイト上に
定期的に公表してきたが、前記実態を踏まえ、策定自体の目的化を排除するため、2019年12月公表分
から、取組方針を公表の上、取組成果（自主的なKPI・共通KPI（注）のいずれか又は一方）を公表して
いる事業者のみサイトに掲載するよう改め、形式だけの事業者を排除した。（注：現時点では保険業
界の共通KPIはない）

・なお、KPIは数値目標であるため、数値を実態より良く見せるための操作（改ざん）が行われるおそ
れがあることを経営者は認識し、何のための数値目標であるか、原点となる目的・本質から外れるこ
とが無いよう留意することが重要である。

⑷　本原則を採択する場合の対応と注意点
・【原則１】に基づき顧客本位の業務運営を実現するための明確な方針を策定・公表し、その取り組み
状況を定期的に公表し、当該方針を定期的に見直す必要がある。

・定期的な公表の頻度については、少なくとも年に１度は行うことが適当とされ、定期的な公表を行う
際には見直しを行うことが適当とされている。

・【原則２～７】について実施する場合は、原則に付されている（注）の部分も含め、その対応方針を
具体的に明記し、実施しない場合は、その理由や代替策を分かりやすい表現で盛り込むことが求めら
れる。自社の状況を踏まえ、実施が適切ではないと考える原則があれば、一部の原則を実施しないこ
とも想定されているが、その際には、「実施しない理由」を十分に説明することが求められる。
⇒金融庁が打ち出した代表的なプリンシプルとして、「コーポレート・ガバナンスコード」と「スチュ
ワードシップ・コード」がある。これらは、内容が詳細に決まっており、民間事業者としては「採
択する」と表明すれば足りる。ただし、単に「採択した」だけで放置される懸念もあるため、「コ
ンプライ・オア・エクスプレイン」が適用されることになっている。すなわち、採択する場合は「遵
守を宣言」し、採択しない場合は、「採択しない理由」を説明することが必要になる。

⇒これに対し、「顧客本位の業務運営の原則」は、事業者としては、単に原則を「遵守する」と表明
するだけではダメであり、「顧客本位の業務運営を実現するための明確で具体的な方針の策定」を、
顧客に分かりやすい表現で自ら明らかにすることが求められている。即ち、形ではなく実質・実態
を問うものであるため、自社の取り組みを具体的に定め、定期的に検証、公表し、消費者に知らせ
ることが必要になる。また、方針の策定に当たり、原則の一部を実施しない場合は、「実施しない
理由」を十分に説明しなければならない。このことから、今回の原則は「コンプライ・アンド・エ
クスプレイン」であると解されている。

⇒本原則は「自社の方針と取り組み」であり、「それ自体が競争戦略の一つ」であるため、業界団体
がひな形を提供したり、事業者同士で相談したりすることはできないし、その意味もない。
また、委託保険会社が本原則に基づき方針を定めたとしても、代理店にはその効果は当然には及ば
ない。保険会社は、自社の委託先の代理店（特に専属代理店）を含めて方針を定めることもできる
し、代理店は自身で自社の方針を定めることもできる。
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⑸　各原則の留意点（パブリックコメントに対する金融庁の回答から抜粋）
【原則１】顧客本位の業務運営に係る方針等の策定・公表、取組状況の定期的な公表　等（Howの部分）
・本方針に違反・抵触した場合、業法違反になるのか？
⇒違反・抵触が直ちに違反となるものではないが、法令違反と判断される事象があった場合には、法
令に則り厳正に対処（注）する。（注：法令はかろうじて「合格」のミニマムラインであり、本原則は
ベストプラクティスを目指す上での取り組みを求めるもの。法令違反は「不合格」であり、処分が
下される。）

・業界団体が標準的な指針を示すことは望ましくないことを意図していると理解すべきか？
⇒各金融事業者の創意工夫の発揮を求めるものであり、（内容にもよるが）業界団体が指針等を設け
ることは望ましくない。

【原則２】顧客の最善の利益の追求（WHATの部分・以下同じ）
・最善の利益とは経済的なリターンではなく、サービスに対する顧客満足度の向上を含め、総合的なベ
ストプラクティスを目指すということでいいか？
⇒本原則を採用した場合は、何が顧客のためになるかを真剣に考え、横並びに陥ることなく、より良
い金融商品・サービスの提供を競い合うことが求められる。

⇒適正な手数料を顧客から収受することは妨げないが、その水準については、顧客本位の業務運営の
観点から、各事業者において検討することが必要。

⇒ベストプラクティスを追及した結果、類似の取り組みが行われることはあり得るが、絶えず創意工
夫が競われることが望ましい。

【原則３】利益相反の適切な管理
・委託手数料の支払いを受ける場合の利益相反の可能性とは？
⇒販売会社が金融商品の顧客への販売・推奨に伴って、当該商品の提供会社から委託手数料の支払い
を受ける場合、受領する手数料が高い商品と低い商品があれば、高い商品に関し利益相反の可能性
が高まると考えられる。

・保険代理店は、顧客よりになり過ぎることで保険会社にとって好ましくない契約を生み出して保険会
社の利益に反することがある。一方で、保険会社寄りになることで、場合によっては、顧客を好まし
くない契約に導き、顧客の利益に反することもある。その場合、「自己の利益のため」という理由が
存在していることを忘れてはならない。

・「保険会社から手数料をもらうことが利益相反」ということには違和感があるが、金融庁が指摘して
いるのは「利益相反の可能性」ということである。そもそもこうした行為は、今回の業法改正で禁止
されている。しかし、“ルールを理由にした対応” ではなく、プリンシプルの下でより一層、顧客の
利益を優先すべき気運を生み出そうとしているとみるべきである。求められているのは、「顧客本位
の企業文化」の醸成と浸透であり、それに基づく具体的な行動の実践と定着である。

【原則４】手数料の明確化
・「顧客が負担する手数料その他の費用」に含まれるものは？
⇒基本的には各事業者の判断に委ねられているが、｢名目を問わず」顧客が負担する手数料その他の
費用の詳細について情報提供することが求められる。

・顧客が直接負担しない代理店手数料や営業職員の給与の取扱はどう考えるか？
⇒「名目を問わず」顧客が負担するものは情報提供すべきとしていることを踏まえ、開示の対象とす
べきか、顧客本位の観点で整理する必要がある。

― 96 ―



・開示方法は各社で判断していいか？
⇒主体的に創意工夫を発揮し、顧客が理解できるように開示することが必要。

・手数料等の明確化が可能なものから情報提供していくことでいいか？
⇒主体的に創意工夫を発揮することを求めており、可能なものから提供する（注１）ことは否定されない
が、そうする理由の開示は必要となる。
（注１：例えばリスク性の金融商品から対応することも可。なお、代理店手数料はフィーではなく
コミッションであり、その多寡によって契約者が支払う保険料や受領する保険金が変わるわけでは
ない。また、保険業法で開示が求められているわけでもない。日本代協としてはコミッションの開
示には反対（注２）の立場である。）（注２：詳しくは2018年度版「現状と課題」第５-２章参照）

【原則５】重要な情報のわかりやすい提供
・知識豊富なプロが相手の場合は本原則を適用しないことでいいか？
⇒プリンシプルベースなので当局は判断しない。実施しない場合はその理由や代替策を分かりやすい
表現で盛り込むことが求められる。

・本原則は、顧客と直接接点を持つ一人ひとりの募集人のあり方に関わる内容であり、次の【原則６】
と並んで極めて重要なことを示唆している。
【原則６】顧客に相応しいサービスの提供
⇒パッケージ商品の場合は、当該パッケージ全体が顧客にとって最適か留意すべきである。
⇒商品の組成に当たっては、商品特性を踏まえて販売対象として想定する顧客属性を特定するととも
にそれに沿った販売がなされるよう留意すべきである。

⇒複雑またはリスク性の高い金融商品を販売・推奨する場合や金融商品の被害を受けやすい属性の顧
客グループに対して販売・推奨を行う場合は、商品や顧客の属性に応じ、その商品の販売・推奨が
適当かより慎重に審査すべきである。（注：高齢者対応など）

⇒金融商品の販売に当たっては、従業員教育に努めるとともに、顧客に対しても、その属性に応じ、
金融取引に関する基本的な知識が得られる情報提供を積極的に行うべきである。

【原則７】従業員（注）に対する適切な動機付けの枠組み
・報酬・業績評価体系について、社員の能力や収益アップを評価するインセンティブは廃止すべきか？
⇒具体的な報酬体系については、顧客の最善の利益、それを追及するための行動、顧客の公正な取り
扱い、利益相反の適切な管理等を促進するように設計される必要があり、この趣旨を踏まえて各事
業者において検討して欲しい。

キャンペーンによる「押し込み販売」のような顧客の意向を無視した保険募集は、意向把握・確認
義務等の法定化によって今後は無くなることになる。ただし、それは単にミニマムレベルの話にす
ぎず、ルールを守ったからといって代理店が成長・発展するわけではない。大事なことは、ルール
を遵守した上で、常にベスト・プラクティスを追及していくことである。

この原則を考える上では、募集人に対する「歩合給」をどのように取り扱うかという点は極めて重
要であるが、上記記載の行間を読めば、金融庁としては売上高のみに紐づけた歩合給には否定的で
あると考えるべきであろう。
（注：代理店も保険会社も、個社としては、給与制度や評価体系などについて、経営者と従業員の
関係で考えることになる。また、保険会社と代理店間は代手やインセンティブ報酬、表彰、代理店
認定等の枠組みの中で考えることになる。）
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⑹　本原則を公表しない場合の対応
本原則の対象には保険代理店も含まれるため、原則として専属・乗合、専業・兼業を問わず全ての代理店
の検討課題となる。既に公表している代理店もあるが、求められているのは形式ではなく実態であり、組織
全体の重要課題となるため、検討不十分なまま軽々に対応すべきものではなく、しっかりとした組織論議を
行うことが先決である。
多くの代理店にとってはどうすればいいかよく分からないというのが実態だと思われるが、採択するかし
ないかは個々の代理店が自由に決めればいいし、採択しなくても罰則はない。しかしながら、「顧客本位の
業務運営」はこれからの代理店にとって事業発展の基軸となる大事な理念であり、公表するか否かに関わら
ず、また、行政に要請されたか否かに関わらず、原則の内容も踏まえながら、自社のあり方を抜本的に見直
し、「顧客本位のあり方」を確立しておくことが重要である。

■ 「顧客本位の業務運営の原則」に関する動き…原則との対比関係の報告要請
「顧客本位の業務運営の原則」に関して、以下の動きが生じている。

〇　2021年１月15日付：
「顧客本位の業務運営に関する原則（以下「原則」）」の改訂、「金融商品取引業者等向けの総合的な監督
指針」、「保険会社向けの総合的な監督指針」改正
〇　2021年４月12日付：
金融庁告知「原則」に関する金融庁への報告
「2021年６月末までに、本原則を採択し、対応関係を示した取組方針を公表した金融事業者のうち、『金
融事業者リスト』への掲載を希望する事業者は、EXCEL報告様式に必要事項を記載し、2021年６月30日（水）
17：00までに、総合政策局リスク分析総括課メールアドレスに提出」
「金融庁は、金融事業者から提出された報告内容について確認等を行い、原則２～７に示されている内

容毎に、対応した形で取組方針等を明確に示している金融事業者を、順次金融事業者リストに掲載」
◆　呼びかけの対象：「原則」を採択した金融事業者（保険代理店を含む）
　　　　　　　　　　これを採択していない金融事業者は対象ではない。（何もする必要はない）
◆　報告義務の対象：�「原則」を採択した金融事業者は全て報告の義務があるのではなく、金融庁がHPに掲

載して消費者に示す「金融事業者リスト」に名前が掲載されることを希望する代理店
上記の通り、今回の報告では、「原則２～７に示されている内容毎に、注記されている部分まで含めて、

一対一で対応させた形で取組方針等を明確に示す」ことが求められている。ある意味、プリンシプルベー
スというよりルールベースの色合いもあって、多くの専業代理店においては対応に苦慮するものと思われ
るが、報告対応する際に確認しておくべきことは以下の通りである。
1　�「原則４�手数料の明確化」への対応
・「明確化」の最も直接的で分かりやすい方法は「手数料の開示」だが、保険に関しては開示しないこと
が通常であったため、悩ましい問題になる。この背景には、2016年の保険業法改正前の金融審議会での
議論がある。この時の結論は、“手数料の高い契約に顧客を誘導することによる弊害＝コミッションバ
イアス問題＝には、比較推奨販売を行う乗合代理店への規制強化によって対応し、手数料の開示は見送
る” というもの。これに伴い、保険への「原則４」の適用がどうなるかについて、パブリックコメント
でのやり取りもあるが、内容としては曖昧なものに留まっている状態である。（開示を義務化するルー
ルはないが、開示を不可とするルールもない）

・手数料の開示と比較推奨販売に関するルールの遵守は顧客にとっては意味合いが異なるものであり、選
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択ではなく、両方を実施しても何らの問題はない。しかし、保険会社と代理店にとって、手数料の中身
を顧客に説明し、理解を得ることには大きな困難が伴う。そこには生保の初年度手数料(L字払）やボー
ナス代手、インセンティブ報酬といった生保固有の問題の他、損保保険料に対する手数料率（額と率の
関係）、代手に含まれる品質の要素等、保険固有の問題が存在するからである。

2　特定保険契約の場合
・銀行の保険窓販の主力商品である「特定保険契約」の場合は異なる問題がある。「特定保険契約」とは、
「金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る変動により損失が生ずるおそれが
ある保険契約（保険業法第300条の２）」と定義されており、保険業法ではなく金融商品取引法が適用さ
れる商品である。主なものとして、変額個人年金保険や外貨建保険がある。

・銀行が窓口で行う比較推奨販売において、「特定保険契約」と一緒に店頭に並ぶ商品は、投資信託等の
金融商品である。金融商品が手数料の開示を行っているのに対し、保険は不開示ということではイコー
ル・フッティングの観点からも問題があり、現在投信と保険を併売している金融機関では自主的に開示
が行われている。

・さらに、今般の「原則」の改訂に伴い、窓販を行う金融事業者は「重要情報シート」を顧客に提供する
ことになった。この中で、手数料に関しては、「３．費用（本商品の購入又は保有には、費用が発生し
ます）」という項目が設けられ、「購入時に支払う費用（販売手数料など）」「継続的に支払う費用（信託
報酬など）」「運用成果に応じた費用（成功報酬など）」の３つの区分で開示することになっている。従っ
て、窓販を行う保険代理店においては、「特定保険契約」については、実質的に手数料開示は義務に近
いものになっていると考えておく必要がある。

・では「生損保兼営代理店であり、特定保険の取扱いがあるが、銀行窓販ではないプロ代理店」はどうす
ればいいか、という点が課題となるが、窓販以外で販売される特定保険については、現在、生保協会に
おいて重要情報シートの策定が必須と整理されていないことから「非該当」とすることが考えられる。

・その際の説明文言は、「原則４は、当社の取り扱う金融商品・サービス等が該当しないため、方針の対
象としておりません。」という対応でいいのではないかと考える。また、その場合は、策定・公表する
方針の中にも明示しておくことに注意が必要である。

3　�「一般の保険」の場合
・「特定保険契約」以外の自動車保険や火災保険などの「一般の保険」についてどう考えるかが次のポイ
ントになる。金融商品の場合は、手数料が高いとその分購入者へのリターンが少なくなる。ところが「一
般の保険」の場合は、自動車保険でも火災保険でも、手数料の高低に関わらず、支払われる保険金に差
は生じない。つまり、手数料は、保険会社と保険代理店との事業者内部での配分に基づいて生じるもの
であり、顧客の利益には基本的には関係がないのである。
また、現在保険料は自由化されており、その価格は市場競争で決定される側面を持つ。従って、消費

者の保険料負担の問題は、手数料開示とは次元が異なる競争政策の場での議論であることを認識すべき
であると考える。
上記を踏まえ、「一般の保険」に関しては、「原則４」については報告様式上「非該当」と回答し、後

記5の説明を行うことが考えられる。（方針に明示が必要�な点も同じ）
4　報告に当たっての考え方
・「原則」はプリンシプルベースに基づき、これを採択した個々の金融事業者がベストプラクティスを競
い合うことを狙いとするものである。そのため、対応に当たって業界団体等がひな型を提示したり、取
組みをある方向に誘導したりすることは、原則の主旨に反するとされている。従って、今般の報告に当
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たっても、自社の判断に基づき、自社の言葉で説明することが前提となる。
・その場合、特定保険契約を含む金融商品の手数料が、流れとしては開示に向かっている中で、顧客と直
接接する保険代理店は、顧客の理解や納得という観点で難しい判断が求められることになる。今般の報
告においても、この際、独自の経営判断として「一般の保険を含む全面的な手数料の開示を行う」とい
う挑戦的な判断があるかもしれない。また、説明が困難であろうとも「顧客に手数料ポイント制度の中
身や決定の仕組みを説明する試み」が評価されるかもしれない。

・日本代協としては、前述の観点、並びに現在の手数料ポイント制度の仕組みから顧客に納得してもらえ
る説明が難しく、却って顧客に誤解を与えるおそれがある（手数料が高いこと＝販売にバイアスがかかっ
ているとの誤解）等の観点から、代手開示の義務化には反対の立場ではあるが、それを個々の会員に強
制することはできないし、やるべきでもない。

・しかし、個々の会員がどのような判断をするにしても、手数料の開示に関しては、これまでの経緯やそ
の背景にあるものをしっかりと踏まえることが大切である。少なくとも「開示のムード」に流され、「仕
方ないから」とか「この際、抜け駆けして」というような安直な、拙速な対応は避けるべきであると考
える。

5　2023年３月末時点の金融事業者リスト掲載代理店数
金融庁が公表するリストに掲載されている事業者は合計1171者であり、そのうち保険代理店は352者（乗

合代理店286者、生命保険代理店50者、損害保険代理店16者）である。
「原則４　手数料の明確化」については、会員各位から日本代協事務局並びに代理店経営サポートデス
クにも多くの相談が寄せられ、個別に対応してきたところ。リストに掲載されている全ての代理店の公表
内容を詳細まで確認しているわけではないが、ほとんどの代理店は「一般の保険」について手数料の開示
は行っていない。
記載内容は様々であるが、投資性商品等を全く取り扱わない代理店の例をあげると「当社の取り扱う金

融商品・サービス等に該当しないため、方針の対象としていない」といったものがある。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＜代手開示を巡る参考資料：栗山アドバイザー論考から抜粋＞
　✧　海外で、本当に開示は進んでいるか
アメリカやEUにおいて代理店手数料開示の動きが色々な形で議論されてきたのは事実であるが、ここ

で一つ確認しておかねばならないことは、「本当にアメリカやヨーロッパでは代理店手数料の開示が進ん
でいるのか」という点である。事実は「代理店手数料の開示の議論はされた。しかし、�実際にはごく一部
の例外を除いて開示は行われていない」というものである。開示が実施されているのは代理店ではなく保
険仲立人（保険ブローカー）の手数料である。保険ブローカーは、保険契約者の代理人であるから、それ
は当然のことである。では、なぜアメリカやヨーロッパで代理店手数料の開示が議論されたのか。
　✧　代理店と保険ブローカーを混同してはいけない
代理店手数料の開示についての諸外国の動きを見る際には、三つの観点からの整理が必要。第一に、保

険ブローカーと代理店という区分、第二に、保険会社が支払う手数料（コミッション）と顧客が支払う報
酬（フィー）という区分、第三に、保険商品ではあっても金融商品に近いものと通常の保険商品という区
分、この三つの区分によって手数料開示の扱いは異なる。
第一の保険ブローカーと代理店という点は、多分、わが国で「諸外国では開示が進んでいる」という事

実と異なる見方が登場する大きな理由は、保険ブローカーと代理店を混同していることによるものである。
法的に代理店は保険会社の代理人であるが、保険ブローカーは顧客の代理人である。法的位置付けの違い
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は手数料開示に関し大きな影響を与える。どの国においても、顧客の代理人である保険ブローカーに関し
ては、顧客に対する手数料開示を要求している。法律ではなく業界団体での自主規制によって実施してい
るケースや保険の種類や契約内容によって部分的な開示に留めるケースもあるが、顧客の代理人であるか
ら開示は当然といえる。ただし、保険ブローカーの手数料は代理店手数料と同じように保険料の一部であ
るため、開示とはいっても保険ブローカーによる自発的な開示ではなく、顧客が求めた場合に限るケース
が多く、わが国の保険業法もこれに該当する。
　✧　ニューヨーク州が唯一の例外
その一方で、保険会社の代理人である代理店に関しては一部の例外を除いて手数料の開示はどの国も求

めてはいない。唯一、アメリカのニューヨーク州においては「コンティンジェント・コミッション」とい
われるボーナスのような手数料を巡る不祥事を契機に、代理店手数料に関しても開示が要求されることに
なったが、これもアメリカの中でニューヨーク州のみの話である。ただ、アメリカやイギリスのように販
売チャネルの多くが保険ブローカーによって占められ、かつ代理店と保険ブローカーの兼営が容認されて
いる国においては、多くの契約が兼営の保険販売事業者を介して行われる。そのため、手数料開示そのも
のは普通にみられるというのが実態ではある。しかし、代理店手数料に関しては欧米のどの国でもごく一
部の例外を除くと、制度的に開示は行われていないという事実を認識しておくことが重要である。
　✧　手数料にはコミッションとフィーがある
第二は保険会社が支払う手数料（コミッション）と顧客が支払う報酬（フィー）という区分である。

EUにおける議論では、この点に大きな焦点が当たり、2016年２月23日に発効した「保険販売業務指令」
によって、長く続いた開示に関する議論の結論が出された。議論の途中段階では、手数料の全てを開示す
る案も作成されたが、最終的には「フィーは開示するがコミッションは開示する必要はない」ということ
で決着がついた。つまり、ここでもコミッションである代理店手数料の開示は見送りになっている。
一方、リスクマネジメントに伴うコンサルタント費用のようなフィーは、顧客が保険料の一部として支

払うものではないため、当然、開示の対象になった。これも、当たり前のことである。
第三の保険商品ではあっても金融商品に近いものと通常の保険商品という区分については、前述の通り、

多くの国において、金融商品に近い保険商品に関しては、むしろ積極的な手数料開示が要求されているの
が実態である。ここまで見ると、「アメリカやヨーロッパでは既に開示が進んでいる。だから日本でも開
示はやむ得ないことだ」という見方は妥当ではないということが分かる。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

■ 公的保険制度等に関する適切な情報提供…「保険会社向けの総合的な監督指針」等の一部改正
（2021年12月28日付）
保険募集を行う際には、顧客の意向を把握し、意向に沿った保険契約の提案を行うことが重要であるが、
今般、この点について、公的保険を補完する民間保険の趣旨に鑑み、保険募集人等が公的保険制度について
適切に理解をし、そのうえで顧客に対して、公的保険制度等に関する適切な情報提供を行うことによって、
顧客が自らの抱えるリスクやそれに応じた保障の必要性を理解したうえで、その意向に沿って保険契約の締
結がなされることが図られているかという点が、監督上の着眼点として明確化された。
なお、金融庁のホームページには、公的保険制度を解説するポータルサイトが開設されており、公的保険
に関する解説や、試験運用がスタートしている厚生労働省監修の公的年金シミュレーターの案内等がされて
おり、監督指針改正案の趣旨を踏まえ、こうしたツールを活用することも考えられる。　
今回の改正は監督指針として盛り込むものであり、公的保険制度の説明について一律の情報提供義務を課
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すわけではないとしている。ただし、取扱商品や募集形態に応じて創意工夫を発揮して対応することは、顧
客本位の業務運営に資するものと考えるとの見解もパブリックコメントの中で述べられており、具体的な取
り組みはプリンシプルベースにて各保険会社及び募集人に委ねられることになる。

■ 火災保険水災料率に関する有識者懇談会報告書（2022年３月31日付）
火災保険は、近年、台風、豪雨などの自然災害が多発・激甚化する中において、住宅の火災の他、風災、
雪災、水災といった自然災害による損害への補償を提供し、被災者の生活再建を支える重要な社会的役割を
担っている。
多くの損害保険会社の火災保険では、自然災害の多発、激甚化に伴う保険金支払いの増加により、保険料
率の引き上げが続いているが、個人向け火災保険においては水災リスクに係る保険料率に保険契約者ごとの
水災リスクの違いが反映されておらず、全国一律の保険料率となっている実態にある。
このため水災料率については、保険契約者ごとの水災リスクの実態に関わらず一律に引き上げが行われて
いるが、水災リスクが比較的低い地域に居住する保険契約者にとっては、水災料率の一律の引き上げは納得
感が得られにくいものと考えられる。その結果、低リスク契約者層が火災保険の新規加入や更新の手続きの
際に、水災補償を付帯しないこととなると、大規模水災発生時における補償の不足が生じることも懸念される。
こうした問題認識を踏まえ、水災料率細分化の在り方や、検討を進めるうえでの留意点などについて、金
融庁に設置した「火災保険水災料率に関する有識者懇談会」では、様々な分野の有識者から聴取した意見を
取りまとめた。2022年３月31日に報告書が作成されているが、その中に記載されている「損害保険会社に期
待される取り組み」は、消費者と直接の接点を持っている代理店に対して期待される取り組みと言える。
概要は以下の通りであるが、我々代理店に寄せられている期待と責任の大きさを改めて認識したい。
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⑴　自然災害に関する消費者のリスク認識の向上
①顧客への水災リスク情報の提供等
多くの損害保険会社・代理店は、ハザードマップや防災情報等を提供するなど、顧客の防災上

のリスク認識の向上に取り組んできたが、引き続き水災リスクをはじめとする各種リスク情報に
ついて積極的な提供に努める必要がある。
洪水ハザードマップに示される外水氾濫リスクの正しい理解や外水氾濫以外の水災リスクへ

の認識を促すことができるよう、一層の工夫を行っていくことが求められる。
また、水災リスク情報の提供と併せ、中小企業などを含む顧客に対する防災・減災に向けた支

援についても、引き続き積極的に取り組むことが期待される。
②水災料率細分化についての顧客への説明
水災料率細分化実施後の保険募集等に際しては、水災料率細分化の考え方や料率適用の状況等

について、顧客に対して丁寧な説明を行うことが期待される。
⑵　火災保険販売時等における積極的な水災補償の付帯勧奨

引き続き火災保険の販売時等に積極的に水災補償の付帯勧奨を行っていく必要がある。
特に、洪水ハザードマップ上の浸水深が浅いなどリスク認識を持ちにくい顧客や、契約見直し

の機会が少ない長期契約の顧客に対しては、積極的な水災リスク情報の提供等を通じて水災補償
の付帯率向上に向けた取り組みを行っていくことが期待される。
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顧客本位の業務運営の実現に向けて②
〈金融庁保険課長と全国代協会長との意見交換会〉

■ 日　時� 2023年３月10日（金）　16：00～18:00
■ 会　場� 損保会館　２F大会議室
■ 出席者� 金融庁：監督局保険課　課長� 三浦　知宏　様
� � 保険サービス監視専門官� 猶原　貫太　様
� � 保険サービス監視係長� 佐藤　智明　様

� 日本代協：都道府県　損害保険代理業協会会長（欠席１名　代理参加５名）　46名
� 日本代協役員、政治連盟役員、事務局� 30名　（計79名）

議　　事

Ⅰ．挨拶
１．日本代協・小田島会長　挨拶
・これより３回目となる、金融庁と代協会長との意見交換会を開会する。
・金融庁の三浦保険課長には、公務ご多忙の中ご臨席賜り、また開催にあたり、たくさんのご理解・ご協力
をいただいたこと重ねて御礼申し上げる。
・日頃より、私たち代理店は真の顧客本位の業務運営や、体制整備を実践し、見直し、より良い在り方を考
え続けている。経済状況も環境も大きく変化している中、地域に根ざし、お客さまと直接接点を持つ私た
ちだからこその課題や悩みがあり、また代協の仲間と取り組み、地元の皆さまから頼りにされる役割など
も多くある。
・事前に寄せられた全国からの質問、意見を中心に、三浦保険課長からお話しいただき、進行していくので、
より理解を深め、前向きな事業活動を展開できるように、この機会を活かしていただきたい。

２．金融庁・三浦保険課長様　挨拶
・昨年とおととしの本会合はオンラインでの開催であったが、コロナも次第に正常化してきていることから、
今回初めての対面開催となったと聞いている。やはり直接顔を合わせて意見交換ができる方が良いと感じ
ており、このような機会を与えていただき感謝申し上げる。
・自己紹介をさせていただくと、過去に大病を患い初めて保険金を受け取り、それは大いに治療費や生活の
助けになった。この経験が自分自身の保険行政を行っていく上での原点になっている。保険は何かあった
ときの経済的な保障・補償を提供してくれるものであり、我々が安心して生活を営んでいくためのインフ
ラだということを、知識だけでなく、契約者としての経験を含めて理解した。
・こうしたインフラが、どのような環境においても適切に普及していくためには、顧客本位の業務運営が必
要と感じている。当局から顧客本位の業務運営と言われると、「真に顧客のニーズに沿った保険商品を適
切に、公的保険サービスを勘案しながら、適合性も踏まえて提供していく�」というように、表現として
堅苦しくなってしまうが、私が保険金給付を受けたときに感じたように、保険に加入していて良かった、
と、顧客から「ありがとう」と言われる、心から感謝されるようなビジネスを行ってほしいことに尽きる。

５－２
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お客さまからの感謝が起点となって、どのような商品がお客さまからの感謝を得られたのか代理店さんか
ら保険会社に伝わることで保険会社がよい商品を作り、それをまた代理店の皆さまが販売して顧客の感謝
に繋がる循環ができることが一番良い姿なのではないだろうか。理想論かもしれないが、こうした形で保
険が普及していくことが、例えば高齢化や自然災害の激甚化などの社会課題そのものに対するプロテク
ションになっていけば更に良いのではないかと感じている。
・我々金融庁と財務局が行っている、代理店ヒアリングについて少し触れたい。お客さまからの感謝を起点
として好循環を作っていくことは、保険会社からではなく代理店の皆さまから直接話を伺うことが重要不
可欠であり平成29年度から実施している。今事業年度の現体制においては約90の代理店さんに対し金融庁
と各財務局で分担しながらヒアリングを行っている。
・項目を紹介させていただくと、まずは、障がい者対応について、その取組の必要性認知も含めた対応状況
を把握したい。次に、真のニーズに即した商品を提供するうえでは公的保険の情報提供が重要で、公的保
険を踏まえた保険募集に係るベストプラクティス事例収集を行っている。三つめが、サイバーセキュリティ
対策について、2020年10月に代理店さんに対するサイバー攻撃で多くの個人情報が漏洩した事件があった
が、サイバーセキュリティ対策は保険代理店さんだけでなく金融業界全体にとっても大きなテーマとなっ
ていることもあり、対策の状況を把握したい。次に、外貨建保険の共通KPIに関する取組状況について、
商品も複雑で苦情が多いことから、どのような説明をしているのかを含めて課題を把握したい。そして、
皆さまの関心が高いと思うが、損害保険会社による代理店への対応状況、皆さまと保険会社との関係につ
いてである。例えば、手数料ポイント制度や統廃合の取組状況について、損保会社目線ではなく代理店さ
ん目線での実態把握をさせていただくことが狙いである。そのほか、生保協会で策定された乗合代理店に
対する「業務品質評価基準」に関する取組状況やデジタル化推進に関する取組状況などの実態把握をさせ
ていただいている。この結果については、金融庁における保険行政で活用するとともに、次の保険モニタ
リングレポートで関係者の皆さまにフィードバックしたいと思っている。フィードバックすることを通じ
て、様々な意見が出てくると思うので、それを基に関係者と更に意見交換を行って、課題の解決に向けて
一歩ずつ進んでいければと考えている。

Ⅱ．意見交換
（事務局）
・今回は、あらかじめ４つのテーマ（注）を設定し事前に24の質問と取組事例含めて全体で32件の提出があった。
同趣旨の質問はこちらから関連して紹介し、三浦課長にコメントをいただき、更問やご意見をそこで発言
いただく形で進めていきたいと思う。
（注）４つのテーマは以下の通り。
①手数料ポイント制度、代理店合併・統合、乗合承認、他チャネルとの競争上の課題その他、保険会社
とのコミュニケーションの中で抱えている課題について

②業務品質の高度化や顧客本位の業務運営の実践に向けた取り組み、工夫している点の披露
③保険会社との連携で取り組んでいる施策等の披露
④金融庁への質問事項

・先ずはテーマ①「保険会社とのコミュニケーション」に関していただいた質問の紹介をさせていただき、
コメントをいただければと思っている。
・各地の代協から「乗合をすると手数料が下がるのに、保険会社は乗合代理店の募集活動を行っており矛盾
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があるのではないか」「手数料ポイント改定の問題」「口座振替手数料の代理店負担の問題」「自動車販売
店による特別の利益提供と思われるような事象」、「手数料ポイント制度についての意見」「公平・公正な
募集環境」、「代理店ポイント制度」、「手数料ポイントの査定」、「販売チャネル間で不平等と感じること」、
「抱き合わせ販売による割引行為」、「全チャネルへのコンプライアンスの徹底」、「団体扱い保険料の大口
割引制度について」「キャッシュレス問題」についての質問が寄せられているので、コメントをお願いし
たい。

（金融庁・三浦課長）
・非常に難しく、昔からある問題ではあるが、なかなか解決せず現在に至っていると認識している。まずは
代理店手数料ポイントについて、保険は我々が生活を安定していくための必要なインフラであるという社
会的役割を将来にわたって適切に果たしていくために、顧客本位の業務運営を徹底し社会からの信頼を得
ることが求められている。これを前提として、具体的なポイントそのものは、最終的には民民間の話になっ
てしまうが、その在り方については当事者間でよく話し合って解決すべき事項であり、個々の状況によっ
て変わり得るものではないかと思っている。基本的な考え方として、ポイントのウエイトや作り方は顧客
本位に資するのか否かを基準として、保険会社とよくコミュニケーションをとって考えていくことが重要
だと考えている。我々としては代理店の皆さま方と保険会社との間での円滑な連携を促し、顧客本位の業
務運営の更なる推進に向けて、代理店さんの業務品質管理の高度化を含め、より効果的・効率的な保険会
社における代理店さんの管理態勢の向上を促していきたい。ポイント制度は会社によって違うだろうし、
受ける代理店さんの規模などにより変わってくると思うので、具体的に顧客本位の業務運営の妨げになっ
ている事例があれば情報提供いただきたいし、これまでの意見交換会を受けて代理店ヒアリングでは保険
会社との関係を重点的に聞くことを主要項目の一つとしている。
・自動車販売店による車両代金値引きや付属品オプションサービスについて、「特別利益の提供」は保険業
法において禁じられているが、事実の認定は個々の状況を踏まえて判断すべきものである。スモールリペ
アについては、保険会社の経営判断として提供していることもあり、そのものが「特別利益の提供」にな
るかは同様に個別の話となってしまう。一般論として、顧客にとって、おかしいことがあれば、しっかり
みていく必要がある。
・水増し請求問題は個別の事案でありコメントは差し控えさせていただく。一般論として、保険契約者間の
公平性や顧客保護に問題があるようであれば対応していく。
・債務者団体割引などの金融機関の保険料割引や融資の抱き合わせ保険加入について、顧客がどのような補
償を望んでいるのかの意向把握をすること、また、重要事項説明書やパンフレットを活用してお客さまが
しっかり理解できるように説明することが重要であると考えている。仮に、顧客保護に欠けるようなもの
であれば、必要に応じて対応していく。
・団体契約等、限られた企業や団体でしか取り扱えない保険料割引や約款が存在することは公平公正な募集
環境とは言えないのではないか、との指摘については、保険会社は、それぞれの販売チャネルで強み弱み
を理解していると思っており、その強みを活かして保険契約者間の公平性を確保し、経営努力の中で団体
契約などを提供しているものだと認識している。勿論、団体契約においては対象となる団体や集団、契約
者や被保険者が各事業方法書に定める要件に該当することは当然であり、割引率の提供も適正なものであ
ることが必要であると考えている。そうした中で顧客保護に欠けるようなものであれば、しっかりとみて
いくことになる。
・公平公正なルールの下で、健全な競争をしなければ業界に未来はないという危機感をお持ちであることは
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理解できる。保険会社・代理店さんによる保険サービスの提供は国民にとって必要な社会インフラであり、
こうした社会的役割を将来にわたって適切に果たしていくためには、自身が適切なガバナンス機能を発揮
し、募集や契約者へのアフターフォローを含めた保全、支払いの各場面において、顧客本位の業務運営を
徹底することにより社会からの信頼を得ることが重要ではないかと考えている。そのような中で、ルール
は当然公平公正でなければならず、健全な競争を通じて顧客本位の業務運営を両立する形で推進していき
たい。
・キャッシュレス化が進展する中、政府としてもキャッシュレス化を推進しているところ。現金取引につい
ては、我々のモニタリングの中でもリスクが高い取引と考えている。具体的にはマネーロンダリングや金
銭詐取等のリスクが高いほか、現金を取り扱うことによる事務負担の重さ、事故のリスクなども孕んでお
り、キャッシュレス化を進めるメリットは大きいと考えている。それを前提として、保険料の支払い方法
のキャッシュレス化も、顧客利便を踏まえた社会的なキャッシュレス化推進のほか、代理店の費消流用防
止の観点から推進されているものと考えている。保険料の払込み方法については各保険会社が顧客利便や
社会ニーズを踏まえて判断すべきと考えるが、キャッシュレス化の推進によって却って迷惑をかけている
というような話があれば教えていただきたい。

（Ａ会長）
・保険には相互扶助という考えがあると思うが、我々保険代理店が真面目に業務推進している中で、現場の
声と保険会社の目線に違いがあるのは分かる。その中で、値引き行為や特殊な団体割引が公平公正な募集
なのか、顧客本位の業務運営の中で手数料ポイントはかなり弊害があるのではないかと感じている。改善
策や具体例など一歩進めていくための代案を出して議論に発展させていくことも必要だと感じているが、
いかがだろうか。

（金融庁・三浦課長）
・おっしゃる通り、保険は相互扶助により構成されているものである。手数料ポイントの在り方について保
険会社が一方的に決めている、頻繁に改定されている、といった声が上がっていることは認識している。
手数料ポイントの決め方については、競争施策の関係でいくと、あまり金融当局として介入していくわけ
にはいかず、具体的な手数料ポイントの水準などについては個別の話となり、最終的には民民の契約とい
うことになってしまう。そのような中で一歩進めていくには、顧客本位の業務運営という観点から、保険
販売の本来あるべき姿のビジョン等についてアンケートを活用するなどして保険会社や我々関係者と議論
していくことが必要ではないだろうか。例えば、手数料ポイントでは専属と乗合のポイント差や規模によ
るポイント差の問題があると思うが、少数であってもお客さまから信頼されている代理店さんがいるよう
に千差万別の世界なのだろう。このような点を関係者と議論を進めていただきたい。もちろん、規模が小
さいからアフターフォローがやりにくいということも一理あるが、そうしたことも踏まえて全体のマー
ケットデザインを整理したうえでの議論をしていただきたい。

（Ｂ会長）
・当地で纏めたことを披露したい。顧客本位の業務運営、顧客利益に繋がる業務品質と代理店手数料ポイン
ト制度の関係について保険会社と代理店の間でもっとオープンな論議が行われるべきではないかと考えて
いる。現状の代理店手数料ポイント制度は、保険会社が自社の営業方針に沿って一方的に定めていると言
わざるを得ない。一方で我々保険代理店は、それぞれの環境においてお客さまに直接向き合い、顧客の最
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善の利益を図るべく取り組んでいる。代理店手数料ポイント制度と顧客本位の業務運営がどのような関係
になっているのか、同じ方向を向いているのか、どれくらい向いているのか、または、同じ方向を向く必
要がないのか、客観的に提示された上で納得してこの仕事ができれば、とてもスッキリする。大阪代協で
は毎年、会員の声や想いを集約する取組を行っている。今年度実施したアンケートでは、会員約500名か
らの回答があった。その中には、「保険会社は代理店手数料体系において、規模・増収率のウエイトを減
らし、品質項目のポイントを増やした。しかし、保険会社が言う品質項目とは自社が注力したい項目に他
ならない。それが、代理店に求められる本当の品質なのだろうか。」また「代理店として、自分の手数料
のために顧客に無理を強いる場面が少なからずある。」といった声があった。効率化やコスト削減あるい
は保険料の単価アップを目的として顧客の実情を顧みないDXの推進が具体例としてあがってきた。代協
では、活力研において対話が行われているが、ここで申し上げているオープンな論議のイメージは、もう
少し幅を広げた参加者に対して一定の論議を期待する場であって、活力研とは目的が違うものを考えてい
る。このような機会が実現すれば大変ありがたいと思っている。

（金融庁・三浦課長）
・まさに現場で頑張っていらっしゃる方の声を直接届けていただいたのだと思い、感謝申し上げる。よりオー
プンな議論が行われるべきではないかということについては、同感である。一つの会社、一つの代理店、
一つの担当者になってしまうと話が進まないと思うが、そもそもの保険販売のあるべき姿をお互いが追求
していくことが重要であり、我々も顧客本位かどうかを起点にして、顧客本位になっていないポイントの
付け方は望ましくないと思っている。気になっているのが、規模・増収ウエイトを減らし、品質項目のウ
エイトを増やしたが結局自社の戦略に注力したものだ、ということだが我々も代理店ヒアリングでしっか
り聞いていきたい。各社からは品質に移行していると報告を受けているが実態は全然違うのではないかと
いうことがあれば教えていただきたい。

（Ｂ会長）
・具体的な事例で言うと、キャッシュレス化にしてもペーパーレスは今の時代に沿って動いてはいるのだが、
高齢者の方にとって可能なのか、それがないと代理店の手数料ポイントに影響してくる。そこが実際お客
さまの方を向いているのかが疑問が残るところが多い。すべてが顧客本位ではないところが気になる点で
ある。

（金融庁・三浦課長）
・今ご指摘のポイントは、お客さまは千差万別で一律に進めることは問題である、ということだと思うが、
キャッシュレス・ペーパーレスは顧客利便の観点からだと思う。一方デジタルに不慣れな方への対応はど
うするのか、お客さまの性質に合わせたポイントの在り方については、オープンかつきめ細かな議論が必
要ではないだろうか。

（事務局）
・続いて、「保険会社の代理店に対する品質認定要件」についての質問に対してコメントをお願いしたい。

（金融庁・三浦課長）
・保険の満期案内を早期に行うこと自体は、継続手続き漏れ防止の観点からおかしな話ではないと思う。逆
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に早めに案内することで、お客さまに迷惑が掛かってしまったという事例があれば教えていただきたい。
また、クレジットカード払等のキャッシュレス化は、業務の効率化、マネロン等を防ぐ意味でも重要なこ
とだと思うので、顧客本位の業務運営という観点だけではなく、代理店の皆さまや保険会社の皆さまのリ
スク管理という観点からも重要であると考えている。

（事務局）
・続いて、「適正な標準手数料」についての質問に対してコメントをお願いしたい。

（金融庁・三浦課長）
・代理店手数料については、民民間の個別の話になってしまうが、我々としては、一方的なものにならない
よう代理店さんの意見をしっかり聴取し、丁寧に対話を行うよう保険会社には促している。また、損害保
険協会との意見交換会の場においても、損害保険会社に対し丁寧な対話を行うよう求めており、引き続き
代理店さんと保険会社さんとの対話をフォローするとともに代理店ヒアリングの中でもしっかり意見を聴
きとっていきたい。

（事務局）
・続いて、「高齢者対応」についての意見に対してコメントをお願いしたい。

（金融庁・三浦課長）
・保険の引き受けについては、保険会社の経営判断に委ねられており、個々の引き受けに係るコメントは差
し控える。一般論としては、正当な理由がない契約更新の拒絶や条件変更は保険制度における相互扶助の
精神に反する可能性があると感じている。実際、保険会社が顧客保護に欠けるようなことを行っているの
であれば、教えていただきたい。

（事務局）
・続いて、直資代理店の全国組織化　全国大型代理店」についての意見に対してのコメントをお願いしたい。

（金融庁・三浦課長）
・大型化、統廃合の話ではないかと思う。お客さまとの接点となっているのは保険代理店の皆さまであるが、
大型化が正しいかどうかについては一長一短があると思うので、お客さまや地域に応じて多様性を許容し
つつ、様々な選択肢を視野に入れ、顧客本位の運営となることが重要だと考えている。

（Ｃ会長）
・我々専業代理店は産業分類でいうと金融・保険業になっているので、顧客本位の業務運営を追求していく
ことになっていると思う。一方で、兼業代理店も保険募集を行っている以上、顧客本位の業務運営につい
ては同様に追及していく、という考えでよろしいのか。

（金融庁・三浦課長）
・おっしゃる通り、専業兼業問わず保険ビジネスに携わる以上は、顧客本位の業務運営を推進していただく。
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（事務局）
・次にテーマを変えて④「金融庁への質問事項」に関して、「火災保険2021年６月参考純率の妥当性と負担
軽減策」について、質問があるのでコメントをお願いしたい。

（金融庁・三浦保険課長）
・損保会社そのもののビジネスモデルの根幹に係る重要な論点だと考えている。損害保険会社とビジネスモ
デルの持続可能性について論議をしているところではあるが、自然災害の激甚化やコロナにより自動車
マーケットが変わってきている等環境が厳しくなってきており、火災保険の減益を自動車保険で埋めてい
る状況が続いていると認識している。
・こうした中、自然災害のリスクが高まっており事故歴や建物の老朽化が進む中、災害が発生した際の被害
が大きくなる等の背景から、一定程度の火災保険の値上げについては、やむを得ないと思っている。一方
で、保険料が高すぎて保険に加入できず事故が発生した際に不幸な人が増えていく可能性が高くなるのは、
ご指摘の通りで、プロテクション・ギャップ（本来守られるべきところが守られていないというギャップ）
が出てきてしまう。これは、日本だけでなく国際的にも議論されており、保険監督者国際機構（IAIS）
の年次総会が11月に日本で開催されるが、その場でもプロテクション・ギャップについて監督当局として、
どのように向き合っていくべきかを議論することになっている。現時点で結論は出ていないが、あくまで
個人的見解として、プロテクション・ギャップを民間の保険だけで全て100％解消させることは無理な話
であり、地震保険のように公的カバーがあっても根本解決はできないと思っている。そこは、保険だけで
なく、防災・減災といったアプローチも加え、プロテクション・ギャップの縮小を検討していくのが良い
のではないかと考える。本来保険でカバーされるべきものが保険料高騰によりカバーされないかもしれな
いことに対する問題意識は適切なものと思っているし、我々としてもなんとかしなければと思っている。

（事務局）
・続いて、「代理店賠責の加入義務化」について、同様の趣旨の「代理店賠責」についての質問があるので、
コメントをお願いしたい。

（金融庁・三浦保険課長）
・代理店さんが保険募集にあたって保険契約者に加えた損害は、保険業法上、所属保険会社が責任を負うと
されており、他業種とは制度そのものの前提が異なる。一方で、保険会社が代理店委託につき相当の注意
をし、かつ、保険契約者に加えた損害発生の防止に努めていたにもかかわらず発生した損害については、
免責とされ、所属保険会社は代理店に対して求償権を行使できるとされている。こうしたバランスから、
代理店さんは代理店賠償責任保険に加入するなど、万一の場合に備えて体制整備することが重要だが、義
務付けることまでは難しいと考えている。

（事務局）
・続いて、「約款や用語の定義の統一」、「シン護送船団方式」、「（特約）保険会社の施策と顧客本位」、「商品
改定」について、商品系の質問があがっているので、コメントをお願いしたい。
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（金融庁・三浦保険課長）
・各保険会社がお客さまのニーズに合わせて様々な商品を創意工夫のもと開発すること自体は、契約者保護
に反する等の事がない限りおかしなことではない。その上で、過去に不払い問題が発生したときに要因の
一つとして商品の複雑性が指摘されたこともあり、顧客ニーズを踏まえながらもシンプルでわかりやすい
商品ラインアップとしている一方で、多様な顧客ニーズに対応するため一定のオーダーメードを可能とす
る商品などもあり、各社はわかりやすさや顧客ニーズ等のバランスを踏まえながら、多種多様な商品を開
発しているものと承知している。とはいえ、複雑すぎて顧客のニーズに沿っていない、代理店さんでも説
明困難であるような商品は望ましくないだろう。約款の完全統一はそれぞれが創意工夫しているところで
あり難しいと思う。特約については、保険会社本位の特約が付帯され保険料が上がってしまうような、顧
客本位の観点から見て問題となるようなものもあれば、顧客のニーズに即したかゆいところに手が届くよ
うな特約もあり、商品によって、それぞれであると思う。余計な特約が付いているから売れなかった、と
いう声が多く上がれば保険会社も見直しは行うと思うので、個別の需給の問題の中で解決されるのではな
いか。ただ、金融庁としては、顧客や契約者保護にとって適切な商品となっているかどうかについては、
商品審査の中でしっかりみていきたい。

（事務局）
・続いて、「損保資格制度」についての質問があがっているので、コメントをお願いしたい。

（金融庁・三浦保険課長）
・保険募集人には、保険募集に関し、適切な教育・管理・指導を受けて保険募集を行うことが求められてお
り、日本代協でも、代理店の体制整備に有用なカリキュラムからなる研修制度である「日本代協アカデミー」
を開設していると認識している。また、日本損害保険協会では「損害保険募集人一般試験」を実施してい
るのに加え、更なるステップアップを目指す仕組みとして「損害保険大学課程」を実施し、「損害保険プ
ランナー」や「損害保険トータルプランナー」の認定を行い、募集人の方々の質を高めていると認識して
いる。それを前提として「損害保険募集人一般試験」については、損害保険会社が保険募集人等に対して、
自社商品を取り扱うに当たり、合格及び定期的な更新を求めているところ、国家資格ではないが、損害保
険募集人には必須の資格であり、一定の基準として機能しているものと思っている。魅力を高めるという
観点からは、商品の内容や環境も変わってきており、外側よりも中身が重要になってくるのではないだろ
うか。

（事務局）
・続いて、「火災保険における特定修理業者」についてコメントをお願いしたい。

（金融庁・三浦保険課長）
・特定修理業者いわゆる悪質業者への対応はとても重要な問題だと思っている。損害保険業界では、自然災
害と無関係の損害をもとに保険金請求を行うことによる不正請求などのトラブル事案が増加していること
を踏まえ、損保協会において、不正業者が関与した事案の事例集および不正請求疑義事案検知のための
チェックシートを作成したり、AIの活用に向けた検討をしたりしているものと認識している。金融庁と
しても、こうした検討の実現に向けてサポートする観点で、法令上の課題等に係る検討に参画するととも
に、他省庁との協議等において損保協会と協働しているところ、引き続き、不正請求防止のための業界横
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断の取組に参画し、サポートして参りたい。

（事務局）
・続いて、「募集関連行為従事者の適切な情報提供料」についての質問が上がっているので、コメントをお
願いしたい。

（金融庁・三浦保険課長）
・具体的な金額、方法、回数など目安を示すことは困難だが、例えば、保険募集人が、高額な紹介料やイン
センティブ報酬を払って募集関連行為従事者から見込み客の紹介を受ける場合、一般的にそのような報酬
体系は募集関連行為従事者が本来行うことができない具体的な保険商品の推奨・説明を行う蓋然性を高め
ると考えられることに留意する必要があると考える。

（事務局）
・続いて、「代理店のマーケットデザイン」についての質問が上がっているので、コメントをお願いしたい。

（金融庁・三浦保険課長）
・昨今の保険業界を取り巻く環境をみると、ご指摘の通り自動車保険市場の縮小や自然災害の激甚化、少子
高齢化により人口構成が変わってきている等の中長期的な環境変化が起こっている。また、インシュアテッ
クなどデジタル化が進み、インターネットサイトから保険の申し込みができるようになるなど、ビジネス
そのものの在り方も変わってきているのだろうと考えている。そうなると、将来的にはポイント制度自体
が全く違ったものになるかもしれないし、市場全体として保険代理店の未来はどうなっていくのだろうか、
というイメージを関係者で共有し議論していくことが重要であると考える。金融庁のみならず、保険会社
においても環境変化やビジネスモデルの変化に対して危機意識を持っていると思う。そういった中で、保
険商品の性質も変われば、チャネルでの販売方法も変わってくると思う。例えば、地方で足の着いたビジ
ネスを行っている方と、メタバースの仮想空間の中でビジネスを行っている方への保険は全く違ったニー
ズがあるだろう。そこを踏まえて、どうしたらいいかについては関係者全員で議論していくことしかない
と思うが、金融庁としては、こうしたら良いという確固たる見解はない。ないからこそ保険会社や代理店
さんへのヒアリングを行っている。業界全体で、どのような姿が望ましいのかを議論することが重要だと
思っているし、このような話になればなるほど、ある損保会社とある代理店との個別の間で議論が進むも
のではない。我々も見解をモニタリングレポート等で開示していきたいと考えているし、それも参考にし
ていただきつつ、お互い一緒に考えていくということになるのではないか。納得感を持って仕事をしてい
ただくには多くのディスカッションを行い、共通認識を持っていくことが重要であると考える。

（事務局）
・次に、②「業務品質の高度化や顧客本位の業務運営の実践に向けた取り組み、工夫している点」について、
以下４代協の取組を披露したい。
・「○○県警サイバー対策室との協定締結・サイバー犯罪セミナー実施・保険会社との交流」、「公的保険制
度等に関するセミナーの開催」「自動車運転免許証返納時のトークスクリプト作成（個別代理店の取組）」、
「社会貢献活動・地球環境保護活動・防災減災活動を推進するための取組」について報告があった。
・次に、③「保険会社との連携で取り組んでいる施策等の披露」について、以下４代協の取組を披露したい。
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・「ドライブレコーダー特約付き自動車保険販売時に代理店手数料から拠出して交通安全対策のため寄付金
贈呈（三井住友海上プロ代理店会の取組）」、「日本赤十字社とタイアップした献血会の実施」、「保険会社
とタイアップしたプロ代理店向けのセミナー実施」、「特定修理業者情報の保険会社支払いセンターとの共
有」について報告があった。

（金融庁・三浦保険課長）
・様々な取組を披露いただきとても心強く感じている。販売チャネルである代理店さんが保険そのものを販
売するだけではなく、保険を通じて世の中にどう貢献できるのかを考えての取組と理解したが、保険から
良い意味で一歩はみ出て地域に貢献していく取組のご披露をいただいたということだと思う。これは損保
だけでなく生保にも共通することだが、どうしても販売チャネルの話となると最初に出てくるのが顧客本
位の業務運営、リスク管理、態勢整備といったことであり、これらはもちろん重要なことではある。その
中でも重要な顧客本位の業務運営が達成されるにあたっては、最初に申し上げた通り、顧客の皆さまに心
から「ありがとう」と言ってもらえるようなビジネスをすることであり、そのようになるためには、お客
さまだけでなくコミュニティとどういう関係を作っていくのか、当初予定していた顧客本位の業務運営を
さらに進めた形で、社会全体に貢献していくような事例を出していただいたのではないかと思っている。
今後まさに、販売チャネルにおいても当然デジタル化の話が出てくるだろうが、これらの活動は人対人が
ベースとなり、良い意味でのアナログでの貢献は代理店さんの手作りでないと価値が発揮できないもので、
顧客のみならず社会全体からも感謝されるようなものだと思う。財務局や我々が皆さま方をどのように監
督していくかといった話にとどまらず、皆様が社会全体に貢献していくためにどんな活動をされるのかを
真剣に考えていただいている証だと思うので、報告を聞いていて心強く思った次第である。

（事務局）
・他に報告したい事例はないか。

（Ｄ会長）
・本日はこのような機会を作っていただき、また、直接お話を伺うことができて感謝申し上げる。47都道府
県からの質問に対して真摯に答えていただき、三浦課長の人間性や懐の深さを感じている。今後ますます
金融の在り方や金融サービスの中で保険事業がどのようにお客さまに届けられ、どのようにお客さまの人
生や生活を助けたり、守ったり、希望を与えたりすることができる大事な社会インフラであるということ
を認識いただいており、ますます我々が明日から仕事に励めるのではないかと感じている。○○県代協で
は、毎年、県民生活課の消費者の声、△△市の消費者センターとの取組として担当者との懇談会を実施し
ている。損保・生保問わず苦情がADRに報告される前に取りまとめ代協内の役員に共有し、営業活動に
活かしている。また、○○神宮と□□稲荷の清掃活動を継続して行い、宮司さんとの情報交換、リヤカー
の寄贈を行っている。○○大学では、「損害保険代理店の仕事」をテーマに講義を行っており、大学生か
らは「保険代理店の存在を初めて知った」という声も寄せられ、我々の活動に理解をいただいている。そ
の他、高校での出前授業に対して先生、保護者からお礼の言葉をいただいており、まさしく地域に根付く、
地域のための我々の存在が、心通う、生活を助ける、ピンチを助けることで役だてる事例だと思い披露さ
せていただいた。

― 113 ―



（金融庁・三浦課長）
・それぞれの地域でしっかりと地に足をつけながら、単に保険を販売するだけではない、通常業務の枠を超
えた活動をされていることを改めて伺うことができて感銘を受けている。冒頭に申し上げたが20年、30年
前は、顧客と保険販売者との関係は、販売時と事故発生時だけの点と点のような関係だったが、これまで
の話を伺うなかでは、点を線にして線を面に広げていくような取組をされているのだと感じた。今はスマ
ホを使えない方がいるかもしれないが、今スマホを使いこなしている5、60代が将来スマホを使えなくな
ることはないと思うので、点を線にしていくのに一番楽なのはデジタルツールだと思っている。線を面に
さらに広げていく活動は、地域に対して保険ビジネスがどう貢献していくかが鍵であり、地域のより深い
ところに食い込んでいくことが極めて重要ではないかと思っている。

（事務局）
・予定していた時間となったので意見交換会を終了したい。

Ⅲ．小田島会長御礼挨拶
・たくさんの質問が寄せられたが、丁寧に回答いただき、私自身、課題を見る目、環境変化のとらえ方など、
視野が広がり考えが深まった。
・顧客本位の業務運営を進め、私たちの役割を果たしていくためには、保険販売にとどまらない、考え方や
知識の深さが必要だと再認識した。今後も代協の中で考えていきたい。
・公務ご多忙な中、貴重な時間を割いてご対応いただいた金融庁の三浦保険課長様に改めて御礼申し上げる
とともに、引き続きのご指導をお願い申し上げる。

� 以上
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関連法規の動向
〈金融サービス仲介業の創設〉

■ 金融サービス仲介業の概要
2020年６月５日に「金融サービスの利用者の利便性向上及び保護を図るための金融商品の販売等に関する
法律等の一部を改正する法律」が成立し、パブコメ等の所定の手続きを経て、2021年５月28日に政令等が交
付され、2021年11月１日から施行されることとなった。いよいよ我が国における新たな金融商品販売の担い
手としてオンラインを活用する「金融サービス仲介業」が誕生することとなった。
「金融サービス仲介業」は、複数業種、かつ隔地を含めた多数の金融機関が提供する多種多様な商品・サー
ビスをワンストップで提供する新しい形態の事業者であり、一つの登録を受けることにより、銀行・証券・
保険全ての分野のサービスの仲介を行うことができるとともに、一定の要件を満たせば、電子決済等代行業
の登録手続きも省略可能となる。これにより、利用者は、スマホアプリを入口として金融商品を横断的に仲
介する金融サービスを利用しやすくなることが見込まれる。規制緩和で新規事業者の参入を促し、消費者に
とっての金融サービスの利便性を高めていくことを目的としている。

　金融サービス仲介業に対する金融業態共通のルールは以下の通り。
⑴　一つの登録で銀行・証券・保険分野の仲介サービスが可能に
・従来、縦割りで別々の法律によって規制され、個別の登録が必要だった銀行・証券・保険の各サービ
スを「金融サービス仲介業」という単一の登録を受けることで仲介ができるようになる。

・それぞれの登録手続きや規制対応のコスト・ロードが削減でき、金融ワンストップサービスが提供し
やすくなる。また、新規参入する事業者が増えて適正な競争が行われれば、利用者側も選択肢が増え、
利用料金も下がるなどのメリットがあると考えられている。

⑵　所属制がなくなる
・「所属制」とは、仲介業者がサービスを提供する際に、その勧誘や説明等に関して所属（委託・受託
関係）している金融機関の指導を受け、顧客とのトラブルで損害賠償責任が生じた場合は、所属して
いる金融機関が損害を賠償する、というものであり、従来は銀行代理業者、金融商品仲介業者、保険
募集人等は必ずどこかの金融機関に所属しなければならないことになっていた。

・今回創設される「金融サービス仲介業」の事業者に対しては、様々なサービス提供ができるよう特定
の金融機関への所属を求めないことになった。

・その一方で、所属制がなくなると、金融機関の指導・監督責任や賠償責任義務もなくなるため、代わ
りに取扱可能なサービスの制限（高度な説明を要するサービスの取り扱いを制限）や利用者財産（サー
ビスの購入代金など）の受入禁止、保証金の供託義務により利用者保護を図ることになっている。

⑶　顧客資産の受入れは禁止
・あくまで仲介業者であるため、いかなる名目であっても顧客の資産を預かることはできない。

⑷　顧客情報の適切な取扱が必要
・これは金融サービス仲介業に限った話ではないが、仲介する別の分野や自社の兼業業務に顧客の事前
同意を得ずに顧客情報を使用する、また、親会社・子会社・グループ会社に勝手に顧客情報を提供す
る等の行為は禁止されている。

６
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⑸　顧客に対する情報提供が必要
・顧客が様々な金融サービスの中からニーズにあったサービスを選択するためには、幅広い情報が不可
欠となるため、既存の仲介業者と同様に書面交付や説明義務、顧客の知識・経験・財産の状況に合っ
た情報提供を行う必要がある。情報提供にあたり、虚偽を告げたり、不確定な事項について断定的な
判断を下したりすることは不可である。

⑹　誠実義務
・金サ業は「所属制」をとらず、各金融機関を中立に扱う立場となるため、誠実義務の遵守が重要にな
る。金融サービス契約の当事者となる金融機関との間の委託関係・資本的関係・人的関係の有無に関
わらず、顧客に対して誠実かつ公正に行動することが求められる。

⑺　金融機関から受け取る手数料は開示する必要がある
・金サ業者が金融機関から受け取る仲介手数料の多寡で商品を選択するインセンティブが働きうること
から、金銭面での透明性を確保し、顧客が安心して商品・サービスの選択ができるよう、金融機関か
ら受け取る手数料や報酬等は顧客の求めに応じて開示する必要がある。

⑻　現行法に基づく仲介業と同じ分野で金融サービス仲介業の登録を受けることはできない
・現行法（保険業法）に基づく保険募集人（保険代理店）は、金サ業に基づく「保険媒介業務」を同時
に行うことはできない。

・逆に言えば、現行法に基づく保険代理店が、「保険媒介業務」以外の「預金等媒介業務」、「貸付業貸
付媒介業務」、「有価証券等仲介業務」の全部または一部を行うことはできる。

⑼　その他
・既存の仲介業者と同様に、名義貸しの禁止、標識の掲示などの規制が課される。
・金サ業に対する規制は「共通規制」と「分野別規制」という体系で整理される。

■ 保険領域における既存制度との比較（上記記載を含む）
保険領域における金融サービス仲介業は、所属制を採用していない現行の保険仲立人の規制をベースに制
度設計が行われているが、代理店制度との相違点を整理すると以下の通り（意向把握義務、情報提供義務、
自己契約禁止、各禁止行為等は代理店と同様に規制される）。
業務範囲� ：媒介のみ（契約締結権限はなく、契約者の仲介に留まる）
� ��多様な商品・サービスへのアクセスを確保する必要はあるが、必ずしも仲介業者が

金融機関や顧客に代わって取引を成立させる必要はないとの判断による
所属制� ：なし
結約書交付義務�：�顧客と保険会社との間で保険契約が成立した時は、遅滞なくその内容を記載した結約

書を作成し、署名後、顧客と保険会社に交付しなければならない
手数料� ：受領先を限定せず（保険会社からも顧客からも受領できる）
手数料開示� ：保険会社から受領した場合、顧客の求めに応じて開示する義務あり
兼業規制� ：代理店や保険仲立人との保険媒介業務の兼業は不可
財産的基礎� ：事業規模に応じた保証金が必要
� �所属制をとらないことから仲介業者自ら賠償責任を負う必要がある

� 　事業開始から最初の事業年度終了後３か月までの間＝1,000万円
� 　�事業年度開始から終了の３か月経過までの間＝1,000万円＋前事業年度の年間受領

手数料の５％（ex.手数料１億円の場合、1,500万円）
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取扱可能商品� ：�高度に専門的な説明を要しない商品（商品設計が複雑でないものや日常生活に定着し
ているものなどに限定して取り扱いを認める）

＜取扱不可の商品＞
・特定保険契約（外貨建て保険、変額保険、変額年金保険等）
・不動産および動産を主たる保険の目的とし、主として火災によって生じる損害を補てんすることを
約する保険契約（専ら動産を保険の目的とするものを除く）

・再保険契約
・法人その他の団体または個人（事業としてまたは事業のために保険契約者となる場合におけるもの
に限る＝個人事業主を想定）を保険契約者とする保険契約

・団体保険（団体またはその代表者を保険契約者とし、当該団体に所属する者を被保険者とする保険
契約）に係る保険契約

・保険金額制限
〇　生命保険：1000万円
〇　医療・がん保険：600万円
〇　損害保険：2000万円　�　これにより保険金額「無制限」の商品は販売できない

＜上記を踏まえた保険分野の販売可能商品例�保険金額制限前提＞
【生命保険】　終身・定期保険、個人年金保険、医療保障保険、介護保険
【損害保険】　傷害保険、旅行保険、家財の火災保険、ゴルフ保険、ペット保険

■ 日本代協としての問題意識
金融サービス仲介業については、顧客の利便性向上の観点から制度創設自体に反対するものではないが、
従来保険代理店と保険仲立人（保険ブローカー）のみが保険販売に携わってきた業界に参入してくる新たな
業態の事業者であり、その動向は注視する必要がある。
2023年５月時点の登録業者は６社と、ごくわずかにとどまっているが、少なくとも「顧客保護に欠けるこ
とがないこと」、「代理店との競争条件が公平なものになること」は必要であり、当局にもその旨伝えている
ところである。
注視していく点は以下の通り。
①　手数料
顧客から手数料を得ることができることから、事業者サイドでその額を決めることができるとすると、

一物二価や特別利益の提供禁止規制との齟齬が懸念される。そもそも保険料がどのような形で提示される
のか、顧客から受け取る手数料に制限や制約はないのか、顧客への表示はどうするのか、手数料以外に提
供される金銭の取り扱いはどうするのか等、様々な疑問があり、既存の規制の存在を前提に、しっかりと
した制度設計を求めていく。
②　監督
金融庁・財務局が直接監督を行うことになるため、既存の保険仲立人と同様に事業報告書等の諸書類を

当局に提出することになるが、個人マーケットが主要ターゲットとなる金融サービス仲介業の場合、より
日常的な監督（例えば、募集文書の点検や不祥事の是正・再発防止等）が必要になると思われる。こうし
た機能を誰がどのように果たすのか、懸念がある。金融サービス仲介業者で設立される自主規制機関の規
制内容や実施状況等、注視していく。
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■ 金融サービス仲介業への向き合い方
既存の保険代理店が取りうる主な選択肢は以下の通りと考えられる。金融サービス仲介業を単に競合相手
としてとらえるのではなく、顧客に新たな価値やサービスを提供するために我々保険代理店がいかに戦略的
に活用するか、という視点からの検討も必要と考える。
①　現状のまま
②　自社で金融サービス仲介業を行う
現行法の保険代理店を維持しつつ、「預金等媒介業務」、「貸金業貸付業務」、「有価証券等仲介業務」を

行う
③　別会社を作り、そこで金融サービス仲介業を行なう
別会社で「保険媒介業務」も行なう場合、現行法の保険代理店の役員と別会社の役員は兼任できないこ

とに注意
④　金融サービス仲介業者と提携する
見込客の紹介など（ただし、保険業界の「募集関連行為」と同様の規制を受ける）
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共通化・標準化の推進

■ 基本的な考え方
保険業界は、少子化・超高齢社会の到来という大きな社会構造の変化の中で、市場の成熟化に備えざるを
えない環境にある。また、消費者の価格選好が強まる中で、社費の削減が重要な課題となっている。
多様な消費者ニーズへの対応や利便性向上を目的に各社の独自性が発揮されることは望ましいことである
が、保険会社間の競争が加速する中で、商品の複雑化や様々な業務プロセス、帳票の混在等によって、却っ
て消費者の理解を妨げてしまっているとすれば本末転倒である。
日本代協では、こうした認識の下で、「各社間の相違によって消費者の理解が阻害されたり、煩雑で面倒
な手続きの原因になったりしていること、業界全体で無駄なコストを生んでいること（結局それは消費者に
保険料増となって跳ね返る）、さらには、共通化・標準化することで消費者にとって大きなメリットになる
こと」を洗い出して損保協会に改善提案を行い、損保労連とも連携しながら取り組みの後押しを行っている。

■ 検討の視点
共通化・標準化の検討に際して必要な視点は、以下の４点である。
①　契約者（消費者）にとっての分かりやすさ・利便性の向上（トラブル、不信、無用なロードの抑制）
②　代理店・募集人の業務効率化（顧客対応時間の確保・生産性向上）
③　保険会社のコスト削減（収益改善、保険料引き上げ抑制）
④　環境変化への対応（新たな共通化・標準化領域の検討）
共通化・標準化は、保険会社各社における戦略・ビジネスモデルの違いやシステムの優劣が競争領域になっ
ている現状により「総論賛成、各論反対」になりがちであり、解決まで時間を要する課題が多いことは事実
である。しかしながら、業界全体として業務品質及び消費者の利便性向上を目指すことの必要性は共通の認
識にあると思われ、継続的な検討をすすめつつ実績を積み上げていくことが重要であると考える。

■ 日本代協の取り組み
日本代協では、2012年度に企画環境委員会が中心となって共通化・標準化が必要と考えられる具体的な案
件を洗い出して83項目にまとめ、同年９月26日付で損保協会に提出した。（詳細は2019年度版「現状と課題」
を参照）
損保協会における検討の結果、実現したもの（レジペイの導入（注）など）も複数項目あり、自賠責保険の

クレジットカード払の導入など実現に向けて検討中のものもあるが、独禁法上の課題等、様々な理由で検討
対象から除外、あるいは検討しない、とされた項目も多いのが実態である。
独禁法は言うまでもなく重要な法理であるが、時代や環境によって解釈が変化する面もあるため、聖域化
せずに検討の土俵に乗せてみることも必要である。そのため、本会としては企画環境委員会が中心となり、
先ずは幅広く現場の声を収集することとしている。その上で、案件毎に精査を行って改善要望をまとめ、損
保協会に対して年１回程度、提言を行う方針としている。
2021年度からは、「商品・料率規程等の解釈の標準化」に関する検討を行っている。独禁法上の問題が大
きなテーマであるが、あくまで消費者にとってプラスになるかどうかという観点で、改善提言につなげるこ
とが可能かどうか、引き続き検討を行っていく。
また、デジタル革命が進む中、コロナ禍の影響による非接触型決済の進展や電子マネーによる給与支払い
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の実現などを展望すると、保険料の支払方法も自ずと変化し、口座振替と並んでクレジットカードやオンラ
イン決済のニーズがますます高まるとものと考えられる。この場合、代理店にとって大きな課題となるのが
決済手数料であるが、業界一体となって関連業界との折衝を行いながら、利用しやすく、現行制度よりも費
用が安く、消費者にも代理店にも保険会社にもメリットがある仕組みを構築していく必要がある。

＜注：口座振替・共同決済端末（レジペイ）の導入＞
2012年に本会が損保協会に行った提言の一つである「口座振替依頼書の共通化」に関し、損保業界では口
座振替登録手続をペーパーレスで行う専用決済端末「レジペイ」を開発し、2018年３月から実用化を行った。
消費者の利便性を向上させ、代理店・募集人の業務効率化を実現し、保険会社の業務効率化・コスト削減
に寄与する “三方よし” の仕組みであり、口座番号や印影を他人にみられたくないという契約者ニーズに適
うものでもあるが、専用決済端末を携行する必要がある等、“何でもスマホ”の時代にはそぐわない面もある。
今後は、クレジットカード決済や電子マネーによるオンライン決済に対応できるようバージョンアップを
図る必要がある。

■ 損保協会の取り組み
損保協会では、技術革新のスピードが加速する現代において、新しいテクノロジーを積極的に活用し、会
員各社の業務の効率化・標準化を進めることで、お客さまの利便性向上につなげていく必要があること、新
型コロナウイルス感染症の影響で、社会全体で書面・押印・対面を前提とする業界慣行の見直す機運が高まっ
ていることを踏まえ、業務の共通化・標準化の取り組みを強化している。
その一環として、2020年７月に「事務検討特別部会」を設置し、お客さとの契約締結から事故対応、保険
金支払いに至るまでの保険会社の様々な業務について、業務プロセスの視点から課題を洗い出し、解決に導
く体制を構築している。
具体的な成果として、2021年10月に「損害保険料控除証明書に関する共同システム（電子発行やマイポー
タ連携）」が構築され、サービスを開始している。会員会社のうち11社が参加し、97％以上の地震保険契約
が対象となっており、2022年10月にはセキュリティの強化や顧客の利便性向上に資する機能を追加した。
また、自賠責保険の引き受け・契約管理業務の改善に向けては、業界共通の共同システムを新たに構築す
ることで、最終的に「異動・解約の非対面手続き」「保険料のキャッシュレス」を実現するため、2024年度
中のサービスインに向けて、システム開発が進められている。
その他、損保協会にて取り組みを進めている課題は以下の通り。
・火災保険の質権設定に関わる関係帳票の共通化
・自賠責保険の支払業務における保険会社間の情報交換業務のペーパーレス化
など
今後、消費者ニーズはますます多様化することが予想されることから、利便性と品質を両立させながら、
非対面・非接触・ペーパーレスに適した業務プロセスを選定し、着実に実現していく方針としている。
損保協会の方針は本会と同じベクトル上にあり、今後は損保労連も含めた各団体の連携を強化し、業界全
体で取り組むことが重要と考えている。
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組織力の強化
〈代協正会員の増強と支部の活性化〉

■ 組織力強化の基本方針
日本代協は、お客様に直接接する保険代理業者の業界団体として、「損害保険の普及と一般消費者の利益
保護」を図るため、長年にわたり地道な活動を続けている。
日本の損保市場の約91％は代理店扱であり、本会の発展は保険業界発展の礎ともなるものである。一方で、
本会が社会の信認を得て持続的に活動を展開するためには一定の組織力を保持する必要がある。
本会の会員は法人としての各都道府県代協であり、個々の代理店は各代協の会員という位置づけである。
従って、会員増強は各代協の経営課題そのものであるが、本会の事業目的達成のために必要な取り組みでも
あるため、当面は日本代協グループとして全代協一丸となって取り組む方針としている。

１．会員増強

■ 前提となる基本的な考え方
⑴　組織率目標：組織の核となる専業代理店については、中期的に各都道府県において過半数を超える組織
率（各保険会社の専業代理店数を分母として算出した推計値＝換算専業代理店組織率）となるよう取り組
む。但し、これは通過点であり、代協という業界団体の存在価値を考えた場合、本来の理念的な目標値は
「全代理店（約16万店（注））を分母に置いた組織率50％超」の水準であることを認識しておく必要がある。
（現時点では現実感を持ちにくいが、この場合は、約８万店の会員が必要）
（注：2021度の代理店統計については、損保協会ホームページ＞統計＞募集形態データ　参照）
https://www.sonpo.or.jp/report/statistics/boshu/index.html

⑵　チャネルの考え方：代協は「保険募集・顧客対応のプロ」として活動する保険代理店の団体としての役
割発揮を目指している。一方で、業界統計上のチャネルは画一的な属性区分に過ぎず、専業・兼業という
用語には「プロか否か」という質的概念は含まれていない。また、統計上専業とは「他の事業の収入が全
体の50％を超えない」というだけで、専業代理店が100％専業であることを意味しているわけでもない。
逆に、兼業に区分されていても、保険部門を有して専任者を配置する等により、高い専門性と対応力を発
揮し、顧客の期待に応えている代理店が数多く存在している。
本会の理念と照らし合せた場合、画一的なチャネル区分で会員資格を縛るのではなく、｢保険募集・顧

客対応のプロ」としての志と能力を持った代理店であれば、チャネルを問わず広く仲間として迎え入れ、
互いに切磋琢磨しながら発展していくことが重要である。
⑶　組織を挙げた取り組み：会員増強運動は、現実問題としてハードルが高い取り組みである。それだけに
一部の役員・委員長だけの仕事ではなく、会員増強の目的を代協内部で共有し、全員参画型の組織運営を
行いながら、具体的な目標設定とターゲットの明確化、進捗管理を確実に行い、成果につなげていくこと
が必要である。

■ 各代協にとっての会員増強の位置付け
2009年８月25日付の定款変更により、個々の代理店は各代協の正会員という位置づけになり、会員増強は
各代協の組織課題となっている。従って、各代協においては、自らの組織運営上必要な運営経費を賄える会
員数・会費額を念頭におき、計画的に会員増強活動を推進する必要がある。
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日本代協全体においては、増強運動の盛り上げを図るため、敢えて「入会ベース」の目標を定めて取り組
むが、各代協では、安定的かつ積極的な代協経営をするために必要となる会員数を確認し、「増強」に取り
組むとともに、ガイドブック「会員資格・会費の考え方」（注）を参考に、各代協の事情に応じて会費体系のあ
り方も見直しする必要がある。
（注：「会員資格・会費の考え方」は以下の背景から、旧ビジョン委員会で検討・作成したものである。
①� 環境変化を受けて代理店の統廃合等が進み、今後代理店数の減少が予想されること、また、募集従事
者数１、２名の会員が全体の１/３にあたる約3,700店存在している実態を踏まえ、今後を見据えた上
で会費収入のあり方を考える必要があること

②　募集従事者数を勘案した会費体系（加算方式・区分方式）の代協と、募集従事者数に関係なく一律会
費の代協がそれぞれ存在している。また一般会員の解釈の違いから、会費区分の有無や管理方法も代
協によって異なっているが、こうした中で2019年度においては複数の代協が赤字経営を強いられてい
る実態があり、日本代協として検討の方向性をアドバイスする必要があった。

■ 代協正会員の増強（仲間づくり推進）と2023年度の取り組み
⑴　2022年度の総括と会員増強に当たっての心構え
日本代協の組織目標は、先ずは換算専業代理店組織率50％超の達成であるが、現実を踏まえたステップ

として、2022年度は仲間づくり推進の目標を「入会ベース」とし、各代協の入会目標値の合計411店の達
成を目指して取り組みを行った。その結果は、411店の入会目標に対して、362店、88.1％の達成率となり、
年度末最終合計10,997店となったが、専業換算組織率は51.8％であった。代理店の合併・統合のペースは
緩やかになっており、３年前▲377店、２年前▲424店、昨年▲250店と比較すると▲97店（入会が362店、
退会が459店[うち合併等による退会340店]（昨年度は入会331店、退会581店[内合併等による退会435店]））
と圧縮できた。
具体的な取り組みとしては、会員増強は「通年運動」が基本であるという原点に立ち、「連クォーター

稼働（４半期ごとにステップを刻んで加入増目標を達成していく）」を推進し、16代協が目標のステップ
を刻んで入会数を積み上げた。また、10月末の進捗状況を踏まえて、2022年12月から全国一斉「代協正会
員増強キャンペーン」を実施した結果、「目指せ、三冠王！」の入賞やグレードアップの取組みと一体となっ
て、盛り上がりを図ることができ、「増強：±０以上年間減少脱却キャンペーン」では23代協（昨年は10代
協が達成）が達成した。
入会目標を達成した代協は、V19：福岡、V10：滋賀、V９：山梨・京都・奈良・長崎・熊本、V７：徳

島、V５：福井・鹿児島・沖縄、V４：北海道・三重・石川・大阪・山口・香川・宮崎、V２：神奈川、
V１：青森・岩手・福島・新潟・長野・群馬・千葉・愛知・岐阜・富山・和歌山・岡山・鳥取・広島・大
分と全34代協となった。また、換算組織率において、香川84.7％、徳島82.4％、京都82.1％、奈良76.1％、
滋賀74.6％、岡山72.9％、和歌山72.4％、鳥取72.0％、石川70.0％と９代協が70％を超えた。
⑵　仲間づくり推進（正会員増強運動）【2023年度の主な取り組み】
①　組織委員会：
ａ．前記⑴④の基本方針に則り、日本代協の本年度目標は「362店」の入会とする。　
ｂ．上記目標達成のため、各代協の入会数目標を下記基準で定める。
◆　入会数目標：�2022年３月末「みなし専業未加入代理店数×２％」に「みなしオールチャネル未加入

代理店数×0.1％」を合算した数値とする。
� 〔専業未加入代理店50店の１店、（専業も含めた）オールチャネル未加入代理店1,000�
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� 店の１店を会員に迎えれば全代協が目標達成できる水準値〕
◆　激変緩和措置：�組織率が80%を達成している代協は、みなし専業未加入代理店数×２%を適用せず、

ALLチャネル未加入代理店数×0.1%のみの算出とする。（該当は３代協のみ）�
②　各代協：
ａ．組織の安定的かつ積極的な運営に必要な会員数・会費額を検証したうえで、中期増強計画を策定し、
段階的に増強（正会員実数増）を図る。

ｂ．上記Ⅰのガイドラインは「入会数のミニマム基準」とした上で、2022年度の「増強目標数」を事業
計画に定め、各代協の総会にて組織決定し、取り組む。

　組織率50％達成済みの代協は、独自の目標設定を行い、増強計画を策定する。
⑶　仲間づくり推進（代協正会員増強）のための取り組み：
①　各代協における仲間づくり推進（増強活動）は年間を通して推進する。進捗状況によっては、下期の
特定期間において、日本代協全体で「入会キャンペーン」の実施を検討する。

②　「仲間づくり推進（入会数基準）」「トータルプランナー受講者募集」「代協独自取組み項目」を必達項
目とする『三冠王』制度を継続し、目標達成代協・ブロックを表彰する。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【Ａ：必須項目】
1　仲間作り「入会数」目標達成
2　「損害保険トータルプランナー」受講者募集目標達成
【Ｂ：代協独自取組み項目】
〇　各代協は以下の選択肢の中から一つ以上を選び、「三冠王」の目標に位置付ける。
❶　日本代協アカデミーの利用代理店数
❷　ぼうさい探検隊マップコンクール：ミニマム表彰基準＝３団体（マップ数ではなく団体数）
　　但し、正会員数500名以上の東京、大阪、北海道、福岡、各代協は５団体
❸　事業継続力強化計画認定取得会員数：代協正会員数の20％（中企庁認定ベース）
　　※2022年度20％達成代協は25％、2022年度25%達成代協は30%を目標値とする。
❹　BCP策定済会員数：代協正会員数の30％（会員申告ベース）
　※2022年度30％達成代協は35％、2022年度35%達成代協は40%を目標値とする。
❺　学生に対する出前授業の実施：ミニマム表彰基準＝３校（講義次第・資料・実施報告書の提出）
❻　代協の会費体系の見直し：表彰基準＝総会議事録の提出
❼　「社労士認証制度」『宣言企業』以上会員数：表彰基準＝代協正会員の10％（社労士会認定ベース）
　※2022年度10％達成代協は15％を目標値とする。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
③　「紹介の仕組み作り」を行い、組織一体となった取組を推進する。
・既存会員に紹介を依頼する（１会員年間１紹介の依頼など）
・保険会社に協力を依頼する（“保険会社にとっての代協加入のメリット” を伝える）

④　代理店賠責や各種情報入手の場以外の代協加入のメリットを明確化し、情宣を行う。（組織委員会）
⑤　退会の際には理由を確認し、会員減の防止に役立てる。
＜参考マニュアル等＞�「正会員増強マニュアル」・「非会員向けPRリーフレット」・「保険代理店の賠

償責任（PPT�10分版・音声入）」・「You�Tube動画　PR企画」
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⑷　損保各社との連携強化
①　各代協において、損保各社との面談や共同企画の実施等を通して協力体制構築に取り組む。（総会、
賀詞交歓会、各セミナー、社会貢献活動等のイベントへの参加等）

②　日本代協においては、損保７社との個別懇談会や個別アテンドを実施し、代協入会・日本代協アカデ
ミー等の協力依頼を行う。

［参加会社（50音順）］
AIG損害保険・あいおいニッセイ同和・共栄火災・損保ジャパン・東京海上日動・日新火災・三井住友
海上（各社の地域営業推進・専業代理店担当部長）／�損保協会（募集・教育企画部長）

２．基盤強化
■ 人材育成研修会
人材育成研修会は、募集人の資質向上と代協活動の次代の指導者を育成するために重要な取り組みである。
また、本研修会を計画的に開催している代協は、退会抑制とともに会員増強にも成果を出しているところが
多い。各ブロックにおいては、参加者にとって有意義な研修となるよう取り組む必要がある。
毎年４つのブロック毎に４年に１回のサイクルで開催していたが、変化の激しい時代に対応できないとの
問題提起を受けて、2020年度から２年に１回のサイクルに改めた。

年　度 開催ブロック

2023年度 北東北、上信越、東関東、東京、近畿、阪神、四国、九州南

2024年度 北海道、南東北、南関東、東海、北陸、東中国、西中国、九州北

■ 組織の強化と基盤整備
⑴　基本的な考え方
組織は人の集りであり、組織の活性化は組織を構成する人、とりわけそのリーダーの資質に負うところ

が大きい。代協活動は本業そのものではないが、本業のレベルを引き上げたり、その環境をより良くする
ことを目的とした本業支援の活動であり、いわゆるボランティアではない。役を引き受けた以上、各代協
会長・支部長は高い倫理観をベースにした明確なビジョンと責任感を持ち、リーダーシップを発揮して組
織運営に取り組むことが求められる。この場合、最も大事なスキルは「バランス感覚」と「傾聴」の姿勢
であり、会員の声に謙虚に耳を傾け、対話をベースにした組織運営を実践することがポイントとなる。
全ての代協は法人格を有しており、社会の期待も、社会に対する責務も大きなものがある。変化が激し

い時代だからこそ、改めて代協活動の原点に戻り、支部・代協・ブロック協議会の更なる活性化を図り、
対外的なパワーの源泉となる組織力を強化することが重要である。
一方で、各代協間の活動にはどうしても温度差が生じるため、ブロック協議会の場を通して認識や課題

の共有化を図り、代協会長の課題解決をサポートする必要がある。
なお、業界団体の特性上、各代協のリーダー役は、代協活動と本業（保険代理業）を両立させるだけで

なく、自らの本業を発展させることで、他の会員の模範となることが求められる。
⑵　ブロック・代協・支部の強化
①　会員情報の収集・整理：
各代協においては、自代協の組織運営上必要な会員情報をリスト化し、収集する。
各代協の会員情報管理について、現状並びに全国一元管理の必要性に関するニーズ把握を行う。

②　支部活動の強化：
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　�支部活動は代協活動の原点である。「集い、語らい、高め合う」代協の基本精神に則り、定期的な
意見交換やセミナーを開催し、支部メンバーの参画を促す。運営に当たっては、以下に留意する。
・オンライン会議を活用する（好取組事例の共有と活用スキル向上＝やってみる、触ってみる）
・定期的な顔合わせの機会を設ける� ・全会員が支部の活動に参加するように仕組む
・イベントの際は広く声をかけて盛り上げる� ・地域の各団体との協力関係構築を図る

　組織委員会では好取組事例の情報収集を行い、発信する。
　代協会長は、支部長の悩みを聴き、相談に応じ、活性化を支援する。

③　各代協の会員資格と会費モデルの検証：（三冠王自主取組み項目の一つ）
　�代協活動の基盤となる会員資格（正会員・一般会員・賛助会員）と各々の会費の状況を確認し、旧
ビジョン委員会策定のガイドラインに沿って持続的な組織運営を目指し、必要に応じて改定する。

　会費改定に当たっては、「募集従事者数リンク」を前提として検討する。
　�代協会長は地域担当理事・組織委員会と情報を共有しながら検討を進める。地域担当理事・組織委
員会は各代協の検討をサポートする。

　代協総会における会費改定決議を「三冠王」独自取組み項目の表彰基準とする。
④　情報と熱を伝える取り組み：
　�各代協においては、代協会員に対する情報発信（会報、SNS、メール等）を定期的に行い、日本代
協の方針や活動の状況、各代協の好取組、業界関連動向に関する情報の共有化等を図る。

⑤　若手会員・女性会員の育成・登用：
　�各代協においては、将来の指導層育成と組織の活性化のため、若手や女性会員を登用し、世代交代
を図る。（ex.期限を決めて役員を交代する、登用する人数目標を定める�[クオータ制]�等）

⑥　新入会員オリエンテーションの実施
　新入会員の参画意欲向上のため、各代協で原則第一四半期にオリエンテーションを実施する。
併せて、可能な限りフォローアップ研修を実施する。

　�新入会員には具体的な活動への参加の仕組みをつくり、参画を促す。（全会員をどこかの委員会や
PT、イベント担当等に割り振る　等）

⑦　組織運営のガバナンス確保：
　各代協においては、関連法規を遵守し､｢一般社団法人運営マニュアル｣を参考に組織運営を行う。
特に、代協事務局職員に対する労働関係法規遵守に留意する。（代協版各種ひな型参照）

　�各代協の運営に資する情報収集と知識習得に努め、弁護士・税理士等専門家のネットワークを活用
し、各代協の個別問題解決を支援する。

⑧　ブロック協議会活動の強化：
　各ブロック協議会は年４回会合を開催して情報共有化を図り、各代協の取り組みを共有する。
併せて、他代協の取組事例を参考にして相互の活性化を図る。

　�ブロック協議会の役割、運営要領等については、旧ビジョン委員会策定の「ブロック協議会運営ガ
イドライン」を参照する。

　ブロック協議会の開催費用は日本代協負担とし、その額は実態を踏まえて適宜見直す。
⑨　代協のオンライン環境整備：
　�オンライン会議やセミナー開催等に伴うシステム関連設備の整備・拡充のため、各代協に対し、資金面※

・ノウハウ面での支援を行う。（※Wi-Fi環境、カメラ、マイク、パソコンなどの購入資金援助）
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日本代協コンベンション

■ コンベンション開催の経緯
2009年８月、本会の正会員資格を個々の代理店から法人格を取得した全国47都道府県代協の代表者に変更
する定款変更を行った。これに伴い、本会の総会には各代協の会長が参加することとなったことで、全国の
代協会員の交流の機会が失われることとなった。そこで、総会とは別の時期にコンベンション形で新たな交
流の場を設けることにしたものである。
開催に当たっては、関東圏各代協の若手会員と東京代協・日本代協事務局によるプロジェクトチーム（PT）
が手作りで企画・運営を行い、2011年11月に最初のコンベンションを開催した。以後、毎年11月に定例イベ
ントとして開催している。

■ コンベンションの目的
従来の総会に代わり全国の代協会員が集い、語らい、高め合うことを目的とするとともに、行政や損保協
会、各保険会社、業界他団体など多くの業界関係者を招いた情報交換と懇親の場として開催※している。
（※2010年まで損保協会主催であったが、コンベンションを開始する際にこれを日本代協主催の会費制に
改め、適正化を図った）

■ 第１回コンベンション…『震災を通して代理店の価値を考える』
⑴　テーマ：
2011年３月11日に発生した東日本大震災において、自ら被災しながらも契約者のために奔走した被災地

代理店の経験・教訓を踏まえ、全体テーマを上記とした。なお、震災からの復旧の最中であり、また、原
発の影響が現実の危機として続いていたことを踏まえ、華美を排し、内容重視で開催した。
⑵　日程・内容：
◇2011年11月18日（金）12：30～17：00　式典の部［於：ヤクルトホール（約350名）］
①　式典［来賓］
金融庁監督局保険課長　小原　広之�様・日本損害保険協会�専務理事　浅野　広視�様

②　功労者表彰式［功労者］
加納　敏孝�様（愛知県代協）・髙山　本丸�様（京都代協）・前田　房夫�様（大阪代協）・
須藤　正巳�様（故人・岡山県代協）・平岡　俊二�様（徳島県代協）・千守　隆�様（愛媛県代協）

③　キャンペーン表彰式［2011年２月会員増強キャンペーン目標達成代協］
26代協（北海道、宮城、やまがた、福島、新潟、栃木、茨城、千葉、岐阜、三重、富山、滋賀、京
都、奈良、大阪、兵庫、和歌山、島根、徳島、香川、高知、福岡、大分、佐賀、宮崎、熊本／代表：
福岡県代協）

④　代協会員懇談会［コーディネーター：山中副会長］
⑤　被災地代理店によるパネルディスカッション［コーディネーター：岡部会長］
［パネリスト］　藤原　真琴�氏（岩手県代協副会長／MS岩手株式会社）
� 小林　良昭�氏（宮城県代協副会長／株式会社エス・ハート）
� 尾形　京平�氏（宮城県代協／東海あんしんサポート株式会社）
� 石塚　健二�氏（福島県代協／有限会社S・BC）

9
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� 山本　惠一�氏（福島県代協／有限会社ハート・＆・ハート）
◇同　18：00～20：00　懇親会の部［於：東京第一ホテル（約450名）］
①　来賓ご挨拶：日本損害保険協会�会長　隅　修三�様（東京海上日動社取締役社長）
②　被災地からのメッセージ：被災地代協代表挨拶、復興への決意表明、名産品紹介と支援のお願い

◇11月19日（土）10：00～15：00　分科会の部［於：損保会館（約300名）］
①　基調講演：日本損害保険協会�常務理事　栗山　泰史�様「損保代理業の明日を考える」
②　分科会（ゼミ形式）：
［野崎ゼミ］：「ハザードマップを活用した防災・減災活動」� 野村総研　野崎　洋之�様
［中﨑ゼミ］：「お客様目線の事業承継を考える」� 保険ジャーナリスト　中﨑　章夫�様
［北村ゼミ］：「やりがいのもてる職場環境とは」� 臨床心理士�医学博士　北村　　勉�様
［𡈽川ゼミ］：「I-netを活用した地域密着型保険経営のヒント」 名案企画　𡈽川　尚己 様

⑶　備考：
全体を通して高い評価をいただいたので、次年度も同規模・同内容にて開催することとし、以降このス

タイルが定着した。

■ 第２回コンベンション…『地域における代理店ブランドを考える』
⑴　テーマ：
第１回目のコンベンションは「代理店の価値」を再認識する機会となったが、価値は消費者が決めるこ

とであり、「価値がある」ことを認めてもらう必要がある。そのためには、「困った時に真っ先に顔が浮か
ぶ存在になる」ことが必要であると考え、第２回目のコンベンションは、地域の専業代理店を中心とした
小規模事業者の代理店ブランドを考える契機にすることとした。
⑵　日程・内容：
◇2012年11月16日（金）12：30～17：00　式典の部［於：ヤクルトホール（約350名）］
①　式典［来賓］
金融庁監督局保険課長　小原　広之�様・日本損害保険協会�専務理事　浅野　広視�様

②　功労者表彰式［功労者］
長尾　忠正�様（北海道代協）・長野　稔泰�様（埼玉県代協）・剣持　正明�様（山梨県代協）
坂上　正則�様（三重県代協）・本田　勝久�様（京都代協）�・藤本　宏志�様（山口県代協）
葛石　賢秀�様（香川県代協）・平田　正次�様（佐賀県代協）・前田清�様（宮崎県代協）
大城　勝也�様（沖縄県代協）

③　キャンペーン表彰式［2012年２月会員増強キャンペーン目標達成代協］
14代協（山梨・岐阜・石川・福井・滋賀・京都・奈良・和歌山・岡山・香川・高知・福岡・大分・
長崎）

④　代協会員懇談会［コーディネーター：泉副会長］
⑤　基調講演　テーマ：「小が大を超える―マーケティングの法則」
� 講　師：静岡県立大学経営情報学部�教授　岩崎　邦彦�様

◇同　18：00～20：00　懇親会の部［於：東京第一ホテル（約450名）］
①　来賓ご挨拶：日本損害保険協会�会長　柄澤　康喜�様（三井住友海上社代表取締役社長）
②　ご当地ブランド紹介：南九州ブロック（宮崎県・鹿児島県・沖縄県の名産品・銘酒紹介）

◇11月17日（土）10：00～15：00　分科会の部［於：損保会館（約300名）］
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［岡部ゼミ］：「実践者に聞く『地域に認知される代理店』のあり方とは」（司会：岡部会長）
� ・株式会社dii�代表取締役　永井　伸一郎�様（岐阜県代協）
� ・株式会社藤吉保険事務所�代表取締役　藤吉　友子�様（岐阜県代協）

［中﨑ゼミ］：「不況下でも躍進する代理店に学ぶこれからの専業代理店の事業のあり方」
� 保険ジャーナリスト　中﨑　章夫�様

［𡈽川ゼミ］：「インターネットを活用した地域密着型保険代理店経営のヒント」
� 名案企画株式会社�代表取締役　𡈽川　尚己 様

［安東ゼミ］：「地域密着の代理店としてのブランドづくり」
� 株式会社ブレインマークス�代表取締役　安東　邦彦�様

■ 第３回コンベンション…『“魅力ある企業” としての代理店を考える』
⑴　テーマ：
代理店としての存在価値やブランドの前提となるのは、人のために活き活きと働く社員の存在であるが、

一企業として見たときの代理店の魅力を高めないと人材は集まらず、持続的発展も望めない。そうした認
識の下で、社員にとって働きたい会社、働きやすい会社はどうあるべきか考える機会を持ちたいとの思い
で、第３回目のテーマを上記に定め、社員満足を起点とした経営品質向上の重要性を考える機会とした。
⑵　日程・内容：
◇2013年11月15日（金）12：30～17：00　式典の部［於：ヤクルトホール（約350名）］
①　式典［来賓］
金融庁監督局保険課長　諏訪園　健司�様・日本損害保険協会�専務理事　浅野　広視�様

②　功労者表彰式［功労者］
武田　忠穂�様（宮城県代協）・関根　　茂�様（埼玉県代協）　・大江　金男�様（岐阜県代協）
瀧山　健次�様（滋賀県代協）・保田　定昭�様（和歌山県代協）・田中　　仁�様（福岡県代協）

③　代協会員懇談会［コーディネーター：泉副会長］
④　日本代協アドバイザー就任ご挨拶［丸紅セーフネット株式会社�常勤監査役　栗山　泰史�様］
⑤　基調講演テーマ：「成果の出る組織と出ない組織の違い」

� ～オペレーション能力ではなくマネジメント能力に着目せよ～
� 講　師：株式会社静鉄ストア�代表取締役会長（当時）
� 　　　　名古屋商科大学大学院マネジメント研究科（MBA）客員教授　望月　広愛�様
◇同18：00～20：00懇親会の部［於：東京第一ホテル（約450名）］
①　来賓ご挨拶：日本損害保険協会�会長　二宮　雅也�様（日本興亜損保社代表取締役）
②　ご当地ブランド紹介：西中国ブロック（山口県・広島県の名産品・銘酒紹介）

◇11月16日（土）10：00～12：00分科会の部［於：損保会館（約300名）］
［ＰＴゼミ］：「夢を持てる保険代理業とするために」（司会：杠葉PTサブリーダー）

・株式会社ウォーム　奥田　耕平�様（東京代協）
・株式会社小酒保険�代表取締役　小酒　廣士�様（石川県代協）

［中﨑ゼミ］：「製販分離時代の代理店組織化の留意点」保険ジャーナリスト　中﨑　章夫�様
［𡈽川ゼミ］：「魅力ある企業としての代理店を考える」

ファシリテーター：名案企画株式会社�代表取締役　𡈽川　尚己 様
パネラー：株式会社コスモワーク�代表取締役　朝倉　憲太郎�様

― 128 ―



　　　　　伊藤保険株式会社�代表取締役　伊藤　由美子�様
　　　　　有限会社トータルサポート�代表取締役　田村　淳�様

［安東ゼミ］：「プロ代理店が『家業』から『企業』になる方法」
株式会社ブレインマークス�代表取締役　安東　邦彦�様

■ 第４回コンベンション…『代理店におけるコミュニケーションのあり方を考える』
⑴　テーマ：
代理店とお客様、保険会社、社員、地域社会他全ての関係者との信頼関係構築の基盤となる「コミュニ

ケーション」の原点を学ぶ機会とすることを目的として開催した。
⑵　日程・内容：
◇2014年11月14日（金）12：30～17：00　式典の部［於：ヤクルトホール（約350名）］
①　式典［来賓］
金融庁監督局保険課長　諏訪園　健司�様・日本損害保険協会�専務理事　堀　政良�様

②　功労者表彰式［功労者］
大島　昭夫�様（愛知県代協）・髙橋　幸雄�様（奈良県代協）・大畠　晏�様（大阪代協）
松村　建造�様（和歌山県代協・故人）・村上　公明�様（愛媛県代協）
酒匂　康男�様（鹿児島県代協）

③　代協会員懇談会［コーディネーター：小出副会長］
④　基調講演　テーマ：「現役道化師から学ぶ組織・社内環境をプラスに変えるコミュニケーション手法」

講　師：NPO法人�日本ホスピタルクラウン協会�理事長　大棟　耕介�様
◇同　18：00～20：00　懇親会の部［於：東京第一ホテル（約450名）］
①　来賓ご挨拶：日本損害保険協会�会長　櫻田　謙悟�様（損害保険ジャパン社代表取締役）
②　ご当地ブランド紹介：近畿ブロック（滋賀、京都、奈良の名産品、銘酒紹介）

◇11月16日（土）10：00～12：00　分科会の部［於：損保会館・ホテル聚楽（約300名）］
［ＰＴゼミ］：名案企画株式会社�代表取締役　𡈽川　尚己 様（ファシリテーター）

「好取組代理店によるパネルディスカッション」
渡辺　健一�様（有限会社渡辺総合保険事務所�代表取締役：宮城県代協）
絹田翠々英�様（株式会社ABC�代表取締役：岡山県代協）
葭谷　広行�様（ユナイテッド・インシュアランス株式会社�代表取締役：埼玉県代協）

［中﨑ゼミ］：保険ジャーナリスト　中﨑　章夫�様����
「法改正動向を踏まえた保険会社の事業戦略・プロ代理店に期待していること」

［増島ゼミ］：森・濱田松本法律事務所�弁護士　増島　雅和�様（元金融庁保険課在籍）
「募集制度の変革に伴う代理店のあり方」
～小規模損害保険代理店における体制整備のあり方を中心として～

［松本ゼミ］：株式会社A.I.P�代表取締役　松本　一成�様（東京代協）
「リスクマネジメント視点からの法人マーケット開拓」
～企業経営の支援者としての保険提案について～

⑶　備考：
会場使用（喫煙マナー）について会場管理者から改善要請※があったが、喫煙場所が確保できず、また、
全面禁煙にするのは現実的ではないため、翌年度は会場を変更することとした。（※会場をお借りしたヤ
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クルトは健康支援企業であり、禁煙が徹底されている）

■ 第５回コンベンション…『代理店のマネジメントのあり方を考える』
� ～個人の能力を高め、組織の力を高める～
⑴　会場の変更：
前年度の指摘を受けて、ビジョン委員会で検討の結果、会場手配、交通手段、講師手配、損保協会役員

や各保険会社の社長等の懇親会への出席、PTメンバーの負担等を考慮し、当面は東京地区での開催を前
提に進めることとなった。
これを受けて、各代協へのアンケート結果を踏まえ、開催規模を拡大できて予算も妥当な範囲に収まり、

会場の移動がなく、喫煙スペースも確保できる東京・お台場のホテルLE� DAIBA（現在のホテルグランド
ニッコー東京　台場）にて開催することとした。
⑵　テーマ：
多様な人材の能力を引き出し、組織としての力を発揮しながら持続的に成果を生み出すために最も重要

な「経営者の資質（マネジメント能力）」について考えることを目的に開催した。
⑶　日程・内容：
◇2015年11月13日（金）12：30～17：00　式典の部［於：ホテル�LE�DAIBA（約350名）］
①　式典［来賓］
金融庁監督局保険課長　井上　俊剛�様・日本損害保険協会�専務理事　堀　政良�様

②　功労者表彰式［功労者］
米川　武夫�様（千葉県代協・故人）・鈴木　啓喜�様（愛知県代協）・関本　誠一郎�様（京都代協）
山本　　誠�様（大阪代協）・都筑　定宣�様（高知県代協）

③　代協会員懇談会［コーディネーター：小出副会長］
④　基調講演　テーマ：「チームマネジメント～今治からの挑戦～」
講　師：サッカー日本代表�元監督　岡田　武史�様

◇同　17：30～19：30　懇親会の部［於：同上（約470名）］
①　来賓ご挨拶：日本損害保険協会�会長　鈴木　久仁�様（あいおいニッセイ同和社�代表取締役）
②　ご当地ブランド紹介：北海道代協

◇11月14日（土）10：00～12：00　分科会の部［於：損保会館・ホテルジュラク］
［高林ゼミ］：「保険業法改正とコンプライアンス」

高林　真一郎�様（イーエデュケーション株式会社�顧問）
［中﨑ゼミ］：「改正保険業法を踏まえた、製販分離時代の勝ち残れるプロ代理店の目指す姿」

中﨑　章夫�様（保険ジャーナリスト・日本代協アドバイザー）
［𡈽川ゼミ］：「成果の上がる強いチームのつくりかた」𡈽川尚己 様（ファシリテーター）

＜パネラー＞　安島�　裕子�様（有限会社ハロー保険サービス�代表取締役：福島県代協）
加藤　�　睦�様（株式会社ベストパートナー�代表取締役：神奈川県代協）
三根生�啓太�様（株式会社イーズコーポレーション：愛媛県代協）

［弘田ゼミ］：「直資代理店を経営して気づいたプロ代理店の経営マネジメントと事業戦略のヒント」
弘田　拓己�様（三井住友海上�営業企画部部長）

⑶　備考：
会場を変更しての開催であったが、参加者からは高い評価を頂くことができた。式典会場から懇親会会
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場への移動の必要がないこと、懇親会会場が２倍の広さになったこと、喫煙場所が十分確保されたこと、
ホワイエが広く開放感があったことなどにより、参加者・運営サイドともに環境は大きく改善された。
一方、式典会場は手狭な印象があり、椅子の配置や演台の高さ等、細かな改善が必要であることが判明

したため、次回に活かすこととした。

■ 第６回コンベンション…『消費者から見た代理店のあり方を考える』
⑴　テーマ：
改正保険業法の施行により、募集プロセスを中心にお客さまとの接点のあり方が大きく変わりつつある

中、改めて消費者から求められる（選ばれる、必要とされる）代理店の価値、経営品質を考える契機とす
ることを目的として開催した。
⑵　日程・内容：
◇2016年11月４日（金）13：00～17：30　式典の部［ホテルグランドニッコー東京�台場（約420名）］
①　式典［来賓］
金融庁監督局保険課長　岡田　大�様・日本損害保険協会�専務理事　堀　政良�様

②　功労者表彰式［功労者］
師岡　邦雄�様（神奈川県代協）・小西　泰弘�様（岐阜県代協）・中田　　博�様（富山県代協）
森田　　雄�様（滋賀県代協）　・田中　研一�様（大阪代協）　・穴田　一善�様（広島県代協）
丸山　満秋�様（徳島県代協）　・橋本　安彦�様（福岡県代協）・村上　暢敏�様（熊本県代協）

③　代協会員懇談会［コーディネーター：小出副会長］
④　基調講演　テーマ：「旅する視点で見るサービスの本質～おまけや値引きはサービスではない～」

講　師：ベルテンポ・トラベル・アンドコンサルタンツ�代表取締役　高萩　徳宗�様
◇同　18：00～20：00　懇親会の部［於：同上　約510名］
①　来賓ご挨拶：日本損害保険協会�会長　北沢　利文�様（東京海上日動社�代表取締役）
②　ご当地ブランド紹介：熊本県代協（熊本復興支援のため、東海ブロックから変更）

◇11月５日（土）10：00～12：00　分科会の部［於：損保会館・ホテルジュラク他］
［坂東ゼミ］：「お客さまのニーズに向き合った損害保険契約と代理店の役割」

坂東　俊矢�様（京都産業大学大学院法務研究科�教授）
［中﨑ゼミ］：「市場激変と保険代理店の近未来」

中﨑　章夫�様（保険ジャーナリスト・日本代協アドバイザー）
［山中ゼミ］：「確実にお客さま満足度が高まる公的保険アプローチとは」

～売上と満足度の向上を両立させる新たな切り口～
山中　伸枝�様（一般社団法人�公的保険アドバイザー協会�理事）

［栗山ゼミ］：「InsurTechの時代に、保険の原点を考える」
栗山　泰史�様（丸紅セーフネット株式会社�常勤監査役・日本代協アドバイザー）

⑶　備考：
式典会場については、椅子の配置や演台の高さ等の改善を行ったが、面積は変わらないため、手狭な印

象は拭えず、また、机がないので記録が取れない等の声もあったことから、次回改善することとした。
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■ 第７回コンベンション…『お客さまに必要とされる代理店を考える』
⑴　テーマ：
今代理店に強く求められている「顧客本位の業務運営」を徹底し、お客さまと長くお付き合いしていく

ためのポイントはどこにあるのか、社員の活力を生み出し、お客さまをファンにし、社会と調和しながら
持続的に発展するためにはどうすればいいか、そうした経営上の課題を考える契機とすることを目的とし
て開催した。
⑵　日程・内容：
◇2017年11月２日（木）13：00～17：30　式典の部［ホテルグランドニッコー東京�台場（約430名）］
①　式典［来賓］
金融庁監督局保険課長　岡田　大�様・日本損害保険協会�専務理事　堀　政良�様

②　功労者表彰式
折橋　久昭�様（宮城県代協）・赤羽　豊喜�様（長野県代協）・甲賀　伸郎�様（東京代協）
良知　克彦�様（静岡県代協）・吉村　克己�様（奈良県代協）・橋本　英丸�様（大阪代協）
鈴木美恵子�様（兵庫県代協）・大崎　二郎�様（岡山県代協）・冨永　紘一�様（福岡県代協）
中村　勝弘�様（福岡県代協事務局）・上原　義弘�様（沖縄県代協）

③　代協会員懇談会［コーディネーター：小出副会長］
④　基調講演　テーマ：「人を大切にする五方良し経営」

講　師：株式会社さくら住宅�代表取締役　二宮　生憲�様
◇同　18：00～20：00　懇親会の部［於：同上　約510名］
①　来賓ご挨拶：日本損害保険協会�会長　原　典之�様（三井住友海上社代表取締役）�
②　ご当地ブランド紹介：東海ブロック（前年度予定の繰り延べ）

◇11月３日（金・祝日）10：00～12：00　分科会の部［於：損保会館・ホテルジュラク・MS社駿河台新館］
［中﨑ゼミ］：「保険新局面におけるお客さまを守り切るプロ代理店の戦略」

�中﨑　章夫�様（保険ジャーナリスト・日本代協アドバイザー）
［尾籠ゼミ］：「代理店成長モデル」～新たな営業の方向性を目指す～

�尾籠　裕之�様（株式会社業務プロセス研究所�技術アドバイザー）
［鈴木ゼミ］：「代理店経営におけるコーチングの活用」

�～顧客と社員の満足度向上に向けた「対話力」を学ぶ～
�鈴木　義幸�様（株式会社コーチ・エイ�取締役社長）

［生島ゼミ］：「代理店経営に欠かせない経営理念・企業文化」
�生島　秀一�様（株式会社ヒューマン＆アソシエイツ・株式会社保険プラザ 代表取締役）

⑶　備考：
分科会が選択方式のため、希望のゼミを複数受講することができないとの声があったことから、次年度

から受講者の評価が高かった講師に連続登板いただくことを検討することとした。

■ 第８回コンベンション…『変化の時代だからこそ、“変えるもの” と “変えないもの” を考える』
⑴　テーマ：
人口減少やAIの進展等に伴って社会基盤が大きく変化する激動の時代だからこそ、改めて保険代理業

の立ち位置＝何のために、誰のために存在しているのか＝確認することが重要になる。そのためには、変
えるべきものと変えないものをしっかりと認識する必要があるとの問題意識から、上記をテーマに開催し
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た。自分の何を変え、何を変えないのか、その理由を突き詰めること、言い換えれば、自社の軸を定める
ことが、不確実性に満ちた未来に踏み出す一歩になるのではないかと考えて設定したものである。
⑵　日程・内容：
◇2018年11月30日（木）13：00～17：30　式典の部［ホテルグランドニッコー東京�台場（415名）］
①　式典［来賓］
金融庁監督局保険課長　横尾　光輔�様・日本損害保険協会�専務理事　岩崎　賢二�様

②　功労者表彰式
中島　一雄�様（福島県代協）・又木　鉄心�様（栃木県代協）・伴　敏行�様（福井県代協）
芦田　　弘�様（京都代協）・額田　行夫�様（和歌山県代協）・尾場瀬　和男�様（熊本県代協）

③　代協会員懇談会［コーディネーター：小平副会長］
④　基調講演　テーマ：「私の経営理念～人を活かす経営～」

講　師：株式会社ふくや�代表取締役会長　川原　正孝�様
◇同　18：00～20：00　懇親会の部［於：同上（526名）］
①　ご来賓挨拶：日本損害保険協会�会長　西澤　敬二�様（損保ジャパン日本興亜取締役社長）
②　ご当地ブランド紹介：北東北ブロック

◇11月３日（金・祝日）10：00～12：00　分科会の部［於：損保会館・ホテルジュラク］
［中﨑ゼミ］：「保険代理店の個性化・多様化～デジタル社会のもとでの「人のネットワークビジネス」

の展望～」
中﨑　章夫�様（保険ジャーナリスト・日本代協アドバイザー）

［尾籠ゼミ］：「代理店成長モデルの構築～新たな営業の方向性を示す～」
尾籠　裕之�様（株式会社業務プロセス研究所�技術アドバイザー）

［岩崎ゼミ］：「21世紀の保険代理店を考えよう：事業の再定義とマーケティングの方向性」
岩崎　邦彦�様（静岡県立大学経営情報学部　教授・日本代協アドバイザー）

［栗山ゼミ］：「ついに始まる代理店同士の競争�「顧客本位の業務運営」の真の狙いとは」
栗山　泰史�様（日本代協アドバイザー）
（株式会社　保険システム研究所　シニア・フェロー）

⑶　備考：
懇親会の部における一部会員のマナー違反（来賓挨拶中の私語）の指摘を受けたため、次回の改善点と

した。分科会では、前年度特に好評であった［尾籠ゼミ］を再度開講した。

■ 第９回コンベンション…『時代の変化に対応し、持続可能な代理店経営を考える』
⑴　テーマ：
人口減少という大きな社会基盤の変化の中で、ITやAIが加速度的に進展し、社会を変えていく激動の

時代だからこそ、改めて自らの事業のあり方を検証し、持続的な成長につなげるためのポイントを考える
機会とすることを目的として開催した。
⑵　日程・内容：
◇2019年11月１日（金）13：00～17：30　式典の部［ホテルグランドニッコー東京�台場（412名）］
①　式典［来賓］
金融庁監督局�保険課長　横尾　光輔�様・日本損害保険協会�専務理事　岩崎　賢二�様

②　功労者表彰式
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髙梨　重勝�様（北海道代協）・鈴木　　孝�様（岩手県代協）・飯島　俊治�様（茨城県代協）
大藪　邦嗣�様（東京代協）　・髙崎　　巧�様（愛知県代協）・尾崎　健二�様（石川県代協）
奥　　忠道�様（大阪代協）　・鴨居　義成�様（山口県代協）・井内　一志�様（徳島県代協）

③　代協会員懇談会［コーディネーター：小平副会長］
④　基調講演　テーマ：「人工知能（AI）は私達の暮らしをどう変えるか」

講　師：中央大学法科大学院教授　弁護士　野村　修也�様
◇同　18：00～20：00　懇親会の部［於：同上　519名］
①　来賓：日本損害保険協会�会長　金杉　恭三�様（あいおいニッセイ同和社　代表取締役社長）
②　ご当地ブランド紹介：九州北ブロック

◇11月２日（土）10：00～12：00　分科会の部［於：損保会館・ホテルジュラク］
［中﨑ゼミ］：「デジタル社会化と代理店ビジネスの活路」

～コンパクト代理店が躍動する新たな地平を考える～
中﨑　章夫�様（保険ジャーナリスト・日本代協アドバイザー）

［櫻井ゼミ］：「お客様にとっても従業員にとってもプラスになる企業作り」
櫻井　英裕�様（リブラス株式会社�代表取締役／北海道代協所属）
古川　純子�様（同・業務管理責任者　兼　バックオフィス責任者）

［岩崎ゼミ］：「21世紀の保険代理店を考えよう：事業の再定義とマーケティングの方向性」
岩崎　邦彦�様（静岡県立大学経営情報学部　教授・学長補佐・地域経営研究センター長）
（日本代協アドバイザー）〔再登板〕

［牧野ゼミ］：「シンギュラリティ時代の保険と代理店経営」
牧野　　司�様（東京大学大学院�非常勤講師・日本代協アドバイザー）

⑶　備考：
参加者からのアンケート結果を踏まえ、次年度は以下の点を検討することとした。
①式典等の運営の見直し（座席間隔の確保、「ITリアルタイム質疑応答サービス」の活用）　
②懇親会（着席方式での開催と会場拡大の検討）
③分科会（講演映像の日本代協アカデミー等での配信�事前了解前提）
④その他（食事の量・質見直し、演出効果充実等を前提とした場合の予算引き上げの可否）

■ 第10回コンベンション開催中止（延期）の経緯
第10回コンベンションは2020年11月６日・７日の開催を予定していたが、新型コロナウイルス感染拡大

の終息が見通せず、全ての関係者の安心・安全を確保することが難しいと判断されたため、開催を中止し、
2021年度に延期することとした。なお、代協会員懇談会は、Q&Aの作成交付で代替することとした。
また、功労者表彰の選考は９月14日に予定通り実施し、表彰自体は次年度に行うこととした。

　各保険会社も年末までのイベント、懇談会等の中止を決めていること
　講師や参加者のスケジュール、ホテルのキャンセル料等を考慮すれば、早めの決断が必要なこと
（キャンセル料についてはホテルサイドと折衝し、最小限に抑えてもらうよう努める）
これを踏まえ、次年度第10回コンベンションについては、第９回での開催を予定していた「ホテルグ
ランドニッコー東京　台場」にて、2021年11月５日（金）・６日（土）に開催することとした。
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■ 第10回コンベンション…『これまでの10年、これからの10年を考える』
⑴　開催の前提と位置付け：
・ワクチン接種の進行とともに11月には感染が収まることも期待できたが、専門家でも様々な意見があ
る中で、希望的観測を前提に企画を進めることはできないため、９月の理事会においてオンライン配
信のみで11月に開催することとした。
また、分科会、パネルディスカッション（第10回記念特別企画）は夫々１週間の間隔を空けて開催す
ることとした。

⑵　テーマ：
◇　メインテーマ：　「これまでの10年、これからの10年を考える」
◇　サブテーマ：�　　～あなたはどんな一歩を踏み出しますか？～

⑶　日程・内容：
1　「式典」＝�11月５日（金）12：30～18：00　［ホテルグランドニッコー東京�台場］
〇　開催形式　ホテルからオンライン配信
〇　来賓挨拶
・金融庁監督局保険課長　池田�賢志�様　
・日本損害保険協会　会長　舩曳�真一郎�様（三井住友海上社�取締役社長）

〇　功労者表彰　2020年度・2021年度２年分を対象とし、各表彰者を映像とナレーションでご紹介
＜2020年度＞
藤原　広洋�様（青森県代協）・高尾　英明�様（新潟県代協）・廣瀬　章�様（神奈川県代協）
稲垣　昭�様（三重県代協）・井澤　正生�様（富山県代協）・長谷川　勝広�様（奈良県代協・故人）
松山　敦洋�様（兵庫県代協）・山中　昭平�様（大阪代協）・渡辺　眞一�様（岡山県代協）
澤村　良二�様（熊本県代協）

＜2021年度＞
木内　彰�様（やまがた代協）・佐藤　勇�様（新潟県代協）・坂本　靖�様（山梨県代協）
畦地　正治�様（岐阜県代協）・高橋　哲也�様（石川県代協）・藤居　弘憲�様（京都代協）
門　靖夫�様（和歌山県代協）・佐藤　徹�様（鳥取県代協）・松崎　達文�様（徳島県代協）
長友　久人�様（宮崎県代協）

〇　会員懇談会　�第10回記念として基調講演を２コマ実施するため開催を見送り（昨年同様Q&A集の
配布で対応）

〇　基調講演（録画提供）
【講演①　講師】　豊嶋　広氏（BSテレビ東京　解説委員）

「これまでの10年　これからの10年」
【講演②　講師】　望月　広愛氏（株式会社MATコンサルティング�代協取締役社長）

「10年後を見据えたビジョンとそれに向けての戦略策定・展開の重要性」
2　「懇親会」＝�中止
3　「分科会」＝11月12日（金）13：00～17：00�　日本代協事務局からオンラインにて配信
［飛松ゼミ］：「Endless�Journey　～社員が「仕事」と「人生」を楽しむ会社へ～」

飛松　哲郎 様（株式会社アイ・ステージ　代表取締役／愛知県代協所属）
［櫻井ゼミ］：「私たちのプリンシプル経営　～リプラスこれまでの10年、これからの10年～」

櫻井　英裕�様（リブラス株式会社　代表取締役／北海道代協所属）
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［栗山ゼミ］：�「『保険代理店』というビジネスモデルを考える　～これまでの時代と断絶するこれから
の時代～」
栗山　泰史�様（日本代協アドバイザー）

〇　式典出席者等も視聴できるよう翌週に分科会を開催し、オンラインで配信
※時間割制の３部構成（各75分）とし、選択でも全編視聴でも可とする。

4　特別企画「パネルディスカッション」＝11月19日（金）15：00～17：00
〇　開催形式：オンライン配信
〇　テーマ：「あなたは、どんな一歩を踏み出しますか？」
〇　パネラー：渡辺　健一�氏（株式会社Miriz　代表取締役／宮城県代協所属）

大和　親英�氏（株式会社東京保険サービス　代表取締役社長／東京代協所属）
石川　英幸�氏（株式会社ミライト　代表取締役／三重県代協所属）
豊　　純光�氏（株式会社ワイズラボ　代表取締役／神奈川県代協所属）

〇　コーディネーター：
粕谷　　智�氏（代理店経営サポートデスク室長　日本代協アドバイザー）

■ 第11回コンベンション…『「シン・代理店価値」
� ～顧客価値と代理店価値　変革の焦点を定める～』
⑴　テーマ：
代理店がお客様に提供する価値を向上させるには、「代理店内において、いかに従業員が力を発揮でき

る環境を創るか」という側面と「お客様に対して、実際にどのようなアプローチをするのか」という側面
があるものと考える。そこで、基調講演では昨今関心が非常に高まっている「心理的安全性」を取り上げ、
分科会では具体的な取り組みやアプローチについて学ぶ場とした。
⑵　日程・内容：
開催方法については、2022年９月の理事会で議論した結果、新型コロナウイルス感染防止の観点から懇

親会は残念ながら中止することとしたものの式典自体は実開催することとし、３年ぶりに約400名の会員
が一堂に集うことができた。
◇2022年11月18日（金）13：30～18：00　式典の部［ホテルグランドニッコー東京�台場］
①　式典［来賓］
金融庁監督局�保険課長　三浦　知宏�様
日本損害保険協会�会長　白川　儀一�様（損害保険ジャパン株式会社　取締役社長）

②　功労者表彰式
須佐　弘男�様（千葉県代協）・諏訪　昌彦�様（東京代協）　・菊地　勝男�様（静岡県代協）
西井　邦夫�様（福井県代協）・清水　相達�様（滋賀県代協）・小出　富晴�様（大阪代協）
野村　恒雄�様（広島県代協）・岡山　義隆�様（鹿児島県代協）

③　代協会員懇談会［コーディネーター：小俣副会長］
④　基調講演　テーマ：「中小企業における心理的安全性のつくりかた」
講　師：株式会社ZENTech　代表取締役　石井　遼介�様

　◇11月19日（土）10：00～12：00　分科会の部［於：損保会館他］
［中﨑ゼミ］：「代理店のDX対応の戦略性」

中﨑　章夫�様（保険ジャーナリスト・日本代協アドバイザー）
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［栗山ゼミ］：「新たな保険行政の動きと代理店経営のあり方」
栗山　泰史�様（日本代協アドバイザー）

［永井ゼミ］：「地域に必要とされる保険代理店を目指して～DXを活用したブランディング～」
永井　伸一郎�様（株式会社dii　代表取締役）

［古田土ゼミ］：「高収益・高賃金を生み出す「経営計画書」の作り方」
古田土　満�様（税理士法人　古田土会計　代表）

■ 第12回コンベンション…『「シン・代理店価値」
� ～ニューノーマル時代を迎えて～』
⑴　テーマ：
時代の変化のスピードはますます速くなっており、変化が起こる以前とは同じ姿に戻ることはないとの

認識から、昨年のテーマである「シン・代理店価値」というフレーズは存続させたうえで、「ニューノー
マル時代を迎えて」という副題とし、ニューノーマル時代において代理店が顧客からどう選ばれるか、何
らかのヒントを提供することを意図した。
⑵　日程・内容：
コロナ前と同様の開催方法とし、４年ぶりに懇親会まで行うこととした。
以下は現時点（2023年８月）における予定である。

◇2023年11月17日（金）13：00～17：00　式典の部［ホテルグランドニッコー東京�台場］
①　式典［来賓］
金融庁監督局保険課長　三浦　知宏�様
日本損害保険協会専務理事　大知　久一�様

②　功労者表彰式（９月理事会にて表彰者決定）
③　パネルディスカッション「（仮題）どうする日本代協」
④　基調講演　テーマ：�「SDGs本の人気著者が今伝えたい『保険代理店が未来に向けた「実践SDGs活動」

で成果をあげる秘訣とは？』講座～SDGsでブランド力UP・広報力UP・売上
UPを実現しよう！～」

講　師：スターブランド　村尾　隆介　様
◇同　18：00～20：00　懇親会の部［於：同上］
①　来賓：日本損害保険協会長　新納　啓介�様（あいおいニッセイ同和社　代表取締役社長）
②　ご当地ブランド紹介：阪神ブロック

◇11月18日（土）10：00～12：00　分科会の部［於：損保会館他］
［安東ゼミ］：「激動の時代を切り開く　損保代理店の『経営の設計図』」

安東　邦彦　様（株式会社ブレインマークス　代表取締役）
［古田土ゼミ］：「高収益・高賃金を生み出す「経営計画書」の作り方」

古田土　満�様（税理士法人　古田土会計　代表）
［鈴木ゼミ］：「RPA活用による生産性向上と、社員一人一人がいきいきと働ける職場づくり」

鈴木　みずえ　様（株式会社中央ビジネス　代表取締役社長）
鈴木　龍之亮　様（株式会社中央ビジネス　RPA事業部長）

［今林ゼミ］：「女性活躍推進とSDGs経営にチャレンジ」
今林　砂緒里　様（株式会社KIC　代表取締役兼CEO）
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代理店賠責の推進と代理店経営品質向上への取り組み

■ 代理店賠責創設の経緯
1999年４月、代協会員の要請を受けた米国大手損保のリバティ保険会社（その後、日本市場から撤退）が、
伊藤忠インシュアランス・ブローカーズを通じて損保代理店向け賠償責任保険を開発したのが発端である。
これを契機として、日本代協としての全国制度創設を検討したが、担保範囲が不明確で時期尚早との結論と
なり、制度採用は各代協の判断に委ねることとなった。
その後、2000年５月に消費者契約法並びに金融商品販売法が成立し、代理店もコンプライアンスの徹底が
強く求められる環境になったこと、また、東京代協から再三検討要請を受けたこと等から、2001年６月の本
会理事会において、保険業法第283条第３項（現４項）による「保険会社から代理店に対する求償への備え」
として、改めて制度創設に向けた検討を行うことが決定し、企画環境委員会に諮問された。同委員会で審議
の結果、団体保険制度の創設を積極的に推進することとなり、2002年７月１日付で日本代協を契約者とする
代理店賠償責任保険制度がスタートした。

■ 代理店賠責の一本化
一方、東京代協では、共済（休業見舞金などの補償）と保険（専門業務賠償責任保険）のハイブリッド型
となる「職業賠償共済」（保険部分の引受はAIU社）を独自に開発し、日本代協の制度創設に１年先行する
形で2001年５月から募集を開始させていた。このため、日本代協の制度がスタートした2002年７月以降は、
東京代協と日本代協の二本の制度が併進する状態となった。こうした状況に対し、多くの代協から制度の一
本化を望む声が上がり、2004年夏から一本化に向けた検討が開始された。
検討の結果、両制度の利点を取り入れ、代協加盟代理店により一層メリットがある制度とすることで合意
に達し、2005年２月の理事会で東京代協職業賠償共済との一本化が承認され、同年７月１日よりアリアンツ
火災を元受保険会社とする団体契約「代理店賠責『新日本代協プラン』」がスタートすることとなった。（当
時の加入店数＝6,359店／加入率＝59.8％）
「新日本代協プラン」は、東京代協の職業賠償共済の補償条項をベースとした上で、新たに個人情報漏え
いに係る対応費用部分を補償範囲に加えるとともに、補償限度額を２倍に引き上げた。さらに2007年度には
免責額の引き下げ（フランチャイズ10万円から５万円）も実施された。これらの対応により、補償内容は大
幅に拡充されるとともに保険料は低廉な水準のまま据え置かれたため、代協加盟代理店にとってさらに魅力
ある制度に生まれ変わり、急速に普及していった。

■ 引受保険会社の変遷
⑴　アリアンツ火災引受けの経緯
同プランの引受先については、検討当初はリバティ保険会社を想定していたが、同社が米国における米国
同時多発テロの影響を受けて2002年３月に日本市場から撤退することとなったため、同社の推薦でアリアン
ツ火災が2011年度契約分まで引受保険会社となった。（2010年度契約までは始期日は７月１日であったが、
2011年度契約以降は事務ロード平準化のため10月１日に変更）

10
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⑵　エース保険（チャブ損害保険）への変更
2012年度の更新契約において、エース保険から１証券当たりのリミットアップ等、補償内容をより充実さ
せたプランの提案を受けたため、理事会で審議の結果、本プランの安定的な運営も鑑み、引受保険会社を変
更することとなり、名称も『日本代協新プラン』と変えて現在に至っている。
なお、エース保険は、買収に伴い2016年10月１日付けで「Chubb（チャブ）損害保険株式会社」に社名

変更を行ったため、同年度以降はチャブ損保の名前で募集を行っている。（存続会社はエース保険であるが、
社名は米国で知名度が高いChubb（チャブ）を採用）

■ 本制度に対する基本的なスタンス
プロの保険代理店としては、不断の努力を積み重ねて自社の経営品質向上を図り、適切・的確な保険募集
の遂行並びに内部事務管理態勢の整備等により、契約者等とのトラブルを未然に防止することが最優先の取
り組み課題となる。
一方で、保険商品は消費者にとって理解が難しく（いわゆる情報の非対称性）、全ての事象を把握して事
前に備えることは簡単ではなく、契約者との間で認識が共有できずにトラブルになることも想定される。こ
うした万一の事態に備え、自らの代理店としての行動が招いた結果に責任を負えるだけの賠償資力を確保す
ることは、保険募集のプロとして当然のことである。また、保険契約の性格上、保険金の支払いを巡る巨額
賠償事案も想定されるため、全てのケースに代理店の内部留保で対応することも困難である。従って、各代
協会員は漏れなく『代理店経営のプロテクター』（注）となる本制度に加入することが求められる。（注：本保
険は言い掛かり的な訴訟時の防御費用等も対象としている他、施設賠責や個人情報漏えい事故なども含めた
「代理店業務総合賠償プラン」になっているため、代理店としての利用価値は極めて高い）
さらに言えば、高度な専門性が必要なプロの仕事だからこそ、保険という最後の備えが必要なのである。
医者や薬剤師、弁護士などと全く同じである。他人に “万一の場合の備えとしての保険” を勧めるものが、
自社の行為に起因する賠償事故は起こらないと仮定し、何の防備も行っていない状態では契約者に対する説
得力に欠けることを認識する必要がある。
また、2016年５月施行の改正保険業法において、募集人に対して直接的に「意向把握・確認義務」、「情報
提供義務」が課され、さらには、代理店経営者に対して「体制整備義務」が課されたことから、顧客との賠
償疑義事案における保険会社サイドの責任割合は縮減される方向に向かい、求償権を行使するケースが増加
することが想定される。今後は、保険業法改正によって法定化された募集人の義務に関わる事故事案が発生
する可能性もあり、代理店賠償責任保険の重要性は極めて大きくなっている。
こうした環境も踏まえ、日本代協としては、別個登録店やAIG損保代理店会所属代理店の会員（AIG損保
による別制度有り）を除き、代協会員100％加入を達成するとともに、非会員の代理店に対しても広く加入
を促していく。

■ 本制度の健全な普及のための取り組み
①　未加入会員や非会員の代理店に対し、事故例集等を用いて情宣と加入案内を行う（各代協）
②　チャブ損保の協力の下、各地で「代理店賠責セミナー」を開催し、本制度の普及を図る（各代協）
〔セミナー担当：チャブ損保OB：杉山講師、日本代協事務局OB：山本講師の２名体制）

③　全国会長懇談会等の場で｢経営品質向上委員会」を開催し、事故事例の分析結果をフィードバックす
ることで代協会員の日常行動の改善に活かしてもらう。（日本代協）

④　学識経験者等（注）で構成される「代理店賠償責任保険審査会」を開催し、本制度の健全・公平な運営
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を図る。（前年度は１月24日に開催）
〔日本代協・チャブ損保以外の有識者委員〕
座長：大塚　英明�氏（早稲田大学法学学術院　教授）
委員：古笛　恵子�氏（コブエ法律事務所　弁護士）　［損保協会顧問弁護士］
� 新　　有道�氏（あたらし法律事務所　弁護士）
� 錦野　裕宗�氏（中央総合法律事務所　弁護士）［元金融庁監督局保険課在籍］
� 栗山　泰史�氏（日本代協アドバイザー）［元損保協会常務理事］

⑤　各保険会社の業務連絡会の場で賠責セミナーを開催し、本制度への理解を深める。（各代協）セミナー
の際は「代理店賠責パワーポイント」（音声ナレーション入り・15分版：日本代協HP掲載）を使用する。

⑥　保険会社の本社担当部門並びに営業担当社員に保険業法第283条（注）が「使用者賠償の特例」である
ことを正確に理解してもらい、保険会社に生じる責任と本制度採用の意義を認識してもらう。（日本代協・
各代協）

⑦　円滑な事故処理のため、チャブ損保と各保険会社担当部門との折衝ルートを構築する。（日本代協）

（注）保険業法第283条の趣旨
・保険会社は代理店が保険募集について保険契約者に加えた損害を賠償する責任を負う（１項）
☞　代理店が契約者に与えた保険募集上の損害に対する責任は、先ず保険会社が負う
・�保険会社が代理店の委託について相当の注意をなし、かつ、これらの者の行う保険募集について
契約者に加えた損害の発生の防止に努めたときには、保険会社は責任を免れることができる（２
項３号）

☞�　本条文の制定趣旨から考えると、実際には保険会社が上記を主張することは難しいとされてい
る（通説）

・�保険会社は、代理店の保険募集上のトラブルで賠償金を支払った場合は、代理店に求償すること
ができる。（４項）

☞　求償割合は事案によって異なる

■ 代理店賠責の概要（2022年度更新契約）
□契約方式：日本代協を契約者とし、代協正会員を被保険者とする団体契約
□補償内容：
＜基本補償プラン＞
①　代理店賠償・受託財物・施設賠償＝１事故１億円・期間中３億円（免責フランチャイズ５万円）
②　争訟費用＝１事故2,000万円・期間中6,000万円（免責なし）
③　個人情報漏えい見舞金＝１事故・期間中500万円（見舞金＠500円）（免責なし）等
※　�2017年度から他制度との差別化を図る目的で、募集人501人以上在籍の大型代理店に関し、以下の
通り保　険料の逓減を行っている。
〇　募集人数501名～1,000名；最大約30％逓減（０％～23.3％）
〇　募集人数1,001名超　　�；最大約50％逓減（26.2％～45.4％）

※　遡及日あり（なお、遡及日の適用条件については募集パンフレットに詳細表記済み）
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＜高額補償プラン（2015年度から新設）＞
①・②　代理店賠償・受託財物・施設賠償・争訟費用＝１事故・期間中合算３億円（免責エクセス100万円）
③　個人情報漏えい見舞金＝１事故・期間中500万円（見舞金＠500円）�基本補償に同じ
※　基本補償とのレイヤー契約は不可・保険料は基本補償の平均約1.4倍の水準
なお、本プランは大規模企業代理店等のニーズに応えるものであり、加入手続きは個別に行う。

□保険期間：2023年10月１日～１年間（毎年８月中旬から募集開始）
□保険料水準：2022年度契約と同じ（2009年度契約から同水準を維持）
□割 増 引：団体割引・優良割引・損害保険トータルプランナー割引
� 先行行為補償特約10％割増
□勤務型代理店等（注）の取り扱い：統括代理店の募集人にカウントし、統括代理店が保険加入手続きを行う。
当該勤務型代理店単独での加入はできない。
（注：損保業界の標準ひな形では、教育・指導・管理を行う親代理店を「統括代理店」、統括代理店の下
で保険募集を行う個人代理店を「勤務型代理店」と呼称している。保険会社によっては「非統括代理店」
や「新設代理店」等と呼んでいるが、スキーム上の位置づけは同じである。）

□別個登録店の取り扱い：本保険は法人単位の加入であり、別個登録店が個別加入する必要はない。
なお、契約取扱出先は代理店登録ではないので個別加入はできない。

□加入率：2023年７月１日時点：9,715店／加入率＝89.1％（中途加入があるため毎月変動）
□2021年度契約（2021年10月１日～2022年10月１日）事故事案の傾向（概要）：
＜原因項目別＞
全体の傾向は変わらないが、件数は書面報告ベースで145件となった（過去平均136.6件）。事案別では、

「重要事項の説明誤り・説明不足」による保険事故が全体の約61％、「募集時・期中の事務続き」に係わ
る保険事故が約13％、「事故受付時のアドバイス誤り」等の保険事故が約13％となっている。その他、満
期管理や保険料収受に関するものが発生している。保険募集の基本ルールが代理店に対する義務として法
定化されたため、これまでよりも高い水準で損害賠償責任を判断される傾向がみられる。
なお、相談事案は連日寄せられており、代理店の日常活動の中にリスクが潜んでいることが伺える。訴

訟事案も４件発生しており、訴訟進行事案は５件（過去累計41件）となっている。
＜原因種目別＞
新種保険に係わる保険事故が全体の約38％とトップの件数となった。次いで自動車保険が全体の約

30％、火災険が全体の約23％となった。取扱種目のウエイトから鑑みて、新種、火災に係わる保険事故が
多くなっていることが特徴である。
新種保険では、消費者サイドの商品内容の理解が十分でないことを背景として、重要事項説明のトラブ

ルが圧倒的に多いのは例年通りである。また、契約条件が契約者ニーズから乖離していることでトラブル
になっているケースもあり、法定義務である「意向把握」が適切に行われていない契約が内在しているこ
とを示している。また、一般代理店には不慣れな賠責補償に係わるトラブルが多い傾向にあり、特に施設
賠責に関わる事故が相変わらず発生している。火災保険では、担保内容説明誤りや特約付帯に関する事案
が散見される。甚大なる被害をもたらす自然災害が毎年発生する中で、補償内容の説明誤りに関するトラ
ブルが顕在化しやすい傾向にある。
＜事故処理状況別＞
代理店賠責保険金支払44件、所属保険会社支払６件、未解決41件、請求取下47件、無責７件
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実効性あるCSR活動の展開

A：基本的な対応方針

■ CSR活動の取り組み意義
⑴　本業こそ最大の社会貢献
日本代協では1998年２月に地球環境問題研究会（現在のCSR委員会）を立ち上げ、以降、組織的な活動

を展開してきた。当初は地球環境保護の取り組みを中心としたが、その後、公益認定申請の観点で、広く
地域社会貢献全般に広げるなどの経緯を経て、現在は、本業と関連する地域密着の取り組みを組織全体の
活動と位置付けて展開する方針としている。
保険は、人々や企業の不安に応え、生活や経営を支える機能を有しており、本質的に公共性を有してい

る。従って、本業にしっかり取り組むことは社会課題の解決に貢献するCSR活動そのものと言える。その
ため、保険代理店は、自らの専門性を高め、顧客本位の業務運営を徹底しながら、地域社会のリスクの防
止や軽減に取り組むことが重要である。
⑵　2023年度取り組みの基本方針
①　本業（リスクの専門家）に関連した取組み並びに地域の課題解決につながる取組みを主体とする。
②　日本代協として取り組む「統一活動（全国または地域限定）」と各代協が自主的に実施する「代協独
自活動」に整理した上で、多くの会員の参加を促す。

③　前例に拘らず、より効果的な日程、場所、方法を選択し、実効性を高める。
④　業界全体で楽しく取り組める風土作りに努力するとともに、各代協の「恒例行事」を作る。
⑤　CSR委員会において各地の活動情報を収集し、全国に情宣するとともに、施策検討に活かす。

【統一活動】
・ハザードマップ、マイタイムラインの周知と浸透、定期的な防災訓練の情宣と普及
・地震保険の普及促進・付帯率アップ　　・「ぼうさい探検隊」マップコンクールへの参画
・「子ども110番の保険代理店」の推進　　・サイバーセキュリティ対策に関する啓発活動の推進
・無保険車追放運動

【代協独自活動】
・地方自治体との連携協定
　大阪代協の事例：大阪府建築防災啓発員制度事業連携提携（本章末　トピックス１　参照）

　京都代協の事例：京都市との損害保険に関する包括連携協定の締結（本章末　トピックス２　参照）

・その他自主的に取り組む様々な活動
（例）�ユニバーサルマナー検定団体受講、学生に対する出前授業、公開講座、自転車事故賠償に対する

啓発活動、献血・チャリティ等の社会貢献活動、車いす寄贈、清掃活動、他

Ｂ：取り組み目的別の活動内容

■ 地震保険の啓発・普及促進（全国ベース）
⑴　基本認識と取り組み
世界有数の地震国日本において、住宅（家屋・家財）に対する地震補償の必要性を広く消費者に周知し、

自助としての地震保険の有用性をPRしていくことは、損保代理店にとって極めて重要な社会的責務であ
る（注）。政府も2006年度の税制改正において、「地震保険料控除制度」を新たに創設する等、様々な地震対

11
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策を進めており、地震保険の普及は国家的課題の一つとなっている。
2011年３月11日の東日本大震災、2016年４月14日の熊本大地震を始め、頻発する地震災害に晒されてい

る国民の間には、地震や津波、噴火に対する危機感が強まり、地震保険に対する関心も急速に高まっている。
更に、2023年は関東大震災から100年という節目の年でもあり、一般消費者に向けた啓発活動の更なる強
化が求められている。
こうした社会的背景も踏まえ、日本代協としては、引き続き、地震保険の啓発・普及活動を強力に展開

し、万一の際の生活再建の備えとなる地震保険の普及を図っていく方針である。
具体的な取り組みとしては、日常業務を通した各会員による顧客への情報提供の他、全国統一行動とし

て、2005年度から新潟県中越地震が発生した10月（23日）を「地震保険の月」と定め、全代協で一斉街頭
キャンペーンを実施している。
（注：「地震保険制度創設50周年」を記念して2016年９月に開催された式典において、岡部会長（当時）
が代理店の代表として地震保険の啓発と普及に向けて決意表明（資料１）を行った。地震保険に対する代理店
の強い思いが込められた文章であり、一読願う。）
⑵　地震保険普及の実効性
地震保険の普及のために何よりも重要なことは、代理店自身の意識と行動であり、「この国の人たちを

自然災害から守るためには地震保険は必須の備え」との確信のもとで漏れなく情報提供を行い、お客さま
に優先度の高いリスクであることを認識してもらう必要がある。日々のお客様対応を通して自助の備えと
しての地震保険の必要性を伝え、建物・家財ともに付帯率アップ（注）を目指して取り組むことが肝要である。
（注：〇2021年末の地震保険「付帯率」：全国計69.0％［前年比＋0.7P］〔損害保険料率算出機構統計出典〕

　��当該年度に契約された火災保険（住宅物件）件数のうち、地震保険を付帯している件数の割合
〇同・「世帯加入率」：34.6％［前年比＋0.7P］
　��地震保険保有契約件数（2,000万件強）を世帯数で除した数値
　17.6％の沖縄県から52.7％の宮城県まで分布（世帯加入率にはJA共済等の数字は含んでいない。�
　従って、地震に備えて何らかの保険手配を行っている世帯比率は34.6％よりも多い）

■ 交通安全への取り組み
⑴　無保険車追放キャンペーン（全国ベース）
毎年９月に実施される自賠責広報協議会主催の自賠責制度PRキャンペーンに合せ、2001年度～2006年

度の間は郵政省（郵便局）と共同で、2007年度は本会単独で、2008年度以降は国土交通省と共同で「無保
険車追放街頭キャンペーン」を実施している。（2021年度の対応は上記地震保険キャンペーンと同じ）
⑵　自転車事故軽減への取り組み（代協独自）
昨今、自転車事故の際に高額な賠償金を求められるケースが相次いでおり、保険の重要性が再認識され

ている。プロ代理店としては既存契約への個賠特約付帯を進めることになるが、併せて、地方自治体が組
成する団体契約やネット加入等で備えることもできるので、社会貢献の観点から自治体への働きかけや消
費者への情報提供を行うことが必要である。福井県代協では、県の条例制定に働きかけ、推進役として各
地での自転車教室開催の活動を行うことが決まっている。

■ 防災・減災、防犯への取り組み
⑴　｢ぼうさい探検隊」…マップ作成を通じた子どもたちへの防災・減災教育の実施
「ぼうさい探検隊」とは、損保協会主催の「子どもたちが楽しみながらまちにある防災・防犯・交通安
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全に関する施設や設備などを見て回り、マップにまとめて確認する実践的な安全教育プログラム」である。
日本代協では、2012年度から本活動への取り組みを強化してきたが、2022年度はコロナ禍においても工

夫を重ねて実践し、本会関連で232団体・208マップ（前年度184団体・282マップ）の提出となった。全体
では410団体、1,179マップ（前年度371団体、971マップ）の提出であり、日本代協働きかけによる参加団
体が５割を超えた。
今年度もマップコンクールの後援団体として「キッズリスクアドバイザー賞（日本代協会長賞）」を長

野県『みやだ探検隊』の作品に贈呈した。佳作には６作品が選ばれた。本会関連で活動に参加した児童に
は参加賞（ウエットティッシュ）を提供した。
地域に根差したリスクマネージャーとして、地域の子どもたちの防災・減災に取り組むことは、本業を

活かした地域社会への貢献そのものである。２人以上の参加があれば応募できるため（注）、小学校だけで
はなく、夏休みの自由研究や子ども会、学童保育、ガール・ボーイスカウト、少年・少女消防団等の活動
の一環として、町歩きを楽しみながら楽しく取り組んでもらえるよう、広く呼び掛ける必要がある。また、
代協会員がマップの作成指導にあたることで、地域における「リスクの専門家」としての存在感を示すこ
とにもつながるものと考える。
なお、2019年度からは、本取り組みが新たに「３冠王」の「代協独自取り組み項目」の一つに位置づけ

られた。正会員数が500名を超える東京、大阪、北海道、福岡の４代協は５団体、その他の代協は３団体
の応募で「１冠」を確保できることとなり、活動の後押しになっている。2022年度は全47代協が目標を達
成した。

⑵　｢子ども110番の保険代理店」の登録推進
子どもたちが犯罪や事故に巻き込まれるリスクを少しでもなくすため、2016年度から「子ども110番の家」

の認定を受けた代協会員を「子ども110番の保険代理店」として追認する取り組みを展開している。
追認を受けた代理店は、“ふうた” デザインのオリジナルステッカーを代理店事務所に掲示し、助けを

求める子どもを保護して行政機関等に連絡することになる。（対応マニュアル配布済９ステッカーを貼る
ことで犯罪抑止の効果も期待できる。
地域の子どもたちの安全を守る取り組み（注）として、実効性に留意しながら今後も追認店舗を増やして
いく方針である。
（注：）代協・代協会員にとっての本取り組みの意義

　地域における「子ども110番の家」の活動を通じ、将来を担う子ども達の安全確保に協力
　地域と共に活きる代協会員の社会貢献活動の支援・後押し
　代協統一ブランドでの展開による業界の認知度アップ
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＜「子ども110番の保険代理店」のスキーム・専用ステッカー（たて型）＞

⑶　ハザードマップの普及と損保協会作成の防災ツールの活用
近年国内では気候変動の影響を受けて甚大な被害をもたらす自然災害が多発しており、事前対策に有効

なツールとしてハザードマップの普及と活用が強く求められている。
日本代協では、地域の防災・減災の観点から、損保協会が進める「分かりやすいハザードマップ作り」

に全面的に協力し、2010年度は、北海道・愛知・大阪の各代協で、実際のハザードマップを基にした自治
体・損保協会・野村総研との論議を行い、地域のリスクのプロの立場から改善点等のアドバイスを行った。
こうした取組みをもとに、損保協会では、2011年１月に「ハザードマップと一緒に読む本」（副読本）

を作成、2012年度には、12代協・ブロックで本副読本の「読み方」に関する研修会を実施したりしていた
が、その後、活動が尻すぼみになっていたことは否めず、改めて取り組み強化を図っている。
周辺地域のリスクを知ることは、防災・減災の第一歩であり、各代協会員が『ハザードマップの伝道師』

となって、契約者や地域住民への普及に努めることが重要である。
こうした認識の下で、日本代協では代理店経営サポートデスクで策定した「ハザードマップ活用基本ガ

イド」等を活用し、代協会員の日常的な活動の中で消費者・契約者にハザードマップを提示・説明し、リ
スクに関する対話の実施を推進している。
⑷　損保協会への要望書の提出
日本代協では、今後予想される首都直下地震・南海トラフ地震等の広域かつ甚大な震災発生時に、東日本
大震災時の対応を上回る被災契約者対応を行うともに、近年激化する台風・洪水・豪雨等の大規模自然災
害発生時に、損害保険業界として、適正かつ早期の保険金支払いを実現するためには、地域と顧客を良く知
る代理店を活用することが有効であると考え、2020年９月15日付けで損保協会に対し、以下の提言を行った。
制度的な問題であるゆえに簡単に実現するものではないが、今後も業界全体の社会的役割と価値の発揮

の観点から、対応を働きかけていく。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

代理店による大規模災害時の保険金請求サポートの拡大

１．目的：
大規模災害時に被災契約者をサポートし、保険金の早期・適正支払いを実現する
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２．提言の理由：
今後、首都直下地震・南海トラフ地震等の広域かつ甚大な震災発生が想定されている。が、特に首都直

下地震の場合、強い揺れによって建物等が多数倒壊し、膨大な調査対象件数が発生し、東日本大震災時以
上の対応要員を確保する必要が生じる。しかしながら、各社の本社が集中する首都圏の災害の場合は多く
の社員自身が被災している可能性も高く、要員確保は容易ではないことも想定される。
一方で、被災者の生活再建の観点から、地震保険金の早期支払いは損保業界として最も重要な使命とな

るため、デジタル活用や共同取り組みの拡充を図り、体制強化を図ることになるが、併せて、事前に明確
なスキームを構築した上で、各保険会社が自らの代理人として委託している代理店・募集人を積極的に活
用することにより、保険会社側の負担軽減と迅速な保険金支払いに寄与できるものと考えられるため、本
提言を行う。
また、近年激甚化する台風・洪水・豪雨による広域災害時にも代理店による同様の機能発揮が期待でき

るため、併せて提言を行う。

３．想定災害：
　🄰　地震・噴火・津波　/　🄱　大規模自然災害（風水災・雪災）

４．対応案：
🄰　地震・噴火・津波の際の代理店による保険金請求サポート施策の拡充
・概要：現行の「一部損サポート制度」を拡充し、対象範囲を広げる
・業務：被災契約者の自己申告代行と写真に基づく損害調査のサポート・請求支援
・対象：「一部損」に加え、「小半損」・「大半損」及び「一目全損」まで拡大する
・対象事案：木造建物（２×４工法を含む）及び鉄骨造建物並びに収容家財（生活用動産のみ）とする
・委託料：委託契約業務外の業務として一定の対価が必要（可否・金額は各社判断）
・運用：一部損以外のサポートを実施できる代理店の知識面・体制面の要件を定め、公表する（※）

　　　　・必須研修の受講（貴会統一テキストにて各社実施）、確認テスト合格
　　　　・�代理店の体制整備状況（BCP策定・要員代替性が確保されている等）を要件とするルールを設

定し、公表する
　　　　（※）一部損の請求サポートは全代理店対象とする（現行通り）
🄱　大規模自然災害時の保険金請求サポートの拡充
・�概要：�現在、複数の保険会社が運用している「大規模風災・雪災・水災時の保険金請求サポート」制度

を全社に拡充する
・業務：事故受付、写真撮影、事故報告、請求手続き案内の代理店完結を前提とする
・運用：�各社実施の研修受講、BCP策定・要員代替性の確保等の観点から各社の代理店認定制度などと

リンクさせて信頼度と品質の維持を図る
・委託料：委託契約業務外の業務として一定の対価が必要

５．その他
・支援策の検討段階では、保険会社やアジャスターのOB、代理店などを対象として鑑定補助のための新
たな資格制度創設という別案もありましたが、鑑定協会は業務範囲、鑑定人との役割分担、対応能力等
の実務的問題により慎重な構えであり、また、「資格」化して代理店が他の代理店の契約者もサポート
できるとすることには自社の契約者に踏みこまれたくない代理店の反発が大きく、代理店兼鑑定補助員
の形態（注）での被災契約者対応は課題が大きいと判断し、実現可能性がより高いと思われる上記提言を
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優先して提出することといたしました。
（注：組織力を有する代理店が別会社で鑑定業務を行う事例は現状でもあります）

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
⑸　損保協会の取り組み

損保協会では、第９次中期基本計画の重点課題の一つである「災害に強い社会の実現」に向け、以下
の取り組みを行っている。
・強靭なまちづくりへの貢献�
・自然災害に対する業界共同取組み
・災害に乗じた悪質商法への対応強化
・事業者向け保険の普及促進
特に、災害に乗じた悪質商法への対応強化（特定修理業者対策：後記）は業界全体の大きな問題となっ

ており、金融庁も高い関心を寄せている。本会としては損保協会との連携を一層強化しながら、直接顧
客と接する代理店の立ち位置を活かした活動を展開していく。

■ 消費者団体等との対話活動の推進
⑴　基本方針
消費者の声に耳を傾け、それを資質向上に役立てるとともに、行政や損保協会等に伝え、より良い保険

制度の構築や分かりやすい保険商品の提供を促し、消費者の利益に貢献することは本会の重要な使命であ
り、継続的に取り組む。
⑵　消費者団体等との懇談会の開催
懇談会は、可能な限り全ブロックで定期的に開催することが望ましい。本部においては消費者団体、消

費者行政機関、損保協会との関係強化に取り組む方針である。
なお、懇談会開催に当たっては、日本代協が賛助会員となっている「公益社団法人� 日本消費生活相談
員協会（全相協／「国民生活センター消費生活相談員養成講座修了者の会」が源流。消費者庁所管の消費
者問題の専門家集団）」の各支部との連携が有効である。
＜進め方の一例＞
◇ 代協から：�身近な保険商品の解説、特定修理業者など旬のテーマの論議、お客様からよく聞かれる項

目の説明、お客さまとのやりとりを想定したロープレ　など
◇ 消費者団体から：消費者苦情の動向や対応上の課題、理解しにくい内容の洗い出し　など

■ 学校教育への取り組み
⑴　基本方針
保険制度に対する理解を深め、その必要性や代理店の役割を認識してもらうことにより、将来の賢い消

費者を育てていくために、学校教育への取り組みは重要である。損保協会も学校教育を事業の重要な柱と
位置付けて積極的に展開しており、連携しながら取り組む方針である。
なお、日本代協では、毎年10月に「講師候補者向けプレゼン研修」を実施しており、『日本代協認定講師』

は累計で61名を輩出している。
⑵　大学における保険教育
損保協会が各地の大学で開講している「損害保険講座」の「保険募集」のパートを本会が引き受け、認

定講師を中心に講義を行っている。2022年度は３大学で実施した。代理店という職業の認知度向上や講師
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の資質向上にもつながる機会であり、今後も積極的に協力する方針である。
⑶　高校生向け自動車リスク教育（自動車事故防止の取り組み）
北陸地区の代協が熱心に行っている高校生向けの教育（社会に出る高校３年生を対象に、自動車運転に

伴うリスクと責任を問いかけ、自覚と責任を持ってもらう内容）は、代協独自の企画として全国の模範と
なる事例であり、徐々に他代協にも広がっている。2022年度は４代協で17校、3150名（2021年度は６代協
で17校、3,468名）の高校生を対象に実施した。
出前授業の実施は「三冠王」の自主取り組み項目の一つ（ミニマム表彰基準：５校実施）であるが、昨

年度より高校生のみならず小学生から大学生まで対象としており、更に活動の広がりが期待される。

■ 中小企業に対するサイバーセキュリティ対策の情宣
⑴　基本方針
本会では、2019年度から “今そこにある危機” として対策が急務となっている「サイバーセキュリティ

（CS）対策」に取り組むこととした。背景としては、相対的に防御が甘い中小企業におけるCS対策の徹
底が、国としても重要課題となっていたからである。
こうした危機感の下、日本代協として代協会員のCS対策の周知と具体的な取り組みの徹底、さらには

顧客に対するリスクアドバイス提供の観点から、都道府県警察や損保協会と連携し、CS対策の啓発活動
を行うこととしたものである。
⑵　具体的取り組み
警視庁の指導・アドバイスを踏まえて、以下の取り組みを行う。

①　�代協会員自身がCS対策の必要性や具体的対応を学び、自社の対策を進めるとともに、顧客の対策
をサポートし、安心を提供　⇒　対策が不十分な代理店（注１）は、損保業界全体で推奨している「損
保クラウド」（注２）の活用を検討

②　�専門知識習得のため、管区警察の担当者を講師とするセミナーを開催（総会、支部会等の場での�
会員向けセミナー、中小企業向けオープンセミナーの開催　等）

③　顧客に対するリスクアドバイスとサイバー保険の提案（保険会社の引受方針に沿って対応）

（注１：�近年、代理店のクラウドサーバーに対する不正アクセスにより多数の個人情報が漏えいする事故
が起きている。危機感を持った金融庁から損保協会に対し、代理店のサイバーセキュリティ強化
を求める文書通知が行われている（資料２）参照）。顧客のセキュリティ支援の前に、自らの足元を確
認し、必要な対策を具体的に取る必要がある。

（注２：�日本代協としては、開発保険会社に対し、「損保クラウド」に関するサポート体制の充実（必ずし
も十分とは言えない）、一部保険会社サーバーとのリンクの正常化、損保クラウド以外の市販シフ
トの機能評価を要請している）

なお、損保協会は、サイバーリスクの啓発取り組みとともに事業者向け保険（サイバー保険）の普及促
進に取り組む方針としている。

■ 特定修理業者対策
⑴　不正請求対策
近年、大規模な自然災害の発生が常態化しているが、こうした災害の後は、「特定修理業者」と呼ばれ

る悪質業者による保険金詐欺行為が発生する傾向にあり、保険金の適正支払いを歪める一因になるととも
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に、業者の誤った情報を信じた契約者が多額の金銭を騙し取られたり、適正な保険金請求を求める代理店
との間でトラブルになったりするケースも発生（注）している。保険金は出ないのに高額な工事料だけ請求
したり、保険金が出る場合でも、その額の３割～５割をコンサルタント料として請求したりしてくる手口
が典型である。雨どいや屋根を故意に壊して保険金を請求してくる悪質なケースも発生しており、最悪の
場合は契約者自身が架空請求を行ったとして刑事罰を問われるおそれもある。
また最近は、３年という保険金請求権の時効を持ち出して「過去の災害で見過ごした住宅の破損を保険

金で直そう」といった謳い文句で誘うケースも増えており、常に警戒が必要な状況にある。
（注：国民生活センターの統計では、2021年度の相談件数は5093件となっている。昨年度よりは減少し
ているものの、2018年度から比べると２倍近く、依然として高い傾向が続いている。）
損保協会としても、強い危機感の下、プロジェクト・チームを立ち上げ、業界全体で対策を検討してお

り、消費者庁や消費者団体との連携強化などに取り組んでいる。本会としては、こうした動きに全面的に
協力し、消費者・契約者の保護と適正な保険金支払いに貢献していく。
⑵　損保協会と連携した取り組み
直近では、本会は損保協会と連携して以下のような取り組みを展開している。
・令和４年台風第14号・第15号で災害救助法が適用された地域および令和５年１月下旬の寒波で大雪等
による被害のあった地域において、代協会員から契約者へ注意喚起メールを発信

・悪質な業者による被害状況など顧客と業者の接点についての実態と、顧客への周知方法など取組事例
について、被災地域（令和４年台風第14号・第15号で災害救助法が適用された地域）の代協会員にア
ンケートを実施

⑶　代理店の役割
特定修理業者から顧客を守るために何よりも重要なことは、被災の際は真っ先に代理店宛に一報が入る

ような関係を、顧客との間で築いておくことである。また、災害発生時は代理店から顧客にお見舞いの連
絡を行い、被害があれば事故報告を受け保険金請求のサポートを行うといった能動的な取り組みが、顧客
本位の業務運営の観点からもますます重要になっている。
特定修理業者に関する正しい情報を消費者・契約者に伝えるために、具体的には以下のような取り組み

が代理店に期待される。
・損保協会HPの「住宅の修理などに関するトラブルにご注意」の案内
　https://www.sonpo.or.jp/news/caution/syuri.html
一般消費者にもわかりやすい内容となっている。自然の消耗や劣化または性質によるさびなどによって

生じた損害は支払対象外であることも、明記されている。
消費者庁HPへのリンクも案内されている。

・クーリングオフ制度の周知
つい契約してしまった場合でも、訪問や電話による販売であれば、契約後一定期間（８日間）は無条件

で契約解除できることを伝えておく。国民生活センターの相談窓口（電話番号『188（いやや）』）で対策
をアドバイスすることも伝えておく。
・業者名の損保協会への報告
現場で特定修理業者と思われる業者を見つけた場合は、日本代協事務局経由で損保協会に報告し、業界

ベースで情報共有を図り、排除につなげる（チラシや見積もり、WEB上の表示など客観的な資料が必要）。
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資料１　「地震保険制度創設50周年記念フォーラム」岡部会長決意表明
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（2016年９月５日東京・内幸町「イイノホール」にて：財務省、金融庁、有識者、損保協会、各保険会社、
代理店等参加者約500名）
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資料２
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■ 防災経済コンソーシアムへの参画
⑴　概要

近年の災害の激甚化、切迫する大規模地震による発災等を前提にすると、公助には一定の限界があり、

自助・共助の促進による社会全体の災害マネジメント力を向上させることが極めて重要である。

特に地域経済の維持や早期復興という観点からは、事業者が事業活動の中で、災害に対する経済的な備

えを事前に行っておくことが不可欠であることはいうまでもない。

事業者による災害への備えを促進するためには、取引先・金融機関・税理士・経済団体等の事業者の事

業運営に関係する多様な主体が、共通の理念の下に、面的かつ継続的に働きかけることが効果的であると

考えられる。

こうしたアプローチの実現に向けて、関係団体が自律的なネットワークを形成し、官民一体で活動する

枠組みとして2018年３月23日に内閣府と本会を含めた関係団体で構成される官民合同の「防災経済コン
ソーシアム」が設立され、コンソーシアムの設立と併せて、メンバーが尊重すべき共通理念として「防災
経済行動原則」が採択された。（後掲資料）

また、日本代協は、防災・減災に関する地道な取り組みや中小企業のリスク対策に果たす役割が評価さ

れ、内閣府の要請で創設メンバーに名を連ねることとなった。

⑵　コンソーシアムメンバー（内閣府＋経済13団体）
外国損害保険協会・日本損害保険協会・日本損害保険代理業協会・日本保険仲立人協会
経済同友会・日本経済団体連合会・日本商工会議所・全国商工会連合会・全国中小企業団体中央会
全国銀行協会・全国信用金庫協会・全国信用組合中央協会・日本税理士連合会　/　内閣府（防災担当）
⑶　コンソーシアムの目的・理念
【目的】
自助・共助の観点から、事業者が自然災害に対して災害リスクマネジメントを実施して事前の備えを充

実させることを、コンソーシアムを通じて面的・継続的に促進し、結果として社会全体の災害リスクマネ
ジメント力向上により防災力が高まることを目的としている。
【基本理念】
事業者の災害リスクマネジメント力が向上し、結果として社会全体の防災力が高まるように、コンソー

シアムメンバーが尊重すべきものとして「防災経済行動原則」（後掲資料）を策定する。
【取組体制】
〇　事業者が事業活動の中で事前の備えを行うことを目指し、国と民間団体（官民）が一体となって取り
組む

〇　メンバーの代表である幹事と内閣府が連携して事務局（事務部会）を務める
【コンソーシアムが行うこと】
〇　メンバー間の情報共有
〇　実務担当者で構成される事務部会等による各メンバーの活動内容の報告等
（2018年５月に開催された事務部会では、日本代協の取り組みを紹介）

【コンソーシアムメンバーが行うこと】
〇　「行動原則」を事業者に対して普及・啓発する
〇　「事業者が行うことが重要な４つの事前の備え（後掲資料前文）」を促進するため、各団体の判断により、メ
ンバーの特性に応じて必要な推進を図る
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⑷　現状と今後の展開
毎年災害が頻発しているため、おひざ元の内閣府防災担当自体が多忙を極めて会合を開催できないこと

も多く、現時点では情報共有にとどまり、具体的な成果につながっているとはいえないのが現状である。
しかしながら、元々各メンバーが、それぞれの情報伝達ルートで、可能な限り「行動原則」の普及・啓

発に努めながら各団体の好取組事例等を共有し、普及・啓発の課題等について検討を行うことを目的とし
ており、本会としても「行動原則」を踏まえ、自助努力で現場での取り組みを進める必要がある。
なお、本会は2021年度「事務部会」の幹事を務めた。今後内閣府と連携し、関係団体間の認識の共有化

と「行動原則」に基づく中小企業に対するリスクマネジメントの浸透に取り組む。

後掲資料

防災経済行動原則（2018年３月23日採択）
【　前　文　】

　我が国は、その自然的条件から災害が発生しやすい特性を有している。このため事業者は、災害
リスクマネジメントが事業経営上の根幹をなすことを認識して意思決定等の行動を行うことが重要
である。特に大規模災害時には公助に一定の限界があることから、事業者は、自助・共助による以
下⑴～⑷の事前の備えを行うことが重要である。

⑴　事業者は、自らの災害リスクを適切に認識・把握する。
⑵　�事業者は、認識・把握した自らの災害リスクに応じて、リスクコントロール（耐震補強、
BCP対策等）とリスクファイナンス（保険加入、融資、現金保有等）の組み合わせによる効
果的な災害リスクマネジメントによって、防災対策を実施する。

⑶　�事業者は、自らが主体的に行動するため、自らの役職員への防災教育の充実により意識を向上
させる。

⑷　�事業者は、自らの事業経営に不可欠な取引先、金融機関、事業者団体等の関係機関等と連携・
コミュニケーションを図り、自助・共助の防災対策を実施する。　

　防災行動原則は、事業者が自助・共助による事前の備えを行うことによって、結果として社会全
体の災害リスクマネジメント力が高まるように、防災経済コンソーシアムのメンバーの活動上尊重
されるべきものである。

�【�防災経済行動原則�】

１．防災経済コンソーシアムのメンバーは、【前文】⑴～⑷の実現を図るために必要な推進を図る。
２．�防災経済コンソーシアムのメンバーは、防災経済コンソーシアムへの情報提供や事業者への
還元など、得られた知見は可能な限り共有し、社会全体の災害リスクマネジメント力向上を
図る。

３．�防災経済コンソーシアムのメンバーは、メンバーが属する業界の特性に応じた創意工夫により、
事業者の災害リスクマネジメント力向上のための普及・啓発を図る。
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トピックス１
　自然災害対応の新たな取り組み～地方自治体との連携～

大阪代協と大阪府「建築防災啓発員制度」事業連携協定締結（2019年８月５日）

＜事業連携協定の内容＞
　�　大阪代協では、大阪府住宅まちづくり部と事業連携協定を結び、「大阪府建築防災啓発員制度」を発足。
大阪代協の会員が所定の講習・テストを経て大阪府から啓発員として認定され、大阪府の職員に代わっ
て一般消費者に住宅の耐震化や電気火災を防止する感震ブレーカーに関する大阪府の情報を提供する。
制度概要は下図の通り。
　民間企業のマンパワーやネットワークを活用して地域の防災・減災に取り組むものであり、大阪府の
地震リスクを再認識し、建物の倒壊、電力回復時の通電火災を未然に防ぐために消費者への啓発活動を
行っていくこととなる。大阪代協では養成研修を実施し、啓発員の育成に取り組んでいるが、本業を通
した意義ある地域社会貢献であり、今後の展開が期待される。
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トピックス２
　自然災害対応の新たな取り組み～地方自治体との連携～

京都代協他損保３団体　京都市と包括連携協定締結（2021年６月30日）

＜包括連携協定の締結とその意義＞
　�　京都損害保険代理業協会（京都代協）、京都府保険代理業協同組合、損保協会近畿支部京都損保会は、
６月30日京都市と「損害保険に関する連携・協力についての包括連携協定」を締結した。連携事項の内
容は下記の通り。災害発生時には臨時相談窓口での保険金請求続き支援などが想定されており、関係者
が相互協力しながら自然災害で被災した市民の早期の生活再建を後押しする。
①　防災知識の普及・啓発に努める
②　損害保険への加入の必要性、有用性を広く周知し、災害に備えた損害保険への加入を促進する
③　損害保険の請求手続きに関する支援
　複数の保険事業者が加入する業界団体と自治体が損害保険加入促進を目的に協定するのは京都市が　　
全国初の試みである。

　�　近年、地球温暖化などの影響から記録的な豪雨が増加しており、大規模な水害が繰り返し発生してい
る。大規模災害が発生すると、被災者は長期間、避難や仮設住宅での生活を余儀なくされる。そこで、
保険による生活再建の支援が重要となるが、実際にはハザードマップなどにも示されているリスクに応
じて適切な保険手配が行われていないケースもあるため、自然災害リスクの啓発や適正な保険加入の推
進は損保業界の社会的使命であると言える。

　�　今後の取り組みについては、平時は防災知識の普及開発、早期の生活再建に資する水災補償や地震保
険の促進に向けた啓発を行う予定であり、具体的には、啓発チラシの合同作成と配布などを検討してい
るとのことである。京都市の地震保険付帯率は61.9％と全国平均の66.7％と比較して５P低く、低迷して
いる付帯率の大幅な改善も目指す。

　�　今回の協定は、被災者の生活再建を後押しし、適正な保険の普及と保険金の迅速な支払いにつながる
ことは間違いなく、その意義は極めて大きい。

� 〔参考：2021年７月16日付保険毎日新聞森記者記事〕
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広報活動の推進

A：対外的広報活動 

■ 広報活動に対する基本的考え方
損害保険商品を日用品と捉えて保険料選好を強める消費者も増えつつある中、プロの損害保険代理店に対
する一般的な認知度は総じて低く、その役割や機能に対する理解は薄いのが実態である。そうした現実を踏
まえた上で、消費者や消費者団体は勿論のこと、政官財、学者・弁護士等の有識者、マスコミ等に対して、
広く広報活動を行う必要がある。
認知度向上の鍵は、個々の代理店・募集人が、日々のお客さま対応の現場で、有益な情報提供を行いなが
らリスクのプロとして本業にしっかり取り組み、草の根で評価を高めていくことにあることは言うまでもな
い。本会としてはこうした代理店の取り組みを支援する観点からも、広く社会に保険代理店（特にプロの保
険代理店）の存在や役割、並びに本会の消費者保護のための活動等の取り組みを伝えていくことが重要であ
ると考え、身の丈での取り組みを続けている。

■ ホームページの活用
⑴　日本代協ホームページ（HP）の全面改定
デジタル化が急速に進む社会において対外広報を展開するためには、「社会に開かれた組織の窓」であ

るHPの活用が重要であり、内容充実に取り組むとともに、常時更新を行い、最新情報を掲載していく必
要がある。
日本代協では、1999年10月にHPを開設以来、内容の充実を図りながら改善を図ってきたが、スマホや

タブレットで検索する最近の傾向を踏まえ、ビジュアルで見易く、より使い勝手の良いHPへの抜本的改
定を行い、2020年２月17日に稼働させた。
⑵　都道府県代協におけるHPの活用
HPは全代協で開設されているが、見るべきコンテンツがない、更新頻度が極端に少ないなど、組織外

に向けた情報発信が不十分な代協も見受けられる。こうした現状を受けて、広報委員会では、「HP・SNS
ガイドライン」（３つのチェックシート：①HP掲載事項のチェック・②HPデザインや構成のチェック・
③SN活用に関するマナーチェック）を作成し、各代協のWeb管理者による定期的な自己点検を後押しす
るとともに各代協のHPのパトロールを実施し、下記２点の定着を図る。
①　｢損害保険大学課程」、「日本代協アカデミー」、「代理店賠責」の詳細説明は日本代協HPにリンク
②　｢各代協の新着情報」は「更新日の記載・月１回以上の更新」
また、各代協で実施する企画が決まり次第、｢行事予定案内（information）｣に掲載し、開催した後は速

やかに「行事実施報告（Activity�Report）」に掲載するよう注意喚起を行っている。
HPは現代社会における重要な情報提供・入手の手段となっており、また、小さな組織でも活用できる

ため、各代協・各会員にとっての有用性は極めて高い。こうした認識のもとで、HPや各種SNSなどのデ
ジタルインフラを有効に活用し、広く社会に対して情宣活動を行っていくことが重要である。
⑶　自社HPの整備活用
HPは、顧客との接点強化の他、自社のブランディングによる他社との差異化、ビジョンや理念に対す

る関係者の共感を得る機会、目指す姿の社員との共有、顧客本位のコンテンツ提供による認知度向上と顧

12
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客開拓等を目的として開設されるものであるが、現実には紙媒体の会社概要を貼り付けただけのHPも散
見され、十分に活用できていない代理店も多いのが実体である。
その背景には、経営者の戦略性やIT人材や資金の不足、更新の負担感など様々な要因があると思われ

るが、多くの消費者が企業の情報収集や信頼性確認のためにHPを利用している現状を踏まえると、広告
宣伝の予算に制限がある中小企業にとって利用価値は高く、加えて損保代理店の場合、大規模災害の際の
顧客へのタイムリーな情報発信等の観点からも、その必要性は一般企業以上に高いと言える。
日本代協では、V-HoPe株式会社と提携し、2017年から「保険代理店専用の独自のテンプレート」、「作成・

運用ともに極めて低廉な価格設定」「面倒な登録、設定もお任せ」の保険代理店専用ホームページの作成・
運用メニューを提供している。代理店経営サポートデスクで作成した「代理店HP活用基本ガイド」（①ホー
ムページの役割、②活用事例、③Q&A、④サポートメニューをコンパクトにまとめ、手軽に読める内容
になっている）も利用しながら、お客さまとの接点強化、ブランド構築、新規開拓、BCP対策、社内の理
念の共有等の充実のためにHPの更なる活用を働きかけていく。

■ 顧客向け情報紙「みなさまの保険情報」の活用
1998年度から有料提供を始めた「みなさまの保険情報」は、各会員の顧客に対する定期的な情報提供をサ
ポートし、付加価値を高めるためのツールとして年４回発行（紙媒体とPDF）している。広報委員会を中
心に積極的な活用推進を行っているが、十分な利用拡大にはつながっていないのが現状であり、（2023年５
月末の利用者数：400会員・44,785部、PDFデータ購入63会員）現在、改めて活用している会員の声やお客
さまの声を収集し、分析するところから仕切り直しを行っている状況である。
プロ代理店は自らの価値を高めながら、顧客の身近なところで困ったら頼りにされる存在になる必要があ
る。一方で、消費者からは「保険の更改の時しか来ない、電話だけで更改の時すら来ない、代理店の顔が見
えず誰に相談していいか分からない」等の声があることも事実である。既契約者への継続的な情報提供によ
る接点強化は、他代理店との差異化を図るためにも有効であるが、代理店独自に情報提供を継続することは
簡単なことではない。本施策は代理店にとって安価で手軽に利用できるツールとして大きな価値があり、一
層の活用が望まれる。

■ メディアの活用
「消費者のための代協の存在」と「代理店は消費者・契約者のリスク・コンサルタントである」ことの
PR、「損保業界最高峰の募集人認定資格である『損害保険トータルプランナー』の存在」、そして「保険を
選ぶ前に代理店を選ぶ」という日本代協の基軸となる考え方を普及させるために、本会・各代協において、
業界紙や地方紙、地元TV局等のメディアと良好な関係を築き、記事掲載等を通じて社会にアピールする機
会を作りだすことが重要である。
また、「社会に貢献する代協」の存在をPRするため、ボランティア活動の際には、損保協会や保険会社へ
も呼びかけて地域の恒例行事となるよう取り組むとともに、地元紙への記事掲載を働きかける必要がある。
⑴　広報委員会における取り組み
広報委員会においては、日本代協の認知度向上、『保険を選ぶ前に代理店を選ぶ、という考え方。』の普
及、代協における消費者団体との懇談会の開催支援等を目的にメディアの活用を図っている。
また、毎年10月に発刊される週刊東洋経済・臨時増刊号において、会長インタビュー記事と「損害保険

トータルプランナー」のPR広告を掲載しており、今後も継続する。

― 158 ―



⑵　業界紙との懇談会の開催
2010年度から、毎年７月に業界紙（※）の記者と日本代協役員との懇談会を実施し、本会の活動に対する
理解を深めてもらう取り組みを行っている。今後も定期的に開催する。
［※業界紙３紙］保険研究所（インシュアランス）、保険毎日新聞社、新日本保険新聞社

⑶　業界紙掲載の活用
2014年12月から、業界紙に掲載された代協活動の記事を活用するため、新日本保険新聞社と協議の上、

該当の掲載記事を毎月日本代協に提供いただき、それを翌月初めに本会HPに掲載し、各代協で利用して
もらう取り組みを始めている。これにより、各代協のHPへのリンクや広報活動・会議等での二次利用（コ
ピーの配布、WEBページへの掲載等）が可能になる。
また、各代協の活動は、各業界紙に掲載される可能性もあるため、積極的な記事提供が期待される。（新

日本保険新聞社の場合、活動日から１週間以内に日本代協宛に原稿・写真を送付⇒事務局で確認の後、同
社に送付している。なお、先方の編集方針によるため、紙面への掲載が確約されるわけではない）
⑷　TV・WEB媒体の活用
2009年度からTV媒体を活用したPR活動を開始した。
①　2009年度～2015年度の７年間は、BS放送で企画番組やCMを放映した。二次利用のためのDVDも
制作し、PR活動を行った。2016年度以降は、各代協会長等へのアンケート結果やスマートフォン等
の急速な普及を踏まえ、WEBを活用した広報活動を展開することとし、YouTube配信に移行した。

②　2016年度：メッセージ性の高いショートムービーを制作・2017年１月１日から配信（YouTube）
〇　「歩んできた道、歩んでいく道」（４分26秒）�親子の絆を描いた短編物語
〇　「二度と後悔はしたくない」（18分24秒）�震災体験ドキュメンタリー番組
③　2017年度：広報の目的（①日本代協の認知度向上、②損保トータルプランナーの認知度向上、役割
理解の浸透）を明確にし、一般消費者、特に今後の保険加入者となる若い世代に対するアプローチを
第一に考え、２本立てのムービーを制作し、YouTubeにて配信
〇　「繋がり」（３分55秒・かけがえのない絆で結ばれている若者達の感動動画）
〇　�「トータルプランナーのいる街」（４分20秒・身近な損保トータルプランナーアニメ（ふうた）番
組（再生完了数は42万回を数えた）

④　2018年度：代理店の “地域親密性” をキーワードに、消費者に身近な相談者であることをPRした「47
都道府県代協ごとのショートムービー」を制作し、YouTube配信した。（動画は永久利用可能）また、
YouTubeチャンネルの整備により、検索・視聴対策と動画のアーカイブ化も行った。（再生回数は10
万回超）47代協毎に地元女子アナウンサーや代協メンバーが出演し、各代協のPRや組織の活性化に
も一定の貢献することができた。YouTubeチャンネルは、「損害保険」の検索上位50本の中に14本が
ランクインし、損保会社の公式動画やチャンネルを上回る第１位となった。動画配信は効果が期待で
きるプロモーションであると考えられる。

⑤　2019年度：代理店の地域親密性と全国組織としての信頼を、オリンピック熱とともに「47都道府
県をリレー形式でつなぐ動画（基礎的保険用語の解説を１代協１つずつ収録し、バトンでつなぐ）」
を制作し、YouTube配信した。（再生回数は15万回を超えた）

⑥　2020年度：東日本大震災から10年であることを契機に、当時の事実に基づいた再現ムービーを制作
し、Twitterやインフルエンサーを活用した情宣を展開した。
〇　�メイン動画�東日本大震災から10年であるこの時期に、事実に基づいた再現動画を制作（総再生
回数は3,580回、音声アプリvoicyは516,724回）
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〇　�各代協動画�メイン動画に連動して、各代協別の災害・事故等の事例を使用して損保の有効性を
訴求する動画を制作（総再生回数は5,994回）

〇　正副会長が出演した日本代協メッセージ動画（総再生回数761回）
⑦　2021年度：歴史上の人物にまつわる事象をフックとし、保険の新規加入・見直しを検討する際には
「保険を選ぶ前に代理店を選ぶ、という考え方。」や「損害保険トータルプランナーが力になること」
を訴求する動画を制作した。
〇　�WEB　CM（30秒×４本）�歴史上の人物をキャラクターに起用した印象に残る問題提起動画合
計の再生回数は131万回を超えるヒットとなった。

〇　�営業アシスト動画（３分×１本）�募集人がお客さまとの対面時に有効利用できる説明動画
WEB�CMは131万回再生とヒットしたが、営業アシスト動画は1,200回と伸びない状況。

⑧　2022年度：「保険を選ぶ前に代理店を選ぶ、という考え方。」の大切さをわかりやすく説明し、「損
害保険トータルプランナー」が頼れる存在であることに訴求した60秒～90秒のシンプルで分かりやす
い映像（担当者､街頭､専門家インタビュー）を作成し、アドテクノロジーを駆使した広告配信で、設
定したターゲットの閲覧数を確保する企画を実施。
〇　�配信期間（１か月間）では、ターゲットに対し延べ3,148,209回視聴され、目標である1,100,000回
の視聴回数を大きく上回ることができ認知拡大につながった。

〇　�広告媒体別では、YouTubeとTwitterの視聴完了率が高く今後の広告媒体としては、有効な手法
となり得る結果が出た。

⑨　2023年度：2021年度に日本代協のことを説明する長尺動画（約４分）を作成。2022年度に損害保険
トータルプランナーの価値に関する動画（約70秒）を作成し、PR企画の目指す動画の制作が一通り
完成したと判断。今後は「保険代理業の職業上の魅力」を伝える対外広報に注力していく。

■ イメージキャラクター “ふうた” の活用
日本代協では、イメージキャラクター『森の賢者 “ふうた”』を制作した。次の５ポーズは各代協・代協
会員であれば自由に使用することができるので、広く活用が望まれる。
（商標登録第6019722号：2018年２月16日登録済）
　〈ふうたのプロフィール〉

名　前 ・森の賢者　ふうた

性　別 ・オス

年　齢 ・不明

性　格
・正義感が強く勉強熱心
・周りに困っている人を見るとほっとけない

使　命
・消費者のみなさんに保険の大切さを知ってもらうこと
・代理店のみなさんのさらなる資質向上に努めること

好きな言葉 ・安心・安全

B：代協会員向け情報提供活動 

■ 代協会員向け情報提供の基本的な考え方
人口減少や高齢者の急激な増加、デジタルの加速度的進展等、
社会環境の大きな変化とともに、商品や代手の相次ぐ改定、ダイ
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レクト保険会社の浸透、銀行窓販やショップ店の拡大、大資本異業種の参入、代理店の統廃合の進展、改正
保険業法の施行と行政による顧客本位の業務運営の要請等、業界を取り巻く環境の変化は速く、激しい。
今後の代理店経営を考える際に情報は非常に重要であり、正確で多様な情報収集とタイムリーな発信は日
本代協の重要な役割である。
併せて代理店としても保険会社経由の情報だけではなく、業界紙・専門誌の購読や各種セミナーへの積極
的参加、ベンチマークの実践等により、自らコストをかけて「情報を取りにいく」姿勢が求められる。
また、各地で開催される様々な会合は「集い、語らい、高め合う」代協の真価が発揮される場であり、同
業者同士の有益な情報交換につなげることが期待される。

■ 日本代協ニュースの配信
日本代協ニュースは、本会の活動を伝える情報伝達手段であるが、今後の代理店経営を考える上で必要と
なる正確な情報をタイムリーに代協会員に伝えるため、下記の①～③の通り配信している。また、個々の会
員に配信できない情報は、代協事務局経由で各会員に伝達（配信）してもらうよう依頼している。
①　「日本代協ニュース（定期版）」➡�メール添付にて年10回定期配信
②　「業界関連情報（日本代協ニュース情報版）」➡各社ニュースリリースや新聞記事のクリッピング
� 各代協宛メール添付にて随時配信
③　「参考情報」➡�②以外の情報について各代協宛メールにより随時配信

■ ｢代協活動の現状と課題」の作成・配布
表題の内容をまとめた本冊子である。毎年９月下旬を目途に全代協会員は勿論のこと、金融庁や損保協会、
各業界団体、有識者等に直接配布し、日本代協HPにも全文を掲載している。本会の活動状況や様々な課題
に対する基本的な考え方と対応案などを掲載したものであり、組織として重要な冊子となっている。
なお、2021年度事業計画に基づき、作成・提供方法に関する各代協の意向をアンケート調査した。「利用
のしやすさや対外広報等の観点から現状通り現物で提供」するか、「紙の使用量、印刷・配送コスト、携帯
の利便性等の観点からデータで提供」する方法に変更するか、という点を確認したが、アンケート調査の結
果は、継続して冊子希望：20代協、電子データで可：27代協（但し､７代協は一定部数冊子必要との回答）
であった。よって、当面は冊子（含むPDF）での提供を継続するとともに、本冊子の存在を知らない会員
もまだ多いことから、少しでも手に取って見ていただけるような情宣と工夫を行っていく。
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代協会員向け経営支援策

■ 代協会員向け経営支援活動
　代協会員に対する経営支援策の提供に関しては、業法改正対応のセミナー開催や体制整備関連の各種ツー
ル等の提供、代理店賠責の斡旋、活力研における論議、日本代協アカデミーの展開など、様々な視点から取
り組みを行っているが、本会の最も重要な役割の一つであり、更なる強化が必要な分野である。
　現在、各委員会等でも様々な取り組みを行っているが、本章では「代理店経営サポートデスク」による各
種経営支援策について記載する。

■ 「代理店経営サポートデスク」
⑴　『代理店経営サポートデスク』の創設
・代協会員の代理店経営を支援するため、2019年度から新施策として、日本代協事務局内に『代理店経営
サポートデスク』を設置した。室長には、日本代協アドバイザーで株式会社粕谷企画代表取締役の粕谷�
智氏が就任（業務委託形態）。原則として毎週水曜日は本会事務所に常駐し、事務局と打ち合わせながら、
新たな施策の企画や具体的な支援ツールの作りこみと電話による個別課題の直接相談（後記）を行って
いる。また2022年４月より事前予約方式のZoom相談も展開中であり、相談実績も出てきている。

・取り組みについては、施策の展開状況や個別相談内容を分析の上、理事会並びに関連委員会に報告して
情報共有を行うとともに、次の支援策の企画につなげている。

　・サポートツール提供に関する現時点の具体的な成果物は以下の通りである。
①　小規模代理店向け「BCP策定支援ツール」の提供と策定支援セミナーの開催
ツール類の提供
2019年２月に、BCP策定が遅れている主に10名規模までの小規模代理店を想定した「BCP策定簡単
ガイド」（自然災害編）と「BCPシート」（エクセル表）を提供。また、2020年10月には、新型コロナ
感染症のパンデミックを踏まえた「感染症編」を提供し、代協会員のニーズに対応した。
さらに、2021年２月には、代協会員の取り組み事例を中心に構成した現実感のある訓練の参考材料と

して、「BCP基本訓練ヒント集」を提供した。
なお、各保険会社やグループ会社からより充実した内容の個別支援策が提供されている。従業員10名

以上の規模を有する組織型の代理店やハイレベルのBCP策定を希望する代理店等の場合は、これらの
サービスを利用してもらうこととし、本会提供ツールとの役割を整理している。

13
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 BCP策定支援セミナーの開催
各代協会員のBCP策定をサポートするため、20年・21年度の２年間をかけてワークセッションを織り

込んだ代協単位のセミナーを開催した。年間25場所開催とし、２年で全代協におけるセミナーを実施済
み。地域差が出ないよう一律１代協３万円のみの負担とし（講師料に充当）、交通費等の経費は本会が
負担した。ワークセッションを含め基本2.5時間。講師は粕谷室長の他、ガイド作成に協力いただいた
SOMPOビジネスソリューションズ（BSS）の専門家に担当いただくこととし、推進態勢を整えた。
今後は作成して終わりにならないよう、定期的な訓練を通して全社員のBCP目線を高め、いざという

ときに冷静に必要な行動ができる代理店作りをサポートしていく。
②　「保険代理店経営者のための人事・労務ハンドブック」の提供（20年９月斡旋販売）
代理店経営者を対象に、避けることができない人事・労務上の課題について、現場での実態に即しな

がら分かりやすく解説することを狙った小冊子である（全118ページ）。
本書は、本会からの質問出しを基に日企社で冊子にまとめたものであるため、一般販売（１冊2,000円）

も行なわれるが、代協会員向けには特別価格（半額の1,000円）で提供されている。
③　親族間承継を前提とした「プロ代理店における事業承継の課題と対策」の提供（20年10月）
中小規模代理店で多くを占める、親族間の事業承継を計画的に行うためのガイドブックとして作成し

たもの。代協会員の実例をもとに、事業承継を成功に導く基本的な考え方を整理した。
④　顧客本位の業務運営を実現し続ける「戦略的代理店合併の基本ガイド」の提供（20年12月）
代理店が自社の経営の選択肢として、合併やM&Aを選択する際の注意点や成功のヒントをまとめた

ものである。
代理店合併に際しての検討項目は数多く、課題も個別性が強いため、本ガイドで基本的な整理を行っ

た上で、代理店経営サポートデスクを活用しながら戦略決定に至ることが望ましい。
⑤　経営理念と活動の見える化のための「代理店ホームページ活用基本ガイド」の提供（21年４月）
ホームページは、顧客との接点強化の他、自社のブランディングによる他社との差異化、顧客本位の

コンテンツ提供による認知度向上と顧客開拓等の一般的な目的の他、大規模災害の際の顧客へのタイム
リーな情報発信等の観点からも、その必要性は一般企業以上に高いと言える。
日本代協では、V-HoPe株式会社と提携し、2017年から「保険代理店専用の独自のテンプレートを用意」

「作成・運用ともに極めて低廉な価格設定」「面倒な登録、設定もお任せ」の保険代理店専用ホームペー
ジの作成・運用メニューを提供している。
本ガイドは、そのメニューをもとに、①ホームページの役割、②活用事例、③Q&A、④サポートメニュー

をコンパクトにまとめたものである。
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⑥　「事業継続力強化計画認定申請」サポートツールの提供（21年７月）
事業継続力強化計画認定制度はBCP策定の前段階の取り組みとして、中小企業庁が中小企業の自然災

害等に対する事前対策（防災・減災対策）を促進するために2019年度から展開している制度である。一
方、損保代理店は、地震や津波等の “いざという時” に社会的役割や機能を確実に発揮するためには、
BCPの策定・定着は必須の要件となる。そこで日本代協としては、認定申請→BCP策定とステップを刻
んで構築するのではなく、BCP策定と同時に認定申請を行う方針を掲げて取り組みを進めており、その
サポートツールとして「申請支援マニュアル」「申請書書き方ガイド」を提供した。
※　本項目については、「代理店の価値向上策の推進」の章参照
⑦　「SWOT分析基本ガイド」の提供（22年５月）
自社の現状を分析し、戦略策定につなげるための経営支援ツールとして提供した。本ガイドで手法を

学んだ後、有料ではあるが低廉な費用で利用できる専門家によるオンライン解説、中小企業診断士によ
る個別コンサル等のメニューを用意している。詳細についてはサポートデスクまでご相談いただきたい。

⑧　「代理店経営未来塾」開講
主に地域の専業代理店を想定した事業承継の準備と後継者育成を目的とした「代理店経営未来塾」が、

2021年12月から第１期生17名によりスタートした。代理店経営＝企業経営の基本的なフレームワークを
学ぶ６か月コースの特別講座であり、経営理念、ブランド戦略、組織作り、マーケティング、チームパ
フォーマンス、情報共有と組織の見える化、の６つの課題を設定し、企業価値の強化と属人経営からの
脱却を目指す講座である。
第２期は2022年11月より2023年４月まで、15名の受講生により行われた。今年度も第３期生の募集を
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行う予定であるが、事業承継や後継者育成に限定せず、経営を学びたい会員向けに広く募集する予定で
ある。

⑵　『代理店経営相談コーナー（電話直接相談）』の設置…毎週水曜日10時～16時
・毎週水曜日10時～16時の間、粕谷室長が担当窓口となり、代協会員からの直接電話による個別の経営相
談を受け付けている。採用、育成、教育、労務管理、給与、評価、合併、後継者問題、生産性向上、成
長性確保等様々な個別課題が寄せられており、専門家のサポートも得ながら、代理店経営者のサポート
を行っている。

・昨年度までは毎週水木曜日の週２回電話による相談を受けていたが、相談件数自体は落ち着きを見せて
きているため、2023年度からは経営相談コーナー設置時と同様毎週水曜日の週１回受付に戻すこととし
た。一方で、各代協における粕谷室長を講師役とするセミナーの開催は増えていることから、セミナー
開催の前後の日程で開催地における「出張型経営相談コーナー」を開設し、代理店経営サポートデスク
の一層の周知と利便性の向上を図っていくこととしている。

・サポートデスクの連絡先は下記の通り。

◇　代理店経営相談コーナー〈直通電話〉：03-6268-0788（毎週水曜日10時～16時）
◇　担当：粕谷室長（日本代協アドバイザー）
◇　専用メール：agsupport@nihondaikyo.or.jp（曜日に関わらず随時受付）

・代理店の経営課題は様々であり、それぞれ事情もあることから、問題解決の糸口を見つけるためには、個
別・具体的な対応が必須であり、本相談窓口の設置の意義は大きい。尚、昨年度より開始している「Zoom
相談」は随時行っており、水曜日実施を原則としながらも臨機応変に対応する（事前予約制・１回１時
間以内）。
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代理店の価値向上策の推進

■ 基本方針
国内損保市場では、様々な背景をもった数多くのプレーヤーが顧客の支持を求めて活動しており、それぞ
れのチャネル特性や顧客基盤、保険会社の戦略等により、個別の局面によっては競争環境の有利不利が生じ
ている実態がある。特に、元々固有のマーケットを保有しておらず、ゼロから顧客を掘り起こし、維持・拡
大していることが多い専業代理店から見ると、顧客開拓や商品、サービス面で公正性や公平性を欠くと感じ
るケースが多々あるのも現実である。
こうした現実を踏まえ、少しでも公正・公平な競争環境となるよう取り組むことも本会の重要な役割では
あるが、顧客に評価される高い能力を個人、組織共に身に付け、保険募集の現場で発揮できるようにするこ
とは、現実的かつ顧客本位の業務運営の観点でも極めて重要な戦略になる。
日本代協としては、こうした認識の下で「代理店の価値向上策の推進（保険募集のプロ集団として、他の
代理店と比べた競争力の源泉となる価値を提示する）」に取り組むこととし、23年度は企画環境委員会を中
心に以下の４つの施策を進めている。

■ 代理店の価値向上策の推進
⑴　事業継続力強化計画認定申請へのチャレンジ
①　概要：
地域経済やサプライチェーンを支える企業として、いざという時に従業員の命

や雇用を守り、地域や顧客との関係を維持・発展させていくことは極めて重要で
ある。そのためには、ヒト・モノ・カネ・情報の観点から　実効性のある計画を
策定し、災害に負けない事業継続力を強化させることが必要となる。
こうした認識の下で、中小企業庁が防災・減災に取り組む中小企業を応援するために2019年度から展

開する新制度「事業継続力強化計画」認定制度を本会も活用し、代協会員自身の認定申請をサポートし
ている。
なお、21年３月に中小企業庁と共同で、事業継続力に関する代協会員向けアンケート調査を実施。
リスクマネジメントに関する意識やブレークスルーポイントなどの情報を収集し、行政における方針

定に反映させることができ、事前対策としての保険の重要性をクローズアップすることができた。
（調査結果は非公表となってしまったが、保険募集現場における具体的な課題把握を基にした中企庁

との連携強化に関係強化を図ることができ、下記②記載のセミナー開催などにつなげることができた）
②　取り組み：
21年度以降、「三冠王」の代協独自項目の一つに位置付け、所属会員の20％の認定取得（目標達成代
協は前年度プラス５％の目標）を一冠の条件とし、盛り上げを図っている。
また22年度に申請方法が「GビズID（１つのID・パスワードで複数の行政サービスにアクセスできる

法人・個人事業主向け認証システム）」によるweb申請に変わったことから、代理店経営サポートデス
クの粕谷室長が各代協へ出向き、作成から具体的な申請方法まできめ細かく指導する「事業継続力強化
計画認定申請ワークショップ」を改めて開催しており、開催した代協では本取り組みに関する意義の理
解の浸透も含めて、着実に進捗している。

14
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③　代理店の価値向上につなげるために：
現時点での取り組みとしては、まずは代理店自身が認定を受けることにチャレンジしているが、代理

店の価値向上につなげるためには、顧客企業に対して本制度に関する情報提供と認定申請の支援を行っ
ていくことが必要である。そういった取り組みの段階に移行している会員も増えてきており、更に取り
組みを加速させていくこととしている。

⑵　社労士診断認証制度の活用
①　ポイント：
〇　�代協会員の労働環境整備と代協会員の労働環境の整備と中小企業顧客への情報提供による経営支援
力強化を目的として、社労士会が推進する「社労士診断認証制度」を活用する。

〇　�全国社労士会連合の組織的連携強化のため、21年５月11日付けで協力関係構築を前提にした覚書を
締結し、宣言→診断→適合のステップで代協会員自体の環境整備を図る。

〇　�「事業継続力強化計画」と同様、本制度を代理店の価値向上につなげるためには、顧客企業に対す
る情報提供と認証申請の支援が必要である。岡山県代協では、2022年１月に岡山県社会保険労務士
会と覚書を締結し、県内損害保険代理店及びその法人顧客に対して、適正な労務管理の推進に連携
して取り組むこととしている。

②　制度概要：
〇　�「社労士診断認証制度」は、中小企業の労働社会保険関係諸法令の遵守状況や職場環境改善、企業
経営健全化の取り組みを、社労士が毎年確認・診断するもので、認証結果は連合会が運営するサイ
トに掲載され、「人を大切にする企業」であることをアピールすることができる仕組みである。

〇　�認証は以下の３段階で構成され、ステップアップしながら体制整備を図っていく仕組みである。
Ⅰは無料で、WEBサイトから申請、取得できる。「宣言」し「改善」し「適正」を目指す、実践的
で取り組みやすい制度となっている。

Ⅰ　「職場環境改善宣言企業」：確認シートで現状チェックの上、改善を宣言する最初のステージ
Ⅱ　「経営労務診断実施企業」：所定の項目について社労士の診断を受けた企業のステージ
Ⅲ　「経営労務診断適合企業」：必須項目の全てが適正と認められ企業のステージ（ゴール）

③　認証のメリット：
１．人を大切にする企業としての信頼性向上　　２．優良人材のリクルートのアピール
３�．労務コンプライアンスの見える化　　　　　４．企業顧客への人事労務提案の品質向上
また、ステージ毎に付与される「認証マーク」は自社サイトや名刺等で使用できる。

〇　�保険代理店は “人が全て” の産業であり、お客さまに対して様々な形で「信頼や品質のてがかり」
を提示する必要がある。本認証制度は、労働環境の面の「てがかり」の一つとなる有効な仕組みで
あり、さらには、企業顧客への提案品質の向上につながるので、各代協会員の取り組み強化が期待
される。

④　具体的取り組み：
１．提示されている「確認シート」の各項目をチェック（現状を把握）
２�．社労士会連合会の専用ページにアクセスし、「セルフチェック登録専用フォーム」のボタンを押
して、企業情報と「確認シート」のチェック内容を入力し、送信（申請）

３．申請から約１週間で「連合会専用サイトへの企業情報掲載」と「認証マーク」が発行
４．各代理店の課題に応じて対策を進め、ステップアップを図る
５�．企画環境委員会でフォローしながら、社労士会と連携したセミナー開催や社労士紹介など、現地
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ベースの協力関係のもとで代協会員の労働環境整備につなげ、“働く人にとって魅力ある代理店”
作りをサポートしていく。また、各代協会員は、その情報や経験を企業顧客に伝え、各社の経営を
労務面からサポートすることで自社の競争力強化につなげる。

６�．22年度より新たに「三冠王」の代協独自項目の一つに位置付け、所属会員の10％が「宣言企業」
認証される（社労士会連合会ベース）ことを一冠の条件とし、盛り上げを図っている（目標達成代
協は前年度プラス５％の目標）。

⑶　「リスクマネジメント講座」の活用（2022年２月開講）：
①　開講の必要性：
〇　�商品販売からリスクマネージャーへの進化を進め、顧客にとっての代理店の価値を高めるため
〇　�事故や災害は避けたい、被害は最小にしたい、最後の経済的砦は確保したいとの顧客の真のニーズ
に備えるため

〇　�成熟した国内損保マーケットのブルーオーシャンである中小企業対応力を強化するため
〇　�代理店の多くはリスクマネジメントの必要性を感じているが（注）、国内損保の多くは体系的な教育
カリキュラムを十分に提供できていないため
（注：21年３月　中企庁合同アンケート結果：「必要である」95％・「実施できていない」90％）

②　講座体系
〇　�リスクマネジメントは一定のセオリーが確立している分野である。提供コンテンツと実施形態につ
いては、日本代協独自開発と外部ツール等のバランスを取りながら検討を重ね、リスクマネジメン
トの必要性の認識から実践までつなげるべく、段階的に学習できるプログラムとした。

〇　�カリキュラムは、動機付けのための導入セミナー及びYouTube配信の後、以下の５講座（有料）
が用意されている。代協会員は一般価格の50％割引、日本代協アカデミー申込者は一般価格の75％
割引で受講可能。詳細は日本代協HPトップページ下部のバナーからご確認いただきたい。

１．リスクマネジメント基礎講座
２．リスク診断士講座
３．保険財務講座
４．保険RM講座
５．法人生保講座

⑷　JSA-S1003「保険代理店サービス品質管理態勢の指針」の活用（2023年度新規取り組み施策）
①　概要：
〇　�JSA-S1003「保険代理店サービス品質管理態勢の指針」は、日本規格協会が運営するJSA規格認定
制度に基づき、保険代理店のサービス品質向上に必要な管理態勢について規定するとともに、保険
募集業務及び保険契約管理業務における指針について規定されたJSA規格である。
一般財団法人　保険代理店サービス品質管理機構が審査・認証を行う。

〇　認証は以下の３段階で構成され、社労士診断認証制度と類似した仕組みとなっている。
Ⅰ　「目標宣言」：申請フォームにて現状チェックの上、取り組むことを宣言する
Ⅱ　「活動実施」：機構主催の講座を受講し、認証に向けた活動を開始する
Ⅲ　「認証取得」：機構の審査をクリアし、認証保険代理店として登録される

②　展開：
指針の発行が2021年３月とまだ日が浅く、まずは本指針の存在自体を周知するところからのスタート

となるが、代理店のガバナンス態勢の構築の一助となるものであることに加え、保険募集業務及び保険
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契約管理業務に関する指針は、顧客本位の業務運営にもつながるものであるとの認識を深めていく。
⑸　提携事業者の活用推進：「AI-Contact（アイコンタクト）」交通事故防止アプリ
①　サービス概要：
ジェネクスト社の本業である事故鑑定事業を通じて得た、交通事故を削減・予防するためには「交通

違反を減らすことが特効薬」との結果から、フリート事業者の車両の交通違反を検知して事故を削減す
るスマホアプリを開発、事業者向けに販売。アプリの機能・効果は以下の通り。
・速度超過、一時不停止、一方通行違反、右左折禁止違反、踏切不停止を感知し、記録
その情報はダッシュボードに出力され、危険運転の場所やドライバーを一目で確認

・データをもとに効率的な交通教育を実施し、自社の交通安全を確保
結果として自動車保険料の引き下げにもつながる

②　展開：
フリート客先向け事故削減サービスのため、展開に当たっての損保代理店の利用価値は高い。また、

活用する代理店にとっては競争力にもなるため、本会では他に先駆けて開発会社であるジェネクスト社
と協議し、同サービスの特約店を代協会員優先とすることで合意。代協会員向けセミナーを計４回開催
し、90店強の特約店が誕生。既に顧客企業への情報提供を行っている。
なお、代協会員の中から特約店希望が無かった８県については、代位会員以外の代理店が特約店とな

る可能性があるので該当代協には注意喚起を行う。
今後は、特約店数は一定規模に保ったまま、顧客紹介だけ行う店舗（代理店）を創設していく予定。
展開自体は代理店経営サポートデスクで行い、企画環境委員会と情報共有を行いながら、取り組み事

例を収集していく。
＜参考１＞21年６月リリースの新サービス「AI-Contact�NOW」
・運転中にリアルタイムで危険個所を予測し、音声アナウンスで運転改善
・安全運転教育のPDCAに加え、違反自体をさせない迅速な事故削減効果が見込める

＜参考２＞22年４月リリースの新サービス「AI-Contact�フリート」
・完全無料の運行管理システムであり、運行管理、動態管理、車両管理、日報作成に加え、アルコー
ルチェック記録管理が可能

・2022年４月からの法改正による、一定台数以上の白ナンバーの自動車を使用する使用者におけるア
ルコールチェック義務化に対応できる
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全国損害保険代理業政治連盟（政治連盟）

　 政治連盟の意義・活動成果
■ 政治連盟の意義
日本代協の事業活動を進めるにあたり、保険代理業に係る法制や税制等について政治的な課題が生じるこ
とがある。
もともと日本代協の前身である全代連（社団法人全国損害保険代理業協会連合会）は、旧民法34条に基づ
いて旧大蔵省の認可を受けて設立された公益法人であり、政治団体としての活動は制限されていた。現在は
一般社団法人として活動を行っているが、損害保険代理業という公共性の高い職業団体であることに変わり
はないことから、引き続き日本代協は政治団体（注）としての活動は行わないこととしている。
このため、日本代協の事業遂行に必要な政治団体としての活動を行うために、政治資金規正法の適用を受
ける個人加入の政治団体として、1995年に「全国損害保険代理業政治連盟（以下、政治連盟）」を設立、東
京都選挙管理委員会に届出し、組織的かつ継続的に活動を行っている（同選管に毎年会計報告を行っている）。
日本代協と政治連盟は別団体であるが、政治活動に関しては表裏一体の関係にあるといえる。

（注）＜政治団体とは？＞
　政治資金規正法においては、下記の活動を本来の目的とする団体及び下記の活動を主たる活動とし
て組織的かつ継続的に行う団体を政治団体としている。
⑴　政治上の主義若しくは施策を推進し、支持し、又はこれに反対すること
⑵　特定の公職の候補者を推薦し、支持し、又はこれに反対すること
　また、下記に該当する団体については、政治資金規正法上、政治団体とみなされる。
　①�　政治上の主義又は施策を研究する目的を有する団体で、国会議員が主宰するもの又はその主要
な構成員が国会議員であるもの（いわゆる政策研究団体）

　②　政治資金団体
　③�　特定パーティー開催団体（政治団体以外の者が特定パーティー（政治資金パーティーのうち収
入の金額が1,000万円以上のもの）になると見込まれる政治資金パーティーを開催する場合には、
当該政治団体以外の者を政治団体とみなして政治資金規正法の規定の一部が適用される。）

＜政治団体の種類＞
　政治団体には、①政党、②政治資金団体、③政党・政治資金団体以外の団体の３種類がある。
　本政治連盟は、③の団体（推薦団体）に位置づけられる。
＜政治団体の届出＞
　政治団体は、その組織の日、または政治団体となった日から７日以内に、郵便によることなく文書�
で、組織等された旨、当該政治団体の目的、名称、主たる事務所の所在地及び主としてその活動を行
う区域、代表者・会計責任者・会計責任者の職務代行者の氏名、住所、生年月日及び選任年月日等に
ついて、都道府県の選挙管理委員会又は総務大臣に届け出る義務がある。本連盟は東京都の選挙管理
委員会に届出を行っている。

　日本代協の政治連盟は、特定の政党や集団、イデオロギーや主義主張に与するものではなく、党派を超え
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人物本位の支援を行う団体である（注）。政治連盟の主活動は、損害保険代理業の活性化に向けて、国に対し
法改正や税制改正等を働きかけることにある。そのためには、当業界に対する支援が期待できる国会議員の
地元選挙区における関係構築が重要であり、各代協の日頃の取り組みが東京における政治連盟の活動に反映
する関係にある。（注：政策実現のためには政権与党の影響力が必要となるため、時の与党中心の活動にな
るのが実態である。）
なお、企業・団体の場合は、寄付ができるのは、政治資金規正法第21条の定めにより政党（資金管理団体
等）のみであるが、本会の政治連盟は個人加入であるため、他の政治団体や政治家個人への寄付も認められ
ている。（年間1,000万円の総枠の中で一人につき年間150万円まで可能）

■ 政治連盟の会員
政治連盟の会員は、政治連盟規約第５条に基づき「通常会員」と「協賛会員」によって構成されている。
「通常会員」は、損害保険代理業に携わる「個人」であり、法人代理店の場合には、一般的に法人の代表
者が個人で会員となっている。（この場合、会費も個人負担）（2021年12月末現在通常会員数：6,188名）
「協賛会員」は、通常会員以外で本連盟の目的、事業に賛同する「個人」であり、日本代協事務局メンバー、
同アドバイザー等が会員となっている。

■ 政治連盟の役員・委員
＜役員＞
2023年７月時点の構成は以下の通りである。（敬称略）
＜会　長＞　　小平　髙義　（日本代協相談役）
＜副会長＞　　小澤　正志　・　山口　史朗（日本代協相談役）
＜専務理事＞　金澤　　亨　（日本代協専務理事）　＜常務理事＞　工藤　琢哉　（事務局長）
＜理　事＞　　大塚　昭彦　（選挙対策委員長）　
＜名誉会長＞　佐藤貞一朗　（日本代協顧問）
＜顧問＞　　　金子　智明　（日本代協名誉会長）　・　小田島綾子　（日本代協会長）
＜監事＞　　　津田　文雄　・　小島　俊宏
＜選挙対策委員会＞
委員長　大塚　昭彦（福岡県代協）
委　員（北海道担当）　山崎　善仁�（北海道代協）　・（北東北担当）　遠藤真喜男�（岩手県代協）
� （南東北担当）　中野　伸二�（やまがた代協）・（上信越担当）　荒井　英和�（長野県代協）
� （東関東担当）　清水　克俊�（埼玉県代協）　・（南関東担当）　小野嘉一郎�（山梨県代協）
� （東京担当）　　廣川　弘城�（東京代協）　　・（東海担当）　　田中　義彦�（三重県代協）
� （北陸担当）　　若松　茂夫�（富山県代協）　・（近畿担当）　　西　　智弘�（滋賀県代協）
� （阪神担当）　　塩谷　広志�（兵庫県代協）　・（東中国担当）　片山　彰造�（岡山県代協）
� （西中国担当）　川向　満典�（広島県代協）　・（四国担当）　　中村　真宏�（高知県代協）
� （九州北担当）　大塚　昭彦�（福岡県代協）　・（九州南担当）　伊尻　伸博�（鹿児島県代協）

＜政治連盟顧問＞
鈴木　馨祐�氏（衆議院議員）
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■ 日常活動
各支援議員との関係構築のため、全国で開催されるセミナーや会合への参加が主な活動となる。2022年度
は年間で79回（東京開催＝39回・地方開催＝40回）参加。併せて、特に関係の深い支援議員との個別懇談会
等の実施や、各代協の総会・新年会への招致などの活動を重ね、いざという時に力になってくれるよう関係
強化に努めている。

■ 政治連盟の活動成果
政治連盟では、40年近くにわたり日本代協の事業遂行に必要な政治活動を行っている。「銀行窓販の弊害
防止への対応」、「税制改正要望」、「郵政民営化に伴う民業圧迫への対応」等の問題解決のためには、理解あ
る国会議員の支援・協力が不可欠であり、政治連盟顧問や保険制度改善推進議員連盟（保険議連）を中心と
した支援議員には、自民党税調、衆参の財政・金融・財務の各委員会、各関係官庁等への働きかけをサポー
トいただいている。こうした取り組みによる近年の主な成果は以下の通りである。

・2006年度：「地震保険料控除制度の創設」の実現

・2007年度：銀行窓販に関する「監督指針への『公取ガイドラインへの留意』規定」の実現

・2009年度：「医療・介護・年金等の社会保障制度を補完する商品に係る保険料控除制度」の創設

� �「中小企業庁の景気対応緊急保証制度（セーフティネット保証）適用対象業種への保険代理

業の追認」の実現

・2010年度：国土交通省「政府保障事業の支払い迅速化による目標処理期間の設定」の取付け

・2012年度：「銀行窓販弊害防止措置の存置と新たな監督上の措置の追加」の実現

・2013年度：（平成26年度税制）消費税簡易課税制度の「みなし仕入率」引下げ時期の繰り延べ実現

・2018年度：火災保険に係る異常危険準備金積立率の引き上げを実現（現行の５％から６％へ）

・2021年度：火災保険に係る異常危険準備金積立率の更なる充実（現行の６％から10％へ）

　 損害保険に関する税制改正要望
■ 基本方針
業界団体にとって関連税制の動向に留意することは極めて重要であり、日本代協としても継続的に情報収
集に努めるとともに、損害保険の普及によって安心・安全な社会を創り上げていくために必要な税制並びに
代理店経営上必要な税制があれば、引き続き行政や与党に対して改正要望を行う。
なお、税制は政治の最重要課題の一つであり、損保協会との連携と合せて、政治連盟顧問や税制担当の支
援議員を通じた活動を展開する。近年の主な取り組みは、以下の通りである。

■ 地震保険料控除制度（2006年度）
本会は、1997年以降、「地震保険料控除制度」の創設を求めて長年にわたり要望を行ってきたが、2006年
度の税制改正において制度創設が認められた（所得税５万円限度）。
政府も地震保険料の控除制度を創設することが加入率の向上につながり、地震災害に対する国民の自助努
力による個人資産の保全を促進すると判断をしたものであり、本会並びに損保協会の長年にわたる要望活動
が実ったものである。
但し、2006年度の税制改正では、所得税等の定率減税廃止や企業向け減税の縮小など、個人・大企業とも
に負担増となる内容となった。これに合わせ、政府・与党は、厳しい国家財政の中で、各種控除制度は極力
減らす方針とし、地震保険料控除制度を創設する見返りに損害保険料控除制度を廃止（注）することになり、
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地震保険料控除制度はこの代替策となった（注：保険の普及が進み、税制の後押しは不要との判断）。

■ 社会保障制度を補完する商品の保険料控除制度（2009年度）
⑴　2007年度の取り組み
超高齢社会の到来を受けて、社会保障制度を補完する商品の保険料控除制度が必要な社会環境であると

の認識から、同制度（控除限度額100,000円・地方税50,000円）創設を求める要望書を金融庁他関係省庁、
各政党に提出し、2007年10月には自民党の税制改正に関する財務金融部会、関係団体委員会合同会議に出
席するなどして要望活動を行った。
結果的には本件は先送りとなったが、与党の税制改正大綱に「生損保の保険料控除については抜本的な

見直しを行う」ことが記載され、実現に含みを持たせることができた。
⑵　2009年度の税制改正
上記を受け、引き続き本会要望の実現に向け、損保協会とともに取り組みを行った。
その結果、2009年の税制改正において、本会・損保協会の共同要望であった「社会保障制度を補完する

商品に係る保険料控除制度の創設」が認められ、金額等の一部修正のうえ、2012年１月１日以降締結され
た契約から後記内容の新制度が適用されることとなった。こうして、「地震保険料控除制度」とともに新
たな「高齢化対応の保険料控除制度」の創設が実現した。従前の損害保険料控除制度は廃止になったが、
地震多発国であり、また、超高齢社会を迎える我が国に相応しい税制になったものと考える。

＜新保険料控除制度の概要＞
　◇　制度全体の所得控除限度額：所得税12万円・地方税７万円
　　①　遺族のカテゴリー������所得税�４万円・地方税�2.8万円　　（一般生命保険料）
　　②　医療・介護のカテゴリー���所得税�４万円・地方税�2.8万円　　（介護医療保険料）
　　③　年金のカテゴリー������所得税�４万円・地方税�2.8万円　　（個人年金保険料）

■ 消費税簡易課税制度の「みなし仕入率」引き下げ時期の繰り延べの実現（2013年12月）
⑴　背景
消費税制の「みなし仕入率」は、中小事業者の税務事務に係る負担軽減の観点から業種別に設けられて

いる特例措置であるが、全国の税務署の調査で、簡易課税を選択している保険代理業者に益税が発生して
いることが明らかになり、消費税の引き上げに合せて消費税法の規定により見直し対象（注）とされた。（注：
本件は税制改正ではなく、消費税法に基づく既定の対応である。代理店に適用される「みなし仕入率」は、
消費税創設時の80％から1991年10月には60％に引き下げられており、今回それを50％に引き下げる案が示
されたもの。なお、保険代理業以外では不動産業の益税が問題視された。）
⑵　本会の対応と結果
益税発生は税務当局の全国調査で判明しており、また、益税は消費税に対する国民の信頼を裏切るもの

であるため、見直しは避けられない状態であった。しかしながら、引き下げ対策をとる猶予期間もないま
ま直ちに次年度（2014年度）から適用となると、代理店の経営に影響が出るため、本会としては、「適用
期間の繰り延べ」要望が妥当と判断し、陳情活動を行った。与党税調には本件動向の注視を要望、併せて、
政治連盟顧問、支援議員、金融庁にもサポートを依頼した結果、「2014年度から適用」という当初案が、「2015
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年４月１日以降に開始する課税期間に繰り延べ」されることとなった。期間限定の運用ではあるが、本会
要望が具体的に実現したものである。

■ 火災保険等に係る異常危険準備金制度の充実…現行の５％を６％に引き上げ（2018年12月）
⑴　要望の背景
損保会社は発生の時期・規模の予測が困難な巨大災害に対しても確実に保険金を支払い、その社会的使

命を果たすため、平時から保険料の一定割合を異常危険準備金に積み立てることにより保険金支払原資の
確保に努めている。この異常危険準備金については、2004年度の多額の保険金支払いと異常危険準備金の
取り崩しを受けて、2005年度以降、火災保険について伊勢湾台風規模の損害を基準として早期・計画的に
積み増しを行う制度が導入された。税制面では、2005年度税制改正により４％（うち２％は経過措置）、
2013年度税制改正により５％（うち３％は経過措置）に引き上げられている。
しかしながら、2011年度には東日本大震災、タイ洪水、多くの台風の襲来や集中豪雨の発生、2014年度

には首都圏を襲った大雪、2018年には大阪北部地震、豪雨と巨大災害の頻発など、巨大自然災害が次々に
我が国に襲いかかっている。こうした厳しい環境の中、大幅に減少した残高の増加は喫緊の課題となって
おり、巨大自然災害に対して確実に保険金を支払うため、積立率の更なる引き上げが必要であった。
⑵　結果
損保協会は、2019年度税制改正要望の重点項目として「火災保険等に係る異常危険準備金制度の充実」

を掲げ、①積立率を現行の５％から６％に引き上げること、②洗替保証率（注）を現行の30％から40％に引
き上げることを要望した。政治連盟としても業界の社会的責任を果たすために全面的なサポートを行って
きたが、2018年12月14日に「与党税制改正大綱」が決定され、①については、火災保険などに係る特例積
立率を６％に引き上げた上、その適用期限を３年延長することとされて業界要望が実現した。一方、②は
30％への引き上げは見送られたものの、現行の30％は継続することが決まった（注：異常危険準備金の積
立残高の上限値のこと。

■ 火災保険等に係る異常危険準備金制度の更なる充実…現行の６％を10％に引き上げ（2021年12月）
⑴　要望の背景
日本代協では、ここ数年は、税制改正に関して独自の要望書は提出せず、損保協会の税制要望実現を製

販一体で後押ししてきたが、危機的な自然災害リスクの増大に対して今後も安定的に火災保険を提供し続
けるため、保険会社の保険金支払い余力の強化を販売側からも支えることが不可欠と判断し、下記の要望
を提出した。

　＜要望内容＞

　自然災害が激甚化・頻発化する中、お客さまが自然災害への備えの一つとして加入する火災保険の
重要性はますます高まっています。保険販売を行う代理店が自信を持ってお客様に火災保険を勧める
ことができるよう、将来にわたって、大災害発生時などに保険金が確実に支払われることを担保する
ための税制上の措置である火災保険等に係る異常危険準備金制度について、以下を要望します。
１）積立率を現行の６％から10％に引き上げること
２）洗替保証率を現行の30％から40％に引き上げること（本則積立率となる残高率も同様に引上げ）
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⑵　結果
自民党税制調査会では、当初本要請は却下される方向で検討が進んでいたものの、最終的に火災保険の

積立率10％を勝ち取ることができた。
具体的な決定内容は以下の通り。

保険会社等の異常危険準備金制度について、次の見直しを行う。
①　保険の種類について、火災保険等を次の保険の区分とする。
　イ　火災保険及び風水害保険
　ロ　動産総合保険、建設工事保険、貨物保険及び運送保険
　ハ　賠償責任保険
②�　火災保険等に係る特例積立率について、上記①イに掲げる保険に係る特例積立率を10％（現行：
６％）に引き上げ、上記①ハに掲げる保険を対象から除外した上、その適用期限を３年延長する。

　すなわち、火災保険及び風水害保険については積立率10％に引き上げ、動産総合保険、建設工事保険、
貨物保険及び運送保険については現行の６％のまま、そして賠償責任保険については６％から本来の水準
である２％に戻す（本則適用）というものである。
賠償責任保険の積立率が２％に戻ることになるが、現在十分な積立がなされており、実質的な影響はない。

　 政治連盟の主要取り組み課題（2023年３月通常代議員会にて承認）
【制度案件への対応】
⑴　2022年度の主要取り組み課題
１．銀行窓販の「弊害防止措置」の存続
２．「保険料控除制度」の充実
３．保険会社の「安定的な保険金支払い能力の確保」（損保協会との連携強化）
４．「日本郵政グループ」に対する対応
５．キャッシュレス社会の実現に向けた取扱事業者の各種費用・手数料の引下げ
⑵　今後の取り組み
引き続き損保協会との連携を深め、情報収集に努める。損害保険代理業にとって必要な法制・税制関連

事項については、社会的に見て要望に妥当性ありと判断される事案があれば要望を上げる方針である。
また、税制・法制以外の代理店経営上の課題については、基本的に民民の問題となる事案がほとんどで

あると思われる。従って、安易な政治案件化は会の信頼性を損ない、今後の活動を阻害するおそれもある
ため、慎重に判断して対応する。

【制度案件以外の事業計画上の具体的な活動方針】
⑴ 支援議員に対する地元での活動の強化
①　支援議員「地元開催セミナー・会合」への参加と支援議員との接点強化
損害保険代理店を取り巻く環境は大きく変化しており、経営の持続を確保する上で、様々な課題に直

面している。支援議員に、保険代理店の声を汲み取ってもらい、力添えをもらうためには、様々な機会
を捉えて、各選挙区で接点を持つことが重要である。その実現のために、議員主催の「地元開催セミナー・

Ⅲ
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会合」への参加、支援議員に対する「代協総会・セミナーへのリアルまたはオンライン参加」要請など
を通じて、支援議員との接点強化を進めていく。併せて、地元において「会員が支援議員とフリーな論
議ができる環境」を整える。

②　国政選挙対応
2023年４月に実施された衆参両議院の補欠選挙において、衆議院山口県２区・４区で候補者の推薦を

行い、いずれも当選した。
選挙は支援議員との関係強化を進める絶好の機会であるため、代議員・選挙対策委員・政治連盟役員

が一体となって、各代協との連携強化を図り、選挙区における支援活動を組織的に行う。選挙活動に当
たっては、コンプライアンスに十分留意する。

⑵ 組織課題への対応
①　「日本代協・事業方針」の把握と認識の共有
政治連盟は、日本代協の事業運営に必要な政治活動を行う組織であり、日本代協とは「表裏一体の関

係」にある。したがって、政治連盟の取り組みを進めるに当たっては、日本代協理事会等を通じて日本
代協・事業方針の把握と役員間の認識共有に努め、日本代協と一体となって活動することを原則とする。

②　「政治連盟�意義と活動」ミニセミナーの継続実施
全国の代協会員間で、政治連盟に対する理解が十分進んでいない現状がある。ついては、政治連盟役

員・選挙対策委員が講師となり、全国各地で「政治連盟�意義と活動」等の資料を活用してミニセミナー
を開催し、政治連盟の「存在意義」、「歴史と背景」、「概要」、「活動内容」についての情宣活動を継続的
に進めていく。

③　「京都方式」（注）導入推進と会員拡大
会費の納入に当たっては、従来どおり「京都方式」の導入を進め、会員拡大を図る（2022年12月末現

在で11代協が未導入）。暦年の会費未納が残っている代協に対しては、代議員・政治連盟役員・日本代
協地域担当理事が連携して、課題の把握と対応策の協議を行い、個別具体的に対策を講じる（2022年12
月末現在で13代協に累積未納金額あり）。
（注：京都方式�代協正会員個人の原則全員加入方式。加入しない場合は通知により除外）
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日本代協83年の歴史と発展

※年譜は過去の記載との整合性から和暦で記載・＜　＞内は法制度関連の動き

■ 創　成　期（昭和15年～昭和25年）
　昭和15年10月　　東京火保代理業懇話会設立＝職業代理店の再確認と公平な手数料率制定に取り組む
　昭和18年12月　　同懇話会を発展させ、東京損害保険代理業協会を設立
　昭和23年２月　　全国損害保険代理業協会連絡協議会設立→東京、函館、小樽、東海、関西が参加
　昭和25年５月　　同協議会を発展させ、全国損害保険代理業協会連合会（全代連）を設立

■ 成　長　期（昭和26年～昭和39年）
　昭和27年７月　　＜火災保険代理店格付制度創設＞→全代連は制定に大きな役割を果たす
　昭和39年12月　　社団法人全国損害保険代理業協会連合会設立＝大蔵省より法人格を認可される

■ 改　革　期（昭和40年～昭和55年）
　昭和46年６月　　｢保険募集の取締に関する法律」の改正に関する請願書を大蔵大臣に提出
　昭和48年４月　　＜ノンマリン代理店制度の制定＞→前記請願書が導火線となる
　昭和53年２月　　国民金融公庫の代理店向融資実現
　　　　　10月　　大蔵省メモ受領（保険募集制度及び手数料問題に係る８項目）
　昭和54年２月　　｢損害保険ノンマリン代理店制度における諸問題に関する答申」大蔵省に提出
　　　　　７月　　第１回太平洋損害保険代理店米国研修（PIAS）実施
　昭和55年４月　　全代連を発展させ、社団法人日本損害保険代理業協会に改組
　　　　　10月　　＜新ノンマリン代理店制度実施＞→日本代協の意見が反映

■ 発　展　期（昭和56年～平成12年）
　昭和57年１月　　損害保険代理店学校の開校
　　　　　４月　　住宅金融公庫契約の取扱改善
　　　　　７月　　中小企業金融公庫の代理店向融資実現
　昭和58年４月　　保険料預貯金種類へ定期預金の導入実現
　昭和60年７月　　中小企業信用保険法保証対象業種指定実現
　昭和61年４月　　代理店登録手続の改善
　　　　　７月　　損害保険料ローン制度「おおぞら」の開発・実施
　昭和63年８月　　オートリースシステム「かがやき」の開発・実施
　平成２年６月　　代協創始50周年・日本代協移行10周年記念行事実行
　平成３年10月　　日本代協会長が保険審議会の臨時委員に委嘱される
　平成４年３月　　中小企業新技術体化投資促進税制適用業種に指定
　　　　　９月　　全国損害保険代理業国民年金基金の設立
　平成５年11月　　日本損害保険代理業振興基金の創設
　平成６年10月　　大蔵省・保険ブローカー制度懇談会へ参加
　平成７年３月　　大蔵省・地震保険制度懇談会へ日本代協会長が参加
　平成８年４月　　＜保険業法改正＞（金融ビッグバンと日米保険協議）
　　　　　　　　　＜生損保相互参入・算定会制度の見直し・商品及び料率の届出制導入＞
　　　　　10月　　＜子会社方式による生損保相互参入実現＞
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　平成９年３月　　保険審議会・基本問題部会において日本代協会長が意見陳述
　　　　　９月　　＜リスク細分型自動車保険認可＞
　　　　　10月　　募集規範の制定・ヨーロッパ損害保険代理店研修（EIAS）の実施
　平成10年７月　　＜算定会料率使用義務の廃止＞
　　　　　10月　　日本代協保険大学校の開講
　平成11年２月　　新しい資格制度の提言
　　　　　12月　　新しい代理店制度・代理店手数料に係る要望書の提出
　平成12年４月　　地球環境問題への取り組みの開始

■ 第Ⅱの創成期（平成13年～平成19年）
　平成13年１月　　日本代協認定保険代理士１期生1,163名の誕生
　　　　　３月　　＜ノンマリン代理店制度（種別・資格）の廃止＞
　　　　　４月　　＜各社別代理店制度・代理店手数料体系の導入＞（募集・販売制度の自由化）
　　　　　　　　　＜保険商品の銀行窓販解禁＞（第一次）
　　　　　10月　　日本代協21世紀委員会の答申→組織の見直し論議開始
　平成14年６月　　日本代協総会において保険代理士の国家資格昇格を目指すことを決議
　　　　　７月　　代理店賠責・日本代協プランの導入
　平成15年４月　　＜代理店手数料の完全自由化＞
　　　　　７月　　日本代協認定保険代理士の更新研修開始
　平成16年３月　　損保協会販売調査委員会と合同で損害保険募集人（保険代理士を含む）の国家資格化の
　　　　　　　　　共同検討開始
　　　　８月～　　銀行窓販の全面解禁に対する反対運動を展開
　平成17年２月　　代理店賠責・日本代協プランと東京代協職業賠償共済の一本化決定
　　　　　３月　　金融庁「保険商品の販売勧誘の在り方に関する検討チーム」へ荻野副会長参画
　　　　　12月　　銀行窓販第３次解禁・モニタリング開始
　平成18年２月　　兵庫県代協「阪神・淡路大震災の教訓」採択
　　　　　６月　　代協法人化に関する標準定款・マニュアル決定
　　　　　　　　　＜金融庁「保険商品の販売勧誘の在り方に関する検討チーム」最終答申公表＞
　　　　　10月　　「保険会社の行政処分により消費者が受けた影響の調査」報告を金融庁保険課に提出
　　　　　　　　　第11回郵政民営化委員会：日本代協会長が「実施計画」について意見陳述
　平成19年２月　　第20回郵政民営化委員会：日本代協会長が意見陳述
　　　　　３月　　損保協会の「消費者の声」諮問会議に日本代協会長が出席
　　　５～６月　　全国11場所で損保協会とブロック協議会・各代協役員が「コンプライアンスガイド」お
　　　　　　　　　よび「適合性原則」（意向確認書、契約確認書）への対応について意見交換
　　　　　８月　　「活力ある代理店制度等研究会（活力研）」設置
　　　　　９月　　＜「金融商品取引法」施行＞
　　　　　10月　　＜郵政民営化＞
　　　　　　　　　金融審議会保険WG：日本代協会長が銀行窓販に関して反対の意見陳述
　　　　　12月　　＜銀行窓販全面解禁＞（弊害防止措置が設けられる）

■ 第Ⅱの改革期（平成20年～平成25年３月）
　平成20年２月　　理事会：金融庁監督局保険課長が講演
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　　　　　４月　　損保協会「損害保険募集人試験更新制度」スタート（認定保険代理士は免除）
　　　４～６月　　各代協の通常総会において一般社団法人化の決議
　　　　　10月　　郵便局株式会社：自動車保険取扱郵便局が303局となり、全国展開開始
　　　　　　　　　金融庁保険課長との意見交換会開催
　12月～翌１月　　各代協で一般社団法人の認可取得
　平成21年３月　　第50回金融審議会「保険の基本問題に関するWG」：荻野会長意見陳述
　　　　　４月　　認定保険代理士の認定基準一部改定
　　　　　　　　　①保険会社社員への資格開放　②募集実務経験を２年間に短縮　
　　　　　６月　　日本代協HP全面リニューアル実施（「認定保険代理士のいる店」検索等）
　　　　　　　　　通常総会：会員資格変更（個々の代理店から法人化された代協へ）の認可取得承認
　　　　　８月　　金融庁から定款変更の認可取得（正会員資格の変更等）（25日）
　　　10月15日　　臨時総会において公益認定申請を決議
　　　　　10月　　グリーン基金寄付先公募をHP上で実施
　　　10月20日　　内閣府公益認定等委員会に対し公益認定申請を実施（電子申請）
　　　　　12月　　保険大学の名称を「保険大学校」に変更
　平成22年２月　　政府「景気対応緊急保証」の対象業種に「損害保険代理業」の追加指定実現
　　　２月28日　　BSジャパンにおいて認定保険代理士の活動を紹介する特別番組を放映
　　　　　　　　　日経全国版に10段広告実施（「どう選ぶ？損害保険」）
　　　３月12日　　臨時総会開催（事業計画・予算決定）以降、総会を年２回開催
　　　　　３月　　公益認定申請取下げ
　　　　　４月　　＜保険法施行＞
　　４月～６月　　募集人の認定制度に関する損保協会との合同研究会開催
　　　５月10日　　理事数削減（30名～60名�⇒�15名～30名）の定款変更認可取得
　　　　　５月　　理事会：「公益認定申請の再申請方針」、地球環境・社会貢献委員会のCSR委員会への名
　　　　　　　　　称変更承認
　　　５月31日　　国民年金基金事務局移転（文京区本郷の賃貸ビルから日本代協事務局内へ）
　　５月～６月　　代協正会員実態調査実施
　　　６月16日　　正会員資格変更後初の通常総会開催・金融庁保険課長講演
　　　７月28日　　募集人の認定制度に関する損保協会との合同検討部会設置
　　　　　８月　　公正取引委員会に優越的地位の濫用に関するパブコメ提出
　　　　　10月　　＜損保業界の裁判外紛争解決機関「そんぽADRセンター」開設＞（代理店も対象）
　12月～翌３月　　BSジャパンにて日本代協TVCM「Mr.�D、現る」放映
　平成23年３月11日　　臨時総会・東日本大震災発生
　　　　　５月　　損保協会から「損害保険大学課程」創設のニュースリリース
　　　　　　　　　銀行窓販に関する副大臣ヒアリングにて岡部会長が意見陳述
　　　　　７月　　＜銀行窓販に関する弊害防止措置の見直し内容公表＞
　８月７日～10日　　正副会長による東日本大震災被災地代協訪問実施
　11月18日～19日　　第１回「日本代協コンベンション」開催（ヤクルトホール他）
　平成24年１月　　｢自動車盗難等の防止に関する官民合同PT」に正規メンバーとして参加
　　　　　２月　　事務局に金融庁検査入検
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　　　　　　　　　BSフジにて認定保険代理士の活動に密着した特別番組放映
　　　　　３月　　損保協会から｢損害保険大学課程」教育プログラムの教育機関に指定される
　　　　　　　　　東日本大震災発生から１年に合わせ、損保業界合同で防災啓発活動実施
　　　　　　　　　東日本大震災特別企画講演会を保険毎日新聞、損保総研と共催で開催
　　　　　　　　　野村総研と協賛で「中国自動車保険セミナー」開催
　　　　　４月　　振興基金全件償還完了（同制度終了）
　　　４月１日　　＜平成23年度見直し実施後の銀行窓販弊害防止措置施行＞
　　　６月７日　　＜金融審議会「保険の基本問題に関するWG」第１回会合開催（以後16回開催）＞
　　　６月19日　　通常総会にて以下を決議
　　　　　　　　　・公益法人制度改革において一般社団法人へ移行すること
　　　　　　　　　・代理店賠責の引受会社をアリアンツ火災からエース損保（現チャブ損保）に変更
　　　　　９月　　損保協会「よりわかりやすい募集文書・説明のあり方に関するタスクフォース」開催
　　　　　　　　　（日本代協小平企画環境委員長がメンバーとして参画）
　　　　　　　　　損保協会に83項目の「共通化・標準化」に関する改善要望提出
　　　　　　　　　大同火災・上間社長の被災地視察を設営（気仙沼・大船渡等視察に事務局同行）
　　　　　　　　　��内閣府に対しゆうちょ銀行の損害保険募集業務認可申請の差し止めを求める意見書提出

金融庁小野参事官との意見交換会実施（荻野名誉会長、事務局）
　　　　　10月　　内閣府第86回郵政民営化委員会に岡部会長出席・ゆうちょ銀行の損害保険募集業務認可
　　　　　　　　　申請に対して「断固反対」の意見表明
　　　　　　　　　一般社団法人への移行認可申請書提出
　　　　　　　　　エース損保引受初年度となる代理店賠責「日本代協新プラン」スタート
　　　　　　　　　損害保険大学課程「専門コース」第１回教育プログラム開講
　　　　　11月　　第２回日本代協コンベンション開催（16日～17日・ヤクルトホール他）
　　　　　12月　　損保協会タスクフォース中間報告書とりまとめ（重説プロトタイプ作成）
　平成25年１月　　金融審議会第９回保険WGに損保協会タスクフォース中間報告書提出
　　　　　　　　　第13期認定保険代理士誕生（752名）
　　２月～３月　　BSフジにて認定保険代理士のPRドラマを放映（４パターンのコント仕立て）
　　　　　３月　　臨時総会開催（15日）：一般社団法人への移行認可証受領（４月１日付）

■ 第Ⅱの発展期（平成25年４月～平成28年４月）
　　　　　４月　　一般社団法人の移行登記完了
　　　　　　　　　損害保険大学課程「コンサルティングコース」第１回教育プログラム開講
　　　　　５月　　「公益社団法人日本消費生活アドバイザー協会」賛助会員として承認
　　　　　　　　　損害保険大学課程に関する損保協会との「合同運営会議」スタート
　　　　　６月　　＜金融審議会第16回保険WG開催・報告書公表＞
　　　　　　　　　RINGの会オープンセミナーに代理店賠責（日本代協新プラン）のブース出展
　　　　　　　　　早稲田大学「保険規制問題研究所」シンポジウム共催（岡部会長プレゼン）
　　　　　７月　　金財主催「代理店ビジネスの新潮流」セミナーにて基調講演（事務局）
　　　　　　　　　新日本保険新聞社主催「保険関係団体懇談会」に岡部会長出席（日本代協にて開催）
　　　　　８月　　金融庁保険課との意見交換会開催
　　　　　10月　　結心会パネルディスカッションに岡部会長出席
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　　　　　　　　　金融財政事情座談会に荻野名誉会長、栗山アドバイザー出席（日本代協にて開催）
　　　　　11月　　金融庁保企室・保険課との意見交換実施（荻野名誉会長、岡部会長）
　　　　　　　　　第３回コンベンション開催（15日～16日・ヤクルトホール他）
　　　　　12月　　金融庁保険課との意見交換実施
　平成26年１月　　消費税の簡易課税に関する「みなし仕入率」引き下げの繰り延べを実現
　　　　　２月　　BSフジにて代理店の役割・価値の情宣を図る情報バラエティ番組放映
　　　　　３月　　「東日本大震災から３年」講演会において宮城県代協・小林副会長が「代理店の使命と
　　　　　　　　　役割」について講演（保毎主催）
　　　　　　　　　代理店向けBCP策定ガイドブック「私たち損害保険代理店の事業継続計画」発刊
　　　　　５月　　＜「保険業法の改正に関する法律」成立＞（施行は翌年度）
　　　　　６月　　平成26年度通常総会開催（17日）・金融庁保険課との意見交換会開催
　　　　　７月　　｢損害保険トータルプランナー」認定者初誕生
　　　　　　　　　韓国保険代理店協会・孫副会長他幹部来訪（代理店賠責他）（24日）
　　　　　９月　　JC保険部会主催「国際保険流通会議」に岡部会長出席（20日）
　　　　　　　　　早稲田大学「保険規制問題研究所」シンポジウム共催（26日）
　　　　　10月　　保毎主催「代理店が今なすべきことを考える」パネルに岡部会長出席（31日）
　　　　　11月　　財務省・秋田県主催「秋田防災塾」を日本代協・秋田県代協後援（８日）
　　　　　　　　　第４回日本代協コンベンション開催（14日～15日）
　　　　　12月　　第１回損害保険トータルプランナー認定授与式（イイノホール）
　平成27年２月　　BSフジにて「暮らしに効き目！かしこい損害保険の選び方教えます！２」放映（28日）
　　　　　４月　　安倍首相主催「桜を見る会」に日本代協・政連両会長出席（18日招待）
　　　　　８月　　損保労連との意見交換会初開催（３日）
　　　　　　　　　｢東日本大震災による損害保険代理店経営の影響に関する調査」報告書公表
　　　　　10月　　金融庁保険課長との意見交換
　　　　　　　　　損保協会「防災・地震フォーラム」開催・各代協会長講演（札幌他全国11地域）
　　　　　11月　　第５回日本代協コンベンション開催（３日～４日）
　　　　　　　　　慶應義塾大学保険学会にて東日本大震災における損保代理店経営への影響度調査報告
　　　　　12月　　第２回損害保険トータルプランナー認定授与式（イイノホール）
　　　　　　　　　金融庁保険課長�代協会員視察・日本代協事務所来会（７日）
　平成28年１月　　九州大学経済学部において「損害保険募集」に関する講義（旧７帝大で初）
　　　　　　　　　BSフジにて損害保険トータルプランナー・プロ代理店に関するPR番組放映
　　　　　３月　　損保協会主催「もっと！防災　東日本大震災５年シンポジウム」開催（朝日ホール）
　　　　　４月　　安倍首相主催「桜を見る会」に日本代協会長出席（９日招待）
　　　　　　　　　熊本地震発生（震度７）（14日）

■ 変革期� （平成28年５月～）
　　　　　５月　　＜改正保険業法施行＞（29日）
　　　　　６月　　関東財務局との意見交換会開催（８日）
　　　　　８月　　熊本県代協被災会員座談会開催（26日）
　　　　　９月　　地震保険制度創設50周年記念フォーラム開催（岡部会長決意表明）（５日）
　　　　　10月　　＜Chubb損害保険誕生（エース保険合併・商号変更）＞（１日）
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　　　　　　　　　金融庁代理店ヒアリング実施（体制整備状況等・100代理店）（10月～11月）
　　　　　　　　　日本代協・公益目的支出計画変更認可取得（12日）
　　　　　11月　　第６回日本代協コンベンション開催（４日～５日）
　　　　　　　　　JC主催国際保険流通会議・岡部会長パネラーとして参加（19日）
　　　　　12月　　損保協会・損害保険トータルプランナー認定証授与式（９日）
　平成29年１月　　金融庁代理店ヒアリング実施（経営理念・顧客本位等５店）（10日～30日）
　　　　　２月　　金融庁代理店ヒアリング結果公表（16日）
　　　　　３月　　損保労連創立50周年記念パーティに岡部会長出席（８日）
　　　　　４月　　安倍首相主催「桜を見る会」に会長・政連会長出席（15日・招待）
　　　　　５月　　金融庁代理店ヒアリング実施（代理店手数料体系・９店）（29日～６月９日）
　　　　　６月　　金融庁代理店ヒアリング実施（代理店手数料体系・乗合制度等・４店+α）
　　　　　　　　　日本代協・公益目的支出計画完了報告（内閣府）（30日）
　　　　　７月　　ほけんの窓口グループ・キックオフミーティングに金子会長参加・挨拶（26日・招待）
　　　　　８月　　Ringの会創立20周年記念セミナー・金子会長参加（25日・招待）
　　　　　　　　　防災経済コンソーシアム参加表明（31日）
　　　　　９月　　国民年金基金代議員会開催：平成31年創設予定の全国国民年金基金への合併を決議
　　　　　10月　　国民年金基金合併調印式（５日）
　　　　　　　　　米David�N.�Blakesley�アドバイザー来日（10月30日～11月11日）
　　　　　11月　　第７回日本代協コンベンション開催（２日～３日）
　　　　　　　　　損保協会創立100周年記念大会開催（６日）
　平成30年３月　　「防災経済コンソーシアム」設立総会開催（金子会長・23日）
　　　　　４月　　内閣府「総理と桜を観る会」に金子会長出席（21日）
　　　　　５月　　防災経済コンソーシアムにおいて日本代協の活動内容プレゼン（25日）
　　　　　６月　　RINGの会オープンセミナーに事務局がパネラーとして出席（23日）
　　　　　７月　　業界３団体（日本代協・全保連・JC保険部会）「明るい未来の会」勉強会開催（18日）
　　　　　９月　　金融庁保険課長と面談（25日）
　　　　　10月　　金融庁保険課長と面談（22日）
　　　　　11月　　全保連創立20周年記念式典に金子会長他参加（挨拶・16日）
　　　　　　　　　関東財務局理財部長との面談（22日）
　　　　　　　　　第８回日本代協コンベンション開催（30日～１日）
　平成31年１月　　金融庁保険課長との面談（７日）・関東財務局長との面談（９日）
　　　　　２月　　損害保険代理業国民年金基金加入者募集最終締め切り（28日）
　　　　　　　　　（1992年の創設以来、27年間にわたる自主運営の歴史に幕を閉じる）
　　　　　３月　　「日本代協アカデミー」トライアルスタート（４日）
　　　　　４月　　損害保険代理業国民年金基金：全国国民年金基金へ合流（１日）
　令和元年５月　　令和元年スタート（１日）
　　　　　　　　��第38回PIAS（太平洋保険学校）実施（31日～６月７日）
　　　　　７月　　日本代協事務局内に「代理店経営サポートデスク」創設（１日）
　　　　　　　　　関東財務局　日本代協事務局来訪（５日）
　　　　　　　　　金融庁保険課との意見交換会開催（16日）
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　　　　　８月　　金融庁保険課との意見交換会実施（27日）
　　　　　９月　　JC保険部会創立40周年記念式典に金子会長出席（７日）
　　　　　　　　　関東財務局「損保代理店の現状と課題」勉強会開催（事務局講師）（30日）
　　　　　10月　　「日本代協アカデミー」本格展開（１日）
　　　　　11月　　第９回日本代協コンベンション開催（１日～２日）
　　　　　12月　　関東財務局との意見交換会実施（２日）
　　　　　　　　　大手企業代理店主催「企業代理店連絡会」に事務局パネラーとして参加（13日）
　　　　　　　　　全保連セミナーに事務局講師として参加（14日）・関東財務局災害対応会議開催（20日）
　令和２年１月　　日本代協アドバイザー諮問会議開催（15日）・チャブ損保100周年記念式典開催（21日）
　　　　　２月　　関東財務局　災害対応会議開催（業界３団体・３日）
　　　　　　　　　日本代協新ホームページ　カットオーバー（17日）
　　　　　　　　　金融庁保険課との意見交換会開催（26日）
　　　　　４月　　＜改正民法施行＞（１日）
　　　　　６月　　「金融サービス仲介業」の創設に関する法改正成立（５日）
　　　　　　　　　通常総会：初の書面決議（８日）・関東財務局による代理店との対話結果公表（19日）
　　　　　８月　　金融庁保険課長との意見交換会開催（６日）
　　　　　11月　　第10回コンベンション中止（５、６日）
　　　　　　　　　あいおいND社への商品別基準代手率引下げに関する申し入れ（金子会長・10日）
　　　　　　　　　JC主催「国際保険流通会議」に金子会長がパネラーとして登壇（14日）
　　　　　12月　　東京海上日動社への商品別基準代手率引下げに関する申し入れ（金子会長・９日）　
　　　　　　　　　損保ジャパン社への商品別基準代手率引下げに関する申し入れ（金子会長・21日）
　令和３年２月　　第226回「郵政民営化委員会」において「ゆうちょ銀行の損保代理店委託」に対する�
　　　　　　　　　反対意見表明（金子会長・４日）
　　　　　３月　　損保協会「東日本大震災10年セミナー」開催（２日）
　　　　　　　　　中小企業庁と共同で「事業継続力強化計画認定申請」に関する代協会員アンケート実施
　　　　　　　　　（アンケート回答数1,782店）
　　　　　　　　　「金融仲介サービス業」に関するパブリックコメント提出（23日）
　　　　　　　　　日本代協アドバイザー「オンライン相談会」初開催（𡈽川アドバイザー・26日）
　　　　　４月　　内閣府「防災経済コンソーシアム」事務部会幹事就任（１日）
　　　　　　　　　損保労連主催「長時間労働につながる商慣習の見直し」シンポジウム参加（14日）
　　　　　　　　　三井住友海上社への商品別基準代手率引下げに関する申し入れ（金子会長・20日）
　　　　　　　　　金融庁保険課長と代協会長との意見交換会初開催（WEB・27日）
　　　　　５月　　ゆうちょ銀行の損保代理業開業認可（住宅ローン長火取り扱い開始）
　　　　　　　　　全国社会保険労務士会連合会と「社労士診断認証制度」に関する覚書締結（11日）
　　　　　６月　　金融庁サイバーセキィリティ演習「Delta�Wall�Ⅵ」への参画要請に代協会員２店参加
　　　　　７月　　日本代協アドバイザーによる「オンライン相談会」開催（中崎アドバイザー・６日）
　　　　　10月　　日本代協アドバイザーによる「オンライン相談会」開催（中崎アドバイザー・６日）
　　　　　11月　　第10回日本代協コンベンション開催（初のオンライン開催、式典５日、分科会12日、
　　　　　　　　　第10回特別企画パネルディスカッション19日）
　　　　　12月　　次世代経営者のための「未来塾」第１期スタート（13日）
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　令和４年２月　　リスクマネジメント講座（日本代協アカデミー特別講座）開始
　　　　　３月　　日本代協アドバイザーによる「オンラインセミナー」開催（岩崎アドバイザー・16日）
　　　　　４月　　金融庁保険課長と代協会長との意見交換会開催（WEB・28日）
　　　　　６月　　日本代協アドバイザーによる「オンラインセミナー」開催（望月アドバイザー・１日）
　　　　　７月　　損保協会・白川会長が小田島会長宛に就任挨拶に来会（１日）
　　　　　　　　　小田島会長が金融庁保険課長と面談（22日）
　　　　　８月　　「未来塾」第１期サマースクール開催（22日）
　　　　　11月　　「未来塾」第２期スタート（14日）
　　　　　　　　　第11回日本代協コンベンション開催（懇親会は中止なるも３年ぶりの実開催、式典18日、
　　　　　　　　　分科会19日）
　令和５年３月　　金融庁保険課長との意見交換会開催（10日、初の実開催）
　　　　　４月　　韓国保険代理店協会来会（26日、日本市場の調査研究の目的で趙会長以下８名が来会）
　　　　　７月　　損保協会・新納会長が小田島会長宛に就任挨拶に来会（３日）
　　　　　　　　　「未来塾」第２期サマースクール開催（28日）
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「乗合代理店」の歴史と「比較推奨販売」の価値
あるいは、マーケットデザインの問題

� 日本代協アドバイザー
� 栗　山　泰　史

今、損保代理店の手数料ポイント制度において、乗合代理店をどう取り扱うかが問題となっています。こ
れに関し、金融庁監督局保険課長から次の発言がありました。

「歴史を振り返ると専属前提の仕組みが作られてきた。従来、代理店が専属として（個々の保険会社が）
競争することでお客さまによい商品が提供されるというマーケットデザインであった。それが、お客さまの
方を向くために専属から乗合に代わるということであるから、手数料ポイント制度の問題であると同時に代
理店のマーケットデザインの問題でもある。そうなると個々の会社のポイント制度の改善ではなく、業界全
体でどう受け止めるかという問題になる。」

以下は、これをきっかけとして記したものです。

１．乗合代理店の歴史と新たな消費者ニーズ

乗合代理店について考えてみたいと思います。生保の営業職員は社員ですから乗合とは無関係です。とこ
ろが、損保の研修生出身代理店は、保険会社から見れば社員のような位置付けですが、実際には独立した存
在です。そのため、様々な経緯によって専属から乗合に変化することがあります。今の保険代理店にとって
は何の不思議もない乗合という行為ですが、これには色々な歴史があります。そして、それは・・・実のと
ころ「黒歴史」と言うしかないものでした。

行政による保険代理店への規制

保険業法が制定されたのは1900年（明治33年）のことで、保険行政はここから始まりました。以来、行政
を悩ませ続けたのが乗合代理店でした。その理由は、乗合代理店が「不適切な乗換募集」の温床であったか
らです。ただし、行政としては「代理店の監督は保険会社が行うもの」というスタンスであったため、乗合
代理店は保険業界の自主規制によって適正化すべきものとされていました。しかし、民間の自主規制ですか
ら限界があり、なかなかうまく機能しません。
太平洋戦争後の混乱が収まらない1948年（昭和23年）、保険業法を補完する目的で「保険募集の取締に関
する法律（募取法）」が制定されました。ついに行政が保険募集に直接介入して問題の解決に当たることになっ
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たわけです。募取法では生保代理店の一社専属が定められ、行為規制の中に「不適切な乗換募集の禁止」と
「比較の禁止」が盛り込まれました。
一方、損保代理店の方は、行為規制の対象にはなりましたが乗合は禁止されませんでした。共同保険や保
険会社による政策株の保有によって代理店への乗合は必要不可欠なものでした。それとともに、募取法と同
時に制定された「損害保険料率算出団体に関する法律（料団法）」によって、火災、傷害、自動車の主要な
保険が全社同一の約款と料率になり、他社の保険に乗り換えること自体に何の意味もなくなったということ
が大きな理由でした。いずれにしても、乗合代理店とそれが引き起こす「不適切な乗換募集」は行政によっ
て規制されることになったわけです。

保険自由化による消費者ニーズの変化

1948年に始まった行政による厳しい規制は、当時の実体的監督主義という行政のやり方の下で、募集だけ
でなく保険会社の業務の全体に及び「護送船団行政」と言われる業界保護色の強い状態を生み出しました。「保
険会社を破綻させないことこそが最大の契約者保護」という考え方に基づき、行政として小規模保険会社を
破綻させないように努めたため、結果として大規模保険会社に超過利潤が生まれることになったわけです。
こうした枠組みを壊すことになったのが「保険自由化」でした。これを実現するために1996年に保険業法
が改正され、1998年には金融システム改革法が制定されました。この時の改革は、保険だけではなく銀行、
証券と三位一体で行われ「金融ビッグバン」と称されました。そしてこれを機に保険会社はこぞって様々な
商品を世に送り出すようになりました。特に損保は、それまで完璧なまでに各社同一商品であったことの反
動と、日米保険協議を経て外国保険会社が「リスク細分型自動車保険」を売り出したことを契機として激し
い商品開発競争を繰り広げることになったわけです。
消費者の側からはこれがどう見えたでしょうか。それまでどこの保険会社も全く同じ保険であったのが各
社ごとに異なる保険に変化したわけです。そうなると、様々な保険の中から自分に一番合った保険に入りた
いという欲求が生まれます。しかし、保険の難しさのために自分自身では比較ができません。そこで保険代
理店に対して複数の商品の比較をして欲しい、比較した商品の中でどれが自分に最も適しているかを推奨し
て欲しいということになります。このようにして「比較推奨販売」という行為と、それを行う「乗合代理店」
に対する消費者ニーズが生まれることになったわけです。

２．「比較推奨販売を行う乗合代理店」登場の経緯

消費者が求める「比較推奨販売」の受け皿として、制度的に第一に考えられるのは保険仲立人です。保険
仲立人、すなわち保険ブローカーこそは保険会社ではなく保険契約者の代理人として位置付けられます。し
かし、現実のマーケットにおいてその影は薄いと言わざるを得ず、乗合代理店を比較推奨販売の担い手とす
ることが必要になりました。そこで登場したのが「比較推奨販売を行う乗合代理店」です。これは乗合代理
店とはいってもそれまでのものとは保険業法上の位置付けが全く異なるものです。

生保乗合代理店の登場

「比較推奨販売を行う乗合代理店」を考える上で、まずは生保の乗合代理店の歴史を振り返ってみましょ
う。今の損保代理店のほとんどが生保を併売しています。そして、損保代理店において、乗合は何ら珍しい
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ことではありません。しかし、生保代理店の乗合には紆余曲折がありました。1948年の募取法の施行以来、
一社専属であった生保代理店に乗合が許されたのは、1996年の保険業法改正によってです。この時、生保代
理店に対し条件付きで乗合が解禁されました。また、これと併せて比較販売を禁止する規定の改正が行われ
ました。
生保代理店に乗合が許されるようになった背景には生損保の子会社方式による相互乗り入れがありまし
た。損保会社が生保子会社を設立する場合、当然、販売チャネルは損保代理店です。しかし、当時、有力な
損保代理店の多くが既に生保会社の代理店になっていました。保険会社は生損保の兼営が禁止されています
が、代理店は、元々、生損保両方の販売が許されていたからです。中でも損保商品と親和性のある第三分野
商品の販売のために損保代理店が外資系生保に乗り合うというケースが多く見られました。当時の生保業界
においては、第三分野商品は外資系を中心に認可されるものという慣行が存在したことが背景にあります。
もし生保の一社専属制が法的に維持されると、既に代理店がどこかの生保会社の生保を販売している場合、
損保会社はその代理店を生保子会社の販売チャネルとして活用することができないことになります。そんな
ことになれば損保会社は生保子会社を設立することができません。または外資系生保を排除するしかありま
せんが、そんなことをすれば対外的に大きな摩擦が生じることは火を見るよりも明らかなことでした。そこ
で、1996年の保険業法改正時に、一社専属を規定する第282条（生命保険募集人に係る制限）に第三項が新
設され、「保険契約者等の保護に欠けるおそれがない」場合に限り「生命保険募集人が二以上の所属保険会
社等を有する」ことが例外的に認められました。

生保乗合代理店に関する二つの「特例」

「保険契約者等の保護に欠けるおそれがない」とは何か、その解釈として、損保代理店に関しては損保の
生保子会社に限って乗合を認めるという例外ができました。この当時、これを「クロス特例」といいました。
同時に、もう一つ特例が認められました。それが「複数使用人特例」と呼ばれる特例です。これは生保代理
店に複数の使用人がいれば、乗り合ってもそれぞれの使用人が専門で担当する生保会社を持つことによって、
消費者に対し適切な対応ができるという考えに基づくものでした。総合病院において内科や外科の専門医が
いるのと同じです。議論の最初は乗合会社数と同じ従業員数という意見もありましたが、最終的には「複数」
という形に落ち着きました。
「複数使用人特例」は、「クロス特例」がいかにも「業界調整」の臭いでいっぱいであるため、消費者向
けにあえて生み出されたもので、事情通は世の中向けの「形づくり」としか考えていませんでした。しかし、
これこそが、その後、大きな成長を果たす生保乗合代理店の原点になりました。いずれにしましても、二つ
の特例によって、生保においても乗合代理店が本格的に登場することになったわけです。

損保乗合代理店の特徴

損保乗合代理店の代表といえば企業代理店があります。保険会社による株式の保有やリスクの分散などの
理由から保険契約者である企業自体が複数の保険会社と取引を行うことが必要になります。他にも金融機関
代理店は同様の理由から乗合代理店です。また、自動車ディーラーの場合は、保険会社を自動車販売の一つ
のチャネルと考えて、複数の保険会社に乗合って自動車の販売促進につなげる意図があったといえるでしょう。
これらに対して、地域のプロ代理店は多くが研修生出身であるため専属が主流です。生保の営業職員チャ
ネルが社員チャネルであるのに対し、元々は研修生という社員から始めてその後代理店として独立するとい
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う点に特色があります。地域のプロ代理店が乗合代理店になるきっかけにはいくつかあります。所属する保
険会社とのトラブルがあって乗合したものが多いかもしれません。近年は、所属以外の保険会社が競争の中
で乗合を促進し、その誘いに乗って乗合代理店に鞍替えしたものもあります。また、新たに開拓した顧客が
「この保険会社であれば代理店はあなたにする」という形で保険会社を指定し、その会社に乗合うこともあ
ります。
企業代理店等を含めて、これらの乗合代理店は保険業法の改正によって新たに登場した「比較推奨販売を
行う乗合代理店」とは根本的に異なる乗合代理店です。監督指針上は乗合代理店であっても「比較推奨販売
を行わない乗合代理店」に近い存在といえるでしょう。しかし、損保においては、既に存在したこれらの乗
合代理店の中から「比較推奨販売」を行うものが登場することになります。ゼロから出発し、最初から「比
較推奨販売を行う乗合代理店」であった生保代理店と既存の乗合代理店が装いを新たにする損保代理店では
様相が異なることになります。

３．比較推奨販売を行う乗合代理店への規制

2016年の改正保険業法において、歴史上初めて「乗合代理店」が法の下で全面的に認知されることになり
ました。ただし、それまでの長い歴史は「黒歴史」です。そこで、「認知する代わりに厳しい規制を課しま
すよ」ということになるのは当然のことです。

「比較推奨販売を行う乗合代理店に対する追加的体制整備義務」

2016年の保険業法改正によって保険業法第294条の3が新たに設けられ、すべての保険代理店が体制整備義
務を負うことになりました。中でも「比較推奨販売を行う乗合代理店」については特に厳しい規制が課せら
れることになったわけです。それが、「比較推奨販売を行う乗合代理店に対する追加的体制整備義務」と称
される義務です。
ここでしっかりと認識しなければならないのは、厳しい規制を課せられるのは「比較推奨販売」を行う「乗
合代理店」であるという点です。乗合代理店であっても比較推奨販売を行わない代理店はこの規制の対象で
はありません。保険業法の改正以降、代理店は、「専属および乗合代理店であっても比較推奨販売を行わな
いもの」と「比較推奨販売を行う乗合代理店」の二つに大きく区分されることになりました。専属か乗合か
ではない点に着目しなければなりません。
このように見ていきますと、「比較推奨販売」こそが重要であることが分かります。よく考えてみれば、「比
較推奨販売」はこれまでの保険代理店のビジネスモデルとは大きく異なる新しいビジネスモデルを生み出す
ものというべきです。

比較の禁止の緩和　―　1996年の保険業法改正

「比較推奨販売」に関する規制はどのようなものか、これを見て行きましょう。これに関しては、2016年
の保険業法改正に先立つ1996年の保険業法改正が深く関わっています。この時の改正によって、生保代理店
に対する乗合の条件付き解禁が行われるとともに、比較販売を禁止する規定の改正が同時に行われています。
文言としては「一部比較の禁止」を「誤解させるおそれのある比較の禁止」に代えるという改正でしたが、
これは内容的に非常に大きな変化でした。それまでは、「一部比較の禁止」の裏返しで「全部比較」だけが
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許されていました。しかし、複雑な約款の全部比較など実務上できるはずがありませんから、事実上、比較
はすべて禁止されていました。これが、「誤解させるおそれのない」形であれば比較が解禁されることになっ
たわけです。消費者が十分な比較情報の提供を受けた上で保険に加入するのなら、「誤解させるおそれ」は
ないという整理に基づくものでした。

比較の禁止の緩和　―　監督指針の改正

法改正に加えて金融庁は監督指針（Ⅱ―４―２―２（9）②）を改正し、法解釈によって、一定の条件のもと
で比較推奨販売が可能になるようにしました。2007年のことです。ここでは、「（禁止に）抵触する行為には
以下の事項が考えられる」という形で、「誤解させるおそれのある比較」に関する解釈を示しました。その
一つが、「客観的事実に基づかない事項又は数値を表示すること」です。さらに、それに続いて、「以下の各
要件が全て充足されている場合には、保険契約の契約内容について、正確な判断を行うに必要な事項を包括
的に示したものと考えられる。」という形で、「誤解させるおそれのない比較」に関しても具体的な中身を示
しました。その一つが、「比較表示の対象とした全ての保険商品について、比較表示と同時に『契約概要』
が提供されること」です。
この監督指針の改正によって、消費者はサービスとしての比較推奨販売を本格的に享受することができる
足掛かりができたわけです。まさに消費者のために比較推奨販売に関する規制緩和が行われたといえます。
そして、保険自由化以降、商品内容と保険料が保険会社ごとに様々に異なる中、テレビ等でのＣＭの効果も
あって消費者の比較ニーズは飛躍的に高まり、これに応える形で来店型保険ショップや銀行（窓販）もまた
隆盛を極めるようになりました。
ところが、その後の展開の中で、消費者が補償内容ではなく、代理店手数料の高い商品に誘導されている
のではないかという懸念が生じるようになってきました。またしても比較推奨販売のマイナス面が現れてき
たのです。昔の規制時代の感覚であれば、規制強化によって比較を再度禁止すべきとなるのでしょう。しか
し、もはや消費者の比較ニーズを、昔の規制を復活させて抑えこむようなことは時代の流れに逆行します。
そこで、2016年の保険業法改正において、乗合代理店を「特例」ではなく真正面から認知した上で、「比
較推奨販売を行う乗合代理店」に対する特別の体制整備義務を課することになったわけです。

４．「比較推奨販売を行う乗合代理店」の特性

それでは次に、「比較推奨販売を行う乗合代理店」というビジネスモデルがどのような特性を持つかを考
えたいと思います。

代理店による保険募集

その前に、ここでもう一度、わが国における保険募集について原点に遡って考察したいと思います。その
特色の第一は代理店による募集という点です。
明治になってこの国に初めて近代的な保険が生まれた時、保険会社は募集だけは手の出しようがありませ
んでした。例えていえば、1,000円の掛け金を払って100万円の保険金を受け取るというマジックのような仕
組みを信じる人はいなかったからです。そこで、人々から予め信頼を得ている人を代理人として保険募集は
始まりました。東京海上保険会社（これが正式名称です）の第一号代理店は三井物産です。東京火災保険会
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社（今の損保ジャパンです）は地域の名士を代理店にしました。今なら圧力募集に該当するような形で保険
募集は始まったといえるかもしれません。
以来、見込客の発掘のために保険会社の各種の業務から保険募集だけは分離され（今風にいえばアンバン
ドリングです）、代理店という第三者の手に委ねられて現在に至っています。なお、生保における営業職員
は代理店ではなく社員ですが、見込客の発掘という目的で設けられている点は代理店と同様です。

代理店はエージェント

第二の特色を述べる前に素朴な疑問を提示します。「どうして一つの保険会社であれば代理店は別でも同
じ保険料なんですか」ということです。世の中、価格は販売店が決めていませんか。多くの商品でメーカー
の指定する価格での販売はなくなっており、それは、独占禁止法が禁止する行為（不公正な取引方法）の一
つに「再販売価格の拘束」が掲げられているからです。これは、「メーカーは、自社の商品を小売業者等が
販売する場合の小売価格等を決定してはならず、また、小売業者等にその価格を守らせるような行為をして
はならない。」というルールです。ただし、これには「再販価格維持制度」という例外があり、書籍・新聞
雑誌・音楽ソフトなどは再販指定商品となっています。しかし、保険はそれに指定されていません。
保険料を保険会社が決定する理由は、代理店としての契約方式がディストリビューター方式（メーカー対
代理店対消費者）ではなくエージェント方式（メーカー対消費者で代理店はメーカーに含まれる）であるた
めです。前者が代理店としての利益が転売差益であるのに対し、後者は手数料ということになります。つま
り、保険募集においては、保険会社同士の価格競争はあっても、同じ保険会社に所属している限り代理店同
士の価格競争はないということになります。これが保険募集における第二の特色です。
節度を失った価格競争による保険会社の破綻の歴史を振り返ればエージェント方式は必須で、保険の公共
性という観点でこの方式以外の選択肢はないといえます。わが国以外でもこの点はどこも同じです。そして、
例えばスーパーマーケットの特売品や家電量販店における熾烈な価格競争などを考えますと、保険の販売店
である代理店の経営において、これほどありがたいことはないといってもよいのではないでしょうか。

「製販一体型」と「製販分離型」

消費者との接点に立つのは代理店です。しかし、商品内容と価格の決定は保険会社が行い、代理店は保険
料の一定割合をコミッションとして受け取るという形を前提にして、わが国の保険募集のマーケットデザイ
ンは維持されてきました。それは、保険会社同士が競争し、そこに所属する募集人が一致団結して当該保険
会社を支えるという縦割りの構造です。そして、これを支えてきたのが生保の営業職員チャネルと損保の専
属代理店でした。つまり、わが国の保険募集のマーケットデザインにおいて、保険募集人のビジネスモデル
は保険会社主導の「製販一体型」になっているわけです。
ここに横から割って入ったのが「比較推奨販売を行う乗合代理店」です。このビジネスモデルは「製販分
離型」と称されます。保険会社はメーカーで代理店は複数のメーカーから商品を仕入れるディストリビュー
ターという位置付けです。しかし、契約方式は従来通りのエージェント方式です。転売差益ではなく手数料
が収益の源泉です。
保険会社にとっては、エージェントが複数の保険会社に乗り合い、「比較推奨販売」を行うことは決して
望むところではありません。特に、研修生出身の専属代理店のような「製販一体型」の代理店が乗り合うこ
とには強い抵抗感があります。しかし、今や消費者にとっては「比較推奨販売を行う乗合代理店」、つまり「製
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販分離型」へのニーズが大きくなっています。つまり、保険会社の必要とする「製販一体型」の代理店と、
消費者が必要とする「製販分離型」の代理店が併存する状況になっているわけです。2016年の保険業法改正
によって第294条の3に設けられた「二以上の所属保険会社を有する保険募集人」に関する規定がこの状況を
作り出しました。

「比較推奨販売」のコスト

素直に考えてみれば、「比較推奨販売」という行為は代理店の独自の経営戦略に基づく業務で、保険会社
のためではなく消費者のために行われるものです。本質的には、消費者がこれに対して別途フィーを支払う
のが自然な流れです。しかし、実際にはそういうことはなく、さらにわが国における保険募集の実態をみま
すと、将来的にもそんなことは期待できそうにありません。結果的に、保険会社が支払うコミッション以外
に代理店としての収入は期待できません。
一方、保険会社としては乗合代理店が比較推奨販売を行ったからといって手数料を高く支払うはずがあり
ません。逆に、専属代理店が乗り合った場合、手数料ポイントが下がるという方がよくある実態です。とい
うことになると、比較推奨販売を行う乗合代理店は、比較推奨販売に対するコストが持ち出しとなり、契約
一件当たりの利益が圧縮されることになります。つまり、薄利多売を前提とした相当の規模を必要とするビ
ジネスモデルが比較推奨販売を行う乗合代理店というわけです。ほけんの窓口等の来店型ショップ、窓販を
行う銀行、大手の企業代理店などが「比較推奨販売を行う乗合代理店」の主流であることの背景が窺われま
す。手数料ポイント制度において規模が大きくなればポイントも大きくなりますが、この仕組みは比較推奨
販売を行う乗合代理店にとっては経営を支える重要な要素になっているといえるのではないでしょうか。

５．マーケットデザインの変化と地域プロ代理店経営

ここまで、新しい消費者ニーズの中で「比較推奨販売を行う乗合代理店」というビジネスモデルが登場し
たこと、しかし、歴史を辿ると、乗合代理店の比較推奨販売という行為こそが「不適切な乗換募集」の温床
であり、行政にとっては退治すべき「悪」であったことを記しました。
最後に、地域のプロ代理店が「比較推奨販売を行う乗合代理店」というビジネスモデルに関してどのよう
に対処すべきかを考えたいと思います。

「専属」が保険募集の主流

保険代理店は保険会社の代理人ですから監督責任は保険会社にあります。そこで行政は長い間、保険業界
の自主規制によってこの「悪」を抑え込もうとしました。しかし、一向になくなりません。業を煮やした行
政がついに鉄槌を下したのが1948年の「保険募集の取締に関する法律（募取法）」の制定でした。この法によっ
て生保代理店の一社専属が定められました。
損保代理店に乗合が残ったのは、同じ時に制定された「損害保険料率算出団体に関する法律（料団法）」
によって、火災、傷害、自動車の主要な保険が全社同一の約款と料率になり、他社の保険に乗り換えること
自体に何の意味もなくなったからです。いわば、当時の大蔵省の下での一社専属です。損保会社は「東京海
上支店」「安田火災支店」のような「支店」の位置付けになったわけです。
一方、生保会社は戦後になって営業職員チャネルが主流になりました。これは文字通り「社員」チャネル
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ですから「専属」以外にありえません。これを見た損保会社は似たようなチャネルですが、長期間の雇用を
避ける形態として「研修生制度」を創設しました。数年間社員としての投資を行う見返りに研修期間終了後
は「専属」の代理店にするという仕組みです。モータリゼーションの進展とともに自動車保険が急成長し、
これに伴って研修生出身の「専属」代理店のウエイトは大きなものになっていきました。

マーケットデザインの問題

冒頭で引用した「マーケットデザインの問題」という言葉を聴いて「あれだ」と思いつく人は相当の事情
通だと思います。2022年４月28日に開催された「金融庁保険課長と全国代協会長との意見交換会」において
当時の池田課長の発言の中で使われた言葉です。代協サイドの「代理店は顧客のニーズに応じて乗合をする
のだが、それによって保険会社は手数料ポイントを下げる。これは顧客本位の業務運営の観点で問題なので
はないか」という主旨の質問に対する発言でした。「代協活動の現状と課題（2022年度版）」掲載の議事録を
ベースに要約すると次の通りです。

「歴史を振り返ると専属前提の仕組みが作られてきた。従来、代理店が専属として（個々の保険会社が）
競争することでお客さまによい商品が提供されるというマーケットデザインであった。それが、お客さまの
方を向くために専属から乗合に代わるということであるから、手数料ポイント制度の問題であると同時に代
理店のマーケットデザインの問題でもある。そうなると個々の会社のポイント制度の改善ではなく、業界全
体でどう受け止めるかという問題になる。その時、足を止める要因として公取（公正取引委員会）との関係
がある。これを含め、マーケットの構造変化にどのように対応するかという課題に関し、こうあるべきだと
いう提言をまとめていただくと次のステップに繋がっていくのではないかと思う。」

生保と違い損保の場合は以前から乗合代理店が存在するため、多くの人にはピンとこないかもしれません。
しかし、ここに至るまでの長い歴史を踏まえると、この発言の持つ重くて深い意味が理解できると思います。
特に、地域のプロ代理店の場合、多くが専属、または乗合であっても事実上の専属として仕事をしてきたこ
とを踏まえれば「乗合」という問題はマーケットデザインの変化として受け止めることが必要になるわけです。

新旧のマーケットデザインの対立

保険会社にとって、乗合は保険料収入への悪影響が出ることが多いですから本質的に歓迎すべきものでは
ありません。さらに比較推奨という行為は消費者には有益ですが、保険会社にとっては「やって欲しい行為」
ではありません。「うまく自社に誘導してくれるのであれば」という本音はありますが、それは比較推奨販
売のルール上、禁止されています。代理店が比較推奨をしたからといって手数料を大目に支払うなどという
ことは納得できるものではありません。ルール通りに比較推奨が行われた場合、消費者が自社商品を選んだ
のはその商品が優れていた結果に過ぎないからです。従って、理屈っぽく言えば、「比較推奨の対価が欲し
ければ代理店が消費者から取ればよい」ということになります。
一方、代理店の場合は立場によって異なります。大手の比較推奨販売を行う乗合代理店においては、消費
者ニーズに応えることで他の代理店に対する競争上の優位性を確保し、大量の契約を得ることでポイントを
大きくできるので比較推奨販売のコストは自社で負担して構わないということになります。
ところが、地域のプロ代理店の場合は、そもそも多くの会社に乗り合うことさえ難しく、専属から乗合に
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変わることによるポイント減少によって益々コスト負担が困難になるというデメリットのみが生じることに
なります。主旨は色々とあるとしても、乗合に伴うポイントの減少は、結果的に地域のプロ代理店を昔なが
らのマーケットデザインの下に置くための「乗合対抗策」の効果を持つというべきでしょう。
しかし、代理店にとっては顧客の比較推奨ニーズが顕在化しているわけですから、自社の経営戦略として
乗合を選択するというのは合理的な行動です。そして、それに見合う新しいマーケットデザインを求めると
いうことになります。ただし、比較推奨販売を行う乗合代理店という経営戦略には相当の規模が必須である
ことは認識しなければなりません。

手数料ポイント制度への反映

マーケットデザインの問題は重要な中長期的課題と言えるでしょう。しかし、今を生きる地域のプロ代理
店にとっては、「手数料ポイント制度において乗合がマイナスになること」が間近にある課題です。これに
関しては、保険会社との間で、行政に頼ることなく、解決策を見つけるよう努力するしかありません。
この場合、「専属」対「比較推奨販売を行う乗合代理店」なのでしょうか。というのは、その間に「乗合
代理店であっても比較推奨販売を行わないもの」があるからです。例えば、「自分はＡ社の研修生出身代理
店なので、乗合はしてもまずはＡ社の商品を推奨します」とか「企業顧客に対しては比較推奨販売を行いま
すが個人顧客に対してはやりません」、「生保商品は比較推奨販売を行いますが損保商品はやりません」とい
うようなケースです。これらは、監督指針Ⅱ―４―２―９保険募集人の体制整備義務（法第294条の3関係）の（5）
の③「商品特性や保険料水準などの客観的な基準や理由等に基づくことなく、商品を絞込み又は特定の商品
を顧客に提示・推奨する場合には、その基準や理由等（特定の保険会社との資本関係やその他の事務手続・
経営方針上の理由を含む。）を説明しているか。」というルールに基づくものです。
乗合代理店だからといって必ずしも常に比較推奨販売を行う必要はありません。専属として行動する一方
で、経営上有用な特定のマーケットや商品に限って比較推奨販売を行うという形で区分し、それを自社の方
針として明確にルール化するというやり方です。保険会社との間でこれを類型化する形で認め合えれば、手
数料ポイント制度にも反映できるのではないでしょうか。今は、専属か乗合かという二項対立的な区分です。
マーケットデザインという大きな課題とともに、足元の課題としてこの二項対立的な区分を緩和する方策を
模索することが必要なのではないでしょうか。

� 日本損害保険代理業協会アドバイザー
� 栗山　泰史

本稿は、インスウォッチに連載している「保険、一歩ずつ」の142回から145回までの４回分を再構成したものです。

― 193 ―



ＤＸ時代の保険代理店経営
チャットＧＰＴの登場を見ながら

１．「チャットＧＰＴ」は保険代理店の職を奪うか

「チャットＧＰＴ」、このところ誰かと会うたびにこれが話題になります。新しい製品やサービスは次々に
出てきますが、これほどすごいスピードで浸透したものは他に見たことがありません。既に、代理店の皆さ
んもご経験済みのことかもしれませんが、一つ「チャットＧＰＴ」に質問してみましょう。

「チャットＧＰＴ」とのＱ＆Ａ

「（質問）ＡＩの進化によって保険代理店は不要になりますか？」

30秒もかからず、文字が続々と画面に出てきます。次はそのコピペです。

「（答え）ＡＩの進化によって、保険代理店の役割が大きく変化する可能性はありますが、完全に不要にな
ることはないでしょう。以下はその理由です。
・保険は複雑な製品であり、消費者には理解しにくい場合があります。ＡＩによって提供される情報は、あ
くまでもデータに基づいたものであり、個別のニーズや状況を考慮した提案やアドバイスは、人間の保険
代理店によって提供されることが求められる場合があります。
・保険には契約に関する法律や規制があり、消費者が保護される必要があります。保険代理店は、消費者の
利益を代表して交渉し、クレーム処理を支援することが求められる場合があります。
・保険代理店は、顧客との関係を築くことができます。消費者が不安や疑問を持った場合、代理店が直接対
応することで信頼関係を築き、顧客ロイヤルティを高めることができます。
・保険代理店は、クロスセルやアップセルの機会を見逃さないようにします。保険代理店は、顧客の状況に
合わせて、必要な保険商品を提案し、顧客のニーズに対応することができます。
したがって、ＡＩの進化は保険代理店の役割を変革する可能性がありますが、完全に不要になることはな
いでしょう。保険代理店は、消費者との信頼関係や個別のニーズに応じた提案、規制遵守など、重要な役割
を果たし続けるでしょう。」
文章作成の巧みさは別にして、この内容の答えを瞬時に出してくるのは驚くべきことと感じます。ただし、
内容に新鮮さは感じられません。多くの人が言ったり書いたりしていることの最大公約数のような内容です。
では自分ならどう答えるだろうと考えてみました。ＡＩとは違って、長い時間をかけて出てきたのが次の内
容です。

顧客と保険代理店、そして保険会社

保険代理店の価値は、顧客の側から見るのが大切なのは当然ですが、同時に保険会社の側からも見る必要
があります。つまり、顧客にとって保険代理店は必要かという観点に、保険会社にとって保険代理店は必要
かという観点を重ね合わせることが必要ということです。
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もし保険会社が、ＡＩが保険代理店の代わりを務めることができる、または保険代理店以上の価値がある
と判断するなら、保険代理店はＡＩに置き換わります。例えば、太平洋戦争の後、大手生保において主力の
募集チャネルは代理店から営業職員に変わりました。これは代理店よりも社員チャネルの方に価値があると
保険会社が判断した結果といえるのではないでしょうか。客観的な事実の問題として保険代理店は保険会社
の代理人であることを忘れてはなりません。
もうずいぶん前ですが、イギリスにダイレクト自動車保険が登場した頃、その伸びの大きさを見て、いず
れ保険代理店は不要になると言われたことがありました。そうした流れに日米保険協議の結果が重なり、わ
が国でもダイレクト自動車保険がそれなりのプレゼンスを示すようになりました。また、InsurTechが登場
した初期の頃には、保険代理店のような中間の介在者は不要になると言われたこともありました。
しかし、結局のところ、保険会社は保険代理店を必要としました。その理由は顧客が保険代理店を必要と
したからです。顧客が保険代理店を必要とする理由は、前述のＡＩの答えに集約されると感じます。特に顧
客との信頼関係という点は重要な要素です。

ＤＸの時代における保険募集の姿

顧客も保険会社もともに保険代理店を必要とするのは確かです。しかし、保険会社は保険代理店がこれま
でと同じような仕事の仕方をしていてよいと考えているのでしょうか。ＤＸの時代にそのような判断になる
はずがありません。今、保険会社はＤＸ対応に巨額の投資をしています。自ら行う業務を細分化し、その一
つ一つについて様々なスタートアップを活用しながらデジタル化を急速に進めています。
この時、顧客との接点においては、保険代理店業務のデジタル化に力点を置いているといってよいでしょ
う。「チャットＧＰＴ」のような生成型ＡＩもその一環でどんどん取り入れてくるでしょう。保険会社は、
保険代理店を廃してＡＩに置き換えることはないのですが、代わりに保険代理店にＡＩのフル活用を要求す
ることになるはずです。また、顧客もＤＸの時代に即したサービスを保険代理店に求めるはずです。人間的
な温かみのある信頼とともにＤＸのもたらす利便性が求められます。「ＣＸ（Customer� Experience� 顧客体
験）」という言葉が重視されるのはその表れです。
名案企画の土`川尚己氏がうまい例えをしてくれました。
「これまでは、テーブルをはさんで顧客と保険代理店が向かい合って話していた。これからは、バーのカ
ウンターに並んで座り、目の前のスクリーンに映るものを見ながら話を進める。」
横に並んで座る「人」とスクリーンに情報を映し出す「ＡＩ」のコラボがこれからの保険募集の姿になる
ということでしょう。そして、この場合、ＤＸに関する保険会社の競争力とそれをどれだけ使いこなせるか
という保険代理店のデジタル力が問われます。モバイルと同じです。アイフォン等の様々なモバイルがメー
カーの激しい競争を通じて世に提供されます。そして、次に、それをどれだけうまく活用できているかとい
うユーザーの力量が試されるわけです。

２．保険代理店としてのＤＸ対応

今、保険会社は様々な形で保険代理店向けのＤＸツールを開発・提供しています。そして、それは加速度
的に拡充し続けています。多くの保険代理店に使って欲しいために手数料ポイントに施策として組み込んで
いるような場合もあります。また、保険代理店の中には、保険会社に頼ることなく自らの力でＤＸに取り組
んでいるところもあります。さらに、保険代理店の業務プロセスの改善を支援するノウハウ、システム、ツー
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ルの提供を目的に設立された（株）成長クラブという組織も存在します。この会社は代表の尾籠裕之氏の他、
16の保険代理店の出資によって立ち上がりました。
保険会社が提供するものであっても、保険代理店自らが構築するものであっても、ＤＸが保険代理店にも
たらす効用は大きく二つあります。一つは、「ＣＸ（Customer�Experience�顧客体験）」の向上です。もう一
つは、保険代理店としての業務の効率化です。

「ＣＸ（Customer�Experience�顧客体験）」の向上

「ＣＸ（Customer�Experience�顧客体験）」の向上について、元ＭＤＲＴ会長のレジーナ・ベドヤ氏は、「ク
ラウド・テクノロジーやロボアドバイザーなどの革新的・破壊的技術は、業界に革命を起こして新たな競争
をもたらし、ビジネスの方法を変化させている。」と述べています。具体的内容としては、ＤＸによる様々
な募集ツールの活用、デジタル面談、ソーシャルメディアでのコミュニケーションなどを上げています。そ
して、「こうしたデジタルの活用は、保険募集人としての能力を拡充することになる。例えば、移動時間の
削減によって生産性が向上する。これまで対応が不可能であった遠距離顧客や年齢的に距離のあったミレニ
アル世代へのアクセスが可能になるなど、顧客基盤が拡大する。これまでにないサービスの提供によって顧
客体験（ＣＥ）の拡充が実現し、これらを通じて、保険募集人としての競争上の優位性を獲得できる」とい
います。
しかし、このように述べる一方で、同氏は、次のように主張しています。
「テクノロジーは人間のアドバイザーとお客さまとの関係性に代わるものではなく、強化するものである
ことを忘れてはならない。信頼に基づく双方向の関係を構築する人間のアドバイザーの専門性と能力は、テ
クノロジーが提供できることを超えており、業界の礎であり続けるだろう。」
そして、実際に、ＭＤＲＴ（ＵＳＡ）の調査では、71％の消費者が「ファイナンシャル・プランニングは
人間とテクノロジーベースのツールを組み合わせて行われるべき」とし、「完全にテクノロジーのみで行わ
れるべきと考えるのは５％のみ」となっているとのことです。これを踏まえ、同氏は次のように締めくくっ
ています。「従来の業務にテクノロジーを取り入れることは、自分たちを差別化する手法であり、顧客のた
めに改善し続ける姿勢を示すことにつながる。伝統と技術を融合させることで、お客さまに明るい見通しを
提供することができるようになる。」

保険代理店経営における生産性の向上

ＤＸの二つ目の効用は保険代理店経営における生産性の向上です。保険代理店に必要なシステム対応とし
ては、まずは保険会社の提供するシステムの活用があります。保険料計算、契約書の作成、計上業務などが
これをベースに行われます。次に保険代理店としてのシステム活用があります。顧客管理、契約管理、成績
管理、保険業法上必要な各種の対応などで、いまでもエクセルによって行われているケースが見受けられま
すが、これらの業務は加速度的にデジタル化に向かっています。
さらにはＲＰＡの活用による業務の効率化も足元のところで大きな動きになり始めています。例えば、福
岡の西日本総合保険は、満期管理シートの作成、　ノンフリートの見積書・申込書の出力、個人火災総合保
険の見積書・申込書の出力、店舗総合から企業総合への見積書の出力など様々な形でＲＰＡを活用していま
す。他にも、千葉の（株）ソフィアブレイン、群馬の（株）中央ビジネス、福岡の（株）グッド・サポートなど、
先に記した（株）成長クラブのメンバーが先頭に立ってこの動きを牽引しています。
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保険代理店としての投資

キーワードとして示しますと、「業務環境のオンライン化」、「業務プロセスのデジタル化」、「顧客接点の
デジタル化」という３つの動きが保険代理店として対応すべき課題ということになります。これらに適切に
対応するために何が必要になるのでしょうか。何と言ってもコストがかかります。コストの問題を考える時、
まずは保険会社の提供するＤＸツールを可能な限りフル活用することを選ぶべきでしょう。
もし、保険会社が専属または比較推奨販売を行わない乗合代理店に限定してこれを提供するなら、保険代
理店としての経営方針をそれに切り替えてでも保険会社提供システムを活用するべきと感じます。ＤＸの時
代、保険代理店にとって保険会社の最大の価値はＤＸへの大規模投資力です。これを活用しない手は決して
ないというべきでしょう。
それ以前の問題として、「保険代理店はお金を払わない」などと言われがちな従来の経営スタンスを変え
ることは最初の一歩のようなものです。保険業法の改正によって体制整備義務が法定され、保険代理店のビ
ジネスモデルの革新が生じている今、特に、ＤＸに関する必要な投資をためらうことは決してあってはなら
ないことです。もし、「比較推奨販売を行う乗合代理店」という経営方針を選択するなら、それに応じたシ
ステム投資を保険会社に頼らずに行うことは必須といえるでしょう。

３．ＤＸの代理店手数料への影響

「チャットＧＰＴ」が登場して以来、生成ＡＩに関する議論が花盛りです。その中の一つに「間違うこと
がよくある」というものがあります。筆者自身が活用するに当たり、それはあまり気になりません。自分で
修正すればよいし、ものすごいスピードで改善されるに決まっているからです。それと、「対話型」である
ことも気にならない理由の一つです。この前、「チャットＧＰＴ」を使って、保険代理店の手数料開示につ
いて次のようなやり取りをしました。

Ｑ.　ＥＵでの保険代理店の手数料の開示について教えて下さい。

Ａ.　ＥＵでは、保険代理店が手数料を受け取る場合、その手数料の開示が義務付けられています。具体的
には、代理店は自分が提供する保険商品に対して、保険会社から支払われる報酬（手数料）を開示しなけれ
ばなりません。また、顧客に代理店が保険商品の販売において、どのような役割を担うかも開示する必要が
あります。

再度のＱ.　それは金融商品に近い保険の場合であって、自動車保険や火災保険の手数料開示は行われてい
ないのではないですか？

再度のＡ.　申し訳ありません。確かに、ＥＵの手数料開示義務は、金融商品（保険商品を含む）に適用さ
れていますが、一般的な自動車保険や火災保険の場合は、代理店の手数料に関する明示的な開示が義務づけ
られていません。ただし、ＥＵの一部の国では、手数料開示が自主的に行われている場合があります。また、
消費者保護のために、ＥＵ法には一定の要件が規定されており、代理店は顧客に対して、提供する保険商品
の詳細な説明とともに、自分たちが手数料を受け取ることがあることを明確にしなければなりません。した
がって、消費者は代理店による金銭的なインセンティブがあることを把握できるようにされています。
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対話によってＡＩが元々の文章を修正するんです。しかも「申し訳ありません」と謝られてしまいました。
そもそも「よくこんなこと回答できるなぁ」というのが率直な思いです。やはり、これを活用しない手はあ
りません。ただし、上手に�。

顧客の手数料への関心

前置きが長くなり過ぎました。この論考で、「チャットＧＰＴ」の登場によって保険会社が保険代理店を
廃することはなく、むしろ、保険代理店によるＡＩを含むＤＸの積極的な活用を推進すること、それが「顧
客満足」をより大きいものにすること、そして、保険代理店は保険会社による巨額のＤＸへの投資を活用す
べきだが、一方で自ら必要な投資を積極的に行わなければならない、このようなことを書き進めてきました。
保険代理店による投資というと、「今の手数料ではとても無理だ」という声が上がるかもしれません。手
数料問題についてはポイント制度を巡って終わることがないのではないかと思える程の長い議論が続いてい
ます。この議論は、本質的に保険代理店と保険会社の間の業界内部の議論です。顧客から何か声が上がった
ことがあるでしょうか。
金融審議会の場で開示が問題になったことはありますが、ＥＵと同じくわが国でも開示は義務付けられて
いません。その最大の理由は、顧客にとっての関心事は最終的な保険料であって、保険代理店と保険会社が
内部でどう配分しようが顧客には関係がないからです。ただし、その前提として十分な競争が行われている
ことが必要です。これができているかどうかをチェックする役所が公正取引委員会ということになります。
また、内部でどのように保険料を配分しようとも保険金への影響はありません。保険代理店の手数料が高
いからといって保険金が削減されるなんてことはあり得ません。しかし、金融商品の場合はそうはいきませ
ん。預けたお金のうちから手数料が差し引かれることになりますから、元本が手数料の分だけ減ってしまい、
顧客の受け取る運用益に大きな影響が生じます。だから、金融商品の場合は、手数料の開示が必要になります。

ＤＸの進展による顧客の変化

ＤＸがどんどん浸透してくることで保険会社も保険代理店もビジネスモデルが劇的に変わっていきます。
「チャットＧＰＴ」一つとっても、これを使いこなす保険代理店がいれば、その業務の内容は根本からそれ
までと変わっているはずです。
そうなってくると、顧客は、内部での配分はどうでもよくても、全体の保険料に影響する募集コストがど
うなっているか気になるはずです。業務の内容が根本から変化したのだからコストについても同じはずだと
感じるのは当然のことです。これに対して、現在の代理店手数料を含む付加率は説得力のある水準になって
いるでしょうか。率でも実額でも大丈夫でしょうか。銀行は、今、ＤＸの進展の中で手数料等のコストの大
幅な見直しを迫れられています。対岸の火事というべき動きと感じます。
また、顧客の変化は金融行政に影響を及ぼすはずです。この間、金融庁は「顧客本位の業務運営」に関し、
「共通ＫＰＩ」の導入や「重要情報シート」の提示といった元々は主旨にそぐわないとしていた共通化を取
り入れ、さらに加えて一部ルール化（2023年３月14日、金融商品取引法等の一部を改正する法律案の国会提
出）の動きにあります。つまり、元々のプリンシプルベースがルールベースに近いところに戻ろうとしてい
るわけです。もしかすると、手数料の開示を含めて、「顧客本位の業務運営」の枠組みの下で、募集コスト
にも手が入るかもしれません。手数料を巡る議論は、現在の手数料水準を前提とした上で、その内部での配
分を巡って行われています。ＤＸの進展によって外部の環境が根本から変わり、今の議論には何も意味がな
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いという状況があっという間に来るかもしれません。
「チャットＧＰＴ」が保険代理店の代わりをするということにはならないとしても、これを含むＤＸ全体
の動きが保険代理店の経営に大きな影響を及ぼすことは確実といえるでしょう。

� 日本損害保険代理業協会アドバイザー
� 栗山　泰史
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� 2023年8月1日

代協名 会長名 事　　務　　局　　所　　在　　地 電　　話

北 海 道 佐　藤　　　聖 〒064-0807 北海道札幌市中央区南七条西2－1
� リバーサイドMS208号 011-518-1195

青 森 県 五　戸　安　行 〒038-0014 青森県青森市西滝3－12－15－101 017-718-7115

岩 手 県 舘　洞　直　人 〒020-0025 岩手県盛岡市大沢川原3－1－2
� 盛岡浴友会館2F 019-613-7979

秋 田 県 塩　田　　　聡 〒010-0951 秋田県秋田市山王7－7－20　AQUA�山王201 018-867-1888

宮 城 県 峯　岸　勇　人 〒984-0015 宮城県仙台市若林区卸町1－6－15
� 卸町セントラルビルディング6F 022-385-5810

やまがた 大　川　　　淳 〒990-0031 山形県山形市十日町1－1－26－2F 023-673-0306

福 島 県 鎌　田　　　清 〒963-8862 福島県郡山市菜根1－9－19 024-953-6877

新 潟 県 山　﨑　忠　一 〒950-0916 新潟県新潟市中央区米山10－8
� 日生不動産米山ビル2F 025-288-6663

長 野 県 福　嶋　利　行 〒390-0826 長野県松本市出川町18－15 0263-88-3140

群 馬 県 内　田　　　聡 〒379-2165 群馬県前橋市上長磯町313－1
� メゾン50R�205号室 027-290-2355

栃 木 県 村　田　泰　章 〒320-0057 栃木県宇都宮市中戸祭1－2－4－2F 028-650-5517

茨 城 県 仁　平　光　男 〒300-4104 茨城県土浦市沢辺787 029-829-3522

埼 玉 県 塩　野　　　忠 〒338-0002 埼玉県さいたま市中央区下落合5－10－5
� アステリVIP�211号 048-755-9261

千 葉 県 小　口　泰　伸 〒260-0003 千葉県千葉市中央区鶴沢町20－16
� ユニバース千葉ビル6F 043-307-8220

神奈川県 三ヶ尻　明　広 〒231-0058 神奈川県横浜市中区弥生町2－15－1
� ストークタワー大通公園Ⅲ801A 045-341-0411

山 梨 県 土　屋　　　契 〒400-0822 山梨県甲府市里吉1－9－8 055-267-6770

東 京 廣　瀬　城　児 〒101-0063 東京都千代田区神田淡路町1－19－5
� お茶の水ビジネスビル4F 03-3253-8291

静 岡 県 渡　邉　貢一郎 〒420-0025 静岡県静岡市葵区金座町47－1　金座ビル3F 054-253-3055

愛 知 県 橘　　　恭　浩 〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄1－13－4
� みその大林ビル6階C号 052-203-8722

岐 阜 県 遠　藤　昌　克 〒501-0204 岐阜県瑞穂市馬場春雨町1－50－2
� 司不動産ビル2F 058-329-0050

三 重 県 北　岡　伸　之 〒514-0009 三重県津市羽所町345　第一ビル2階�5A 059-213-8882

富 山 県 髙　木　正　博 〒939-8272 富山県富山市太郎丸本町1－9－20
� ダイイチハイツ1F 076-493-2456

石 川 県 浜　上　洋　之 〒920-8203 石川県金沢市鞍月2－2　石川県繊維会館1階 076-214-8544

都道府県損害保険代理業協会　事務局一覧表
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代協名 会長名 事　　務　　局　　所　　在　　地 電　　話

福 井 県 木　下　幸太郎 〒918-8202 福井県福井市大東2－1－20　レコルタフォー202 0776-57-1665

滋 賀 県 山　口　裕　貴 〒524-0022 滋賀県守山市守山4－7－20　辻田ビル2階Ｄ号室 077-514-0109

京 都 安　井　義　幸 〒604-8187 京都府京都市中京区御池通烏丸東入笹屋町436
� 永和御池ビル601 075-257-3633

奈 良 県 服　部　典　正 〒636-0343 奈良県磯城郡田原町本町秦庄464－6
� （株）きんき保険サービス内 0744-33-9588

大 阪 新　谷　香代子 〒530-0001 大阪府大阪市北区梅田1－2－2－1400
� 大阪駅前第2ビル14階1－2 06-6341-6085

兵 庫 県 先小山　　　剛 〒650-0023 兵庫県神戸市中央区栄町通2－2－2
� 和栄ビル502 078-333-6547

和歌山県 坂　本　正　和 〒641-0051 和歌山県和歌山市西高松2－9－4－2F 073-460-4761

岡 山 県 歳　森　　　宏 〒703-8235 岡山県岡山市中区原尾島859－10 086-270-7861

鳥 取 県 石　倉　和　文 〒683-0802 鳥取県米子市東福原6－2－37�
� （有）オフィスアームス�内 0859-30-2369

島 根 県 佐々木　常　人 〒690-0884 島根県松江市南田町45－1�ロングフィールドビル1F� （株）ライブ・コンサルタント内 0852-28-8448

広 島 県 井　出　秀　樹 〒733-0002 広島県広島市西区楠木町2－7－6
� ハンズ�内 082-509-0566

山 口 県 宮　下　香津恵 〒753-0841 山口県山口市吉田1918-1　ハイツN101 083-976-6411

徳 島 県 三　好　　　亘 〒770-0846 徳島県徳島市南内町2－6－3　東ビル3階 088-677-9002

香 川 県 安　富　　　良 〒761-0301 香川県高松市林町2537－15
� （有）保険ネットワークセンター�内 087-802-7320

愛 媛 県 渡　部　裕　司 〒790-0066 愛媛県松山市宮田町106－2�
� カサブランカ駅前201 089-932-7828

高 知 県 岡　本　和　秀 〒780-8011 高知県高知市梅ノ辻1－1　みつわビルⅡ301号 088-802-7335

福 岡 県 占　部　雅　志 〒812-0011 福岡県福岡市博多区博多駅前1－15－20
� NMF博多駅前ビル907 092-481-3424

大 分 県 竹　内　　　繁 〒870-0036 大分県大分市寿町11－2　第3大成ビル305 097-529-7841

佐 賀 県 松　岡　浩　司 〒849-0923 佐賀県佐賀市日の出1－13－24�
� サンライズハイツ1F 0952-37-8431

長 崎 県 横　田　清　孝 〒850-0056 長崎県長崎市恵美須町4－2　平野ビル3F 095-816-3021

宮 崎 県 髙　石　健　一 〒880-0806 宮崎県宮崎市広島2－5－30
� ルポ宮崎駅前ビル205 0985-23-0468

熊 本 県 廣　重　　　真 〒861-4101 熊本県熊本市南区近見7－8－45 096-288-1512

鹿児島県 田　中　　　拓 〒890-0046 鹿児島県鹿児島市西田2－20－8
� 山野ビル2F－D 099-297-4641

沖 縄 県 藤　川　尚　久 〒900-0026 沖縄県那覇市奥武山町26－24
� 奥武山マンションビル202 098-858-7192

一般社団法人�日本損害保険代理業協会　　Tel 03（6281）8356 ・ Fax 03（6281）8358

　　　　　　�〒100-0004�東京都千代田区大手町2－2－1　新大手町ビル３階327区�
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新大手町ビル３階327区
TEL�03–6281–8356　FAX�03–6281–8358
E-mail：daikyo@nihondaikyo.or.jp
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